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論文内容の要旨 

 

近年の高等教育政策の特徴の 1つとして，日本人大学生の海外留学の促進が挙げられる。

その背景には，国際化・グローバル化を外来の脅威としてとらえ，国境を越えて流動化す

る市場経済に対応しなければならないという国家的な危機意識がある。日系企業のグロー

バルな経済活動を支えるためには「グローバル人材」の育成が必要であり，そのための手

段として大学生の海外留学は政府主導の強力な働きかけのもとで推進されてきた。留学促

進政策が前提するのは，かつては国内で展開されていた社会経済的地位の達成をめぐる競

争が，国境を超えてグローバルに拡大していくという「グローバル・メリトクラシー」の

到来を予期した社会認識である。若年層が教育を通じて獲得すべき能力として，グローバ

ルな活動を可能にする能力や資質が志向されるゆえに，海外留学はそのための有効な機会

として関心を集めることになる。 

しかしながら，グローバル化が加速しているはずの近年において，日本の教育政策が危

機感を募らせてきたのは，他のアジア諸国が欧米圏への留学者数を増加させていく中で，

なぜか日本だけが逆に留学者数を減らしているという事態に対してである。ゆえに，「内向

き」だとされる日本の大学生や高校生に対して，オールジャパン体制で留学への機運を醸

成することが目指されてきている。 

ここで問題なのは，〈留学は誰にとっても望ましいものである〉というナイーブなメッセ

ージを産学官が全方位的に発信している一方で，そこには留学が追加的な私費負担をとも

なう教育選択であるという教育社会学的な認識が欠落している点である。国内大学への進

学機会だけとらえても，出身家庭の経済的要因に規定されることがすでに明らかにされて

おり，海外留学によってさらなる私費負担が生じることは，現存する高等教育機会の格差

構造の内部に埋め込まれる形で，留学機会の格差もまた存在する可能性を示唆している。

しかし，留学という教育機会の平等性を問う視点そのものが，現在の日本の教育政策や学

術研究にはみられない。 

そして，留学促進政策が「グローバル人材」の社会的ニーズの高まりという根拠から留

学を強く求める現状において，若年層の留学志向がどのように形成されるのか，留学経験

は職業達成とどのように関連するのかというテーマに関していえば，先行研究は実証的な

知見をほとんど提示できていないのである。 

以上の課題意識を有する本研究は，日本人大学生の留学志向の形成に着目し，とりわけ

その社会的要因と職業達成との関連という 2 つの教育社会学的な変数を中心に検討するこ

とで，海外留学という教育選択が形成される構造の特質を明らかにすることを目的とした。 

第 1 章では，日本社会での留学という教育選択をめぐるマクロな社会的背景として，近

年の教育政策がグローバリゼーションのイデオロギーによりどのように変容して現在に至

っているのかというプロセスをたどった。第 1節では「教育の福音」という分析概念から，

英語教育改革と海外留学促進政策の関連性について通時的な分析を行い，その背後にある

イデオロギーの特質を検討した。早くは 1970年代末から経済・産業界に存在した国際化に



対する危機感が，英語教育に特化した「教育の福音」を駆動し，英語教育に対して実用性

重視の功利主義的な目的への変容を迫った。1990年代後半には〈英語教育の実地経験とし

ての海外留学〉というロジックが形成され，2003年において今日的な海外留学促進政策は

英語教育改革の文脈上に位置づけられる形で策定された。その後両政策は「職業教育主義」

のイデオロギーと「ナイーブな人的資本観」を強化させながら，2010年代のグローバル人

材育成政策へと結実し，現在に至るまで強力に推進されてきている。 

第 2 節では，日本人若年層の海外志向が低下したとする「内向き」イメージが社会的に

構成されたものであるとの前提に立ち，新聞・雑誌記事の言説を分析した。結果，「内向き」

イメージは 2009年の政府資料をきっかけとして社会的に構成され，グローバル人材育成政

策が活発に議論された 2010年代初頭に社会に定着したことが明らかになった。加えて，長

期留学者数が 2005年以降減少している一方で，短期留学者数はコンスタントに増加してい

ること，「内向き」言説が日本人大学生の留学促進政策の意義を正当化する機能を果たして

いたことが指摘された。 

第 2章では，「日本社会において誰が留学を志向しているのか」という研究課題に対する

検討を行った。葛藤論・再生産論的アプローチにより，留学志向が形成される初期条件に

おいて特定の社会集団の有利・不利が存在する可能性に着目して，留学志向を形成する社

会的要因について析出することを目指し，「計量的モノグラフ」による探索的な分析を行な

った。 

分析の結果，第 1 に，出身家庭の社会経済的条件が独立して留学志向を高めており，こ

の傾向は，大学生の短期留学志向，高卒後の長期留学志向，親の子に対する海外教育志向

のいずれにおいても共通して観察された。つまり，確率論的には日本人の留学志向とは階

層現象であり，留学という教育機会にアクセスできる環境には初期条件としての格差が存

在することになる。第 2 に，国内の中等教育における学業成績が優秀な者ほど留学を志向

する傾向にあった。この点については国内大学進学者による短期留学と，高卒後の長期留

学の間で状況は異なる。短期留学については所属大学の入試難易度の高さが留学志向と関

連していたが，高卒後の長期留学に関しては総合的な学力が影響するわけではない。これ

は，高校卒業時点の高学力者の大半が国内の大学に入学するという日本の状況を示してい

る。高卒後の長期留学志向における学力要因は，英語が得意であり数学が苦手であるとい

う教科ごとの特徴を有している。 

 第 3章と第 4章では，「日本社会においてなぜ留学は志向されるのか」という研究課題を

検討した。 

大学生が留学に価値を見出す理由として，第 1 に〈留学経験は人的資本の蓄積につなが

り，個人に金銭的便益をもたらす〉という経済的合理性の存在を仮定した。そこで，第 3

章第 1 節では，大学生の留学経験がグローバルな労働市場で労働生産性を高める「トラン

スナショナルな人的資本（THC）」を蓄積することにつながり，個人に所得の上昇をもたら

すと説明する「THC仮説」の検証を試みた。大卒労働者の所得を従属変数として，所得に

影響を及ぼす諸変数を可能な限りコントロールしたうえで，留学経験の所得に対する影響

を分析した結果，2年以下の留学経験による所得上昇効果は存在せず，「THC仮説」は棄却



された。つまり，大学生の短期留学志向を経済的合理性の観点から説明することは難しい

といえる。 

さらに，大学生が留学を志向する理由の第 2の可能性として，〈留学経験があることで将

来国際的な仕事に就くことができる〉という目的合理性の存在を仮定した。第 3 章第 2 節

では，教育と職業の関係性を示す「職業的レリバンス」概念を援用して，留学経験が国際

的な仕事と関連しているかどうかという「留学の職業的レリバンス仮説」を検討した。大

卒労働者の業務における英語使用頻度と海外勤務経験を従属変数として，それらに影響を

及ぼす他の独立変数を可能な限り統制し，留学経験の独立した影響の有無を検証した。そ

の結果，ほぼすべての留学経験は明確に仕事での英語使用頻度と海外勤務経験の発生率を

高めていた。したがって，大学生の留学経験は将来の国際的な仕事につながるという，「留

学の職業的レリバンス」の存在が実証されたことになり，大学生の留学志向が職業達成と

関連している可能性が示唆された。 

一方で，学生たちが自身の留学という社会的行為に対してどのような意味を付与してい

るのかについては，量的検討だけでは明らかにすることができない。加えて，第 2 章で明

らかにされた社会階層や学力等の諸要因がどのように留学志向に結びつくのか，さらに第 2

章で検討できなかった要因が存在するのではないかといった疑問も残されている。そこで，

第 4 章では，大学生を対象とした質的調査を行い，学生たちのライフストーリーに関する

ナラティブデータの分析を行った。 

まず，各学生のライフストーリーにおける留学志向の形成要因について探った。その結

果抽出されたのは，①海外志向を涵養する客体化された「グローバル文化資本」，②学校外

教育での早期英語学習，③「国際的な社会関係資本」，④成育歴における海外渡航や国際交

流の経験，⑤西洋先進国への憧憬を醸成するサブカルチャー，⑥ジェンダー要因としての

国際恋愛志向と日本社会の女性差別イメージである。 

続いて，個人のライフストーリーにおいて留学志向が形成されるプロセスに着目すると，

〈英語学力の達成〉と〈海外志向〉が重なった時点で留学志向が生じていた。そして，こ

れらの 2 要因がライフストーリー上に出現する順序を基準として類型化を行い，英語学力

先行型として「学校外教育での早期英語学習型」と「学校英語教育での学力達成型」，海外

志向先行型として「家庭環境でのグローバル文化資本継承型」と「サブカルチャー型」の 4

つに分類した。 

各分類におけるライフストーリーを分析すると，最も多くみられた「学校外教育での早

期英語学習型」において，親が子のローカルな教育達成を願い全方位的な子育てを志向す

る中で，その一部としての早期英語学習が中等教育段階の学校英語教育における学力達成

につながっていることが示唆された。一方で，それだけでは留学志向は形成されず，その

後インタビューイーたちは，海外渡航や国際交流経験，国際的な社会関係資本との出会い，

サブカルチャーといった偶然的な要因により海外志向を形成し，それらの総体として留学

志向が形成されていたのである。これらのケースからは，ローカルな教育達成を目指すペ

アレントクラシーを背景に，学校外教育の帰結として必然的に生じた英語学力の格差をベ

ースとしながらも，海外に行きたいかどうかという子自身の意欲に関しては偶然の産物で



あるという，複雑な要因交絡の諸相を見て取ることができる。他方，「家庭環境でのグロー

バル文化資本継承型」においては，葛藤論・再生産論的アプローチが想定するような，親

から子への留学志向の再生産構造が観察された。これらのケースでは，海外経験を望まし

いものとする価値志向が親や親族の影響で子へと継承されている。 

さらに，学生たちの自身の留学に対する意味投与について，それが将来の職業達成につ

ながるという〈インストルメンタル〉な価値志向であるのか，それとも留学そのものが目

的となる〈コンサマトリー〉な価値志向であるのかという観点から分析を行った。留学の

インストルメンタルな意義として，英語能力や多角的な視野，人間力，コミュニケーショ

ン能力などの獲得が語られたものの，留学を目前に控えた学生たちの多くはまだキャリア

展望がそこまで具体的ではないために，職業達成との関連ははっきりとした像を結んでは

いない。また，「みんなと違うことをしてみたい」「憧れ」などのコンサマトリーな動機も

散見された。しかし最も特徴的であるのは，キャリア観が暫定的な状況で，まずは目前の

留学を自己成長や自己啓発の機会とみなし，そこで得られた自身の成長譚を他者に語るこ

とで，それが職業達成にも結果するという「自己成長を経由したインストルメンタルな留

学志向」である。これは，留学によって得られる成果について，「トランスナショナルな人

的資本」や「身体化されたグローバル文化資本」のような諸概念が想定するコンピテンシ

ー的側面というよりも，就職活動におけるエピソードの語りという自己成長の社会構成的

側面を想定している点において，極めて日本的な特質だといえよう。 

これらの知見を第 2 章と第 3 章の分析結果に埋め込むことで，次の 3 点が示唆される。

第 1に，出身家庭の社会経済的条件の高さが留学志向を高める効果の中には，「英語学力の

達成」をめぐる親の〈戦略性〉と，子の「海外志向」が獲得される〈偶然性〉の複雑な要

因交絡が生じていること。第 2 に，学生たちの短期留学という教育選択の合理性は，自身

のグローバルな実践の成果が国内企業の新卒採用活動というローカルな文脈で評価される

中で，自己成長を奇貨とした職業達成という自己啓発的な目的合理性にあるがゆえに，経

済的合理性の不在は問題にならないこと。第 3 に，女性の留学志向の高さは，日本人女性

と白人男性の間に存在する性愛的な結びつきや，国内での職業達成における女性の不利と

いった女性固有のプッシュ要因に起因する側面があることである。 

以上の研究課題の検討結果をふまえ，終章では留学をめぐるイメージと現実のさまざま

なギャップが生じる構造について，総合的な議論を行った。 

日系企業の全体的な人材ニーズとして留学経験がほとんど重視されていないにもかかわ

らず，経済・産業界から「グローバル人材」が要望されるという奇妙な状況は，日本社会

における「グローバル人材」像が，留学経験によって効果的に獲得される「語学力・コミ

ュニケーション能力」のようなスキル・能力だけではなく，国内でも獲得可能な「主体性・

積極性」「チャレンジ精神」といった汎用的な情意面をも含み込む「二義性」を帯びたもの

として構想されたことによって成立している。このようなグローバルとローカルの「二義

性」は，留学経験の現実的な企業ニーズの低さを覆い隠し，留学の望ましさを前提とした

教育政策を押し進める役割を果たしてきた。 

このような「グローバル人材の二義性」は，留学促進政策が経済・産業界の人材育成に



対する要請を原動力として展開されてきたことによる必然的帰結である。日本の留学派遣

制度には，「エリート的」「学術教養的」「実践的」な 3つの留学観が存在するが，これらは

3 つすべての同時存在が叶わないトリレンマ構造として定位される。その中で，「エリート

的」「実践的」側面を重視する経済・産業界と，「学術教養的」「実践的」側面を重視する国

内大学の葛藤の産物として，グローバル人材の二義的要素は一つの人材像に統合されたの

である。 

以上の議論を経て，本研究は次のように結論する。近年の日本の教育政策における海外

留学の促進と留学者数の増加は，グローバル・メリトクラシーの到来により国境を越えて

活躍可能な人材のニーズが高まったことの帰結ではなく，従来から存在するローカルな社

会的地位達成を目指したナショナル・メリトクラシーの一変種である。そして，大学生に

よる留学という教育選択は，政策的意図と現実の人材ニーズ，親と子のそれぞれによる意

味投与，ジェンダーなどのさまざまなギャップを含み込んだ複雑な構造に規定される社会

的実践なのである。 
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序章 問題提起  

 

第１節 問題の所在  

 

１－１ 本研究の背景  

 

2010 年代以降の日本社会において，若年層の海外志向の低下を嘆き，学生に

海外留学を求める言説は，枚挙に暇がない。「日本人の海外留学離れという現象

自体は，グローバル化の進展する世界で，日本の存在感を危うくする」（太田  

2013: 88）と国家レベルの観点から危機感が語られれば，「積極的に海外に出よ

うとしない日本の若者の『自己満足』が日本の国際的活力の低下につながって

いることは自明であろう」（中嶋  2010: 5）と断罪される。特に本研究の主な対

象となる日本国内の大学に進学した学生は，「入学の次は，留学」「まずは短期

でもいいから 1 年生のうちの留学がオススメ」（文部科学省，トビタテ！留学

JAPAN 大学生向けチラシ）などと，入学早々に海外留学を求められている。  

少し考えてみれば，これは奇妙な状況である。国内大学の学生の多くは，不

本意入学などの場合を除き，その大学が国内のキャンパスで提供する教育サー

ビスや学位へのニードがあるため進学したと考えられる。それにもかかわらず，

入学して間も無く進学先の大学の外部で（さらには自国の外部で）一定期間教

育を受けることが推奨されているのである。  

このように日本人大学生の海外留学が国家の教育政策として組織的に促進さ

れる状況は，1871 年の文部省設置以降およそ 150 年が経過しようとしている

日本の高等教育の歴史において，21 世紀に入ってから生じてきたごく最近の現

象である。そもそも日本社会において，自国の若者が海外に留学するという選

択肢は，近年まで能力的・経済的な点において一部のエリート層に限られたも

のであった。例えば，明治維新以降の官費留学（辻  2010）や戦後のガリオア・

フルブライト・プログラム（斎藤  1984）では，日本人留学生は国家の費用負

担によって留学先で特定の専門領域について学び，その成果を自国に持ち帰り

日本社会の発展に貢献することが期待された。また，そのような選抜を経るこ

とのない私費での留学は，1985 年のプラザ合意に至るまでの円安を背景に巨額

の費用負担をともなうものであったため，少数の富裕層にのみ実現可能な選択

肢であった。このように，留学という教育機会は少数の例外的な特権であった

ことから，社会的関心を集めることは少なかったのである。  

しかし，そのような海外留学の位置づけは，グローバル化 1として言及される

全世界的な交流活動の拡大を背景として，1990 年代以降に変化していくことに
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なる。経済活動のグローバル化によって国境を越えた労働市場が形成されたこ

とで，職業達成をめぐる教育活動もグローバル化していく（Brown 2000）。世

界全体の留学生数は 1990 年には 130 万人であったが，2000 年には 210 万人，

2010 年には 420 万人へと加速度的に増加した（経済協力開発機構  2014: 398）。

グローバル化した労働市場とそれに対応しようとする教育の背景にあるのは，

「トランスナショナル・コンピテンス（ Institute of International Education 

1997）」の議論にその典型がみられるように，国境を越えて共通する知識や技

能が重要性を増すという価値意識であり，海外留学はそれらを獲得する機会と

して脚光を浴び始めたのである。  

日本社会においても，バブル崩壊以降の国内経済の停滞や，世界経済の構造

的変化にともなう労働環境の変化を背景として， 2000 年代の半ば以降からグ

ローバル化した市場で活躍可能な人材が経済・産業界から要請されるようにな

る。2007 年に産学の横断的課題について議論を行う「産学人材育成パートナー

シップ」が経産省主導で創設され，人材育成方針の課題の１つとして「グロー

バルな視点による人材の育成」が提示された（産学人材育成パートナーシップ  

2009）。これを受けて設置された「グローバル人材育成委員会」による報告書

では，「グローバル人材」の要件として，①社会人基礎力，②外国語でのコミュ

ニケーション能力，③異文化理解・活用力が示され，そのような能力の育成に

効果的な手段として「海外への学生の送り出し」が位置づけられている（グロー

バル人材育成委員会  2010）。ここに，国内大学が産官のバックアップを受けな

がら日本人学生の留学を促進するという構図が生まれる。2013 年に策定された

「日本再興戦略」では，日本人学生の高等教育段階での留学者数を 2020 年ま

でに 12 万人へと倍増させる政策目標が設定され（内閣府  2013），教育政策の

具体的な成果目標として位置づけられた（文部科学省  2013）。その翌年に策定

された「若者の海外留学促進実行計画」では，「関係府省庁，民間企業，学校等

が力を合わせ，海外留学を阻害する要因を取り除くために必要な具体策に取り

組む必要がある」として（内閣官房他  2014: 5），産学官のオールジャパン体制

で海外留学の促進が行われている。  

 

１－２ 本研究の問題意識  

 

以上のように，近年の留学促進政策は，日本経済の活性化のためにグローバ

ル市場で活躍可能な人材を育成しなければならないという理路にもとづき，政

府主導の強力な働きかけのもとで推進されている。このような社会的状況の背

景にあるのは，かつては国内で展開されていた社会経済的地位達成をめぐる競
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争が国境を超えてグローバルに拡大していくという「グローバル・メリトクラ

シー（岩木  2004; Tannock 2009; Brown and Tannock 2009）」の到来を予期し

た社会認識である。そのような社会では，若年層が教育を通じて獲得すべき能

力として，グローバルな活動を前提する諸能力が志向されるゆえに，海外留学

は有効な機会として関心を集めることになる。  

しかしながら，グローバル化が加速しているはずの近年において日本の教育

政策が危機感を募らせてきたのは，「グローバル・メリトクラシー」を背景に他

のアジア諸国が欧米圏への留学者数を順調に増加させていく中で，なぜか日本

だけが逆に留学者数を減らしているという事態に対してである。政府が 2010

年代以降に留学促進政策を強力に推進するきっかけとなったのは，日本人若年

層の海外志向が低下している──「内向き」志向になっている──という教育

言説である。その根拠として挙げられたのは，文部科学省が毎年公表している

「OECD 等による統計」において，主に学位の取得を目的とする日本人留学生

数が 2000 年代以降伸び悩んでいたことであった（文部科学省  2009: 25）。よっ

て，2013 年当時 6 万人弱であった留学者数を 2020 年までに 12 万人へと倍増

させることが政策目標として目指されたのである。  

一方で，図序 -1 が示すように，当時は留学に関する指標として着目されてい

なかった日本学生支援機構「協定等に基づく日本人学生留学状況調査」によれ

ば，日本国内の大学に在籍する学生の単位取得や語学学習等を目的とする留学

は，「内向き」志向が問題視された時期においても一貫して増加してきている。 

このように，近年において「内向き」であるはずの若年層の対照的な留学動

向が，統計上は補足されている。しかしながら，留学促進政策においては海外

留学の多様性や実態が十分に整理されないまま，とにかく留学を促進すること

そのものが目的化されてきた。このことは，留学促進政策に対する政策評価に

おいても指摘されている。2017 年 7 月に総務省が公表した「グローバル人材育

成の推進に関する政策評価書」では，成果指標①「日本人海外留学者数（大学

等）」について達成状況を「×」と評価したうえで，「現在，成果指標の達成状

況の把握に使用している OECD，ユネスコ， IIE 等のデータ（筆者注：表序 -1

における「OECD 等による統計」）では，近年大きく増加している日本の大学

等に在籍している日本人海外留学生の大半が含まれていない」と指摘し，「今後，

グローバル人材の育成を推進する上で，短期留学（筆者注 :  表序 -1 における「日

本学生支援機構の調査による状況」の留学）を政策上どのように位置付けるの

かを明らかにする必要がある」と結んでいる（総務省  2017: 163-164）。  
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図序－１  高等教育段階の日本人留学者数の推移  

出典：文部科学省（ 2019）より筆者作成  

 

留学動向をめぐる正確な現状認識の欠落は，若年層の海外留学という教育選

択が，帰国後の職業達成においてどのような帰結をもたらすのかについての，

体系的かつ実証的なエビデンスの少なさにもつながっている。グローバル化し

た労働市場において活躍可能な人材が求められているという社会的なメッセー

ジは，シンプルかつ強いものでありながら，一方では具体性を欠いている。  

そもそも，留学促進政策が想定するように，グローバル・メリトクラシーの

到来によって留学経験と就労において求められる職能の間に機能的な対応関係

が存在するのであれば，政策的な介入がなくとも経済的合理性の原理から企業

は留学経験者を厚遇し，そのような好待遇を求めて若年層は留学を志向するだ

ろう。しかし前述の「若者の海外留学促進実行計画」が「海外留学を阻害する

要因」として言及しているように，国内企業の新卒採用活動は日本人留学生に

冷遇的であるし，大学生たちは──政府の認識が正しいとすれば──「留学機

運の醸成」が必要なほど海外志向が低いとみなされている（内閣官房他  2014）。 

はたして，グローバリゼーションの影響により，多くの日本の職業労働者とっ

て国境を越えて活躍できるような能力が本当に求められているのか。どのよう

な職種において，どのくらいの割合の労働者が，どの程度グローバルな職能を

求められているのか。若年層の留学経験はどのように仕事で活用されているの

か。このような留学経験と職業達成との具体的な関連性を示すエビデンスは，

留学派遣が巨額の予算支出をともなう重要政策であるにもかかわらず，実はほ
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とんど存在しない。換言すれば，改めて問い直す必要がないほどに，日本社会

において〈留学は誰にとっても望ましいものである〉という価値規範は自明視

されている。  

留学派遣政策における正確な現状把握とエビデンスの不足という課題は，そ

のまま学術的課題にも直結する。留学が教育達成の一種であり，教育機会とし

ての留学経験が個人の職業達成に影響する可能性が存在するのであれば，留学

という教育機会へのアクセスの平等性や，留学経験が職業達成に対してもたら

す効果についての教育社会学的な検証がなされるべきであろう。現に，次節で

詳しく検討するように，海外研究ではそのような視点にもとづいた研究に一定

の蓄積があり，留学という教育システムの発達が各国の若年層の職業達成にど

のような変化をもたらしうるのかについて，教育社会学的な理論背景を共有し

た議論が行われている。  

一方で，日本人大学生の留学を対象とした研究の多くは，留学経験がもたら

す望ましい効果の析出を試みるものや，大学生の留学行動の阻害要因を同定し

ようとするものが大半を占めている。これらの研究の多くは各大学の留学支援

の実務を担当する教職員によって行われており，ゆえに留学を促進することが

アプリオリに肯定されているという根本的な問題を抱えている。  

ここで問題なのは，〈留学は誰にとっても望ましいものである〉というナイー

ブなメッセージを産学官が全方位的に発信している一方で，そこには留学が追

加的な私費負担をともなう教育選択であるという教育社会学的な認識が欠落し

ている点である。学位取得を目的とした海外大学への進学であれ，国内大学進

学者による海外大学での単位取得であれ，多くの日本人大学生にとって留学と

いう教育選択は通常よりも多くのコストを要するものである。例えば，近畿大

学国際学部が必修化する 1 年間の米国留学では，「150 万～220 万円の留学先の

授業料に加え，月 10 万円～15 万円の生活費が必要で，費用負担は小さくない」

（朝日新聞，2016 年 11 月 14 日大阪版夕刊）。また，1 か月間程度の短期研修

であっても，英語圏先進国では 30～50 万円程度の負担が生じることが一般的

である。 2 

すでに，国内大学への進学機会だけとらえても，出身家庭の経済的要因に規

定されることが明らかにされている（平沢  2018）。海外留学によってさらなる

私費負担が生じることは，現存する高等教育機会の格差構造の内部に埋め込ま

れる形で，留学機会の格差もまた存在する可能性を示唆している。しかし，留

学という教育機会の平等性を問う視点そのものが，現在の教育政策や学術研究

においてほとんどみられない。  

そして，留学促進政策がグローバル人材の必要性という根拠から留学を強く
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求める現状において，政策の妥当性を検証するための〈留学と職業達成の対応〉

というテーマに限っていえば，先行研究は実証的な知見をほとんど提示できて

いない。また，大学生の留学志向が，どのような社会的条件や学生自身が付与

する意味に規定されながら形成されていくのかという体系的な検討もまた，こ

れまで十分に行われていない。  

つまり，大学生の海外留学が教育政策上の重要課題としてオールジャパン体

制で取り組まれている中で，実際に学生たちの留学志向が形成されていくプロ

セスや，留学経験が職業達成との関連において何を学生たちにもたらすのかに

ついては，研究領域においてもいまだブラックボックスの中にあるといえる。

そして，そのような課題をとらえるための理論的枠組みが，日本の留学を対象

とした研究において定まっていないこともまた，大きな学術的課題として存在

する。  

以上の課題意識を有する本研究は，日本人大学生の留学志向の形成に着目し，

とりわけその社会的要因と職業達成との関連という 2 つの教育社会学的な変数

を中心に検討することで，海外留学という教育選択が形成される構造的特質を

明らかにすることを目的とする。そのための作業として，次の 2 つの研究課題

を設定し，その解明に取り組んでいく。  

 

研究課題１：日本社会において誰が留学を志向しているのか。  

 

研究課題２：日本社会においてなぜ留学は志向されるのか。  

 

 まず，日本社会における留学志向がどのような特徴をもつのかについて，全

体的な傾向性を把握し，記述することから始める必要がある。続いて，留学志

向を形成する諸要因が，日本社会の教育システムという文脈においてどのよう

に作用しているのかについて，説明的分析を加える。  

 これら 2 つの研究課題を検討することで，〈大学生にとって留学という教育

選択は何を意味するのか〉という大きな問いの一端が明らかになるだろう。そ

の知見は，学術領域において留学という教育事象をとらえる新たな理論的枠組

みを提示することに加えて，政府が羅針盤を欠いたまま進めてきた留学促進政

策に示唆を与えることができると考える。  

 

１－３ 留学の定義と本研究の対象  

 

具体的な議論に入る前に，多様に存在する海外留学形態の定義を整理すると
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ともに，本研究における研究対象について明確にしておこう。  

日 本 学 生 支 援 機 構 は ， 日 本 を 基 点 と し た 「 送 出 留 学 生 ／ 海 外 留 学 生

（Outbound students）」について，「学位取得目的の留学（Degree mobility）」

「 単 位 取 得 目 的 の 留 学 （ Credit mobility）」「 単 位 取 得 を 伴 わ な い 留 学

（Non-credit mobility）」の 3 種類に区分している（日本学生支援機構  2014: 4）。

「学位取得目的の留学」とその他の留学の間には，日本人若年層の一般的なラ

イフコースにおける大きな差が存在する。  

 

①学位取得を目的とした「長期留学」  

「学位取得」とは，海外の高等教育機関（専門学校・短期大学・大学・大学

院等）での学位の取得を意味している。つまり，日本国内の高校を卒業後，国

内大学ではなく海外大学の学士課程に進学した層や，いずれかの国内教育機関

を卒業後に海外の大学院に進学した層が中心となる 3。学位を取得するためには，

必然的に留学期間が１年間以上の長期に及ぶケースが大半であることから，本

研究では学位取得目的の留学を「長期留学 4」と位置づけたい。  

 

②単位取得や語学習得等を目的とした「短期留学」  

次に，「単位取得目的の留学」とは，学位留学と同じく海外の高等教育機関（専

門学校・短期大学・大学・大学院等）での留学だが，「学位は取得せず，短期間

（１年以内）在籍し，語学学校以外の経験や資格・修了証取得（日本学生支援

機構  2009: 6）」を目的とした留学である。交換留学のように，国内大学進学者

が在籍大学での単位読み替えを目的として実践する留学もここに含まれる 5。  

続いて，「単位取得を伴わない留学」とは，「語学習得」や「現地の大学など

への進学準備」を目的とした「語学学校」での留学（日本学生支援機構  2009: 

6）が大半である。国内大学が語学研修として準備するケースもあれば，個人

が長期休暇を利用して，もしくは大学を休学して独自に渡航するケースもあり，

ワーキングホリデー制度と併用されるケースも多い（加藤  2009; 藤岡  2017）。

本研究では，「単位取得目的の留学」及び「単位取得を伴わない留学」の留学期

間の大半が数週間から 1 年以内であることから，これらをまとめて「短期留学

6」として定義する。  

 

③「日本人の海外留学状況（ OECD 等による統計）」における留学生の定義  

日本人の留学者数に関して最も頻繁に参照される統計は，文部科学省が毎年

「日本人の海外留学状況」として公表している資料（最新版は文部科学省  

2019）である。したがって，この統計における「留学生」の定義に留意しなけ
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ればならない。  

2019 年 1 月に公表された資料では，世界各国における 2016 年の日本人留学

生受入れ状況が示されている。総数は 55,969 人で，受入数 1 位のアメリカ

（18,780 人），2 位中国（13,595 人），3 位台湾（7,548 人），4 位イギリス（2,944

人）の 4 か国で，全体の 76.6%を占めている。しかし，各国の日本人留学生数

は，日本が海外留学の出発者に対して統計調査を行いカウントした結果ではな

く，各国が公表している数値を文部科学省が独自に集計したものである。数値

の出典も国によって異なり，先ほどの上位 4 か国の例を挙げると，アメリカに

ついては Institute of International Education（ IIE）の「Open Doors」，中国

と台湾はそれぞれ中国教育部と台湾教育部による統計，イギリスは OECD が公

表している「図表で見る教育（Education at a Glance）」の統計にもとづいて

集計されている（文部科学省  2019）。  

さらに，各国の留学生の定義や集計方法もそれぞれ異なっている。前述の 4

か国の特徴として，本研究において特に大きな意味をもつ内容のみをピック

アップする（表序 -1）。本研究の定義に基づいていえば，英語圏の 2 か国につい

ては，「短期留学」の数値がかなり少なくカウントされている可能性が高く，中

国に関してはそもそも何の数値であるのかも定かではない。つまり，本統計は，

日本人留学生の中でもとりわけ本研究の定義する「長期留学」の変化を表して

いるといえるが，数値の信頼性の点においては留意すべきである。  

 

表序－１ 日本人留学者数の上位４か国による留学生定義や集計方法の特徴  

順位 国名 特徴

1 アメリカ
・高等教育機関の回答率は48.9%で，未回答校は推計により数値を出している。

・中小の語学学校の留学生は含まれていない可能性が高い。

2 中国
総数のみの公表であり，学位や単位の取得，語学学習等の目的別の内訳や，集計方法，
留学生の定義等が不明。

3 台湾 大学本体の教育課程に在籍する交換・短期留学生は数値に含まれていない。

4 イギリス
・交換留学生は数値に含まれていない。
・約半数の語学学校の留学生は集計されていない。  

出典：日本学生支援機構（ 2014）にもとづき筆者作成  

 

④「日本人の海外留学状況（独立行政法人日本学生支援機構の調査による状況）」 

における留学生の定義  

一方，文部科学省は，日本学生支援機構による「協定等に基づく日本人学生

留学状況調査」の結果についてもあわせて公表している。この調査は，日本国

内の高等教育機関を対象に行われており，回収率が 100%に近い正確な全数調
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査である（日本学生支援機構  2014）。  

本調査における留学の定義は，「海外の大学等における学位取得を目的とした

教育又は研究等のほか，学位取得を目的としなくても単位取得が可能な学習活

動や，異文化体験・語学の実地習得，研究指導を受ける活動等（日本学生支援

機構  2017）」と幅広い。しかしながら，留学期間別の内訳によれば， 1 年未満

の留学が 97.5%を占める（日本学生支援機構  2017）ため，ほぼ全員が本論の

定義する「短期留学」の範囲に含まれるであろう。  

2004 年以降の調査結果が毎年公表されており，大学間の交流協定に基づき留

学を開始した日本人学生が調査対象となっているが，2009 年からは，各大学が

把握している限りでの「協定等に基づかない留学」についても調査対象に加え

られた。  

このように，文部科学省が集計する統計とは定義が完全に異なる調査である

ため，受入国上位 4 か国も同一ではない。2017 年度の調査結果では，1 位のア

メリカ合衆国（19,527 人）は変わらないが，2 位オーストラリア（9,879 人），

3 位カナダ（9,440 人），4 位中国（7,144 人）と順位が変動し，短期留学が少

なくカウントされていた英語圏の国が上位に入ってくるのである。  

 

⑤本研究の対象  

以上をふまえた本研究が主に分析対象とするのは，日本学生支援機構の「協

定等に基づく日本人学生留学状況調査」によって捕捉されている「短期留学」

の中でも，とりわけ学部レベルにおいて実践される 1 年未満の留学である。  

「長期留学」ではなく「短期留学」に焦点を当てるのは，現在において日本

人若年層が最も多く実践する留学形態であることによる。2012 年度に短期留学

者数が長期留学者数を逆転して以降，両者の差は現在も広がり続けている（図

序 -1 参照）。  

大学院生ではなく学部生の留学に焦点化するのもまた，同様の理由による。

表序 -2 に示しているのは，2015 年度短期留学者の在籍課程別の内訳である。

大学院生による留学は短期留学全体の 9.5%であることに対して，学部レベルで

の留学は 87.1%を占めている。  

これらの研究対象の設定により，本研究は日本人若年層によって最も実践さ

れている留学形態をとらえ，一般的な大学生にとって留学という教育選択がど

のように形成されていくのかについて明らかにすることを目指す。  

 

 

 



10 

表序－２ 2015 年度短期留学者数（在籍課程別）  

　　在籍課程 人数 割合

　　大学院　博士課程 2,405 2.8%

　　大学院　修士課程 5,438 6.4%

　　大学院　専門職学位課程 288 0.3%

　　大学学部・短期大学 73,535 87.1%

　　高等専門学校 1,300 1.5%

　　専修学校 1,490 1.8%

　　合計 84,456 100%

 

出典：「協定等に基づく日本人学生留学状況調査， 2015」 7の二次分析により筆者作成  

 

１－４ その他の用語の定義  

 

本論文では，一般的文脈において解釈される意味とは異なるいくつかの特徴

的な用語を用いる。それらの詳細な検討は各章で随時なされていくが，使用頻

度が高いものに関しては，参照を容易にする意図により，以下に定義をまとめ

ておく。  

 

①「グローバル・メリトクラシー（ global meritocracy）」  

 かつては国内で繰り広げられていた，個人の業績や能力を奇貨とした社会的

地位達成をめぐる競争が，国境を越えて世界中に拡大する状況を意味する。日

本では岩木秀夫や苅谷剛彦，海外ではスチュアート・タノックなどが提唱して

いる（岩木  2004; 苅谷  2017; Tannnock 2009; Brown and Tannnock 2009）。 

 

②「教育の福音（ the education gospel）」／「職業教育主義（vocationalism）」 

 ノートン・グラブとマーヴィン・ラザーソンが提唱する概念であり，先進諸

国の教育政策に共通してみられる論理を説明している（Grubb and Lazerson 

2004; Grubb and Lazerson 2006=2012）。  

「教育の福音」とは，各国の経済成長のための課題として，まず初めに学校

教育の失敗を強調し，その対処方法として経済的・功利主義的な目標を設定し

た教育改革の必要性を謳うレトリックである。なお，ドン・ボスコによるキリ

スト教の予防教育の文脈で用いられる「教育の福音」とは意味が異なる。  

「職業教育主義」とは，学校教育の内容が職業労働で役立つ知識や能力の獲

得を目的として編成されるべきであるという考え方を指す。これは，実業教育
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における職業訓練に限定されるものではなく，教育システム全体がそのような

価値志向に方向づけられていく社会状況として議論される。  

 

③「トランスナショナルな人的資本（ transnational human capital）」  

 人的資本の一形態であり，個人が国境を越えて行動することを可能にする知

識やスキル，資格，人的ネットワーク等を指す。経済活動のグローバル化を前

提として，そのような就労環境の変化に対応する新たな人的資本の存在や，そ

の不平等な蓄積の可能性について含意している。フアン・メドラーノやユルゲ

ン・ゲルハルツらによって体系的に概念化されている （ Medrano 2016; 

Gerhards et al. 2017）。  

 

④「グローバル文化資本（global cultural capital）」  

 グローバルな地位獲得競争が生じる社会において排他的な資源として機能す

る文化的な資源であり，知識やスキル，学位など就労におけるアドバンテージ

のみならず，コスモポリタン的な他者に対する受容性やライフスタイル，異文

化に関する趣味まで含まれる。既存の文化資本概念が一国内の社会状況のみを

想定しているのではないかという批判から，キム・ジョンヨンによって提唱さ

れた（Kim 2011）。「トランスナショナルな人的資本」とほぼ同義であるが，本

研究ではこれらのグローバル化した社会を前提として個人に利益をもたらす文

化的諸要因について，特に就労を介した経済的利益に焦点を当てる際は「トラ

ンスナショナルな人的資本」を，個人の生育歴における蓄積の排他性に着目す

る場面では「グローバル文化資本」を用いることとする。  

 

⑤「国際志向ハビトゥス（ international habitus）」  

 筆者が独自に用いる概念である。個人の生育歴において形成されていく価値

志向の体系を意味するピエール・ブルデューの「ハビトゥス」概念にもとづき，

その一側面である海外や異文化といった国際的な経験に対する志向性として定

義する。留学促進政策が内向き志向の打開策として留学機運の醸成を目指すこ

とに対し，本研究は個人の生育歴における諸要因の蓄積として留学志向をとら

えることを企図している。  
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第２節 留学志向をとらえる教育社会学的アプローチ  

 

本節では，留学志向の形成をとらえるための分析枠組みについて検討する。

学生の留学志向が形成されていく現象は，多種多様な要因が複合的に関連する

ものである。「教育社会学的研究」と銘打つ本研究は，それらの要因の中でも，

学生の留学志向を形成する社会的要因や，留学経験と職業達成の対応関係に焦

点化しつつ，教育社会学理論の枠組みを援用しながら分析を進めていく。  

 

２－１ プッシュ・プル理論の限界  

 

分析枠組みの設定に向けた詳細な議論に入る前に，留学研究における既存理

論の限界と教育社会学理論との接続の必要性について検討しておきたい。  

かつての留学生による国際移動は，東から西へ，開発途上国から先進国へと，

より権威のある高等教育を求めて行われる「垂直移動（ vertical mobility）」が

その典型であった（Rivza and Teichler 2007）。一方，近年では先進国間の「水

平移動（horizontal mobility）」（Teichler 2017）や ASEAN 諸国間の移動（森

川  2006）などにみられるように，国家間の留学パターンは多様化しつつある。

このような留学生による国際移動の複雑な動態に関しては，留学生の出身国に

関連するプッシュ要因と，受け入れ国に関連するプル要因によって理論化され

てきた（Cummings 1993; Altbach 2004）。De Wit et al.（2008）は，プッシュ

要因とプル要因のそれぞれに教育的，政治・社会・文化的，経済的な要因が存

在することを，体系的に整理している。（序表 -3）  

留学研究におけるプッシュ・プル理論は，国家間の関係性や高等教育制度と

いったマクロな枠組みから，留学生の国際移動が発生する原理を説明するもの

である。しかしながら，本研究の関心から日本人学生の留学志向をとらえるう

えで，その射程には次に挙げる 2 点の限界が存在する。  

第 1 に，留学生の出身国内において留学を志向する者とそうではない者を分

岐する社会的要因は何か，という規定構造を十分に説明できない点である。留

学研究におけるプッシュ・プル理論の貢献は，留学志向の力学を出身国に関連

する変数と留学生受入先の国に関連する変数に区別して分析するマクロレベル

の視点を提示したことにあった。しかし，本研究が目指すように，日本人学生

の海外留学志向に関して，それを規定する社会的要因や職業達成との対応を明

らかにするためには，若年層が国内で受ける一般的な学校教育との関連性にお

いて，海外留学というオルタナティブな選択肢をとらえるための視点が必要に

なる。  
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表序－３ 留学のプッシュ・プル要因  

プッシュ要因 プル要因

教育的要因 教育的要因
・高等教育の進学機会 ・高等教育の機会
・基本的な人材需要 ・教育システムの互換性
・高等教育のランキング/ステイタス ・高等教育のランキング/ステイタス
・海外学位に対する国内での評価 ・国内学位の価値の高さ
・国内高等教育の選択性 ・高等教育システムの多様性
・遠隔教育の利用可能性 ・高等教育進学の容易さ
・民間の仲介エージェントの増加 ・積極的な募集政策
・海外の仲介エージェントの増加 ・学費
・海外留学経験 ・国内学生の確保
・海外協定校との戦略的提携 ・協定校との戦略的提携

政治的・社会的・文化的要因 政治的・社会的・文化的要因
・言語の問題 ・言語的要因
・文化的適応 ・文化的つながり
・植民によるつながり ・植民によるつながり
・政治的不安定 ・生活の魅力
・地域統合 ・地域統合
・情報の問題 ・母国出身者の存在
・入国管理政策 ・出入国管理政策
・戦略的提携 ・母国との戦略的提携
・学問上の自由 ・学問上の自由

経済的要因 経済的要因
・世界経済への依存度 ・輸出入レベル
・財政能力 ・支援レベル
・人材開発指標要因 ・人材開発指標要因
・帰国後の雇用機会 ・留学中の雇用機会
・地理的な距離 ・留学後の雇用機会

・地理的な距離  

出典：De Wit et al.  (2008: 28)  

 

第 2 に，グローバリゼーションの影響下にあっても各国の教育制度や政治

的・経済的意思決定は多様な形で存在する（Lauder et al. 2006=2012: 48-49）

中で，既存のプッシュ・プル理論の枠組みでは日本の質的な固有性を説明でき

ないという点である。留学志向をめぐる日本の固有性が十分に認識されていな

いことで，例えば次のような問題が生じる。現在の日本の留学促進政策は，中

国やインド，韓国などのアジア諸国との比較から，日本人の海外留学者数の減

少を若年層の「内向き」化とみなす危機感に駆動されている（グローバル人材

育成推進会議  2011）。しかしこのような留学者数の量的側面にのみ着目すると

らえ方は，他のアジア諸国出身者にとっての留学経験と日本人学生にとっての

留学経験のもつ意味が質的に異なっている可能性を見落とすことになる。  

例えば，いくつかの先行研究では，日本国内の教育システムでの不適応やそ

こからの逸脱が留学志向につながるケースが報告されている（嶋内  2014a; 芝

野  2013）。これらの知見は，日本人学生の留学志向において，日本社会の固有

性に起因するミクロレベルのプッシュ要因が存在する可能性を示唆している。  
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以上のプッシュ・プル理論の限界を克服するために，本研究ではプッシュ・

プル理論が前提するマクロレベルの諸要因に加え，日本的特質として存在する

社会的要因の規定性およびミクロレベルで存在する個人の諸要因まで含めて多

面的に把握することを試みる。これらの視点の相違についてまとめると，図序

-2 のようになる。  

 

マクロレベル
プッシュ・プル

理論

ミクロレベル

グローバリゼーション
を背景とした国家間の

関係性

本研究の
視点

国内の社会的要因や
職業達成との関連

個人の行為としての留学

 

図序－２ 本研究での視点の定位  

 

このような広範な視点からのアプローチを可能にするために，本研究では，

教育と個人の社会的地位達成の関係や，各アクターが教育に対してどのような

意味を付与しているのかという側面から教育制度の果たす役割を説明してきた

教育社会学の諸理論を参照して，日本人学生の海外留学という教育選択を従来

とは異なる視点からとらえたい。これらの理論では，Young（1958=1982）の

提唱する「メリトクラシー」――身分ではなく能力や業績によって地位が配分

されていく原理――を命題として，教育と個人の社会的地位達成の関連に対す

るさまざまなアプローチが試みられてきた。そして，次項以降詳しく検討する

ように，すでにいくつかの海外の先行研究では，教育社会学理論を留学研究に

援用して分析する試みがなされている。しかしながら，それらは独立した研究

関心によって行われており，かつ，日本の事例を対象とした研究はほとんどみ

られない。  
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そこで，以下では海外の事例を中心とした留学研究の体系的なレビューを行

い，日本において高等教育段階の海外留学が実践される構造をとらえるための

理論的視座を導出する。  

 

２－２ 機能論的アプローチ  

 

1960 年代から 1970 年代にかけて，教育社会学と親和的であった教育経済学

では，経済変動によって職業上求められる能力の専門性が高まった結果，教育

システムの反応として学校教育が拡大した，と説明する人的資本論が盛んに論

じられた（金子  1980）。人的資本論は，「教育は個人に職業的知識・技術をあ

たえ，個人の生産力を高める。この結果として個人には所得の増加が，社会全

体には経済成長がもたらされる」（小林  1981: 51）ことを前提としている。  

このように，人的資本論は教育によって身につけられた知識や技能を，将来

の私的・社会的便益を生み出す資本としてみなす。したがって，教育の一形態

である留学を人的資本論の視点からとらえたとき，外国で得た能力や経験につ

いても，個人や社会に利益をもたらす人的資本として位置づけることが可能に

なる。このような理路から，外国経験によって得られる人的資本は，「トランス

ナショナルな人的資本（ transnational human capital）」（Zweig et al. 2004; 

Gerhards and Hans 2013; Medrano 2016），もしくは人的資本の従属部である

「移動資本（mobility capital）」（Murphy-Lejeune 2002）として概念化されて

いる。  

一方，海外で教育を受けた経験が必ずしもプラスに作用するとは限らない。

人的資本の国籍（どの国で獲得されたものか）がその価値に及ぼす影響につい

て着目した Friedberg（2000）は，イスラエルにおける移民とイスラエル出身

者の人的資本を比較検討し，移民が出身国で獲得した人的資本は，イスラエル

人が自国で獲得した人的資本よりも便益が少ないことを明らかにしている。 8 

 

２－３ 葛藤論・再生産論的アプローチ  

 

（１）留学の社会的選抜性  

人的資本論は，個人の地位形成における教育の機能的な側面に光を当てたも

のであった。一方，1970 年以降，社会におけるさまざまな「身分集団（ status 

group）」──下位文化を共有する凝集的な社会集団──の存在を前提とする

ウェーバー的観点（Bendix 1977: 85）から，教育と特定の集団の結びつきによっ

て社会の不平等が再生産される構造を見出す葛藤理論が隆盛していく。その嚆
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矢であるコリンズは，人々は各自の身分に固有の文化を有しており，学校教育

は社会に支配的な「身分文化」――例えば公立学校では中産階級的な WASP の

文化，私立学校では上流階級の文化――を規範として，生徒を社会化していく

機能を果たしていると説明する（Collins 1977=1980）。  

特定の社会集団による優越性や支配性に着目するこのような視点は，留学が

個人にもたらすさまざまな望ましい効果に関する研究の進展を背景として，近

年の留学研究における次のような関心につながっていく。すなわち，有益な教

育機会としての留学にアクセスする機会はどのような社会的要因によって規定

されているのかという，留学の「社会的選抜性（ social selectivity）」の問題で

ある。ここでいう社会的要因とは，とりわけ階級・階層やジェンダー，エスニ

シティーなどのデモグラフィック要因を指し，それらが個人の留学志向にどの

ような影響を与えているのかについて検証する量的研究が蓄積されてきた。  

1997 年の Euro Student Report では，フランス，ドイツ，イタリアの高等

教育機関で留学を経験した学生のうち，世帯収入三分位におけるそれぞれの出

身者が占める割合を算出しており，親が裕福な学生ほど留学することが指摘さ

れている（Rinkens 1997: Fig. 4）。一方，2000 年に公表された ERASMUS 計

画 9の報告書は，「親の収入条件という点からみた家族の経済的背景は，概して

ERASMUS 留 学 生 の 選 抜 要 因 で は な い と 思 わ れ る 」 と 結 論 し て い る

（Commission of the European Communities 2000: 5）。しかし 2002 年公表

の Euro Student 2000 では，ベルギー，フィンランド，フランス，ドイツ，ア

イルランド，オランダの各国で留学経験に対する親の収入の効果が再度確認さ

れた（Schnitzer and Zempel-Gino 2002: 115）。その後，親の収入に加えて，

親の学歴も学生の留学経験を規定するという知見（Findlay et al. 2006; Orr et 

al. 2008）も報告され，出身家庭の社会経済的背景（Socio-Economic Status: 

SES）と海外留学の結びつきが関心を集めていく。近年の Euro Student Ⅳ  

2016-2018 では，留学の「社会的選抜性」は留学促進に向けた障壁であるとし

て，多くのページを割いて分析がなされている（ Hauschildt et al.  2018: 

220-244）。  

これらの研究は，全体的傾向を記述するために留学経験の割合を SES のカテ

ゴリーごとに比較したものであり，統計的な有意性は検討されていない。一方，

留学志向に影響を与える諸変数をコントロールして多変量解析を行った研究に

も一定の蓄積がみられる。出身国内の高等教育機関への進学者による 1〜2 セ

メスターの短期留学（ credit mobility）を対象とした研究からみていこう。米

国のリベラルアーツカレッジで短期留学の規定要因を調べた Salisbury et al.

（2009）では，奨学金の受給状況を代理指標とした出身世帯の収入状況と親の



17 

教育年数が，短期留学志向を有意に規定していた。また，オーストリア，ベル

ギー，イタリア，ノルウェー，ポーランド，英国の 28 歳以下の大学生を比較

分析した Van Mol and Timmerman（2014）では，親の職業の階級分類による

家族の SES が短期留学志向に与える影響を調べており，ベルギーにおいてのみ

有意性がみられた。英国の大学生による ERASMUS 留学の規定要因を分析した

Higher Education Funding Council for England（2009）においても，同様に

親の職業の効果が認められる。さらに，フランスとイタリアの大学 3 年次終了

段階の学生を対象に短期留学経験の規定要因を検討した Di Pietro and Page

（2008）では，親の学歴と職業が変数に加えられており，イタリアにおいて親

の学歴の効果が確認されている。  

続いて，学位取得を目的とした長期留学（degree mobility）の規定要因を検

討したものとして，King et al.（2011）が挙げられる。英国の中等教育最終学

年の生徒を対象として学部レベルの留学志向の形成要因を分析した結果，生徒

の学業成績の高さ，過去の海外旅行や海外在住経験等の有無，両親の裕福さや

社会階層の高さが影響していた。  

その他にも，特に留学形態の区別を設けず，ドイツの後期中等教育機関の卒

業生のうち，高等教育進学者に対して海外留学志向を尋ねた Lörz et al.（2016）

は，両親の学歴により操作化される社会的背景要因の影響についてさらに詳細

な検討を加えている。その研究では，子の学力や外国語スキル等の「パフォー

マンス要因（performance-related factors）」や，海外留学の費用対効果に対す

る価値観を経由して，親の学歴が留学志向を規定するというメカニズムが明ら

かにされている。また，より低年齢層の早期留学に関する研究として，ドイツ

で 17 歳段階での留学経験を規定する要因を検討した Gerhards and Hans

（2013）によれば，ギムナジウム 10への通学が重要なフィルタリング効果をも

つ一方，出身家庭の世帯収入が子の留学経験に対して直接的な影響を及ぼして

いた。  

 

（２）文化的再生産やペアレントクラシーとしての留学  

葛藤理論がとらえた社会集団間のコンフリクトと学校教育の結びつきについ

て，より包括的な分析枠組みを展開しているのが，ブルデューの諸理論を中心

とする文化的再生産論である。ブルデューは，さまざまな社会階層の出自をも

つ生徒が学校で発揮する能力の不均等を理解するうえで，「文化資本（ cultural 

capital）」という分析概念を設定し，階層の再生産は家族による戦略的な文化

資本の継承の結果であると説明した（Bourdieu 1984）。文化資本は，言葉遣い

や態度などの「身体化された様態」，芸術作品や文学書籍などの物質的形態をと
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る「客体化された様態」，学歴や資格などの「制度化された様態」に分類される

（Bourdieu 1986）。文化的再生産とは，「出自家庭からの文化伝達（文化資本

の継承）を通じて教育達成を遂げ，それが本人の能力や学歴として社会的に承

認（および誤認）されることにより，より隠蔽・正統化された形で社会的地位

および階級・階層の再生産を企てる過程」を指す（大前他  2015: 125）。  

また，近年のグローバリゼーションや高等教育の量的な拡大，ネオリベラリ

ズムにもとづく政策が促進する教育の私事化と市場化は，文化的再生産プロセ

スのさらなる強化とトランスナショナル化につながっている。すなわち，高等

教育が階層を問わず普及したことにより，ミドルクラスの若年層は教育達成に

おいて他者と自らを差異化するための新たな証明を求めるようになる（Brown 

2003）。また，経済や労働市場のグローバル化によって，社会的地位の達成を

めぐる競争もグローバル化していく（Brown 2000）。加えて，教育の私事化と

市場化にともない教育の選択肢が拡大したことによって，かつてのメリトクラ

シーは「ペアレントクラシー（parentocracy）」──親の富や願望が子の教育達

成を規定するというイデオロギー――へと変容していったのである（ Brown 

1990）。  

このような文化的再生産やペアレントクラシーに関する議論は，留学の社会

的選抜性が生じる構造について説明するための分析視点として広く援用されて

きた。早くは Ong が，「マレーシアやシンガポール，香港，フィリピンに住む

多くのミドルクラスの中国人にとって，米国の大卒学位はグローバルな移動に

必要な『究極の象徴資本 11（ultimate symbolic capital）』である」と述べてい

る（Ong 1999: 90）。Brooks and Waters は，国境を越えた移動に対する志向

性が個人の生活におけるさまざまな文化的要因を通じて形成されていくことか

ら，Murphy-Lejeune（2002）が提唱した「移動資本」に関して，人的資本で

はなく文化資本の観点から概念化するべきであると主張している（Brooks and 

Waters 2010: 153-154）。Kim は，ブルデューによる文化資本の形成に関する

議論が，単一の国家や社会の内側のみを想定する傾向にあることを指摘し，グ

ローバル化した社会における地位競争を背景としてとらえる「グローバル文化

資本（ global cultural capital）」概念を新たに提示している（ Kim 2011: 

111-113）。  

留学経験の文化資本としての象徴的価値は，経済や教育における米国の覇権

性（Marginson 2008; Lauder et al. 2006=2012）や，「英語帝国主義（English 

linguistic imperialism）」と称される英語の共通語としての優越性（Phillipson 

2000）など，さまざまな要因の相互作用の中で形成されてゆく。その実態を検

討した質的研究は，とりわけアジア圏から欧米諸国への留学を対象として，多
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く蓄積されてきた。  

その中心となる Waters の一連の研究は，香港の高等教育進学者に占める労

働者階級出身者の割合の増加を背景として，ミドルクラスの親が新たな文化資

本として西洋先進国の学歴を子に獲得させ，社会的地位が再生産されていくプ

ロセスを明らかにしている（Waters 2005; Waters 2006a; Waters 2006b; 

Waters 2009）。中国本土においても，1980 年代半ば以降，ミドルクラスの留

学が「金メッキ」と揶揄されたように，それは高度な知識や技術を得るという

人的資本というよりも，「留学経験というラベルに対する投資」としての側面を

有していたという（Biao and Shen 2009）。また，グローバル教育を志向する

ミドルクラスの教育戦略として，父親を中国に残したまま子を同伴してシンガ

ポールに移住し，早期教育からの留学を志向する母親（ study mothers）をと

らえた研究もみられる（Huang and Yeoh 2005）。  

同様の事例は韓国でも観察される。欧米圏での学位を求めて母子が早期教育

の段階で海外に移住し，父親のみ韓国内に残って働きながら仕送りをするとい

う家族の離別は，kirogi family（雁家族）という社会現象として知られている

（Lee and Koo 2006; 小林  2009; Finch and Kim 2012）。また，韓国人の若年

層は米国大学院への留学志向も高く，帰国後に社会的地位の上昇や就業機会の

獲得が見込まれるほか，韓国内の大学での女性差別にみられる非民主主義的な

システムの忌避，コスモポリタンや世界レベルの研究への憧憬などが背景にあ

るという（Kim 2011）。一方で，米国で獲得された学位が文化資本として発揮

する効力については，就職先が韓国か米国かによって異なる様相がみられる

（Kim 2016）。  

留学への志向性が母国での社会的地位の達成という単純な動機にとどまらな

いことは，他の研究においても言及されている。カザフスタンから英国への留

学生にインタビューを行った Holloway et al.（2012）は，カザフスタン国内の

労働市場における外国学位の優位性が存在する一方で，留学をめぐる動機形成

にはジェンダーや宗教の要因が深く関連していることを明らかにしている。  

ところで，外国で獲得された文化資本は必ずしも個人に利益をもたらすとは

限らない。マレーシアでは，他のアジア諸国同様に，企業での雇用可能性やグ

ローバルな労働移民の可能性を求めて，「外国の文化資本（ foreign cultural 

capital）」としての英国留学が志向される（Sin 2009）。一方で，マレーシアの

労働市場においては「ローカルな文化資本（ local cultural capital）」の蓄積が

重要視される側面もあり，両者をバランスよく獲得できる英国大学のオフショ

アプログラム 12が選好されるという（Sin 2013）。留学の文化資本としての価値

は，アジア諸国で一定の普遍性をもちながらも，ローカルな文脈において複雑
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に作用することがうかがえる。バウマンはグローバルな移動の自由を「社会的

な昇進，優越，成功の兆し」，ローカルな不可動性を「敗北，挫折の人生，落伍

の不快な匂い」として対比的に位置づける（Bauman 1998=2010: 169-170）が，

マレーシアの事例は現状がそのように単純な二項対立ではとらえきれないこと

を示している。  

 

２－４ 解釈的アプローチ  

 

ここまで検討してきた分析枠組みは，出身家庭の社会経済的条件やジェン

ダーといった社会的条件の差異が，職業達成に向けた留学志向を規定するとい

う可能性を想定し，それらを実証可能な経験的事実としてとらえようとするも

のであった。しかし，留学をめぐる教育政策と日本人大学生の間に生じるさま

ざまな齟齬に関心を寄せる本研究は，学生の留学志向が経済的合理性や社会集

団の文化的特性にもとづいているという構造主義的な決定論に陥るのではなく，

そのような構造規定性の中で，学生自身は留学という教育選択にどのような意

味を投与しているのか，という質的な側面との統合を図らなくてはならない。  

このような理論的統合の必要性は，1970 年代の教育社会学理論において，機

能論的アプローチによる方法論的実証主義が量的データに表れない問題を捨象

してきた（山村  1982: 23-24）という反省から生じた解釈的アプローチの考え

方に基づいている。解釈的アプローチの特徴を端的に述べれば，「社会的現実を

諸個人の相互作用の積み重ねにより構成されるものと捉え，社会的事象の把握

に際して行為者の行為にこめられた主観的意味づけを重視する」（志水  1985: 

195）という方法論である。  

解釈的アプローチによる行為者の主観性の解明は，ともすれば構造的規定性

を立証するための補足説明に留まることになるが，主観性と構造的規定性を統

合的に止揚した事例としてウィリスによる『ハマータウンの野郎ども』が挙げ

られる。この研究では，文化的再生産論の構造的前提を念頭に置きながら，労

働者階級の生徒自身の学校教育に対する解釈をそこに統合し，労働者階級の文

化と対応した反学校的文化を彼ら自身が選び取り強化していくプロセスが示さ

れており，社会的条件と個人的行為の統合的理解が実現されている（Willis 

1977=1996）。  

留学研究において，既存の理論的前提と行為者による意味投与の解釈を統合

し，新たな知見の提示に成功している質的研究としては，次の研究が挙げられ

る。英国で学位取得を目的とした留学を志向する若年層を対象にインタビュー

を行った Brooks and Waters（2009）では，オックスブリッジ（Oxbridge）に
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象徴される英国内のエリート高等教育の機会を得られなかったミドルクラス出

身者が，「セカンドチャンス」として他の先進国の知名度の高い大学を志向する

という英国固有のプッシュ要因が描かれている。しかしそれは，アジア圏を起

点とする「垂直移動」にみられた「戦略的」なものではなく，冒険心や楽しさ

の追求といった非戦略的な動機にもとづくものであるという（Waters and 

Brooks 2010）。  

また，近年ではアジア圏の英語プログラムの隆盛が顕著であり，西洋英語圏

ではなくアジア圏内においてグローバルな文化資本の獲得を目指す留学もみら

れる。嶋内（2014）は，日韓の大学の英語プログラムへの留学に関して，西洋

英語圏の留学に対する「セカンドチャンス」や「ステッピングストーン」とし

て位置づける留学動機を見出しており，日韓の特質をふまえて既存のプッ

シュ・プル理論を更新している。  

 

２－５ 小括  

 

以上の検討から，留学という教育事象を研究対象として扱う本研究に対して

教育社会学の分析枠組みが提示するテーマは，表序 -4 のように整理される。  

第 1 に，機能論的アプローチにより，日本人大学生の留学経験が職業労働に

おける労働生産性を高めるのかどうか，より具体的には，留学経験によって形

成された「トランスナショナルな人的資本」が，日本社会において就労後の所

得をどのように高めるのかというテーマが設定される。これは，〈なぜ留学が志

向されるのか〉という問題提起に対して，経済的合理性という機能論的観点か

ら説明する仮説となるだろう。  

第 2 に，葛藤論・再生産論的アプローチは，留学志向が形成される初期条件

に着目する。そのうち，留学の社会的選抜性という分析枠組みから，留学機会

へのアクセスに際して，特定の社会集団の有利や不利に着目する視点が得られ

る。そして，留学志向におけるそのようなグラデーションが生じる構造を説明

するのが，文化的再生産論やペアレントクラシー論である。これらの理論を留

学研究に援用することで，親から子への働きかけを通じて留学志向がハビトゥ

スとして形成されていくメカニズムを想定することが可能になる。  

第 3 に，解釈的アプローチの視角からは，機能論的アプローチや葛藤論・再

生産論的アプローチが想定するような，経済的合理性や社会的要因による留学

志向の規定原理とは異なるフェーズの，もしくはそのような規定性のもとに新

たに構築された，大学生自身による留学への意味投与の内実を明らかにするこ

とが可能になるだろう。  
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表序－４  教育社会学の分析枠組みと留学研究におけるテーマ  

留学研究におけるテーマ

機能論的アプローチ 人的資本論 在学中の留学経験は就労後の所得を高めるか

留学の社会的選抜性 留学志向はどのような社会的要因に規定されるか

文化的再生産論・
ペアレントクラシー

子の留学志向の形成において親はどのように関わっているか

解釈的アプローチ
留学を実践する学生・生徒やその親は留学に対してどのような
意味を付与しているか

葛藤論・再生産論的
アプローチ

教育社会学の分析枠組み
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第３節 先行研究の検討  

 

 本節では，第 2 節で示された分析枠組みに基づき，本研究が分析対象とする

日本人大学生の留学志向の形成に関して先行研究の中でどこまで明らかにされ

ているのかを検討したうえで，リサーチギャップと分析課題を明らかにする。  

 

３－１ 日本人若年層の留学志向の形成に関する定量的研究  

 

〈どのような大学生が留学を志向するのか〉という研究テーマは，日本人大

学生の海外留学が国家政策として推進され始めた 2000 年代以降に一定の蓄積

がみられる。これらの研究は主に量的観察に基づく統計分析を用いており，複

数の要因が留学志向を規定している可能性を想定して多変量解析が行われてい

る。  

その嚆矢である船津・堀田（2004）は，広島大学学部生 100 名及び小樽商科

大学学部生 100 名へのアンケート分析から，学生個人の「将来所得に対する強

気度」と「危険回避度」が高まるほど留学する確率が下がることを明らかにし

ており，リスクに対する学生の態度が留学行動に影響する可能性を示唆してい

る。松原他（2008）では，愛知県内の私立大学 2 校の学生 410 名にアンケート

調査を行い，「両親の留学賛否」と「留学先の知人・親戚の有無」が留学希望に

対して有意に影響する一方で，キャリア志向や両親の年収は有意ではなかった

という。また，河合・野口（2010）は，京都大学の学生・大学院生 511 名への

アンケート分析から，外国語運用能力や外国人留学生からの刺激，幼少期の文

化的体験が留学志向に有意に影響しており，出身高校ランクや世帯収入，両親

の留学経験は有意ではなかったと報告している。国内大学 15 大学の学部生

1,997 人に調査を行った横田・小林編（2013）では，海外への関心指標を従属

変数とした重回帰分析から，「国際化の推進に肯定的であり，留学生事情を知っ

ており，海外経験があり，留学生の友人がおり，国際化に対する不安が少ない」

ことが海外への関心を高めるという（竹田  2013: 194）。早稲田大学の学部生

2,908 人に対する調査では，単位取得を目的とした 6 か月以上の留学を希望し

ない理由についての主成分分析から，経済的要因よりも「海外への抵抗感」が

大きいことを報告している（吉田他  2017）。  

しかし，これらの研究はサンプルが特定の大学に限られているため，抽出さ

れた各要因は調査対象の大学における傾向性として把握されるものの，それら

を国内大学生全体の留学行動を規定する要因として敷衍することはできない。

その点において，藤田（2015）は国内若年層の全体的なサンプルデータを用い
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ており，その分析結果は示唆に富んでいる。「グローバリゼーションが逆説的に

留学志向を低下させた」という仮説の検証を試みたこの研究では，層化無作為

二段抽出で選ばれた都市部の若年層計 1,766 人のデータが分析されており，留

学経験に正の影響を与える要因として「性別（女性）」「父親大卒歴（出身階層

の高さ）」「友人・知人数（社会的ネットワークの豊かさ）」「自由に使える金額

（経済資本の豊かさ）」が，また，留学希望に正の影響を与える要因として「性

別（女性）」「母親大卒歴（出身階層の高さ）」「友人・知人数（社会的ネットワー

クの豊かさ）」「自由に使える金額（経済資本の豊かさ）」，負の効果としての「安

定を重視する価値観」が抽出されている。これらの知見は，国内の全体的なデー

タを検討した場合，若年層の留学志向が SES やジェンダー，個人の価値意識の

影響を受ける可能性を示している。  

一方で，藤田自身が研究の限界として言及しているように，調査対象が若年

層全体（16 歳～29 歳）に広く設定されており，留学志向において「長期留学」

と「短期留学」の区分がなされていない。例えば，裕福な家庭に育った 17 歳

の高校生が卒業後の進路として海外の大学での学士号取得を目指すケースと，

28 歳の派遣社員が派遣期間満了後に半年間程度語学学校に通うことを希望す

るケースでは，従属変数としての留学志向を質的に同一視することは難しいだ

ろう。現に，海外の先行研究においては，留学志向の計量的把握において両者

は区別して分析されている 13。  

近接領域に目を転じると，本研究の分析対象とは異なるが，高校生の海外へ

の憧れを規定する要因に関して国内の全体的なデータを用いて分析を行った関

連研究として，髙松（ 2015）が挙げられる。髙松の研究関心は独立変数として

のジェンダーの効果にあり，女子であることが男女平等意識の変数を経由して

海外への憧れに関連しているという興味深い結果が報告されていることから，

大学生の留学志向においてもジェンダー要因が存在する可能性が示唆される。  

ここまで，主に日本社会における留学志向の形成要因について計量的にとら

えようとした先行研究を概観したうえで，個々の研究の到達点と限界について

検討してきたが，それらとは別の大きな課題が存在することを指摘しておきた

い。それはすなわち，上述の研究群がそれぞれ別の目的のもとに行われており，

留学志向の形成要因をとらえるうえでの参照基準となる分析枠組みそのものが

欠けていることである。つまり，日本社会において若年層の留学志向を形成す

る社会的な要因に関して，特定の理論的背景に依拠しながら実証的に検討しよ

うという研究関心が，前述の先行研究群においてはほとんど共有されていない

のである。したがって，留学志向をとらえるための分析視角を示すこと自体が，

既存研究が成し得ていない重要な課題として挙げられる。  
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一方，海外の先行研究では，理論的背景を共有したパラダイムが存在する。  

キングらのレビューによれば，「学生の国際移動（ International Student 

Mobility）」研究の理論的枠組みは，①グローバル経済における高スキル人材の

移民，②高等教育のグローバル化，③若者文化としての移動（ youth mobility 

culture），④社会階級の再生産とエリート形成，の 4 つに分類される。（King et 

al. 2011）。前節でみてきたように，海外の留学志向に関する定量的研究の主な

関心は，葛藤論・再生産論を背景とした留学機会の社会的選抜性や，留学経験

の文化資本としての機能のように，④の系譜に属するものである。しかし，日

本の既存研究はなぜかこのような分析視点を完全に欠いている。したがって，

日本人大学生の留学と職業達成の関連に焦点を当てる本研究では，葛藤論・再

生産論の理論枠組みをベースとしながら，留学志向を規定する諸要因の日本的

特質を探索的に明らかにすることから始める必要がある。  

また，再生産論にもとづく世代間移動研究の領域では，〈子〉を通じて〈親〉

のデータを取得することにより，〈子〉の地位達成と〈親〉の社会経済的条件の

関連性に焦点を当てる研究が主流であった。このようなデータの取得方法は，

時系列を逆行していることから「後ろ向き（ retrospective）」と言われるが，

近年は〈親〉を調査対象として，〈子〉の地位達成過程をたどっていく「前向き

アプローチ（prospective approach）」が注目されている（余田  2018）。「後ろ

向き」「前向き」という調査対象とデータ取得に関する観点から留学志向の再生

産というテーマに迫るとき，これまでの留学志向の形成要因に関する先行研究

は総じて「後ろ向き」であり，「どのような親が子の留学を希望するのか」とい

う〈親〉に焦点を当てた「前向きアプローチ」による検証はこれまで行われて

いない。このことは同時に，若年層の留学志向というテーマが，ペアレントク

ラシーの文脈において十分に検討されていないことを意味する。  

 

３－２ 留学経験と職業達成の関連性に関する研究  

 

 〈なぜ留学を志向するのか〉という問いを検討するとき，学生にとって何ら

かのメリットや合理性が存在するという仮説がひとまず措定できるであろう。

本項では，日本人大学生の留学経験が職業達成との関連においてメリットをも

たらすかどうかについて検討した先行研究を概観する。  

 

（１）留学には経済的合理性があるか  

①トランスナショナルな人的資本  

日本人学生の留学志向の形成要因について，留学を教育投資とみなし経済的
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合理性の観点から説明するならば，教育経済学の代表的な分析枠組みである人

的資本効果を検証することになる。前節で検討したとおり，個人の留学経験は

グローバル化した労働市場で「トランスナショナルな人的資本（Transnational 

Human Capital，以下 THC）」として労働生産性を高め，個人や社会に経済的

利益をもたらすことが想定されている。THC にはいくつかの定義があるが，本

研究は最も包括的かつ具体的な定義として「①異文化への精通，②国や文化を

越えて行動できるスキル，③国や文化を越えた社会的ネットワーク（Medrano 

2016: 449）」を採用する。日本人大学生の留学経験は，①～③の THC を獲得

する機会として位置づけられる。  

THC に関する研究が経済的リターンとして想定してきたのは，就労後の所得

やエンプロイアビリティー（雇用可能性）の増加である（Di Pietro 2013; 宮

崎  2012）。日本人学生の留学経験が THC としての経済的リターンをもたらす

のであれば，かつて高等教育におけるオプションの 1 つに過ぎなかった留学と

いう選択肢は，学生にとって経済的合理性の観点からより魅力的なものになる

だろう。現に，2000 年代以降に留学を必修とする大学や学部の新設が相次いで

いることは，大学のカリキュラムや学生募集のマーケティング戦略において

THC が重要な地位を占めるようになったことを示している。  

しかしながら，THC の経済的なリターンの普遍性については，量的アプロー

チによる先行研究が特定の国に限られていることや，THC の効果が各国の経済

構造やすでに THC を蓄積した労働者の割合によって左右される点から，懐疑

的な見方をする論者もいる（Medrano 2016）。  

 

②英語力が所得におよぼす効果  

THC の最も重要な構成要素の 1 つとして，留学経験によって獲得される外国

語能力が挙げられる。日本の教育言説においても，グローバル化した労働市場

で求められる能力の筆頭に挙げられてきたのは英語力である（文部科学省  

2003; グローバル人材育成推進会議  2011）。  

松繁（2004）は，国立 1 大学の社会科学系学部の卒業生を対象とした分析か

ら，個人の英語力が所得の上昇と関連していることを明らかにしている。一方

で，同大学の文学部を卒業した女性を対象に分析した原他（ 2004）では，英語

の賃金上昇効果は観察されていない。  

これらの研究は入学選抜度の高い国立 1 大学の卒業生のみを対象としている

が，寺沢（2015）では社会統計を用いてより包括的な分析が行われており，都

市部の常勤職男性に限りわずかな所得上昇効果がみられるが，全就労者を対象

とした分析では有意な影響はなかったという。  
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以上から，日本社会において THC の一部である英語力は就労者の所得を上

昇させる可能性があるものの，その効果は出身大学や職域，ジェンダー，地域

等によって限定的であることが示唆されている。  

 

③留学経験が所得におよぼす効果  

ところで，日本人が英語力を獲得するためには，必ずしも留学することが必

要になるわけではない。現に前述の松繁（ 2004）においても，海外経験は「実

用英語力」を構成する要因の 1 つとして扱われていた。しかし 2000 年代後半

以降に隆盛した「グローバル人材」に関する議論では，語学力のみならず「社

会人基礎力」や「異文化理解・活用力」（グローバル人材育成委員会  2010）な

どの多面的な能力観が構想されるようになる。また，若年層の海外志向が低下

しているという危機意識も重なり，グローバル人材を育成するための手段とし

て，日本人学生の留学経験そのものが求められていく。  

このような THC をめぐる教育政策の動向を背景に，近年は個人の留学経験

が所得の上昇をもたらすかどうかについてもいくつかの検証が行われている。

米澤（2010）は，大卒職業人を対象とした大規模な全国調査データを用いて，

留学経験のある労働者ほど仕事で英語を使用する割合が高く，英語を多用する

者ほど 30 歳代の年収が高いことを，それぞれクロス集計により示している。

また，横田（2015）が実施した大規模なインターネット調査のデータにもとづ

き，新見他（2017）は留学未経験者よりも「学部単位取得・その他の留学」「学

士留学」経験者の方が，新見他（2018）は留学未経験者よりも学部・大学院で

の学位取得目的の留学経験者の方が高収入であることを，所得平均値の比較に

基づいて報告している。  

しかし，これらの先行研究には，留学経験と所得の増加という因果関係を論

じるにあたって，次のような問題が残されている。すなわち，変数間の因果推

論において内生的なバイアスをどれだけ除去できているかを指す「内的妥当性

（ internal validity）」と，析出された変数間の効果を一般化できる可能性を意

味する「外的妥当性（ external validity）」（Parkhurst 2017; 寺沢  2018）が

担保されていない点である。米澤（ 2010），新見他（2017），新見他（ 2018）

のいずれにおいても，個人の年収に影響を与えると思われる大学での専攻や学

校歴，現職の職種や企業規模等の他の変数が統制されておらず，留学経験と所

得の関係は擬似相関である可能性がある（内的妥当性が低い）。加えて，新見他

（2017）と新見他（2018）はオンラインの質問票に対して回答を求めるインター

ネット調査を採用しており，これらの調査は「研究関係者によるネットワーク

及び，民間調査会社のモニターに周知する形で実施された（新見他  2017: 16）」。
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したがって，調査対象のサンプリングは有意抽出であり，この調査で得られた

変数間の因果関係を日本社会全体の「留学経験者」「留学未経験者」という母集

団に対して一般化することは難しい（外的妥当性が低い）。  

以上から，日本人大学生の留学経験が就労後の高所得につながっているかど

うかについては，いまだ明らかでないといえる。  

 

（２）留学経験は国際的な就労につながるか  

留学経験と職業達成との関連について考えるとき，それは必ずしも人的資本

論が想定する所得の上昇に限定されるものではない。留学で学び得た何らかの

成果が，就労後の労働内容につながっているかどうかという側面にも目を向け

る必要がある。これは，教育社会学では「職業的レリバンス」として位置づけ

られる分析枠組みである。  

教育の「レリバンス」とは，「仕事における要求と大学教育を媒介として形成

される能力とが，どのような形で，またどのような意味で関連しているかを端

的に表した概念」（小方  1997: 42），「2 つの要素（たとえば教育と職業）の関

係性について事前に特定の期待や想定をおかず，その関係のあり方，あるいは

関係の有無自体を検討の俎上に挙げようとする姿勢を含意した概念」（本田  

2004: 13）として定義される。このうち，教育が「労働力としての質，すなわ

ち職業に関連した知識やスキル，態度」（本田  2004: 125）とどのようにつながっ

ているのかを問う教育社会学的な視角が「職業的レリバンス」である。教育政

策において，「レリバンス」は「意味」や「意義」とほぼ同義である（本田  2004: 

123）ことから，日本人若年層の留学の「職業的レリバンス」を明らかにする

ことは，日本の教育政策における留学促進政策の意義を示すことに他ならない。 

留学経験と帰国後の就労内容の関係性というテーマに関して，早くは

Teichler & Jahr（2001）がヨーロッパ 11 か国と日本で約 3 万 6 千人の大学卒

業生に対して行われた調査結果を分析しており，留学経験者は国際的な業務や

海外勤務を多く経験していることを報告している。また，ノルウェーの国内大

学での学位取得者と留学経験者を比較した Wiers-Jenssen（2008）では，仕事

における外国語使用や海外出張の頻度，海外オフィスの有無から構成される「国

際的な仕事（ International Job）」を従属変数とした多変量解析が行われてお

り，留学経験は性別や専攻分野，学力要因等を統制したうえでも有意な正の影

響を及ぼしていた。この研究は，仕事における外国語の使用頻度や海外勤務の

有無といった指標と，多変量解析による量的分析の手法を提示している点にお

いて示唆に富むものである。  

では，日本人の留学経験と就労内容の関係については，先行研究でどこまで
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明らかにされているのだろうか。Benesse 教育研究開発センターが留学経験者

に行った調査によれば，現在の仕事で活用できている能力として，「異文化体験

によって身につけたさまざまな背景や価値観を持つ人たちと協力する力」「海外

の習慣や文化，考え方などを理解し身につけた国際感覚」「海外生活経験によっ

て身につけた自ら行動する力」「語学力」の各項目について 40%以上が肯定的

な回答を寄せていた（Benesse 教育研究開発センター  2012: 61）。また，近年

の代表的な研究としては，大規模なインターネット調査のデータにより，学部・

大学院段階での留学経験者と国内の学部・大学院出身者の 4 群について，職業

キャリアに対する自己評価を比較した新見他（ 2018）が挙げられる。一元配置

分散分析と多重比較の結果，回答者の受けた高等教育が「キャリア設計の上で

助けになった」「現在の仕事に就く上で助けになった」「自分の留学経験（国内

大学・大学院の卒業・修了そのもの）が評価された」「語学力が評価された」「知

識やスキルが評価された」「外国人とのコミュニケーション経験が評価された」

の項目において，留学経験者は非経験者よりも有意に高く自己評価していたと

いう。  

このように，日本人の留学経験は，職業労働において肯定的な評価を受けて

いる可能性がうかがえる。一方で，前述の調査が留学によって培われた能力の

〈自己評価〉について尋ねていることから，そこから得られた知見は「主観的

レリバンス」──被験者が留学経験を「有効だと思っているかどうか」（本田  

2004: 128）──の側面にとどまる。留学経験が国際的な仕事につながるかどう

かは客観的な次元──「客観的レリバンス」──の問題である。  

留学経験が日本社会での就労において「客観的レリバンス」をもつかどうか

に関連する数少ない先行研究として，「大学教育についての職業人調査」の結果

を分析した米澤（2010）が挙げられる。この研究では，学生時代の留学経験や

大学院進学が仕事で英語を多用する可能性を高めることが言及されている。し

かしこの知見は，単純クロス集計による割合の差を根拠として述べられており，

統計分析による検定を経たものではない。さらに，コントロールされている変

数が性別と「技術系／事務・営業系」という職種の違いのみであり，就労での

英語使用に影響するその他の要因による疑似相関の可能性が残る 14。学生時代

の留学経験が「客観的レリバンス」としての独立した効果をもつかどうかを実

証するためには，先に挙げた Wiers-Jenssen（2008）のように，仕事での英語

使用に影響する変数を可能な限り統制した多変量解析を行う必要がある。  

また，Wiers-Jenssen（2008）が検討したように，〈留学経験が海外勤務につ

ながるかどうか〉というテーマも，留学の「職業的レリバンス」を検討するう

えで重要になるだろう。なぜならば，2010 年代以降のグローバル人材育成政策
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は，海外勤務を忌避する新入社員の増加を課題意識の 1 つに挙げ，日本人若年

層の海外留学の促進によってそれを解消することを目指してきたからである

（グローバル人材育成委員会  2010: 26; グローバル人材育成推進会議  2011: 

5）。しかしながら，留学経験によって海外勤務を経験する可能性が高まるかど

うかについては，これまで既存研究において検証されていない。  

 

３－３ 日本人若年層の留学志向の形成に関する定性的研究  

 

 続いて，日本人若年層の留学志向の形成プロセスや，留学に対する意味投与

のあり方について，質的なアプローチにより明らかにしようとしている先行研

究を検討する。  

 早くは，オーストラリアのメルボルンで留学中の高校生や大学生，専門学校

生など 70 人に対して半構造化面接を行った小柳（2002）が，留学動機として

「学問キャリア専念型」「ドロップアウト型」「好奇心型」「現状脱出型」の 4

類型を提示している（小柳  2002）。これは留学が教育政策によって着目されつ

つある時期になされた先駆的な研究であるが，分析対象が高校生から大学院生

まで広範に渡り，分析フレームが確立されていない中で留学動機と留学成果の

双方を幅広く記述しようとしていることもあり，留学志向が形成される社会構

造のメカニズムに対する関心は希薄である。  

その後，留学動機の形成については，文化人類学的アプローチからいくつか

の研究が行われることになる。藤田（2008）は，日本で高校や専門学校，大学

を卒業，もしくは仕事を退職した後に，ニューヨークやロンドンに渡航して留

学しながら芸術やサブカルチャーに関する活動を行う若者を「文化移民

（ cultural migrants）」と定義し，その動機やアイデンティティーの変容につ

いてフィールドワークとインタビューにより明らかにしている。同様の手法を

用いたものとして，バンクーバー（加藤  2009）やシドニー（加藤・久木元  2016）

で，学生ビザやワーキングホリデービザ，就労ビザなどで一時的に滞在してい

る若者にインタビューを行ったものがある。加藤は「『自分が本当にやりたいこ

と』を見つけて意味深い人生を送りたい，という個人的な欲求のためだけに日

本を出てきている」このような若者を「自分探し移民」と呼び（加藤・久木元  

2016: 61），彼／彼女らの人生における海外体験の意味を考察している。同様に，

オーストラリアでのワーキングホリデーにフォーカスした近接領域の研究とし

て，川嶋（2010）や藤岡（2017）による社会学的研究がある。  

これらの研究の問題関心はそれぞれに異なっているが，共通して描かれてい

るのは，社会的に不利な立場に置かれた若年層が自己実現を求めて西洋先進国
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へと渡航していく構造であり，その多くを女性が占めるということである。そ

のような海外渡航は，帰国後に留学経験を活用して有利な職業達成を目指すよ

うな動機ではなく，日本社会のハードな就労環境や女性を周縁化する差別的待

遇などのネガティブなプッシュ要因に基づくものである。また，調査対象となっ

ている若年層は二十代後半が中心であり，すでに同年代の多くが国内で安定的

な就業を目指す中で，なぜ一部の若者が海外を志向するのかという点が議論の

焦点になっている。  

 在学中の生徒・学生による留学の動機に光を当てた数少ない研究としては，

東アジア圏の英語プログラムに着目した嶋内（2016）がある。嶋内は，高等教

育の国際化の観点から東アジア圏で近年隆盛してきた英語を教授言語とする長

期留学プログラムを取り上げ，東アジア出身の留学生に対するインタビュー調

査から，従来から存在する西洋英語圏の高等教育の覇権性に規定される留学生

の国際移動とは異なる，新たな動機形成の諸相を描き出すことに成功している。 

長期留学に関しては，高卒後の海外大学への進学に関する動機形成を検討し

た研究もいくつか存在し（中井  2002; 岩本  2017），高校生の進路選択におけ

るグローバリゼーションの影響や国内進学を期待する周囲とのコンフリクトが

描かれている。その他にも，グアムでの早期留学を分析した芝野（ 2013）や，

ハワイ・マレーシアへの親子留学や教育移住（ Igarashi 2015; 五十嵐  2015; 五

十嵐  2018）に焦点を当てた研究では，一部の裕福な親による教育やライフス

タイルの選択結果としての留学がとらえられている。  

このような質的研究の蓄積をふまえたうえで，現在の日本社会の若年層が最

も多く実践している，国内大学生の短期留学を対象とした研究がほとんど見当

たらないことが，既存研究のリサーチギャップとして指摘できよう。数少ない

先行研究として，正楽（2015）は 1 大学 271 名の学部生へのアンケート調査と

その中の 6 名へのインタビューから，留学志向の形成要因を分析している。し

かし，研究目的が日本人学生の海外留学の促進に向けた教育的支援の提言とい

う実践的な性格のものであることから，理論的フレームにもとづく分析は行わ

れておらず，留学志向が形成される社会構造を説明可能な知見の導出には至っ

ていない。つまり，一般的な国内大学生にとって，留学とはどのような構造に

規定されながら志向され，また彼／彼女たちが留学をどのように意味づけてい

るのかという点に関しては，これまでほとんど明らかにされていないのである。 

 

３－４ リサーチギャップと本研究の分析課題  

 

 以上の検討から，日本人大学生の留学志向の形成に関する既存研究のリサー
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チギャップを次のようにまとめることができる。  

第 1 に，留学志向の形成要因に関する定量的研究においては，国内大学生の

留学志向を規定する社会的要因の検討が大学数校のサンプルを用いたケースス

タディーの段階にとどまっている。また，海外の先行研究とは異なり，留学志

向の形成要因に関する量的分析に際して，仮説を生成するための分析枠組みそ

のものが存在しない。加えて，調査対象として〈親〉に焦点を当てた分析は，

これまで行われていない。 

第 2 に，留学経験と職業達成の関連性に関する定量的研究では，日本社会の

就労において留学経験が所得を上昇させることが主張されてきたが，計量分析

の手続きに大きな問題が残されており，留学経験の効果として一般化可能な水

準には達していない。さらに，留学経験が国際的な就労につながるかという留

学の「職業的レリバンス」については，本人の主観的な評価にとどまっており，

客観的レリバンスのレベルでの実証分析はこれまで行われていない。  

第 3 に，留学志向の形成に関する定性的研究の領域では，主に学校教育を終

えた 20 代後半を中心とした海外一時滞在や移民志向のほか，東アジアでの英

語プログラム，富裕層の早期留学といった特徴的な社会集団における海外への

動機形成に関心が払われてきた。しかし，最も多く実践されているはずの日本

人大学生による短期留学に関する研究は，ほとんど行われていない。  

 そこで，これらのギャップを埋めるための本研究の分析課題を次のとおり設

定する。  

 

分析課題①：日本人大学生の留学志向を形成する社会的要因は何か  

分析課題①－１：国内大学進学者の短期留学志向の形成要因は何か  

分析課題①－２：高校生の卒業後の長期留学志向の形成要因は何か  

分析課題①－３：親の子に対する海外教育志向の形成要因は何か  

 

 まず，既存研究では日本人若年層の留学志向に関して全体的なデータを用い

た検討がほとんど行われていないことから，本研究では日本社会における留学

志向の分布に関する全体像を描くことから始める必要がある。主たる研究対象

である国内大学の学部生に加え，時系列として連続性のある高校生時点の留学

志向や，これまで検討されてこなかった親の海外教育志向まで含めて明らかに

していく。  
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分析課題②：日本人大学生の留学経験は職業達成とどのように関連するのか  

分析課題②－１：大学生の留学経験は就労後の所得とどのように関連するのか  

分析課題②－２：大学生の留学経験は就労後の仕事内容とどのように関連する

のか 

 

 続いて，大学生の留学経験と職業達成との関連に関する 2 つの仮説を検証す

る。第 1 に，留学経験の経済的合理性を主張する先行研究をふまえて，留学経

験と就労後の所得との関連を説明する「トランスナショナルな人的資本

（THC）」仮説を検証する。第 2 に，国際的なキャリアを志望する学生がその

ような職業に就くために留学を志向するという目的合理性を想定し，留学経験

が国際的な仕事につながるという「留学の職業的レリバンス」仮説を検討する。 

 

分析課題③：日本人大学生の留学志向はいつ，どのように形成されるか  

分析課題③－１：大学生の生育歴において留学志向はどのように形成されてき

たか 

分析課題③－２：留学前の大学生は短期留学をどのように意味づけているか  

 

 分析課題①と分析課題②で得られた量的分析の結果をふまえて，大学生個人

のライフストーリーにおける留学志向の形成プロセスや，量的分析で検討した

変数以外の要因の存在などを探るために，質的な検討を行う。まず，大学生の

成育歴の時系列の中で，どのような要因がどのようなタイミングで関連し合い

ながら留学志向が形成されてきたのかを分析する。続いて，短期留学を目前に

控えた大学生が，自身の留学経験を将来のキャリアとの関連でどのように位置

づけているのかという意味世界をとらえる。  
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第４節 本研究の方法と構成  

 

４－１ 調査研究デザイン  

 

 本項では，第 3 節で提示された分析課題を検討するための調査研究デザイン

について述べる。  

 分析課題①「日本人大学生の留学志向を形成する社会的要因は何か」という

課題に関しては，既存研究における 3 つのリサーチギャップ（数校のケースス

タディーにとどまっている，計量分析において検討すべき仮説を生成する分析

枠組みそのものが存在しない，〈親〉に焦点を当てた分析が行われていない）を

ふまえ，大規模な全国調査の個票データを用いた「計量的モノグラフ」という

手法を採用したい。これは，「社会調査データの分析結果を，それがどのように

複雑な多変量解析や潜在構造のモデルであったとしても，当該社会のリアリ

ティとの連携を保ちつつ記述しようとする心構え」であり，「結果数値の解釈に

あたって作業仮説の検証手続きに気をとられるのではなく，当該社会・対象集

団のリアリティと呼応する，イマジネーションの溢れる記述」（吉川  2003: 53）

を目指す方法である。前節で示したとおり，大学生の留学志向がどのような社

会的要因に規定されるのかというテーマに関しては，厳密に検証可能な理論的

仮説そのものが存在せず，全国規模の調査データを用いた実証知見がほとんど

蓄積していない。したがって，まずは留学志向のデモグラフィックな分布を１

つずつ確かめながら，留学志向をめぐる傾向性のリアリティをモノグラフとし

て描く段階から始めることが適切であろう。  

 ただし，日本人を対象とした先行研究が少ない一方で，第 2 節で検討したよ

うに海外の研究では主に葛藤論・再生産論的アプローチによる留学志向の計量

分析が多く行われていることから，本研究が第 1 に関心を寄せるのは，出身家

庭の社会経済的条件に関する変数の影響──日本社会における留学機会の社会

的選抜性──である。  

 続いて，分析課題②「日本人大学生の留学経験は職業達成とどのように関連

するのか」については，分析課題①と同様に大規模な全国調査の個票データを

用いるが，ここでは「トランスナショナルな人的資本仮説」「留学の職業的レリ

バンス仮説」を検証するという実証型の計量分析を行う。すなわち，前者では

〈短期留学の経験により就労後の所得が上昇する〉という経済的合理性，後者

では〈短期留学の経験により国際的な仕事に就くことができる〉というキャリ

ア希望の目的合理性によって，それぞれ学生の留学志向を説明できるかどうか

を検証するのである。  
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 分析課題③「日本人大学生の留学志向はいつ，どのように形成されるか」に

関しては，「ライフストーリー法」による解釈的アプローチを試みる。具体的に

は，短期留学を志向する学生を対象として，個人のライフストーリーにおいて

留学志向がどのように形成されてきたのかということや，学生自身がこれから

実践することになる短期留学をその先のキャリア展望とどのように関連づけて

いるのかについて，ナラティブの分析により明らかにしていく。  

 このように，大学生の短期留学志向に関して，実証可能な量的データと，学

生が語ることで構築される意味世界という質的データの両側面を分析し，それ

らを統合したうえで体系的・構造的理解を試みるという本研究の手法は，「混合

研究法（Mixed Method Research）」と呼ばれる調査研究デザインである。ク

レスウェル（Creswell, J. W.）によれば，混合研究法は「定量的（選択回答式

の）および定性的（自由回答式の）データの両方を収集し，統合したうえで，

研究課題を理解するために両データの長所を組み合わせて解釈を導く，社会科

学，行動科学および健康科学における研究アプローチ」として定義される

（Creswell 2014: 2）。混合研究法における定量的データと定性的データの統合

方法にはさまざまなパターンが存在するが，本研究は「埋め込みデザイン

（Embedded Design）」を採用する。埋め込みデザインでは，「1 つのタイプの

データを，もう 1 つのタイプのデータによって枠組みされた研究手法論の中に

埋め込んだ状態で，デザインレベルにおいて異なるデータセットを混合させる」

（Creswell and Plano Clark 2007=2010: 74）。本研究では，まず大学生の留学

志向を規定する社会的要因と職業達成との関連について，量的データを用いた

分析を行う。その後，それらの分析結果に学生自身の語りから得られた質的デー

タを埋め込むことで，両データの対応やズレをとらえながら，短期留学を志向

する大学生の合理性を多面的に理解することを目指す。  

 

４－２ 本研究の構成  

 

本研究では，日本社会における大学生の海外留学志向の形成に関して，①留

学を促進するイデオロギー，②留学志向を形成する社会的要因，③留学経験と

職業達成との関連性，④大学生個人のライフストーリーと留学に対する意味投

与，という 4 つのレベルから分析を行うが，各分析レベルの関係性を図示する

と次のようになる。  
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第２章 第３章

留学志向を形成
する社会的要因

留学経験と職業
達成の関連性

終章

第１章

留学促進をめぐるイデオロギーの特質と留学促進政策の展開

第４章

大学生の留学志向の
質的側面

序章

 

図序－３ 本研究の構成と展開  

 

 本研究の構成は以下のとおりである。序章では，本研究の問題意識とその背

景をふまえ，研究課題と研究目的を明確にする。その後，理論的検討によって

分析枠組みを構築し，分析枠組みに沿って先行研究の批判的検討を行いつつ，

本研究の分析課題を導出する。続いて，それらの研究課題に迫るための研究方

法論について述べ，本研究全体の構成を提示する。  

 第 1 章では，近年の日本の教育言説の中にマクロレベルの通奏低音として存

在する，グローバリゼーションに対する危機感を下敷きとしながら若年層の留

学を促進する価値志向の，イデオロギー的側面について検討する。第 1 節では，

グラブとラザーソン（W. Norton Grubb and Marvin Lazerson）の「教育の福

音（ the education gospel）」に関する議論をもとに，英語教育改革と日本人大

学生の留学派遣政策が職業教育主義（ vocationalism）に駆動された功利主義的

な側面をもつことを明らかにする。続く第 2 節では，留学促進政策の根拠とし

て言及されている，日本人若年層が「内向き」になった──海外志向が低下し

た──という教育言説について，社会的構成主義の立場から新聞・雑誌記事を

検討し，それらが官製の社会問題であることを指摘する。  

 第 2 章では，日本社会において学生・生徒たちの留学志向を形成している社

会的要因について，大規模全国調査の個票データを用いた統計分析により明ら
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かにする。第 1 節では，国内大学進学者が実践する短期留学について，留学経

験や留学希望の有無を規定する社会的要因を検討する。第 2 節では，高校生の

進路における海外大学への進学──学部レベルの学位取得目的の留学──希望

の有無を規定する社会的要因について明らかにする。第 1 節と第 2 節が学生・

生徒を対象としたサンプリングによる調査データにより親の影響を検討するこ

とに対して，第 3 節では親を対象とした調査データを用いて，親の子に対する

海外教育志向を規定する社会的要因を検証する。このように，大学生と高校生

に加えて親の志向性まで含めた検討を行うことで，留学志向の形成を規定する

要因を文化的再生産論やペアレントクラシー論の分析枠組みからとらえること

を試みる。  

 第 3 章では，留学という教育選択が職業達成との関連において何らかの合理

性をもつことを仮説的に想定し，実証分析を試みる。第 1 節では，日本人の留

学経験が帰国後の就労において所得上昇につながるという「トランスナショナ

ルな人的資本」仮説について検証する。第 2 節では，日本人の留学経験が国内

企業の職業労働における英語使用頻度の高さや海外勤務経験につながるという

「留学の職業的レリバンス」仮説を検討する。  

 第 4 章では，留学志向の質的な側面について検討していく。第 1 節では，海

外留学渡航前の大学生を対象として行った質的調査の概要を示す。第 2 節では，

大学生のライフストーリーの中で，留学志向がいつ，どのように形成されていっ

たのかについて掘り下げ，留学志向が形成されるパターンの類型化を試みる。

第 3 節では，留学を目前に控えた大学生たちが，自身の留学に対してどのよう

な意義や目的を見出しているのかについて，主に職業達成との関連を念頭に置

きながらその他の可能性も含めてすくい取る。  

 終章では，まず，分析課題に対して明らかになった知見を整理したうえで，

冒頭の 2 つの研究課題に対する回答を述べる。続いて，総括的な議論として，

グローバル・メリトクラシーが日本のローカルな教育／職業システムに及ぼす

影響と，グローバル化への対応を目指す日本の留学派遣制度が抱えるトリレン

マ構造について考察する。最後に，本研究を通じて得られた学術的・実践的示

唆を提示するとともに，本研究の限界を確認し，今後の展望へとつなげたい。  
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序章注  

 

1 〈グローバル化〉という概念は，日本の教育行政の文書の中で頻繁に枕詞と

して使用されており，自明視された前提であるといえる。一方で，学術領域

においては，グローバル化の定義や事実認定については一様ではない。本研

究では，「転換主義者」（Held et al. 1999=2006）の立場をとる。すなわち，

グローバル化を単一化へと収斂するプロセスとしてみなすのではなく，経済

や文化，技術や統治のあり方の一元化が志向される中で，国家間の相互依存

関係はより複雑化し，政治共同体の変容を通じて新たな秩序が形成されると

いう見解を採用する。  
2 福岡大学ウェブサイト（http://www.adm.fukuoka-u.ac.jp/fu809/home1/a08

00000.htm）によれば，イギリスでの 22 日間の研修で 57 万円程度，オース

トラリアでの 1 か月間の研修で 35 万円程度の費用を要する。  
3  一 例 を 挙 げ れ ば ， 2015 年 の 米 国 留 学 者 の 内 訳 は ， 学 部 レ ベ ル

（Undergraduate）が 9,285 人，大学院レベル（Graduate）が 3,125 人となっ

ており（ Institute of International Education 2019），日本人留学生は学部

レベルの留学者の割合が高い（文部科学省  2008）。  
4 「長期留学」「短期留学」の明確な定義は存在しないが，政府資料においては

数週間から 3 か月未満の「ショートビジット」と大学間交流協定にもとづく

3 か月以上 1 年以内の留学は「短期派遣」，学位取得を目指す 1 年以上の留学

は「長期派遣」として整理されている（文部科学省  2011: 30）。また，日本

学生支援機構による海外留学者対象の貸与型奨学金は，「短期留学」と「長期

留学」が別枠で設定されており，前者は「 3 か月以上 1 年以内」，後者が「正

規課程（学位取得課程）に進学すること」を条件としている。  
5 国内大学進学者の「単位取得目的の留学」についてさらに詳細に分類すれば，

「交換留学」「協定校への私費留学」「非協定校への私費留学」に分類され，

在籍大学及び留学先の学費負担の有無や，単位互換制度の有無によって分類

される（小林  2011: 8）。  
6 日本学生支援機構の「海外留学支援制度（協定派遣）募集要項」においても，

「短期間」の定義は，「8 日以上 1 年以内の期間」とされている。なお，宮本

（2012）は，3 か月未満のプログラムを「超短期プログラム」と呼んでいる。  
7 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターSSJ データアーカイブから「協定等に基づく日本人学生留学

状況調査，2015」（日本学生支援機構）の個票データの提供を受けた。  
8 スウェーデン（Duvander 2001）やカナダ（Chiswick 2003）でも同様の分

析結果が報告されている。  
9 エラスムス計画（The European Community Action Scheme for the Mobility 

of University Students : ERASMUS）は，1987 年に発足した EU（当初は

EC）加盟国間の人物交流協力計画の一つ。大学間交流協定等による共同教育

プログラムを促進し，加盟国間の留学生に対して経済的支援が行われた。  
10 大学進学準備のための中等教育機関。ドイツの中等教育におけるその他の選

択肢として，実科学校や基幹学校などの職業教育や総合学校がある。ギムナ

ジウムには学力の高い層が進学する。  
11 「象徴資本」もブルデュー概念の 1 つである。「文化資本の 1 つの要素ない

し側面」であり，「人々が社会生活において有利な位置を獲得ないし表示しよ

うとするとき動員する非物質的な資本のうち，特に態度物腰，話し方，もの
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の感じ方，装い方などを指す」（宮島  2002: 434）  
12 自国の高等教育機関のカリキュラムを，オンライン教育などの手段により，

外国に在住する学生に対して提供するプログラム。マレーシアでは，学士課

程の一部または全期間をマレーシアで過ごしながら，英国大学の学位取得が

可能なプログラムが人気を集めている（Sin 2013: 850）。このような実際の

移動をともなわないという意味での「留学しない留学」について，杉本は「ト

ランスナショナル高等教育」と位置づけ，世界各国におけるさまざまな事例

を分析している（杉本編  2014）。  
13 King et al.（2011），Carlson（2013），Findlay et al.（2010）等を参照。  
14 なお，おそらく米澤（2010）の主旨が「分析結果を紹介すること（ 40）」で

あることから，計量分析の方法に関する詳細は示されていない。例えば「仕

事で英語を多用するものの割合」「技術系／事務・営業系」について，アンケー

トの回答結果をどのようにコーディングして分析を行ったのかは不明である。 
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第１章 留学促進をめぐるイデオロギーの特質と留学促進政策の展開  

 

 本章では，日本人若年層の留学志向をめぐる議論の下敷きとして，国際化や

グローバリゼーションといったマクロレベルの環境変動が，日本の教育政策や

世論における海外留学の認識に対してどのような影響をもたらしてきたのかと

いう問いを検証していく。第 1 節では日本の留学派遣政策がどのように形成さ

れてきたのかという歴史的経緯をたどり，その背後にあるイデオロギーの特質

を明らかにする。続く第 2 節では，留学促進政策の課題意識として存在する，

日本の若年層が「内向き」化した──海外志向が低下した──という社会イメー

ジが，どのようなきっかけとプロセスを経て構成されていったのかについて分

析を行い，そのような現状認識の妥当性について検討する。  

 

第１節 英語教育改革と留学促進政策の結節  

 

１－１ 課題設定  

 

 コンピューターを背負って，英語を操るサムライが，星条旗の下で，日の

丸を額に巻き，君が代を口ずさんで，世界の各地に，とくにアジア・太平

洋にのりだしていく（森田  1988: 8）  

 

臨時教育審議会答申の目指す人間像について，森田俊男がこのような比喩を

用いて例えたのは 1988 年のことである。それから 30 年が経過した現在の状況

をみてみると，プログラミング教育の必修化や実用志向の英語教育改革，維持

される米国の覇権性，教育における日本人アイデンティティーの強調，海外留

学促進政策の積極的な展開に至るまで，いずれのテーマもなお今日的なもので

あることがわかる。これは教育をめぐる社会状況とその対応としての教育政策

の関連性が，30 年を経てもなお構造的に地続きであることを意味しており，日

本の教育に対して課題を突きつけ続けている社会状況とは国際化・グローバル

化に他ならない。  

近年の日本において，とりわけ英語教育改革と日本人の海外留学の促進に関

する政策は，ともに日本人が国際化・グローバル化に対応することを目指して

積極的に展開されてきた。しかし，共通の目標をもつ両政策の政策的・学術的

な議論は，それぞれが独立したものとして行われてきており，両政策を関連づ

けたものはほとんどみられない。  

英語教育改革の背後にあるイデオロギー性については，すでにいくつかの先
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行研究が論及している（江利川  2008; 久保田  2015; 久保田  2018 など）。それ

らにおいては，新自由主義のもとで英語教育の目的が個人や国家の経済的利益

へと方向づけられることで，多様な言語・人種の尊重といった異文化理解の側

面が矮小化されてきたことが危機感を持って指摘されている。  

翻って，海外留学促進政策の議論においてそのような批判的視座はほぼみら

れない。1980 年代から 2000 年代初頭までは受け入れが中心であった留学生政

策が，送り出しにも重点を置き始めた 2003 年以降，日本人の海外留学は無条

件に望ましいものとして自明視されてきた。留学生教育研究者からは日本人留

学生の倍増計画が提言され（大西  2008），それは 2013 年の「日本再興戦略」

において現実のものとなる。2020 年までに日本人留学生を 12 万人へと倍増さ

せることが政策目標として設定され，海外留学の促進は産官民あげての国家プ

ロジェクトとして位置づけられている。文部科学省から「留学経験者の超売り

手市場！！」（文部科学省  2017）「今の時代，留学しない方がリスクかも？」（ト

ビタテ！留学 JAPAN 保護者向けパンフレット）などと大々的なアナウンスが

行われている現状は，さしずめ〈海外留学礼賛主義〉と呼んで差し支えないだ

ろう。  

では果たして，共に国際化・グローバル化への対応を目指してきた英語教育

改革と海外留学促進の両政策は，それぞれが独立した政治的文脈において無関

係に形成されてきたのであろうか。このような課題意識に基づき，本節では英

語教育改革と海外留学促進に関連する政策資料の教育言説を通時的に分析し，

両政策の相関性や結節点をとらえ直す。それらの作業を通じて，これまで着目

されることのなかった日本の海外留学促進政策が根源的に内包するイデオロ

ギーの特質について明らかにすることが，本節の目的である。  

 

１－２ 分析概念  

 

日本の教育行政における国際化・グローバル化のインパクトを明らかにする

ための分析概念として，「教育の福音」（ the education gospel）のレトリック

を援用したい。  

グラブとラザーソン（W. Norton Grubb and Marvin Lazerson）は，欧米を

中心とした先進諸国の教育政策に共通してみられる，「まず学校教育と大学教育

の失敗を強調し，続いてより経済的で功利主義的な目標を持った改革を主張す

る」（Grubb and Lazerson 2006=2012: 130）というレトリックを，「教育の福

音」として概念化している。学校教育と雇用の結びつきが自明的に語られるこ

とによって，教育を経済的価値のある商品に変えてしまう功利主義的な傾向が
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強まり，生徒・学生たちは将来の雇用に関してのみ学校教育を有用だと見なす

よ う に な る 。 グ ラ ブ と ラ ザ ー ソ ン は そ の よ う な 状 況 を 「 職 業 教 育 主 義

（vocationalism）」と呼ぶが，その分析対象は伝統的な職業教育訓練にとどま

らず，教育システム全般が職業教育化されていくプロセスをとらえている

（Grubb and Lazerson 2004: 1）。  

「職業教育主義」が支配的な社会では，経済的観点から短期的ニーズの充足

が志向され，「理論よりも教育の実践的側面（Grubb and Lazerson 2006=2012: 

141）」を目指すような教育政策が展開されていく。しかしながらそのような教

育がもたらす効果は必ずしも実証されてはおらず，宗教における「信仰（ faith）」

のようなものだとして，彼らは教育改革の背後にあるイデオロギーを「福音」

という語を用いて批判的に検討している（Grubb and Lazerson 2004: 1）。グ

ラブとラザーソンによるこれらの論考は，グローバル化への対応を目指す先進

諸国の教育政策が自明視していた諸前提の不確かさを実証的手続きによって鮮

やかに描き出し，教育関係者や政策立案者に基本認識の変更を迫る先駆的なも

のであるとして高く評価されている（Killer 2005; Tucker 2007; Beach 2008）。 

では，「教育の福音」のレトリックは日本の教育政策の実態をどのように説明

できるのだろうか。広田によれば，日本社会では早くから立身出世主義にみら

れるように「教育の福音」が浸透していたものの，学校教育における「職業の

準備に限らない多様な目標」や学校教育に対する社会の無関心などの要因に

よって，ある時期までは学校教育への「職業教育主義」の影響は限られたもの

だった。しかし近年においては学校教育の職業的意義が強調されるようになり，

「学校教育が職業の準備として役に立つし，役に立つように組織されねばなら

ないという考え方に対する社会の支持が強くなってきている一方で，多様な目

標を持った学校教育の意義は，『役に立たない』とされて，どんどん切り捨てら

れてきている」という（広田  2011: 169-171）。一方で本田は，「教育の福音」

が「教育機会の実質的な拡大や平等化の政策的推進を含んでいる」点をふまえ，

近年の日本の教育行政においても依然としてそれらの政策に対する財政支出が

伴っていないことから，「経済や産業のマクロな変化に即応した形で教育を政策

的に強力にギア・アップするという意味での『教育の福音』は，日本では欧米

ほど明確に観察されない」と主張する（本田  2012: 311）。  

「教育の福音」をめぐる日本の状況に関してこのような認識の差が生じるの

は，石嶺（2015）が指摘するように，各国において多様に存在する「教育の福

音」の表象について，浸透の程度を判断するための具体的な指標をグラブとラ

ザーソンが示していないことが一因である。広田の判断指標は教育言説におけ

る職業的意義の強調であり，本田は経済環境の変化に対する教育の機能的適応
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と促進に着目しているため，「教育の福音」の浸透状況に関する両者の評価は異

なっている。ここに「教育の福音」の汎用的な分析概念としての弱点が認めら

れるが，それでもなお本研究が本概念を援用するのは次の理由による。すなわ

ち，教育政策の一部
、、

においてより強く「教育の福音」の影響がみられる状況こ

そが，国際化・グローバル化の日本的な受容の在りかたを示していると考えら

れるからである。しかもそれは，広田と本田がそれぞれ着目した点──教育の

職業的意義の強調と，マクロな経済環境の変化に対応した教育政策の推進──

の両側面において観察される。  

では，「教育の福音」の強い影響がみられる一部
、、

とはどのような領域か。日本

の中等・高等教育と職業の関係を全般的にとらえた場合，学校教育のカリキュ

ラムと雇用のリンケージは脆弱であり，本田が指摘するようにそれらについて

戦略的に予算を投資したダイナミックな教育政策が展開されているわけではな

い。一方で，次項以降詳細に検討するように，とりわけ英語教育と海外留学支

援の領域においては，教育成果として個人が獲得する実践的な英語スキルや海

外留学経験の職業における有用性が，教育行政によって自明的に語られ，強力

に政策が展開されてきた。つまり，日本社会においては高校や大学での教育内

容の職業的レリバンスが非常に弱い中で，外国語や海外経験といった国際化・

グローバル化に直接的に関連する（と想定される）教育に関しては，限定的に

（ゆえに相対的に）職業的レリバンスが強まるものとみなされている。また，

本田は「教育の福音」の指標として教育機会の拡大に伴う政府の財政支出に着

目しているが，日本人の海外留学支援に関する予算をみてみると， 2009 年の

6.3 億円から 2017 年度には 81.4 億円まで拡大されてきている（太田  2018: 12）。

ここに，本研究は日本における「教育の福音」の浸透と，国際化・グローバル

化の受容を見出しているのである。  

 

１－３ 英語教育政策と海外留学促進政策の変容と結節  

 

本節において分析対象とするのは，国際化やグローバル化への対応策として

外国語教育と日本人の海外留学に言及している，各種答申や提言等の政策資料

である。表 1-1 に年表を示す。また，国際化への対応の必要性が教育言説にお

いて表面化し始めた 1980 年代から，日本人の海外派遣留学の必要性が強調さ

れ始めた 2000 年代前半までの期間に焦点化することで，海外留学促進政策の

創成期におけるポリティクスについて分析することを企図している。  
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表１－１  外国語教育と留学派遣に関連する政策・提言年表  

外国語教育政策関連 留学（派遣）政策関連

1979年 ・経済同友会「多様化への挑戦」

1986年 ・臨時教育審議会　第二次答申

1989年
・中学校学習指導要領告示
　（1993年施行）

1996年
・中央教育審議会　第一次答申
　「21世紀を展望した我が国の教育の

　　在り方について」

1998年
・大学審議会
　「21世紀の大学像と今後の改革方針について」

2000年
・経済団体連合会
　「グローバル化時代の人材育成について」

2002年

2003年

・経済財政諮問会議
　「成長力加速プログラム」

・アジアゲートウェイ戦略会議
　「アジアゲートウェイ構想」

・イノベーション25戦略会議

　「イノベーション25」

・教育再生会議
　「教育再生会議第二次報告」

・経済財政諮問会議
　「経済財政改革の基本方針（骨太2007）」

2009年

2010年

2011年

2012年

2013年

2014年

       ・産学連携によるグローバル人材育成推進会議
        「産学官によるグローバル人材の育成のための戦略」
       ・グローバル人材育成推進会議「グローバル人材育成推進会議　中間まとめ」

              ・グローバル人材育成推進委員会

　　　　「グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議審議まとめ）」

              ・教育再生実行会議「これからの大学教育等の在り方について」

　　　  ・内閣府「日本再興戦略 -JAPAN is Back-」

　　　  ・文部科学省「第2期教育振興基本計画」

              ・内閣官房・内閣府・外務省・文部科学省・厚生労働省・経済産業省・観光庁

　　　　 「若者の海外留学促進実行計画」

              ・文部科学省「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想」

              ・文部科学省「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」

              ・中央教育審議会答申「新たな留学生政策の展開について」

2007年

              ・産学人材パートナーシップ「今後の取組の方向性について」

              ・グローバル人材育成委員会「報告書～産学官でグローバル人材の育成を」

 

 

（１）国際化への対応としての英語教育改革  

今日まで続くグローバル化への危機感を前提とした教育言説は，1980 年代に

盛んに論じられた「国際化」論にその萌芽を見出すことができる。天沼は，「国

際化」論における解釈の極端な拡大や，「状況」と「状況に対する対応」が混同
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されている状況を指摘したうえで，日本における「国際化」を次のように定義

する。  

 

 1960 年代後半以降，ことに 70 年代，80 年代に顕在化した日本の経済大国

化によって，モノ，カネ，さらにはヒトの流入流出，移動が，かつてない

ほど大量に，しかも速やかにおこなわれるようになったこと（中略）これ

までなら，些細なこととして看過されていたものが，日本経済の世界的影

響力の増大と，日本と各国，諸民族との接触の度合の深化により見すごし

得なくなったこと等自体を，私は歴史的状況としての日本の「国際化」そ

のものの定義とする。（天沼  1989: 21，下線部は引用者，以下同様）  

 

寺沢（2014）によれば，1960 年代までの英語教育の目的をめぐる議論では，

国民の日常生活における英語の必要性が低い中で，英語スキルの獲得ではなく

「教養」としての側面が重視されていた。しかし 1970 年代には中学校英語教

育が「国民教育」としての地位を固め，さらには天沼が述べるように日本の経

済発展が「歴史的状況」としての「国際化」をもたらしたことで，英語教育の

目標が国際化との関連において論じられる際には，「文化理解・学習を重視する

立場」と「実用性を重視する立場」に二分されることになる（山村  1990: 207）。

後者の立場は，国際化した社会で活躍可能な人材を育成するべきであるという

経済人としての課題意識に端を発しており，そのような人材を育成する手段と

しての学校教育，とりわけ英語教育への要望へとつながる。すでに久保田

（2015: 43）や江利川（2009: 90-93）が指摘しているように，英語教育改革に

大きな影響を及ぼしてきたのは財界の要求であった。  

上記の構図は，1979 年の経済同友会による教育改革提言「多様化への挑戦」

に早くもみられる。「国際社会で活躍しうる人材の養成」を謳う本提言は，教育

体制の改革に関して，小学校低学年からの英語学習や大学四年間を通じての英

語履修，高校・大学における実社会で役立つ英語講座の設置といった英語教育

改革を要望している。一方で，本提言は同時に「英語以外の外国語への配慮」

として，「特殊語学能力」を入試で評価することや，大学での第二外国語の充実

化についても言及しており，言語や文化の多様性に関しては配慮がなされてい

た点も重要である（経済同友会  1980）。  

さらに，1986 年の臨時教育審議会による第二次答申では，「国際化への対応

のための諸改革」として再び英語教育の早期開始が俎上に上り，中学校と高等

学校の英語教育について「文法知識の習得と読解力の養成に重点が置かれすぎ

ている」と指摘した（臨時教育審議会  1986: 159）。これらの流れの中で 1989
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年に告示された学習指導要領では，「積極的にコミュニケーションを図ろうとす

る態度の育成（文部省  1989）」という教育目標が示され，日本の英語教育は実

践的コミュニケーションを志向する方向へと水路づけられていくのである。  

このように，財界の要望を出発点とする国際化への対応策としての英語教育

改革は，従来の英語教育を文法・読解重視であると断罪し，英語教育において

実践的コミュニケーション能力の獲得という功利主義的な目標を設定する。こ

れは，国家の経済発展や個人の経済的成功のためには職業スキルが学校教育を

通じて獲得されるべきであるとみなし，学校教育の失敗を強調したのちに経済

的で功利主義的な目標を掲げた改革を主張するという「教育の福音」のレトリッ

クと符合する。国際化への危機感の高まりを背景に，先に述べた英語教育の目

標における「文化理解・学習を重視する立場」と「実用性を重視する立場」の

うち，後者が経済的で功利主義的な目標としてフォーカスされていくのである。 

 

（２）〈英語教育の実地経験としての海外留学〉というロジックの誕生  

1990 年代に入り，ソビエト崩壊による米国の覇権性のさらなる高まりや新自

由主義による公教育への競争原理の導入を背景として，英語教育をめぐる「教

育の福音」はより深く浸透していく。1996 年の中央教育審議会第一次答申「21

世紀を展望した我が国の教育の在り方について」（中央教育審議会  1996）では，

国際化と教育に関して「経済面では，東アジアの諸国が急速に成長を遂げつつ

あり，さらには，我が国や欧米諸国を含めて，世界的規模で競争が激化し，そ

の結果，種々の摩擦も生じている」との問題提起から，国際理解教育の充実や

外国語教育の改善が提案されている。とりわけ，小学校段階での「外国語，例

えば英会話等に触れる機会」の必要性や，中学校・高等学校段階での「リスニ

ングやスピーキングなどのコミュニケーション能力の育成をさらに重視する方

向で改善を図っていく」といった方向性が示されており，英語教育における実

践的な能力の育成という目標設定はその地位を確固たるものにしていく。  

また，これまで日本の留学生政策の研究においてほとんど着目されることは

なかったが，本答申の外国語教育の改善項目の中では，「教員の指導力の向上」

と「海外での外国語学習経験の重要性」の観点から，教員養成課程の学生の海

外留学制度の充実が提案されている。大西（ 2008）が述べているように，日本

の留学生政策は 1983 年の「留学生 10 万人計画」以来，2003 年の「新たな留

学生政策の展開について」に至るまで，外国からの留学生受入れを主旨として

おり，日本人留学生の海外派遣に関しては政策的に着目されてこなかったとい

われている。それゆえに，1996 年の本答申において，教員養成課程の学生に限

られるものの，効果的な外国語学習の文脈の延長線上に日本人学生の海外留学
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の重要性がアナウンスされていたことは注目に値する。というのも，ここに「教

育の福音」として英語教育政策と海外留学促進政策を関連づけてとらえる重要

なロジックが存在するからである。  

より詳細に述べよう。グラブとラザーソンは，「職業教育主義的システム」が

生じさせる「教育の功利主義」について，「理論よりも教育の実践的側面が，書

物を通じた学習よりも『実地経験』アプローチが優先され」，「将来の雇用に関

してのみ学校教育を有用だと見な」すような価値志向が存在すると述べている

（Grubb and Lazerson 2006=2012: 140-141）。英語教育の文脈における日本人

学生の海外留学とは，まさしくコミュニケーションの「実地経験」であり，将

来の英語教員としての雇用をふまえたうえで「有用」な教育プログラムとして

位置づけられる。このようにして結びつけられた〈英語教育の実地経験として

の海外留学〉というロジックは，以降の英語教育政策と海外留学促進政策にお

いて徐々に影響力を強めていくことになる。  

続いて大学審議会が 1998 年に発表した答申「21 世紀の大学像と今後の改革

方針について」（大学審議会  1998）では，「国際交流の推進」の一つの項目と

して「学生の海外留学の推進」が設定されており，「外国人を受け入れることだ

けでなく，我が国の学生が，在学中に，短期間であってもできるだけ外国に留

学する機会を得られるようにすることが望ましい」と言及されている。 1996

年の中央教育審議会第一次答申では教員養成課程の学生に限定して推奨されて

いた海外留学について，その範囲が「我が国の学生」全般に拡大されている。

ここに，〈英語教育の実地経験としての海外留学〉というロジックの一般化を見

出すことができよう。  

 

（３）英語教育改革の加速と海外留学促進政策の具体化  

「グローバル化は 1990 年代の概念である（Waters 1995: 1）」といわれるが，

日本の教育政策において「グローバル化」という用語が急増するのは 2000 年

代以降である。2000 年の経済団体連合会の意見書「グローバル化時代の人材育

成について」（経済団体連合会  2000）では，タイトルをはじめ各所にグローバ

ル化に対する危機感がちりばめられている。とはいえ，日本経済を活性化させ

るために海外で活躍可能な人材を育成する必要性を主張するという主旨におい

て，1990 年代までの「国際化への対応」への言及とほぼ変わるところはない。

むしろ変化がみられるのは，国際的に活躍する日本人が身につけるべき外国語

として，「英語」の重要性がより限定的に明示されるようになった点である。  

本意見書の言説は「教育の福音」のレトリックを完全に踏襲している。「グロー

バル化の進展，インターネットの普及等に伴い，国際会議やビジネス等の場に
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おいて，英語は国際共通語となった。とりわけ，英会話力をはじめとするコミュ

ニケーション能力が求められている」という背景説明に始まり，続いて「わが

国の英語教育は，読み書き中心であることから，聞く，話すといった英会話力

がなかなか向上しない」という学校教育の失敗が示される。さらに，功利主義

的な目標として「実用的な英語力の強化」「技能としての英語力の必要性」が掲

げられる。その実現のための方策は，「できるだけ幼少の時期から英語教育を開

始し，耳から英語に慣れていくこと」や「生徒が生きた英語にできるだけ直接

触れる機会をできるだけ多く創ること」のように，英語教育の早期開始や実践

的側面が強調されたものになる。  

また，「英語等のコミュニケーション能力の強化」のための大学・大学院教育

の改善項目として，「 1 年間程度の海外留学，数週間程度の海外研修等の制度の

導入，充実・強化を図り，英語力，コミュニケーション能力，異文化理解力の

向上・強化を図る必要がある」というように，大学生や大学院生を対象とした

海外留学の具体的な内容が明記されたことも重要である。90 年代後半に萌芽が

みられた〈英語教育の実地経験としての海外留学〉というロジックに対して，

政策実現に向けた具体的な肉付けがなされていく。  

このような財界からの強い要望に対して，教育行政は直ちに応答する。2002

年 7 月に文部科学省は「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想」（文

部科学省  2002），翌 2003 年 3 月には「『英語が使える日本人』の育成のための

行動計画」（文部科学省  2003）を策定した。この一連の政策文書は，外国語教

育における多言語教育への逆行，「大学を卒業したら仕事で英語が使える」と

いったより功利主義的な目標の明示，英語教員の強制的な研修など，さまざま

な点において英語教育に大きなインパクトを与えたが，本研究が着目するのは，

ここに「高校生の留学促進」や「大学生等の海外留学促進」という現在に至る

まで継続している海外留学促進政策が含まれていることである。また，本文書

は文部科学省の教育政策において英語教育と海外留学の促進が初めて同一文書

内で言及されたものであり，ここに両政策の結節点を見出すことができる。  

さらに，同年 12 月には中央教育審議会による答申「新たな留学生政策の展

開について」（中央教育審議会  2003）が公表された。「日本から諸外国に留学

する日本人学生についてはこれまで必ずしも明確な留学生政策に基づく支援策

が講じられてこなかった」との問題提起から始まる本答申は，日本の教育行政

が日本人の海外留学に関する政策展開の方向性について著した最初の文書であ

るが，「留学生交流の意義」について「経済・社会のグローバル化に伴い求めら

れる外国語運用能力の向上をはじめ」とあるように，一連の英語教育改革との

結節がここにも表れている。  
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このように，2003 年は，留学生政策のみに着目すれば留学生の受入れから派

遣への転換期であったが，本節でのこれまでの議論から，英語教育と海外留学

が政策レベルで結節されたターニングポイントとして理解されるべきだろう。

このことは同時に，「教育の福音」に駆動された英語教育政策と同様に，海外派

遣留学政策もまた当初から功利主義的な目標を前提していたことを意味する。

現に，本答申で「我が国の国際的競争力の強化やグローバル化した社会で活躍

できる人材を育成するという観点から，より多くの日本人学生が短期留学や学

位取得を目指して海外留学を経験することが望ましく」と述べられているよう

に，これらの言説に通底するのは，個人の職業上のスキル獲得を通じて国家の

経済発展や個人の経済的成功が目指される「教育の福音」のレトリックなので

ある。  

 

（４）「ナイーブな人的資本観」にもとづく海外留学促進政策の展開  

〈英語教育の実地経験としての海外留学〉というロジックは，英語教育改革

が一気に実用性に向けて加速したことを契機として，より自明的に日本人学生

の海外留学を促進する意義を正当化した。以降，海外留学は経済的な関心によっ

て注目を集めていく。特に 2007 年には，5 つの答申が一斉に日本人の海外留学

に言及している（経済財政諮問会議  2007a; アジアゲートウェイ戦略会議  

2007; イノベーション 25 戦略会議  2007; 教育再生会議  2007; 経済財政諮問

会議 b 2007）。これらの文書に通底するのは，海外留学の目的に関して，国際

理解教育や多文化理解教育の側面ではなく，「世界で活躍できる日本人を育てる

（アジアゲートウェイ戦略会議  2007: 12）」「経済成長を下支えする基盤である

人材（経済財政諮問会議  2007a: 5）」などの表現にみられるように，留学を実

践する若者の人的資本の蓄積が強調されている点である。  

これは，グラブとラザーソンが「教育の福音」における価値志向の一つとし

て挙げる「ナイーブな人的資本観（a naive human-capital perspective）」の表

出として解釈することができる（Grubb and Lazerson 2004: 155）。すなわち，

海外留学という教育機会の提供によって，将来グローバル化した市場において

高い生産性を発揮できる人的資本が蓄積され，若者個人，さらには日本社会が

受益できるという見方である。一方で，「ナイーブな」という語が示すように，

そのような人的資本の効果は実証された事実とは限らない。しかしながら，「ナ

イーブな人的資本観」に基づく海外留学促進への価値志向は，その後 2000 年

代後半から現在に至るまで推進されることになる「グローバル人材」育成政策

へと結実していくのである。  
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１－４ 「グローバル人材」育成政策の隆盛と留学促進政策の展開  

 

 「教育の福音」がもたらす「ナイーブな人的資本観」により，2000 年代の後

半になると政策的議論において具体的な人的資本のイメージが求められるよう

になる。その嚆矢は，2007 年に経済産業省と文部科学省が共同で設置した「産

学人材パートナーシップ」である。「人材育成に係る産学双方の横断的課題や業

種・分野的課題等について幅広く対話を行い，共通認識を醸成し，その後の産

学双方の具体的行動につなげる」（経済産業省ウェブサイト）ことを目指して 4

回の全体会議が行われ，2009 年 8 月に「今後の取組の方向性について」と題す

る報告書が提出された。示された 4 つの方向性のうちの 1 つが「グローバルな

視点による人材の育成」であり，下記のように述べられている。  

 

  近年，国内市場の絶対的規模は縮小し，世界の中の国内市場の存在感は低

下している。他方，日本企業の海外売上高は上昇し，経済のグローバル化

は着実に進展している。こうした中，企業が経営のグローバル化を進める

上で，グローバルに通用する人材（グローバル人材）が必要となっている。

しかし，日本人の英語力は世界的に見て低水準にあることに加え，最近で

は，２０代の出国率が低下するなど若者のグローバル意識の変容も見られ

る。これまで，各大学・企業等において「グローバル人材」の育成に向け

た様々な取組が行われている。しかし，社会で求められる「グローバル人

材」の人材像が必ずしも明確になっておらず，社会のニーズに合った「グ

ローバル人材」が十分に育っているとは言えないのではないか。（産学人材

育成パートナーシップ  2009: 3）  

 

 グローバリゼーションの進展にキャッチアップしなければならないという危

機感や，英語教育に警鐘を鳴らしている点は，これまで何度もみられた「教育

の福音」の定型的な言説であるが，本報告書において新たに生じた論点が 2 つ

ある。  

第 1 に，「若者のグローバル意識の変容」について言及している点である。

これは次節において詳細に検討するが，若年層の海外志向が低下しているとす

る，いわゆる「内向き」志向を含意している。本報告書が公表されたのは 2009

年 8 月 25 日であるが，その約 2 か月半前の同年 6 月 2 日に閣議報告された「平

成 21 年度版科学技術白書」において，文部科学省が海外に長期派遣される日

本人研究者や海外留学生の減少を指して初めて「内向き」と言及し，危機感を

表明したことが大きく報じられていた。  
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第 2 に，グローバル化した労働環境で活躍可能な人的資本が「グローバル人

材」と形容され，人材像が明確でないことやそのような人材が育っていないこ

とが社会的課題として問題視された点である。「グローバル人材」という用語が

流布した経緯をたどると，1999 年にトヨタ自動車の人事制度において「グロー

バル人材」と「ローカル人材」が区別されたことに端を発しており（吉田  2014），

2000 年代の半ばまでは主に企業内での育成という文脈で論じられていた（加

藤・久木元  2016）。そして「グローバル人材」の対象にまだ大学生のような若

年層は含まれておらず，日本で雇用した社員の海外派遣や，現地で採用する外

国人や日本人など，多様な属性が想定されていた。しかし本報告書で「グロー

バル人材」は「社会で求められる」人材として位置づけられ，その育成は教育

の課題として読み替えられることになる（吉田  2014）。  

「産学人材育成パートナーシップ」の報告を受けて 2009 年に設置された「グ

ローバル人材育成委員会」では，「グローバル人材」の人材像の定義とその育成

方法が検討され始めた。2010 年 4 月に公表された報告書（グローバル人材育成

委員会  2010）では，「グローバル人材」の人材像として，「１．社会人基礎力

を備え，２．外国語（英語）でのコミュニケーション能力をもち，３．異文化

理解・活用力がある者」という今日的な定義が初めて示された。加えて，「いか

にしてグローバル化を支える人材を育成し，確保してくのか。これは，一つの

企業，一つの大学を超えて，日本社会全体が抱える課題である（2）」というよ

うに，企業の人材育成の課題は日本社会の課題として定義されつつも，とりわ

け「社会と接続した教育機関である大学での育成を充実させることが重要であ

る（46）」として大学の役割が期待される。その中で，海外留学は「『異文化の

差』を体感し，多様な人材の中で『異文化理解・活用力』や外国語でのコミュ

ニケーション能力を高められるものであり，『グローバル人材』の育成に有効

（35）」な教育活動として前提されているのである。一方で，大学教育への予

算配分に関しては，「効率的な資源配分の観点からは，『グローバル人材』の育

成に本気で取り組む大学や学部等に対し，競争的資金による支援を行うことが

期待される（38）」という新自由主義的な基本姿勢であり，これは現在に至る

までの留学促進政策に引き継がれている。  

このように企業の課題から社会の課題，さらに大学の課題へと定位が変化し

た「グローバル人材」の育成と海外留学の促進は，文部科学省により具体的事

業化が構想されていく。2010 年 12 月に「産学連携によるグローバル人材育成

推進会議」が設置され，2011 年 4 月には「産学官の連携によるグローバル人材

の育成のための戦略」と題する報告書が公表されたが，ここでも若年層の「内

向き」志向という課題意識のもとに，「日本人学生が海外における留学等の海外
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経験等を通じてその見識を高め，世界で通用する人材として成長するための環

境整備を目指す（産学連携によるグローバル人材育成推進会議  2011: 5）」こと

が既定路線化されている。  

直後の 2011 年 5 月に，当時の民主党政権は主要な国務大臣により構成され

る「グローバル人材育成推進会議」を設置し，翌月に「第グローバル人材育成

推進会議 中間まとめ」，2012 年 6 月に「グローバル人材育成戦略（グローバ

ル人材育成推進会議審議まとめ）」を作成している。これらの報告書の特徴は，

第 1 に，「グローバル人材」に関してより具体的な定義を以下のように提示し

たことである。  

要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力  

要素Ⅱ：主体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使

命感  

要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー  

（グローバル人材育成推進会議  2012: 8）  

 

 そして第 2 の特徴は，このような「グローバル人材」の「資質・能力」のう

ち，「『道具』としての語学力・コミュニケーション能力」から構成される「要

素Ⅰ」について「測定が比較的に容易」であることに触れつつ焦点化し，具体

的な達成目標を次のように示した点である。  

 

  ①海外旅行会話レベル   

②日常生活会話レベル  

③業務上の文書・会話レベル  

④二者間折衝・交渉レベル  

⑤多数者間折衝・交渉レベル  

 

我が国では，①②③レベルのグローバル人材の裾野の拡大については着実

に進捗しつつあるものと考えられる。今後は更に，④⑤レベルの人材が継

続的に育成され，一定数の「人材層」として確保されることが，国際社会

における今後の我が国の経済・社会の発展にとって極めて重要となる。  

  （グローバル人材育成推進会議  2012: 8-9）  

 

 定義上は「語学力」と書かれているものの，直後に課題意識として挙げられ

ているのは TOEFL の国別ランキングにおける日本の低迷であることから，外

国語として想定されているのは英語である。すなわち，これらの政策資料の背
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後にあるイデオロギーは，仕事で使えるレベルの実践的な英語能力を大学教育

や留学経験を通じて身につけさせるべきであるという「職業教育主義」であり，

冒頭に引用した 1980 年代の課題意識から約 20 年を経てもなおほとんど変化し

ていないことがわかる。  

 このようなグローバル人材の育成と若年層の海外留学の促進に関する既定路

線は，2012 年 12 月に自民党が政権を奪回した後も継続していく。 2013 年 1

月に首相直属の諮問機関として「教育再生実行会議」が設置され，同 5 月に「こ

れからの大学教育等の在り方について」と題する提言を作成した。ここでは，

「意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け，日本人留学生を 12 万人に

倍増し，外国人留学生を 30 万人に増やす」という具体的な政策目標が謳われ

ており，6 月に閣議決定された「日本再興戦略」と「第二期教育振興基本計画」

の中でも同目標が掲げられた。その後，目標達成に向けた関係省庁の連絡会議

として「若者の海外留学促進のための関係省庁等連絡会議」が設置され，翌 2014

年 4 月に「若者の海外留学促進実行計画」が作成された。ここでは，「海外留

学をすることが当たり前という認識が共有できるよう，学生等の意識改革を進

める必要がある（内閣官房他  2014: 9）」という認識から，「留学機運の醸成」

が目指されている。  

 このような政策的議論を経て，2011 年以降現在に至るまで，大学生の海外留

学を促進する数多くの事業が展開されてきた。特定の大学に対する公募型の新

規事業として，2011 年には「大学の世界展開力強化事業」，2012 年には「グロー

バル人材育成推進事業」が開始され，その後名称の変更や趣旨のマイナーチェ

ンジを伴いつつ現在まで継続されている。また， 2013 年には留学促進キャン

ペーン「トビタテ！留学 JAPAN」が始まり，2014 年からは文部科学省として

は初めての試みとなる官民協働プロジェクトによる留学奨学金を中心とした支

援制度「官民協働海外留学支援制度〜トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログ

ラム〜」を実施している。これらはすべて，2020 年度を達成期限として日本人

留学生を 12 万人へと倍増させるという政策目標を念頭において展開されてき

たのである。  

 

１－５ 小括  

 

本節では，「教育の福音」という分析概念から，英語教育改革と海外留学促進

に関する両政策の関連性について通時的な分析を行い，その背後にあるイデオ

ロギーを検討してきた。早くは 1970 年代末から財界に存在した国際化への危

機感が英語教育に特化した「教育の福音」を駆動し，英語教育に対して実用性
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重視の功利主義的な目的への変容を迫った。続いて，1990 年代後半に〈英語教

育の実地経験としての海外留学〉というロジックが形成される。そしてグロー

バル化への危機感が高まる 2003 年において，今日的な日本人学生の留学促進

政策は英語教育改革の文脈上に位置づけられる形で策定された。以降，両政策

は「職業教育主義」のイデオロギーと「ナイーブな人的資本観」を強化させな

がら，現在に至るまで強力に推進されてきているのである。  
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第２節 社会的に構築された若年層の「内向き」志向イメージ  

 

２－１ 課題設定  

 

 2000 年代後半以降，新聞・雑誌記事等のマスメディアや政府資料において，

「日本の若者は，海外への興味が薄れてきて『内向き化』している（太田  2013: 

67）」という言説が数多く語られてきた。本節では，このような主旨の言説を

「『内向き』言説」と呼び，主な分析の対象とする。若者の海外志向が低下して

いるというイメージは，特にグローバル化した市場における人材育成を考える

うえで問題視され（グローバル人材育成推進会議  2011: 3），政府は 2010 年の

段階で約 6 万人であった日本人留学生を 2020 年までに 12 万人へと倍増させる

目標を設定し，国家戦略として海外留学を促進している（内閣府  2013: 37）。

学術領域においても，若者の「内向き」化をめぐって多くの研究が行われてき

ており（例えば有馬  2014，小島他  2014，菊池他  2015 など），日本社会にお

けるひとつの基本認識として定着しているといって差し支えないだろう。  

 このような現状に対して，「内向き」言説が，いつ，何を根拠に，どのような

プロセスを経て日本社会に根づいていったのかという基底的な事実は明らかで

はない。そもそも，若者が「内向き」であるという心理的特性は，海外留学生

の減少の原因として語られてきたが 1，一方でマスメディアが社会的現実として

構成したイメージとしての結果であるかもしれない。  

 本節では，新聞・雑誌記事における「内向き」言説を整理し，社会的表象理

論（Moscovici 1984; 矢守  2001; 八ッ塚  2014）の視点を援用しながら通時的

な分析を行うことにより，「内向き」言説の発生と展開のプロセスについて明ら

かにしていく。  

 

２－２ 新聞・雑誌における「内向き」言説の分析  

 

（１）分析視点  

 若者の海外志向が低下しているという意味での「内向き」というキーワード

は，政府が対策を講じるほどの社会問題としての認識を伴いながら，広く人口

に膾炙している。そのような社会問題が，「一つの社会的現実として成立し，人々

の認知の対象となりうる存在へと至るまでの過程」（矢守  2001: 12）を分析す

るのが社会表象理論である。  

 社会において発生する新奇な事象は，いくつかの段階を経て既存の社会的表

象体系に「馴致（ familiarize）」されていく。第 1 段階として「命名・分類」
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され，社会的表象の体系に位置づけられるプロセスは「係留（ anchoring）」と

呼ばれる。続いて，命名・分類された事象がリアリティを獲得していくプロセ

スが第 2 段階の「物象化（ objectification）」である（Moscovici 1984）。八ッ

塚（2014）は，物象化について，「後から命名された語が，雑多なイメージの

背後にある本質や共通性など，以前からあったような存在感を獲得する」とい

う「反転」，「言説を通した普及と浸透」という「流通」，の 2 段階に整理して

いる。本節では，これらの概念を用いて，若者の「内向き」言説の発生・展開

過程を分析する。  

 

命名と分類     反転    流通  

 

①係留      ②物象化  

図１－１  新奇な事象の社会的表象体系への馴致プロセス  

 

（２）分析手順  

本節では，社会に数多く流通する「内向き」言説の中でも，ニュースや論説，

コラム等を通じて社会に影響を与え，投書欄での一般読者からのフィードバッ

クも分析可能な新聞記事と，社会問題をテーマ化して深く掘り下げる雑誌記事

に着目したい。まずは，分析を行ううえでの俯瞰的な地図を得るため，「内向き」

言説が新聞・雑誌メディアに登場する回数を計量的に把握する。分析の対象と

するのは，2000 年 1 月 1 日から 2015 年 12 月 31 日までの期間に発行された新

聞記事と雑誌記事である 2。新聞記事については朝日新聞（聞蔵Ⅱビジュアル）

と毎日新聞（毎日 News パック）を，雑誌記事については大宅壮一文庫（Web 

OYA-bunko）の各データベースを使用する 3。新聞記事は見出しと本文まで含

めた全文，雑誌記事は見出しのみが検索対象となる 4。  

数多く存在する「内向き」言説は，「内向き化」「内向き志向」「内向きになる

若者」のようにワーディングが多様であるため，より多くの言説を収集するた

めに，根幹部の「内向き」という語を検索に用いる。また，「内向き」という語

は海外志向と関係のない文脈でも頻繁に使用されるため，本論が分析対象とす

るような記事と関連性の高い「若者」「学生」「留学」「海外」の 4 語を用いて，

“「内向き」AND（「若者」OR「学生」OR「留学」OR「海外」）”という設定

で検索を行う。これにより，「内向き」という語と，「若者」「学生」「留学」「海

外」のいずれかの語が同時に使用されている記事のみが抽出される。得られた

検索結果のうち，すべての記事を精査し，若年層の海外志向が低下していると

いう文脈で「内向き」に言及している記事のみを最終的にピックアップした 5。 
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データベース検索の結果ピックアップされた「内向き」言説の記事数を，時系

列にそってグラフ化したものが図 1-2 である。  
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図１－２ 新聞・雑誌記事における「内向き」言説の登場回数  

 

 2008 年までは単発的に散見される程度であったが， 2009 年に変化の兆しが

見られ，2010 年に爆発的に増加し，2012 年以降に数は減らしながらも一定数

を保ち，2015 年まで語られ続けている。前述の分析視点に即して考えれば，若

者の海外志向の低下という現象が「内向き」という言葉で「命名」され，その

ような現象がなぜ生じているのかについて「分類」される「係留」のプロセス

が第 1 段階として存在し，「内向き」現象がリアリティを獲得していく「反転」

「流通」という「物象化」のプロセスが第 2 段階として存在するはずである。

このように「内向き」言説の発生と展開を仮定するならば，「その言説の主体は

誰か」という問いが重要になる。  

阪神・淡路大震災の後に「活断層」という専門用語が社会に浸透したプロセ

スを分析した矢守（2001）は，朝日新聞の記事を時系列にそって言及主体別に

分類し，専門家から一般人に浸透していく様子を可視化した。この方法を援用

し，朝日新聞の「内向き」言説について，「政府機関による統計調査，留学政策

等の発表」「知識人，著名人，記者等」「一般人」6の言及主体別に集計したもの

が表 1-2 である。  
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表１－２ 朝日新聞における「内向き」言説の内訳  

掲載年 政府機関 知識人・著名人・記者等 一般人

2000年～2008年 0 1 0

2009年 2 1 0

2010年

（1月～6月） 0 3 0

（7月～12月） 2 19 4

2011年

（1月～6月） 1 22 13

（7月～12月） 2 19 2

2012年 3 19 3

2013年 4 20 3

2014年 0 22 2

2015年 2 17 2
 

 

このように俯瞰すると，2008 年までは一部の記事で散見される程度だった言

説が，2009 年の政府機関によるアナウンスメントをきっかけに公的な事実とし

て認定され，2010 年後半の言説増加に伴い一般人にも浸透したという発生・展

開過程がみえてくる。  

以降，①2008 年までの「潜在期」，②2009 年の「発生期」，③2010 年～2011

年の「急増期」，④2012 年以降の「定着期」の 4 段階に分類して，「内向き」言

説の事実経過を概説する。  

 

（３）潜在期（～ 2008 年） 

2008 年以前の新聞・雑誌記事において，「内向き」というキーワードは，若

者を含む個人の海外志向の低さではなく，主に国家や政党，企業などの組織が

外部に開かれていないさまを表す文脈において多く使用されてきた 7。本節で分

析した 2000 年から 2008 年の 9 年間の記事の中で，「若年層の海外志向の低下」

という文脈で言及されたのは，新聞記事の 3 例のみである。「内向き」言説の

初出事例は，海外の大学で開催された学生主体のシンポジウムに日本人学生の

参加者が少ないことを嘆く特派員メモ（「若者よ外を向こう（特派員メモ・ザン

クトガレン）」『朝日新聞』2002 年 6 月 8 日）である。  

潜在期の「内向き」言説に特徴的であるのは，若年層の海外志向の低下が，

統計的な根拠に基づいてではなく，大学教員や特派員等の「現場で若者に接し

ている知識人」による「個人的印象」として語られている点である。また，「若

者までもが
、、、、

内向きになっている『日本病』（『朝日新聞』同記事，傍点は引用者
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による。以下同様）」と言及されているように，バブル崩壊後の 1990 年代から

続く経済低迷の閉塞感が「日本病」として語られ，国家や組織が内向きになっ

たというイメージの延長に，若者の海外志向の減衰が見出されていたことが表

れている。現に，海外志向以外に，大学生の県内志向（『毎日新聞』 2001 年 3

月 28 日）や大学生の「自信力」低下（『朝日新聞』 2005 年 7 月 5 日）などに

ついても「内向き」化した若者像として報じられており，「内向き」という言葉

によって想起される保守的でチャレンジ精神に欠けるイメージ像から，この時

期の若者が語られていたことがうかがえよう。  

これらの言説は個人的な印象の域を出ず，新聞記事での登場回数も散発的で

あったため，社会に広く定着することはなく，雑誌記事の主題としてテーマ化

することもなかった。しかし，「閉塞的な社会状況の中で若者の精神性が内向的

になっている」という漠然としたイメージが，具体的な根拠を持たないままに

徐々に形成されていき，後に発生する「海外志向の低下」という現象が結びつ

けられて「分類」される土壌となる。  

 

（４）発生期（ 2009 年）─命名・分類─  

個人的印象に終始した潜在期は，政府機関による明確な「内向き志向」の「命

名」により終焉を迎える。毎日新聞と朝日新聞の両紙は， 2009 年 6 月 2 日に

閣議報告された『平成 21 年度版科学技術白書』において，海外に長期派遣さ

れる日本人研究者や海外留学生の減少が指摘されたことを報じている（『毎日新

聞』2009 年 6 月 2 日「科学技術白書：『内向き志向』憂慮  留学，中国の 15

分の 1」，『朝日新聞』2009 年 6 月 3 日「日本人研究者『内向き』  海外修行，

報われず 科技白書」）。  

特に朝日新聞は，「『内向き志向』を今回の白書で初めて
、、、

問題視した」と言及

しており，潜在期の個人的印象であった「内向き」イメージが，政府発表資料

において初めて明確に命名されたことがうかがえる。さらに，直後の論説記事

では，「今年の科学技術白書が留学や研究の海外進出沈滞に『内向き志向鮮明』

と警鐘。若者の海外旅行離れ。新学習指導要領は言語力育成を重点に。記述解

答欄に目立つ白紙。コミュニケーション苦手の『婚活』に支援政策……。最近

のこんなニュースにあの時代の若々しいエネルギーを思う（『毎日新聞』 2009

年 6 月 30 日）」という論調で，潜在期に底流していた若者のさまざまな「内向

き」現象のひとつとして「分類」されることになる。  

 

（５）急増期（ 2010 年～2011 年）―反転・流通―  

2010 年から 2011 年にかけては，海外留学や海外志向に関連するニュースが
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相次ぎ，「内向き」言説が爆発的に増加することになる。  

2007 年度の海外留学生数が 2004 年から 3 年連続減少したという政府発表を

受け，毎日新聞が「若者から進取の気性が薄れ，『内向き志向』が際立ったよう

にもみえる」と報じている（『毎日新聞』2010 年 6 月 5 日）。同記事では，特

に米国における日本人留学生の減少が強調され，日米教育委員会の女性スタッ

フによる「全体的に学生の自立意識は低下した印象があります」とのコメント

や，同委員会事務局長デビッド・サターホワイト氏による「若者は日本の生活

が快適で，あえて冒険する必要はないと思うのでしょう。昔の日本の若者は，

海外で冒険したい気持ちでいっぱいでしたが」とのコメントが紹介されている。

朝日新聞も同時期に，インドや中国，韓国が米国への留学生数を増やしている

一方で日本が数を減らしている点を取り上げ，「便利で居心地のいい日本を出た

がらないのか」と論じている（『朝日新聞』2010 年 7 月 25 日）。このように，

「若者の海外志向の低下」という現象は，政府によって「内向き」と「命名」

された後に，進取の気性の薄れや自立意識の低下といった若者のメンタリ

ティーの問題――潜在期に蓄積された既存の「内向き」イメージ――と結びつ

けられ，その原因が日本の快適さにあるという理由づけにより，万人に理解可

能な「社会的現実」としての「分類」が強化されていく。  

さらに，2010 年 4 月に新卒入社した社員の約半数が海外勤務を希望しないと

いう産業能率大学の調査結果（『朝日新聞』2010 年 8 月 15 日）や，「留学に消

極的といわれる若者の『内向き志向』を打破」するための文部科学省による短

期留学を対象とした助成金（ショートビジット制度）の予算措置，さらには中

川正春副文科相による「日本の若い人たちは今，極端に縮んでいる。元気を出

してほしい」とのコメント（『毎日新聞』2010 年 9 月 4 日）が報じられるなど，

若年層の「内向き」イメージを決定づける報道が連続した。  

加えて，2010 年 10 月に文部科学省が公表した「国際研究交流の概況」にお

いて，海外に長期派遣される研究者の数がピーク時の半分以下であるという調

査結果が発表され，「日本人研究者の内向き志向」を「裏付ける結果」として報

じられている（『毎日新聞』2010 年 10 月 8 日）。また，同時期にノーベル化学

賞受賞が決まった根岸英一氏が，フルブライト奨学生として米国留学した経歴

をもち，記者会見で「（引用者注：日本の若者に対して）海外にいでよといいた

い。一定期間，日本を外から見ることはとても重要だ」と発言した（『朝日新聞』

2010 年 10 月 8 日）ことも，「内向き」言説に大きなインパクトを与えた。  

新聞記事での相次ぐ報道を受け，雑誌においても若者の「内向き」現象をテー

マとした特集記事がみられるようになる。典型的な論調の一例を示すと，「若者

亡国論『偉くなりたくない』若者たち脱力データ」とのタイトルで，米国での
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日本人留学生の減少，海外勤務を希望しない新入社員や終身雇用を希望する新

入社員の増加，「偉くなりたいか」という質問に対して「強くそう思う」と回答

する日本人高校生が少ない等のデータを列挙し，その原因が近年の若者の「内

向き志向」にあると結論する記事である（『週刊ポスト』 2010 年 11 月 5 日）。

ここにみられる「内向き」観も，海外志向の低下に限定されるものではなく，

若者が全般的に意欲を低下させているというイメージである。  

2010 年 12 月には，2008 年度の海外留学者数の集計結果が文部科学省から公

表され，「前年比 8,323 人（11%）減の 6 万 6,833 人で，過去最大の減少幅だっ

た（中略）日本の若者の『内向き志向』が鮮明になった」（『毎日新聞』 2010

年 12 月 23 日）という報道にみられるように，「内向き」イメージは決定的な

ものになった。  

これらの若者の「内向き」化を自明視する言説の登場は，若者の「内向き」

イメージが，「命名」「分類」という「係留」段階を経て，「以前からあったよう

な存在感を獲得する（八ッ塚  2014: 172）」という「反転」段階に入ったことを

示している。  

2011 年に入ると，若者の「内向き」化は世論における重要テーマのひとつと

なり 8，さまざまな見解が活発に飛び交うことになる。日本の知識偏重教育（『朝

日新聞』2011 年 1 月 19 日）や就職活動の早期化（『朝日新聞 2011 年 7 月 4 日』）

が「内向き」化の原因であるという意見や，「最近の若者像」として，「草食系

（恋愛や出世に積極的ではない）」「シンプル族（消費に積極的でなく物をほし

がらない）」「ネット世代（ IT に親しみ，現実とネットの世界を区別しない。相

手の年齢や肩書にこだわらない）」などの特徴と並列的に語られる「内向き志向」

（『朝日新聞』2011 年 8 月 5 日），原因を究明しようとする言説（『ABC』2011

年 7 月「内向き志向の若者たち  グローバル人材の必要性が高まる中で」）な

ど，「反転」した「内向き」現象はそれぞれの記事の前提として語られていく。

2009 年には 9 件だった言説が，2010 年には 66 件，2011 年には 89 件に急増

する。言及の主体も一般人の割合が高まり（表 1-2），世論としての「内向き」

言説は，さまざまな各論を伴いながらその地位を確固たるものにしていく。こ

こに，「言説を通した普及と浸透」としての「流通」段階を見出すことができる。  

 

（６）定着期（ 2012 年以降）  

 2012 年に入ると，前年のような議論の高まりは徐々に沈静していくが，コン

スタントに一定数の「内向き」言説は語られ続ける。また，若者の「内向き」

イメージがすっかり社会に定着した一方，その根拠を統計的な観点から疑問視

する雑誌記事がいくつか見られるようになる。「草食男子」というネーミングの
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考案者であるコラムニスト（深澤真紀「世論の裏側  第 3 回―日本の若者は『草

食で内向き』なのか？」『THE21』2012 年 1 月 : 65）と，若者論を専門とする

社会学者（古市憲寿「若者による若者論―今の若者は内向き志向なんかじゃな

い。バブル期の 3 倍以上も留学している」『無限大』2012 年 7 月 :  22-27）は，

両者とも比較対象を 1980 年代に設定したうえで，当時よりも現在の若者のほ

うが多く留学していることから「内向き」言説が無効であると論じている 9。  

 一方で，リクルート進学総研の大学新入生に対する調査結果を引きながら「内

向き」志向が強いとする記事（『毎日新聞』2013 年 8 月 19 日）や，朝日新聞

とベネッセ教育研究開発センターによる共同調査の結果を引きながら「『内向き

志向』は若者とともに，保護者側にも広がっているようだ」（『朝日新聞』2013

年 3 月 28 日）と言及する記事など，2015 年に至るまで「内向き」言説は賛否

両論含めて混在する状況がみられる。現在も，留学に関するトピックの中では，

高頻度で若者の「内向き」化（もしくは「内向き」化が語られる世論）が前提

的に言及されていることからも，「内向き」言説は人々の認知の対象となる社会

的現実として今もなお成立しているといえよう。  

 

２－３ 「内向き」イメージと実際の留学動向のギャップ  

 

 では，「内向き」言説が主張するように，実際に若年層のメンタリティーが内

向きになったことで海外志向が減衰し，留学者数は減少したのだろうか。この

点について留学統計で確認してみよう。  

 官製の「内向き」言説の発端は，前項で検討したように 2009 年 6 月に公表

された『平成 21 年度版科学技術白書』であり，そこで言及されたのは長期留

学者数の伸び悩みであった。根拠資料として示された図では 2005 年度が最新

年度であったことから，2004 年度から 2005 年にかけた減少が問題視されたも

のと思われる。実際に，長期留学者数はその後減少の一途をたどることになり，

新聞で「内向き」化の根拠として示されるのは長期留学者数の減少であった。  

しかし，まず全体的な 18 歳人口の動態として，2004 年度の 141 万人から 2010

年度は 122 万人へと約 20 万人も減少していることが考慮されなければならな

い。そして，全体的な学生数が減少しているという前提をふまえた上で，同時

期の短期留学者数の推移に目を転じてみよう（図 1-3）。序章で述べたように，

日本学生支援機構は国内のすべての高等教育機関を対象に，短期留学者数に関

する全数調査を毎年度行っている。2008 年度までは国内大学と海外の協定校の

学術交流協定に基づく留学者のみを対象としていたが，2009 年度以降は協定校

以外への留学者も含められている。以上をふまえ 2004 年度以降の短期留学の
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動向をみてみると，協定に基づく留学に限定しても
、、、、、

，2004 年度の 18,570 人か

ら 2010 年度の 28,804 人へと緩やかに約 1 万人増加していることがわかる。  
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図１－３ 長期留学者数と短期留学者数の推移  

文部科学省（ 2019）と日本学生支援機構（ 2019a）に基づき筆者作成  

 

 つまり，長期留学者数の減少のみをとらえて若年層の全体的なメンタリ

ティーの「内向き」化にその原因を求めるのは，一部の傾向性を全体に適用可

能と考えてしまう「早まった一般化」の誤謬であるといえよう。統計的事実が

示しているのは，長期留学から短期留学へのトレンド変化である。  

 

２－４ 小括  

 

本節では，海外留学政策の基本認識としても定着している，若者の海外志向

の低下という文脈での「内向き」言説について，そのようなイメージが社会的

に構成されたものであるとの前提に立ち，新聞・雑誌記事の言説を分析してき

た。結果，「内向き」イメージは，2009 年の政府資料をきっかけとして社会的

に構成され，2010 年代の前半に広く人口に膾炙したことが明らかになった。  

さらに，政府資料の根拠となる統計資料を詳細に検討すると，2004 年度以降

に長期留学が減少する一方で，日本国内の大学に進学した若者を中心とする短

期留学は増加していた。このようなアンビバレントな状況をふまえると，若年

層のメンタリティーが一面的に「内向き」化しているという仮定には疑義を差

し挟むべきである。  
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第３節 考察  

 

 第 1 章では，1990 年代の後半から盛んに論じられてきた国際化・グローバル

化という環境変化を前提として，日本の教育政策や世論が日本人の海外留学と

いう教育選択に対してどのようなまなざしを向けるようになったのかを明らか

にしてきた。とりわけ，近年の海外留学促進政策が「教育の福音」によっても

たらされる「職業教育主義」のイデオロギーにおいて英語教育改革と通底して

いることと，若年層が「内向き」化しているという教育政策の認識が実際の留

学動向をとらえ損ねていることは，本研究の議論の土台となる重要な示唆をも

つ。  

第 1 に，グローバリゼーションを背景とした「教育の福音」による「職業教

育主義」のイデオロギーが，国際化やグローバル化という外来の脅威に対する

人材育成という文脈において，若年層の留学という教育選択を「トランスナショ

ナルな人的資本」の獲得機会として位置づけたことである。このことは，留学

という教育選択に対する社会のまなざしとして，グローバルに活躍可能な人的

資本の蓄積が前提的に期待されるようになったことを意味している。  

第 2 に，グラブとラザーソンが繰り返し指摘するように，そのような「教育

の福音」が前提としている現状認識や教育の効果は，実は十分な実証性をもた

ないという点である。上述のように，グローバル人材育成政策の前提には〈留

学経験は職業労働において個人に利益をもたらす〉という「トランスナショナ

ルな人的資本」の基本認識が自明的に存在する。しかし，1980 年代までの日本

企業においては，海外留学経験はむしろ企業組織への適応を阻害するものとし

てネガティブな評価を受けていた（森  2010）。また，近年の状況に関しても，

企業の総合職の人材ニーズを分析した吉田（ 2015b）では，「日本企業の多くは，

グローバル人材に対してさほど高い需要をもつわけではな」いことが明らかに

されている（218）。これらの知見は，日本社会において海外留学が個人に恩恵

をもたらすという「福音」を自明視する危険性と，海外留学の効果に関する実

証的検討の必要性を示している。  

第 3 に，英語教育改革において「職業教育主義」のイデオロギーが外国語科

目における英語の地位を強化したことと，海外留学促進政策も同様のイデオロ

ギーに駆動されていることは，海外留学先の言語環境として英語圏が選好され

る原理を示している。日本人の海外留学先に関する議論として，中央教育審議

会の 2003 年答申「新たな留学生政策の展開について」では，「地域別の留学生

数を見ると，受入れはアジア中心，派遣は欧米中心であり，均衡が取れていな

い」として，アジア圏への派遣の拡大が課題として言及されていた。しかし第
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1 節の検討で明らかにしてきたように，留学政策の受け入れから派遣への転換

は，実用的な英語教育を目指す政策との結節点であることから，留学先として

英語圏の欧米諸国（さらには経済的理由からアジア圏の英語プログラム）が選

ばれることが原理的に想定される。  

日本人留学生の近年の動向について全体的なデータで確認してみよう。まず，

国内大学在学者による海外交流協定校への留学（日本学生支援機構  2019a）に

おいて，アジアへの留学者数は増加傾向にある（ 2004 年 22.0%，2017 年 38.2%）

が，これはアジア圏への 1 か月未満の短期研修の急増（2017 年では全留学者数

の 28.9%）が原因である。一方で，1 か月以上の留学に限定すると，アジア圏

（2004 年 19.1%，2017 年 22.7%）や主な英語圏の留学先である北米とオセア

ニア（2004 年 53.8%，2017 年 53.6%）が占める割合はほとんど変化していな

い。また，大学の海外交流協定とは別に個人が実践する留学に関して，民間事

業者を対象とする海外留学協議会の調査結果をみてみると，2017 年度の日本人

留学生のうち上位 6 か国すべてを英語圏が占め（欧米諸国＋フィリピン），

85.3%にも及んでいる（海外留学協議会  2018）。以上から，大学生による海外

協定校での 1 か月未満の短期研修を除けば，従来から実践されてきた大半の留

学プログラムにおいて現在もなお英語圏が根強く選好されていることがわかる。

若年層の海外留学をめぐる社会的状況として，「職業教育主義」のイデオロギー

が留学目的としての実用的な英語学習を重要視することで，留学先として英語

圏が志向されるという構造を指摘することができる。  

第 4 に，「内向き」言説が教育政策において果たしてきた機能についてであ

る。第 2 節で検討したように，長期留学の減少のみをとらえて若年層のメンタ

リティーの「内向き」化として一般化することは誤謬であるが，若年の「内向

き」志向が社会問題として位置づけられたことで，2010 年代以降の留学促進政

策を一気に推し進める大義名分となったこともまた事実である。いわば官製の

自作自演として，社会問題としての若者の「内向き」イメージが社会的に構成

され，その問題解決を目指した「グローバル人材」育成政策や，その手段とし

ての留学促進政策が，留学の多様性に対する理解や実証的エビデンスを欠いた

状況で推進されることになったことがわかる。  

これらの教育政策の変容とイデオロギー的背景というマクロな社会状況を下

敷きとして，次章以降は研究課題の分析を進めていく。  
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第１章注  

 

1 「最近，日本から海外へ出る若者が減少しているという指摘が良く聞かれる

ようになった。そして，若者の気質の変化，すなわち『内向き志向』なるも

のにその原因を求める議論がテレビや新聞などで伝えられている。」（河合

2011: 78）  
2 若者が海外留学や海外勤務を避ける傾向として「内向き」言説が語られ始め

たのは，2008 年のリーマンショック以降である（Yonezawa 2014: 46）とい

う前提に立ち，本研究では分析対象記事の期間を 2000 年から 2015 年に設定

している。  
3 出版部数の多い全国紙（読売・朝日・毎日）について，各紙の政治的姿勢に

関する分野以外では記事内容の傾向性や記事数に極端な偏りは生じにくい

（樋口  2011; 八ッ塚  2014），という前提に立ち，読者投稿欄での留学に関

するフィードバックをより多く収集するため，購読者層に占める高等教育修

了者の割合が高い（ビデオリサーチ  J-READ2015）朝日新聞と毎日新聞を選

択した。当然すべての新聞・雑誌記事における言説を網羅することはできて

いないが，「内向き」言説が社会に馴致される過程を分析するという目的は，

全国紙二紙及び雑誌を通時的に分析することで達成できると考える。  
4 雑誌の本文を検索対象としていないのは，使用データベースの制約もあるが，

新聞記事の収集を速報性や多様な文脈における幅広い言説の収集を目的とし

ている一方で，雑誌では見出しで「内向き」が言及される記事のみを収集す

ることで，新聞記事よりも後発的である雑誌記事が，どのように「内向き」

現象をテーマ化しているのかについて調べることを企図している。  
5 「内向き」として語られている主体が若者や学生ではないケースや，「内向き」

の内容が海外志向の低下ではない（例えば「地元志向」や「交友関係の狭さ」

等）ケースはすべて除外した。  
6 若者の海外志向に関する「専門家」の位置づけとして，一般人には広く知ら

れていないさまざまな統計や調査，そしてそれらを収集して政策を立案・公

表する政府機関がこれに該当すると考えた。  
7 例えば，「好景気続く米国  内向きで指導力に陰り（『毎日新聞』2000 年 6 月

27 日）」や，「三菱自工のリコール隠し  内向き，忠誠意識が原因（『毎日新

聞』2000 年 9 月 21 日）」など。  
8 「（2010 年 10 月のノーベル賞受賞ニュースは）いい時期に取ってくれた，と

思わずにいられない。受賞を機に，最近の日本の若者が海外留学をしたがら

ないという重要な問題がクローズアップされるようになったからだ。」（『朝日

新聞』2010 年 12 月 18 日「（柳井正の希望を持とう）若者よ，世界へはばた

け」） また，成人の日の社説において，毎日新聞と朝日新聞が両紙ともに「内

向き」に言及している（『毎日新聞』2011 年 1 月 10 日，『朝日新聞』2011

年 1 月 10 日）ことからも，その影響の大きさがうかがえる。  
9 同時期の新聞記事でも，「ジャパン・アズ・NO1 といわれた 80 年代に比べれ

ば，留学経験者は実数でも比率でも増えている」（『朝日新聞』2012 年 6 月 3

日）という同じ根拠による反論がみられる。  
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第２章 留学志向を形成する社会的要因  

 

序章で検討してきたように，留学が個人にさまざまな利益をもたらすもので

あり，任意に選択される教育制度であるがゆえに，留学機会は誰に開かれてお

り，誰に開かれていないのかという関心から，海外の先行研究においては留学

参加の規定要因や社会的選抜性（ social selectivity）に関する実証研究が一つ

の領域を形成してきた。それらの研究では，若年層が置かれているカテゴリカ

ルな社会経済的条件と留学機会の因果関係が検証されており，いくつかの国の

事例において留学機会の格差構造が報告されている。  

しかしながら，日本人若年層の留学志向の規定要因に関して，このような社

会的選抜性を問う視点から，総合的なデータを用いて分析した研究はほとんど

みられない。特定の教育機関内におけるケーススタディは散見されるものの，

〈日本社会において誰が留学を志向しているのか〉という全体的な課題はほと

んど明らかにされていないといえる。  

また，このことは同時に，国家予算を投じて行われてきた海外留学促進政策

における，正確な現状認識やエビデンスの欠如を意味している。第 1 章でみて

きたように，グローバル人材の育成という企業の課題は，若年層の「内向き」

志向という危機意識を経由して，社会や国家，そして大学の課題へと転換され

てきた。このうち，若年層の「内向き」志向という現状認識は，海外留学者数

が減少する原因を若者の一面的なメンタリティーの問題としてとらえているた

め，「海外留学することが当たり前という認識」へと「学生等の意識改革を進め」，

「留学機運の醸成」につなげることで留学者数が増加するという前提に立つ（内

閣官房他  2014: 9）。しかしながら，ここには，若年層の海外留学に対するメン

タリティーを規定する構造的要因は何か，というカテゴリカルに現状を把握す

る視点が欠けているのである。  

このような問題意識から，本章では，日本人若年層の留学志向に関する全体

的な分布と特徴について，「計量的モノグラフ」という手法を用いて探索的に全

体像を把握することを試みる。第 1 節では，本研究の主な研究対象である国内

大学生の短期留学志向の形成要因について，全国的な学生生活実態調査のデー

タを用いた分析を行う。第 2 節では，高校生を対象とした進路に関する全国調

査のデータを用いて，卒業後の進路としての海外大学への進学志向を形成する

要因について検討する。第 3 節では，母親を対象とした学校外教育に関する全

国調査のデータを用いて，子に対する海外教育志向の形成要因について分析す

る。  
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第１節 大学生の短期留学志向の形成要因  

 

１－１ 課題設定  

 

 本節で明らかにしていくのは，日本国内の大学に進学した学生のうち，在学

期間中に短期留学を志向する者とそうではない者を分岐する要因は何か，とい

う課題である。序章で検討したように，本テーマに関しては日本社会の事例を

分析した先行研究が限られているため，留学志向に影響を与えることが予想さ

れる変数を探索的に検討していく必要がある。  

 とはいえ，留学志向の形成要因を当て推量で探索していくわけにはいかない。

序章の理論的検討で明らかにしたように，留学という教育選択を分化する社会

的要因に対する本研究のスタンスは，社会階層の影響を前提とした「葛藤論・

再生産論的アプローチ」である。  

 以下では，社会階層に起因する要因を念頭に置きながら，海外研究や国内の

関連研究をふまえて作業仮説を設定していく。  

 

１－２ 分析の枠組み  

 

（１）出身家庭の社会経済的背景  

短期留学が母国での高等教育のオプションとして選択される教育活動であり，

原則的には追加費用を要することから，留学参加機会の社会的選抜性を問う研

究が第 1 に変数として想定するのは，出身家庭の裕福さや親の学歴，職業など

の社会経済的要因である。  

米国のリベラルアーツカレッジで短期留学規定要因を調べた Salisbury et al. 

（2009）では，各種奨学金の受給状況を代理指標とした出身世帯の収入状況と

親の教育年数が短期留学志向を有意に規定していた。また，オーストリア，ベ

ルギー，イタリア，ノルウェー，ポーランド，英国各国の 28 歳以下の大学生

を比較分析した Van Mol & Timmerman（2014）では，親職業の階級分類によ

る家族の社会経済的条件（Family Socioeconomic Status）が短期留学志向に与

える影響を調べており，ベルギーにおいてのみ有意性がみられた。その理由と

して，オーストリア，イタリア，ポーランド，英国では高等教育入学段階での

選抜性が高いため選抜後の母集団における社会経済的条件差の有意性が見られ

ないこと，ノルウェーはこれらの 4 か国と比較して例外的に高等教育への敷居

は低いが，学生に対する公的な経済支援制度が充実しているため親に対しての

経済的依存度が低いことが指摘されている。英国の大学生のエラスムス計画に
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基づく短期留学の規定要因を分析した Higher Education Funding Council for 

England（以降，HEFCE）（2009）においても，同様に親職業の効果が認めら

れる。さらに，フランスとイタリアの大学 3 年次終了段階の学生を対象に短期

留学経験の規定要因を検討した Di Pietro and Page（2008）では，親の学歴と

職業が変数に加えられており，イタリアにおいて親学歴の効果が確認されてい

る。  

続いて，国内大学生による短期留学の規定要因について計量分析を行った事

例を検討してみると，愛知県内の私立大学 2 校の学部生（松原他  2008）や，

京都大学の学部生・大学院生（河合・野口  2010），を対象としたいずれの先行

研究においても，出身家庭の社会経済的背景は有意性を持つ要因として検出さ

れていない。しかし，これらの研究はサンプルが特定の大学に限られ，ケース

数も 200 から 500 と少数のため，得られた知見は調査対象の大学における傾向

性として把握されるものの，それらを国内大学生全体の留学志向を規定する要

因として敷衍することはできない。本節の分析においては，国内の国公私立大

学の学部生を対象とした総合的な調査データを用いることによってデータの限

定性を克服する。  

出身世帯の社会経済的背景のうち，着目するのは「世帯収入」「親の職業」の

二点である。Salisbury et al.（2009）や HEFCE（2009），Van Mol & Timmerman

（2014）の知見をふまえれば，出身家庭の世帯収入が多いほど，さらに高い職

業階層の親をもつ学生ほど短期留学志向が高いことが想定される。  

 

（２）本人の所属大学要因  

文部科学省が海外留学支援の趣旨として「意欲と能力ある全ての日本の若者」

を支援すると謳うように（トビタテ！留学 JAPAN ウェブサイト），海外留学を

実現するためには，意欲のみならず一定の能力が必要とされる。短期留学にお

いて求められる能力とは，語学留学であれば外国語能力であり，単位取得留学

であれば外国語能力を前提として留学先で行われる教育内容を理解するための

学力である。海外の先行研究でも学力要因が検討されており，フランスとイタ

リア，英国の大学生のケースでは中等教育段階での学力が短期留学志向に有意

に影響していた（Di Pietro and Page 2008; HEFCE 2009）が，米国リベラル

アーツカレッジの事例では有意ではなかった（Salisbury et al. 2009）。国内に

おいて中等教育段階の学力の影響を調べた先行研究は管見の限り見当たらない

ため，本節では学力階層が留学志向に与える影響についても明らかにしたい。  

日本国内の大学生の学力は，大学入試選抜が機能しているという前提に立て

ば，大学の入試難易度の序列により階層化されているはずである。また，高学
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力の学生が集まる大学は一般的に海外協定校との交流の歴史が長く，短期留学

の経済支援制度が充実しており，留学へのポジティブな価値づけや留学関連情

報の豊富さなど，留学を志向しやすい環境が整っていると考えられる。太田

（2019）によれば，国立大学における協定等に基づいた短期留学に限定して留

学者数の変動を分析した結果，旧帝大と医学部を併設した新制の総合大・複合

大，医学部のない複合大学や単科大学の三群の間で留学者数の格差が存在し，

その格差は近年拡大傾向にあるという。したがって，「威信の高い（入学難易度

が高く歴史や伝統が古い）大学に進学した学生ほど短期留学を志向する」とい

う所属大学による効果を想定する。  

一方で，高等教育における私的収益率には大学間の格差が存在する。威信の

高い大学の学生ほど規模の大きい企業に就職しており（岩村  1996），銘柄大学

に所属する学生は海外留学をせずとも国内での安定的な就職が見込まれる

（Yonezawa 2014）点を考えれば，銘柄大学の高学力の学生は逆に短期留学を

志向しない可能性もある。加藤・久木元（2016）も，高学力階層の若者はグロー

バル人材を目指す動機が低いと主張している。この点も考慮し，銘柄大学への

所属が短期留学志向を低下させる可能性についても検討したい。  

 

（３）大学生の就職不安  

留学促進政策において「企業採用担当の 62.1％が留学経験者を積極採用意

向」（文部科学省  2017）と PR する文章に表れているように，短期留学は大学

生の就職達成に対するメンタリティーと密接に関連することが考えられる。山

﨑（2000）は，現代の若年層がおかれている〈家族―学校―職業社会〉の社会

的移行システムと，その結果として醸成される制度的リアリティについて，ベッ

クの「個人化」「リスク」概念を用いて次のように説明する。  

 

現代社会においては，個人は，家族や階級などの仲介なしに制度（教育制

度や労働市場など）と直接向き合い，（中略）制度との関係で生じるさまざ

まなリスク（中略）を，個人レベルで引き受けることが強制される。（山﨑  

2000: 255-256）  

 

このように，個人レベルでリスクと向き合わなければならない大学生は，多

かれ少なかれ就職達成に対する不安を抱えることになる。そして，就職達成の

不確実性と短期留学という教育投資の関係を考えた場合，短期留学は就職未達

成というリスクに対する回避行動でありながら，同時に海外留学そのものがリ

スクになる可能性をも内包する。すなわち，就職採用市場において，短期留学
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で得られた成果（高い語学力や国際的な環境で困難を乗り越えた体験など）が

高く評価されるのであれば，就職活動において失敗するリスクは低減する。一

方で，太田（2013）において短期留学の阻害要因のひとつが就職活動の早期化

と長期化にあると指摘されているように，逆に留学によって就職活動の準備が

十分にできず，就職失敗リスクが高まることも考えられる。例えば大学生によ

る 1 年間の海外留学のケースだと，3 年次の秋から 4 年次の夏までが典型的な

留学期間となるが，同時期には国内企業による新卒一括採用を前提としたイン

ターンシップや会社説明会，エントリーシートの受け付けが始まっており，場

合によっては採用面接自体が受けられないこともあるという（『朝日新聞』2017

年 10 月 2 日）。したがって，「就職不安を抱える学生ほど海外留学を志向する」

「就職不安を感じない学生ほど海外留学を志向する」という両方の可能性を想

定したい。  

 

（４）性別・所属学部・調査年度  

その他，先行研究において短期留学に対する有意な影響が確認されている変

数として，性別と所属学部（専攻）が挙げられる。性別に関して，米国のリベ

ラルアーツカレッジ，イタリアや英国の大学での短期留学をより多く実践する

のは女性であり（Salisbury et al. 2009; Di Pietro and Page 2008; HEFCE 

2009），日本においても同様の傾向がみられる（竹田  2013）。また，大学での

専攻分野に関して，米国リベラルアーツカレッジにおいては社会科学分野や専

攻分野未定の学生がより短期留学を実践するという（Salisbury et al. 2009）。 

加えて，本節の使用データは 2014 年度と 2015 年度に行われた 2 つのデータ

を結合していることから，調査年度の違いによるバイアスの存在についても配

慮する必要がある。したがって，本節の分析ではこれらの変数を統制変数とし

て用いることとする。  

 

（５）日本学生支援機構の貸与型奨学金  

国内大学生の短期留学は在学期間中に実践されることから，国内での通常の

大学生活と地続きであり，学生生活に関する一般的な経済事情と関連づけて議

論する必要があろう。その点において，国内の高等教育機関で学ぶ学生が最も

多く利用する日本学生支援機構の貸与型奨学金は重要である。  

2017 年度において，国内の大学・短大で学ぶ学生の 2.7 人に 1 人（37.5%）

が本奨学金の貸与を受けており（日本学生支援機構  2019b），無利息の第一種

奨学金と有利息の第二種奨学金がある。これは学生本人が卒業後の債務を負う

ことと同義であり，大卒後の雇用環境の悪化により返還に困難をきたす事例が
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相次ぎ社会問題化している（大内  2015）。  

本奨学金は，学生生活を送るうえで，家庭からの仕送りやアルバイトだけで

は不足する費用を補うものであるが，原則的には学生自身の裁量で使える資金

であることから，在学中の短期留学の機会を拡大している可能性もある。一方

で，大学卒業時点で多額の負債を負うという事実は，学生の在学中の短期留学

志向を冷却していることも考えられる。出身家族の世帯収入とは独立した経済

変数として，本奨学金の貸与の有無は検討しておく必要があるだろう。  

 

１－３ 使用データと変数設定  

 

本節の分析で使用するのは，全国大学生活協同組合連合会が 2014 年 10 月～

11 月と 2015 年 10 月～11 月に実施した「第 50 回学生の消費生活に関する実態

調査」と「第 51 回学生の消費生活に関する実態調査」の個票データ 1である。

全国大学生活協同組合連合会は，1963 年から全国の大学生（生協会員）を対象

として大学生活に関する質問紙調査を行っており，2014 年と 2015 年の調査で

は海外留学の経験や希望に関する質問項目が含まれている。調査対象は大学生

協を設置する日本全国の大学からランダムサンプリングで抽出され，郵送留め

置き法で行われた。回収率は，2014 年調査が 30.4%，2015 年度調査が 32.1%

であり，あわせて 92大学 97生協の学部 1～4年生 36,531人の回答が得られた。  

なお，本調査の対象は大学生協を設置する大学に限定される。大学生協の設

置大学は 2016 年段階で 205 大学であるが，後の記述統計でも示すように国立

大学の割合が高く，私立大学に関して学生数の多い中・大規模校が多く含まれ

ることから，それらの大学は相対的に入試難易度が高い傾向にある。したがっ

て，本節の分析で得られた結果は国内全大学の実態を完全に代表するものでは

ない点については留意が必要である。しかし，国内の大学生を対象とした先行

研究の調査データが 1～2 校に限られていたことを考慮すると，全国 92 校から

サンプルを収集した本調査のデータが非常に貴重である点に変わりはない。  

分析に使用する各変数のコーディングを表 2-1，記述統計を表 2-2 にまとめ

た。従属変数に関して，在学中の大学生を留学経験者と未経験者に二分して設

定した場合，調査時点では留学していないが大学在学中に高い確率で留学する

ことになる留学予定者が留学未経験者と同列に扱われてしまう。そこで，Di 

Pietro and Page（2008）での分析方法を参照し，留学経験者と予定者まで含

めた「留学経験（予定）」群を設定する。さらに，留学経験（予定）群に留学を

希望しながらも実現の見込みがないケースを含めた「留学希望」群を加え，留

学経験（予定）と留学希望の有無を規定する要因に着目しながら分析を進める。  
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表２－１ 変数の設定  

留学経験（予定）ダミー

大学入学後の留学経験「ある」=1，「ない」=0。さらに，留学経験なしのケー

スについて，在学中の留学予定「必ずする」「留学すると思う」=1，「留学し

たいができないと思う」「留学したいと思わない」「わからない・考えたこと
がない」=0。

留学希望ダミー

大学入学後の留学経験「ある」=1，「ない」=0。さらに，留学経験なしのケー

スについて，在学中の留学予定「必ずする」「留学すると思う」「留学したい
ができないと思う」=1，「留学したいと思わない」「わからない・考えたこと

がない」=0。

女性ダミー 女性=1，男性=0。

文系学部ダミー 文系学部=1，理系・医歯薬系学部=0。

2015年度調査ダミー 2015年度調査サンプル=1，2014年度調査サンプル=0。

世帯年収カテゴリー
世帯年収カテゴリーⅠ（0～550万円），Ⅱ（551～800万円），Ⅲ（801～1050

万円），Ⅳ（1051～3000万円以上）の4グループのダミー変数を作成。

父職上層ノンマニュアルダミー
父親職業「公務員管理職」「中小企業に勤務する管理職及び役員」「大企業に
勤務する管理職及び役員」「中小企業経営者」「自由業」=1，その他=0。

母職上層ノンマニュアルダミー
母親職業「公務員管理職」「中小企業に勤務する管理職及び役員」「大企業に
勤務する管理職及び役員」「中小企業経営者」「自由業」=1，その他=0。

大学カテゴリー

国立Ⅰ（旧制７帝大），国立Ⅱ（国立Ⅰを除いた国立旧１期校），国立Ⅲ（国
立旧２期校＋公立），私立Ⅰ（大学設置が1945年以前の私大），私立Ⅱ（大学

設置が1946年以降の私大）の5グループのダミー変数を作成。

JASSO貸与型奨学金の受給ダミー 受給している=1，その他=0。

就職不安スコア
「①とても感じている／②感じている／③あまり感じていない／④全く感じて
いない」のスケールを逆転。

従属変数

独立変数

 

 

独立変数について，所属大学の効果変数である大学カテゴリーに関しては，

入試難易度や大学の歴史・伝統などにより形成される大学階層間の格差を反映

させることを考慮する必要がある。そこで，天野（ 1978）での分類法を参照し

ながら，国立Ⅰ（旧制 7 帝大），国立Ⅱ（旧制 7 帝大を除く国立旧 1 期校），国

立Ⅲ（国立旧 2 期校＋公立），私立Ⅰ（大学設置が 1945 年以前の私大），私立

Ⅱ（大学設置が 1946 年以降の私大）の 5 つのグループに分け 2・ 3，私立Ⅱをレ

ファレンスとして設定する。  

また，両親の職業に関して，ベルギーにおいて短期留学志向に対する父職の

有意性が確認された Van Mol & Timmerman（2014）を参照し，上層ノンマニュ

アル 4（経営管理専門職）を 1 つのダミー変数にまとめる 5。  
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表２－２ 記述統計  

有効度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

留学経験（予定）ダミー 35,771 0 1 0.182 0.386

留学希望ダミー 35,771 0 1 0.495 0.500

男性ダミー 36,531 0 1 0.510 0.500

女性ダミー 36,531 0 1 0.490 0.500

文系学部ダミー 36,531 0 1 0.469 0.499

理系学部ダミー 36,531 0 1 0.406 0.491

医歯薬系学部ダミー 36,531 0 1 0.125 0.331

2015年度調査ダミー 36,531 0 1 0.482 0.500

世帯年収カテゴリーⅠ（0～550万円）ダミー 19,227 0 1 0.276 0.447

世帯年収カテゴリーⅡ（551～800万円）ダミー 19,227 0 1 0.258 0.438

世帯年収カテゴリーⅢ（801～1050万円）ダミー 19,227 0 1 0.219 0.414

世帯年収カテゴリーⅣ（1051～3000万円）ダミー 19,227 0 1 0.247 0.431

父職上層ノンマニュアルダミー 33,567 0 1 0.424 0.494

母職上層ノンマニュアルダミー 34,966 0 1 0.071 0.257

大学カテゴリー私立Ⅱ（戦後設置）ダミー 36,531 0 1 0.201 0.401

大学カテゴリー私立Ⅰ（戦前設置）ダミー 36,531 0 1 0.173 0.378

大学カテゴリー国立Ⅲ（旧二期校＋公立）ダミー 36,531 0 1 0.343 0.475

大学カテゴリー国立Ⅱ（旧一期校）ダミー 36,531 0 1 0.143 0.350

大学カテゴリー国立Ⅰ（旧帝大）ダミー 36,531 0 1 0.140 0.347

JASSO貸与型（第一種・第二種）奨学金受給ダミー 36,531 0 1 0.337 0.473

就職不安度（4段階） 35,925 1 4 3.010 0.816  

 

１－４ 分析結果  

 

（１）短期留学経験者の割合  

まずは日本人の短期留学に関する基本的な事実として，国内大学生のうち短

期留学を経験している学生はどのくらいの割合を占めるのかを確認したい。こ

の点に関して，文科省は「留学経験がある大学生はたった 3％」（文部科学省  

2017）との認識を示している。この 3%という数字は，平成 27 年度の短期留学

者総数を国内大学に在籍する全学年の大学生数で除して算出されている。一般

的に 4 年間の大学生活において海外留学は何度も実現できるものではないため，

大学卒業年ごとに卒業段階での経験率が求められるべきだが，残念ながらその

ような統計調査は存在しない。しかしそれに近いデータとして，2017 年度の新

入社員に対して留学経験を尋ねた調査（産業能率大学  2017）の結果を参照す

ると，20.8%が「留学経験がある」と回答していた（なお，この調査は大卒者

以外も対象としており，留学経験者の中には長期留学経験者も含まれている）。 

上述をふまえて表 2-2 をみてみると，留学経験（予定）者は 19%にも達して

いる。予定者が実際には留学しない（または予定していなかった学生が留学を
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実現する）可能性，さらに本調査の母集団の入試偏差値が平均値よりも高い点

に留意する必要はあるが，実際の大学生の短期留学は文科省の 3%という現状

認識よりも多く経験されている可能性が高い。  

 

（２）クロス分析  

 続いて，各独立変数と留学志向の関連について，クロス集計を行った結果を

概観していく。  

 

①性別×留学志向  

15.2%

21.3%

84.8%

78.7%

男性

女性

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 225.665    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.079

 

図２－１ 性別×留学経験（予定）  

 

44.1%

55.1%

55.9%

44.9%

男性

女性

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 437.029 自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.111

 

図２－２ 性別×留学希望  

 

性別に関しては，先行研究の結果からも予想されたように，留学経験（予定）

と留学希望の両方において女性の割合が高かった。また，V 係数をみてみると，

留学経験（予定）よりも留学希望の数値が高いことから，留学を希望するかど

うかという側面のほうが男女差は大きく，実際に留学を経験（予定）するかど

うかでは男女差が縮まっていることがわかる。換言すれば，留学を希望しつつ  

実現できない層は，女子学生のほうが多いことになる。  
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②学部×留学志向  

22.2%

14.1%

16.4%

77.8%

85.9%

83.6%

文系

理系

医歯

薬系

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 356.384   自由度 2    有意確率 0.000    V 係数 0.100

 

図２－３ 学部×留学経験（予定）  

 

52.6%

45.3%

51.7%

47.4%

54.7%

48.3%

文系

理系

医歯

薬系

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 179.551 自由度 2    有意確率 0.000    V 係数 0.071

 

図２－４ 学部×留学希望  

 

所属学部の影響に関しても，先行研究や社会通念から予想されたように文系

学部の割合が理系・医歯薬系よりも高い。着目すべきは，留学経験（予定）よ

りも留学希望の方が V 係数が小さいことである。つまり，理系・医歯薬系の学

生も留学を希望しているが，実現できるかどうかという側面では学部間の差が

大きくなるということである。  

 

③調査年×留学志向  

18.2%

18.2%

81.8%

81.8%

2014

年度

調査

2015

年度

調査

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 0.000    自由度 1    有意確率 0.989    V 係数 0.000

 

図２－５ 調査年×留学経験（予定）  
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49.8%

49.3%

50.2%

50.7%

2014

年度

調査

2015

年度

調査

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 0.872 自由度 1    有意確率 0.350    V 係数 0.005

 

図２－６ 調査年×留学希望  

 

留学経験（予定），留学希望ともに，調査年度間による差はみられないため，

ひとまず調査年と留学志向の因果関係において調査年によるバイアスは生じて

いないと仮定する。  

 

④世帯年収×子の留学志向  

15.1%

15.3%

19.7%

25.3%

84.9%

84.7%

80.3%

74.7%

年収帯Ⅰ

0～550万

円

年収帯Ⅱ

551～800

万円

年収帯Ⅲ

801～

1050万円

年収帯Ⅳ

1051～

3000万円

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 218.940自由度 3   有意確率 0.000    V 係数 0.108

 

図２－７ 世帯年収×子の留学経験（予定）  

47.3%

46.9%

50.9%

57.2%

52.7%

53.1%

49.1%

42.8%

年収帯Ⅰ

0～550万

円

年収帯Ⅱ

551～800

万円

年収帯Ⅲ

801～

1050万円

年収帯Ⅳ

1051～

3000万円

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 129.767 自由度 3   有意確率 0.000    V 係数 0.083

 

図２－８ 世帯年収×子の留学希望  



78 

 世帯年収の留学志向への影響について，年収帯Ⅰ（ 0～550 万円）とⅡ（551

～800 万円）の間に大きな差はみられないが，Ⅲ（801～1050 万円）とⅣ（1051

万円～3000 万円以上）との差が顕著である。また，V 係数が留学経験（予定）

よりも留学希望で小さいことから，世帯年収は留学を実現できるかどうかとい

う側面により影響していることがうかがえる。  

 

⑤父職×子の留学志向  

19.9%

17.1%

80.1%

82.9%

父職上

層ノン

マニュ
アル

その他

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 40.222 自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.035

 

図２－９ 父職×子の留学経験（予定）  

 

50.7%

48.5%

49.3%

51.5%

父職上

層ノン

マニュ
アル

その他

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 15.474 自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.022

 

図２－１０ 父職×子の留学希望  

 

 父親が上層ノンマニュアル職の学生のほうが，留学経験（予定）と留学希望

をもつ傾向にある。一方で V 係数はかなり小さく，父職の影響はあまりみられ

ない。また，世帯収入の高さによる疑似相関である可能性も考えられる。  

 

⑥母職×子の留学志向  

22.8%

17.8%

77.2%

82.2%

母職上

層ノン

マニュ
アル

その他

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 38.014    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.033

 

図２－１１ 母職×子の留学経験（予定）  
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55.5%

49.2%

44.5%

50.8%

母職上

層ノン

マニュ
アル

その他

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 35.378    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.032

 

図２－１２ 母職×子の留学希望  

 

 父職同様に，上層ノンマニュアル職の母をもつ学生のほうが，留学を経験（予

定）し，留学を希望する割合が高いが，V 係数の小ささも同様である。  

 

⑦大学カテゴリー×留学志向  

14.6%

22.3%

15.3%

17.7%

25.9%

85.4%

77.7%

84.7%

82.3%

74.1%

私立Ⅱ

（戦後

設置）

私立Ⅰ

（戦前

設置）

国立Ⅲ

（旧二期

＋公立）

国立Ⅱ

（旧一

期）

国立Ⅰ

（旧帝

大）

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 403.649 自由度 4    有意確率 0.000    V 係数 0.106

 

図２－１３ 大学カテゴリー×留学経験（予定）  

 

44.1%

54.5%

47.6%

49.3%

56.0%

55.9%

45.5%

52.4%

50.7%

44.0%

私立Ⅱ

（戦後

設置）

私立Ⅰ

（戦前

設置）

国立Ⅲ

（旧二期

＋公立）

国立Ⅱ

（旧一

期）

国立Ⅰ

（旧帝

大）

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 249.681 自由度 4    有意確率 0.000    V 係数 0.084

 

図２－１４ 大学カテゴリー×留学希望  
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 大学カテゴリーの影響として，留学経験（予定）と留学希望ともに，大学階

層間の格差が観察される。特に戦前に設立された伝統ある国立大学や私立大学

の学生は留学志向が高い。大学階層は留学希望の形成のみならず，留学経験（予

定）という機会の格差にも大きな影響を及ぼしていることがわかる。  

 

⑧JASSO 貸与型奨学金の受給×留学志向  

14.7%

20.0%

85.3%

80.0%

JASSO

貸与型
奨学金

受給中

その他

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 147.011    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.064

 

図２－１５ JASSO 貸与型奨学金受給×留学経験（予定）  

 

48.4%

50.1%

51.6%

49.9%

JASSO

貸与型
奨学金

受給中

その他

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 9.447 自由度 1    有意確率 0.002    V 係数 0.016

 

図２－１６ JASSO 貸与型奨学金受給×留学希望  

 

 予想されたように，JASSO 貸与型奨学金という形で負債を抱える学生は留学

志向が低い。一方で，それは留学希望にはほとんど影響せず（V 係数=0.016），

留学経験（予定）という留学を実現できるかどうかという点に影響しているよ

うである。ただし，JASSO 貸与型奨学金の受給に関しては，出身家庭の経済状

況と強く関連することが予想されるため，多変量解析による検証を行う必要が

ある。  
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⑨就職不安度×留学志向   

15.6%

17.7%

21.8%

24.3%

84.4%

82.3%

78.2%

75.7%

とても感

じている

感じてい

る

あまり感

じていな

い

全く感じ

ていない

留学経験（予定）あり 留学経験（予定）なし

カイ二乗値 150.249  自由度 3   有意確率 0.000    V 係数 0.065

 

図２－１７ 就職不安度×留学経験（予定）  

 

49.0%

49.1%

51.4%

50.0%

51.0%

50.9%

48.6%

50.0%

とても感

じている

感じてい

る

あまり感

じていな

い

全く感じ

ていない

留学希望あり 留学希望なし

カイ二乗値 11.745  自由度 3   有意確率 0.008    V 係数 0.018

 

図２－１８ 就職不安度×留学希望  

 

 就職できるかどうかに関する不安という学生のメンタリティーは，留学希望

よりも留学経験（予定）に強く関連している。そして就職に不安を感じていな

い者ほど，留学を実現する見込みが高いことがわかる。  

 しかし，自身が就職できるかどうかという見通しに関しては，社会的威信の

高い大学に通っている学生のほうが楽観視できることも予想されるため，就職

不安のメンタリティーが留学志向に対して独立した効果をもつかどうかについ

ては多変量解析により検証する必要があるだろう。  

 

（３）留学志向の形成要因に関する二項ロジスティック回帰分析  

 続いて，短期留学志向の形成要因について，「留学経験（予定）ダミー」と「留
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学希望ダミー」の 2 つの従属変数に対して各独立変数が及ぼす効果を，二項ロ

ジスティック回帰分析によってそれぞれ推定する。モデル 1 では統制変数と出

身家庭の社会階層に関する変数，モデル 2 には所属大学に関する変数，モデル

3 には学生自身の奨学金貸与やメンタリティーに関する変数を順次投入する。

なお，すべてのモデルにおいて多重代入法による欠損値補正を行い，表 2-2 の

すべて変数を用いて予測・代入した。表 2-3 に「留学経験（予定）」の，表 2-4

に「留学希望」の分析結果を示す 6。  

短期留学経験（予定）の形成要因から概観してみよう。モデル 1 では，統制

変数において，女性であることと文系学部への所属が留学経験（予定）率を有

意に高めている。出身家庭要因については，年収カテゴリーⅠ（ 550 万円以下）

に対して年収カテゴリーⅢ（801 万円～1050 万円）と年収カテゴリーⅣ（1051

万円以上）が正の効果をもつ。親の職業に関しては，母親上層ノンマニュアル

のみ有意な効果がみられた。  

モデル 1 に所属大学要因を加えたモデル 2 では，モデルの説明力が上昇して

おり（Nagelkerke=.060），基準となる私立Ⅱ（戦後設置）に対して私立Ⅰ（戦

前設置），国立Ⅱ（旧一期校），国立Ⅲ（旧帝大）への所属が留学経験（予定）

率を高めている。最後にすべての変数を加えたモデル 3 でもモデルの説明力は

改善され（Nagelkerke=.071），JASSO 貸与型奨学金の受給と就職不安度は共

に留学経験（予定）に対して負の効果をおよぼしていた。モデル 2 において有

意だった変数の効果もほぼ変化していないことから，モデル 3 において最終的

に独立して有意な効果をもっていた「女性であること」「文系学部に所属してい

ること」「世帯年収の高さ」「母親が高い職業階層であること」「入試難易度が高

く歴史や伝統の古い大学に所属していること」「 JASSO 貸与型奨学金による負

債を負っていないこと」「就職不安度が低いこと」が，留学経験（予定）の形成

要因として析出された。  

次に短期留学希望の形成要因をみてみると，大学カテゴリー変数において「私

立Ⅱ」と「国立Ⅲ」の間に有意差が生じている点と，JASSO 貸与型奨学金の受

給が有意ではなくなっている点を除いては，留学経験（予定）の結果とほぼ同

様の独立変数が有意に作用していた。なお，各独立変数のオッズ比は「女性ダ

ミー」を除いて留学経験（予定）群のモデルよりも低い傾向にあり，モデルの

適合度も低くなっている。  

 

 

 

 



83 

表２－３ 短期留学経験（予定）の形成要因（二項ロジスティック回帰分析） 

オッズ比 オッズ比 オッズ比

女性（基準：男性） .285 *** 1.329 .344 *** 1.411 .372 *** 1.450

文系学部（基準：理・医歯薬系学部） .479 *** 1.615 .514 *** 1.673 .566 *** 1.761

2015年度調査（基準：2014年度） － .005 .995 － .039 .962 － .044 .957

世帯年収（基準：年収カテゴリーⅠ）

　年収カテゴリーⅡ .086 1.090 .063 1.065 .025 1.025

　年収カテゴリーⅢ .316 *** 1.371 .269 *** 1.309 .202 *** 1.224

　年収カテゴリーⅣ .615 *** 1.849 .542 *** 1.719 .416 *** 1.516

父職上層ノンマニュアル（基準：その他） .044 1.045 .045 1.046 .046 1.047

母職上層ノンマニュアル（基準：その他） .187 ** 1.205 .221 *** 1.248 .219 *** 1.245

大学カテゴリー（基準：私立Ⅱ【戦後設置】）

　私立Ⅰ【戦前設置】 .398 *** 1.489 .369 *** 1.446

　国立Ⅲ【旧二期校＋公立】 .081 1.085 .054 1.055

　国立Ⅱ【旧一期校】 .274 *** 1.315 .241 *** 1.272

　国立Ⅰ【旧帝大】 .809 *** 2.245 .746 *** 2.110

JASSO貸与型奨学金受給（基準：その他） － .225 *** .799

就職不安度 － .221 *** .802

定数 － 2.136 *** － 2.405 *** － 1.627 ***

ケース数

Nagelkerke決定係数

モデル有意確率

***p <.001, **p <.01, *p <.05

モデル３

係数

36,531 36,531 36,531

係数 係数

モデル１ モデル２

.071

*** *** ***

.039 .060

 

 

表２－４ 短期留学希望の形成要因（二項ロジスティック回帰分析）  

オッズ比 オッズ比 オッズ比

女性（基準：男性） .406 *** 1.500 .443 *** 1.557 .449 *** 1.566

文系学部（基準：理・医歯薬系学部） .165 *** 1.180 .181 *** 1.198 .189 *** 1.208

2015年度調査（基準：2014年度） － .016 .984 － .039 .962 － .039 .962

世帯年収（基準：年収カテゴリーⅠ）

　年収カテゴリーⅡ .029 1.030 .013 1.013 .014 1.014

　年収カテゴリーⅢ .162 *** 1.175 .131 ** 1.140 .133 ** 1.142

　年収カテゴリーⅣ .355 *** 1.427 .306 *** 1.359 .307 *** 1.360

父職上層ノンマニュアル（基準：その他） － .003 .997 .001 1.001 .003 1.003

母職上層ノンマニュアル（基準：その他） .169 * 1.184 .192 ** 1.212 .192 ** 1.211

大学カテゴリー（基準：私立Ⅱ【戦後設置】）

　私立Ⅰ【戦前設置】 .385 *** 1.469 .383 *** 1.467

　国立Ⅲ【旧二期校＋公立】 .189 *** 1.207 .184 *** 1.202

　国立Ⅱ【旧一期校】 .236 *** 1.266 .230 *** 1.258

　国立Ⅰ【旧帝大】 .599 *** 1.821 .590 *** 1.804

JASSO貸与型奨学金受給（基準：その他） .030 1.030

就職不安度 － .045 ** .956

定数 － .435 *** － .680 *** － .558 ***

ケース数

Nagelkerke決定係数

モデル有意確率

***p <.001, **p <.01, *p <.05

*** *** ***

36,531 36,531 36,531

.023 .036 .037

モデル１ モデル２ モデル３

係数 係数 係数
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１－５ 考察  

 

（１）出身家庭の世帯年収と親の職業  

留学経験（予定）と希望の双方に対して，性別や学部，大学ランクなどをコ

ントロールしてもなお世帯年収額が独自に影響していることから，大学生間に

おいて親の経済資本量に起因する短期留学志向の格差が存在していることが明

らかになった。世帯年収の分岐点となるのは年収カテゴリーⅢの 801 万円以上

であり，年収カテゴリーⅣ（1,051 万円以上）の裕福な家庭に出自をもつ学生

は年収カテゴリーⅠ（ 550 万円以下）の学生に比べて 1.516 倍留学を経験（予

定）する確率が高く， 1.36 倍留学を意欲しやすくなる。  

大学生が短期留学を実践するためには，所属大学の学費に加えて通常 50 万

円～250 万円程度の追加コストが必要になることを考えると，教育に対する公

的支出が少なく教育コストの負担が主に家計に委ねられている日本特有の状況

を背景として，親の経済的基盤によって子の短期留学の実現可能性が左右され

ることは何ら不思議ではないだろう。  

加えて，母親の職業階層の高さも留学志向に一定の影響をおよぼしており，

留学経験（予定）に対して 1.245 倍，留学希望に対して 1.211 倍のオッズ比が

みられた。父職の影響は有意ではなかったが，これは「上層ノンマニュアル」

であることの意味や希少性が父母間で異なっていることも関係しているだろう

（上層ノンマニュアル職の割合は父親で 42.4%，母親で 7.1%）。  

このように，出身家庭の経済的要因や親の職業階層が独立して短期留学の経

験と意欲の双方を規定しているという事実は，「教育的選抜は，生徒の個別の能

力と努力よりもむしろ，ますます親の財産と願望に基づくようになっている」

と説明するペアレントクラシーの視座（Brown 1995＝2005）において，「教育

的選抜」を「留学志向の有無」と読み替えることで解釈できる。このような視

点は，国内の留学研究では見落とされてきた。  

例えば，早稲田大学の学生の留学志向を分析した吉田他（ 2017）では，短期

留学を希望しない学生に対してその理由を尋ねた項目の主成分分析の結果から，

学生が留学を希望しない主要因は経済的理由ではなく海外への抵抗感であると

結論している。しかしながら，学生の留学志向が，成育環境における親のさま

ざまな働きかけ（例えば海外旅行や英会話教室のような海外文化体験の提供な

ど）によってハビトゥスとして形成される側面をもつならば，海外への抵抗感

そのものも経済的理由を含む出身家庭の要因によって規定されている可能性が

高い。出身家庭の経済的な問題は，子の留学費用を支弁できるかどうかという

直接的な側面に加え，経済的な豊かさによって担保される出身家庭のライフス
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タイルや親の願望を通じて，子の向留学的な（例えば海外への抵抗感が低い）

価値観を醸成するという，間接的な側面をもあわせもつ。社会的選抜性の観点

から海外留学の機会格差を論じるならば，留学へのアスピレーションが形成さ

れるプロセスにおいて，文化的再生産を前提するハビトゥスの問題を議論の射

程に入れる必要があるだろう。  

 

（２）所属大学  

加えて，より高いオッズ比により短期留学志向に影響していたのは大学カテ

ゴリーである。とりわけ旧帝大で構成される「国立Ⅰ」の留学志向の高さは際

立っており，戦後に設置された「私立Ⅱ」に対して 2.11 倍も留学を経験（予定）

する確率が高く，留学を希望する学生の割合も 1.804 倍高い。  

なぜ所属大学が留学志向に影響するのかという点に関して，入試偏差値が学

力の代理指標であると仮定すれば，先に述べたように海外留学が学力を前提す

る活動であることが挙げられよう。この点において，本節の分析結果は，中等

教育段階の成績が大学進学後の短期留学志向に影響していたフランスとイタリ

ア，英国の大学生のケース（Di Pietro and Page 2008; HEFCE 2009）と整合

的である。  

さらに，国家政策として行われる大学生対象の海外留学経済支援において，

その支援対象の選抜が学生個人ではなく大学を単位として行われる傾向（嶋内  

2014b; 吉田  2015a）にあり，結果として支援が偏差値の高く歴史や伝統が古

い大学に集中している 7ことも要因として考えられる。このような留学機会の大

学間格差は，太田（2019）が明らかにした国立大学間だけではなく，国公私立

間に渡って存在していることが，本節の分析結果からは示唆されている。  

 

（３）就職不安のメンタリティーと JASSO 貸与型奨学金の受給  

学生の就職不安は，短期留学経験（予定）と希望の双方に対し，性別や学部，

世帯収入，大学カテゴリー等をコントロールしてもなお独自に負の効果を与え

ていた。つまり，就職に不安を感じている学生ほど留学を志向しないというこ

とである。また，留学経験（予定）（− .221）は留学希望（− .045）よりも 5 倍近

く負の係数が高いことから，留学を希望しつつも就職不安のメンタリティーに

よって留学経験（予定）に至らないという構図が浮かび上がる。  

就職に対する不安感によって，留学を希望しながらも実現できない背景には，

太田（2013）が指摘するように就職活動準備や就職活動そのものが阻害要因と

して存在する可能性がある。また，国内での安定的な就職のために，企業研究

やインターンシップ等の活動を優先する必要があり，海外留学という選択肢が
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後景に退くのかもしれない。いずれにせよ，就職不安というメンタリティー要

因が留学志向に対して負の影響をおよぼしているという結果は，留学志向の形

成と職業達成との関連に迫る本研究の関心において示唆的である。  

加えて，JASSO 貸与型奨学金を受給している学生の留学経験（予定）率は，

受給していない学生の 0.799 倍にまで下がる。これは，世帯年収の効果を取り

除いたうえでも観察された有意な影響であり，かつ「留学希望」の従属変数に

対しては有意ではない。つまり，学生たちが卒業後に負債を負うことになると

いう事実が「留学経験（予定）」だけを低下させていることを意味している。  

日本では，「教育は家族の責任であるという教育観と教育費の親負担主義の強

さ（小林  2018: 4）」という背景から，学費負担の重い「無理する家計」と学生

の過重なアルバイト労働（小林  2005），有利子の貸与型奨学金の急増と卒業後

の返還の困難さ（大内  2015）の問題が指摘されてきた。このような国内大学

生の経済的困窮は，短期留学という教育選択にも影を落としているのである。  

 

（４）所属学部  

在籍する学部の違いも留学志向に大きな影響をもたらしており，文系学部の

学生は理・医歯薬系と比較して 1.761 倍留学を経験（予定）していた。一方で

留学希望のオッズ比は 1.208 倍に留まっている。つまり，理・医歯薬系の学部

生は，留学を希望しながらも経験できないという側面がある。学部の違いに起

因する留学志向の分化はなぜ生じるのだろうか。  

この点に関して，調査対象が一大学に限られた先行研究ではあるが，京都大

学の学部生と大学院生 463 名の調査データを検討した河合（2009）の知見が示

唆的である。河合は文系と理系の留学志向の差に着目した分析を行っており，

文系学生は学部段階での留学を希望することに対し，理系学生の多くは大学院

進学後の留学を志向していたことから，「理系学生は，留学全般に対して消極的

というわけではなく，学部留学に対して消極的というべきなのである」と主張

している（河合  2009: 107）。また，追加で行ったインタビューから，理系学生

がそもそも学部留学の動機に乏しいことや，理系の学部カリキュラムと留学を

両立することの困難さなどの制度上の制約が背景にあることを報告している。  

京都大学の傾向をそのまま国内大学生全体に敷衍することはできないが，本

節で使用しているデータは調査対象が学部生に限定されていることから，理系

学生が大学院時点での留学を志向していると仮定するなら，それは本節の分析

において留学経験（予定）よりも留学希望の方が文系との差が小さかったこと

の一因かもしれない。また，理系学部のカリキュラムの体系性や連続性が，河

合のいう「留学動機の乏しさ」につながっていることも考えられる。  
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（５）ジェンダー要因  

ジェンダー変数として，女性ダミーが独立した効果をもつことも見逃しては

ならない。そしてジェンダー変数において特徴的なのは，他の全ての独立変数

とは異なり，留学経験（予定）よりも留学希望のほうがオッズ比が高い（ 1.45

倍＜1.566 倍）ということである。すなわち，女子学生は他の独立変数の影響

を差し引いても留学を意欲しており，留学を実現する段階においては男女間の

格差は縮小しているということである。  

 このような女性の留学志向の高さは，早稲田大学教育学部 572 人を対象とし

た調査結果ではみられなかった（山本他  2017）が，国内 15 大学 1,996 人を対

象とした調査では観察された（竹田  2013）。本研究はランダムサンプリングに

よる 92 大学 36,531 人の大規模データを用いて分析を行っていることから，全

国の国内大学の傾向性としては，女性の方が留学志向が高いものと推定される。 
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第２節 高卒後の長期留学志向の形成要因  

 

 前節では国内大学生の短期留学志向を形成する要因について明らかにしてき

たが，それらはあくまで大学生活の一時点をとらえたものに過ぎない。ジェン

ダー要因にせよ，出身家庭の社会階層要因にせよ，個人のハビトゥスに着目す

るのであれば，大学生活の一時点に焦点化して留学志向の規定要因を明らかに

するだけでは不十分である。  

 そこで，本節では大学生と時間的な連続性のある高校生時点での留学志向に

関して，その規定要因を明らかにしていきたい。ただし，本節が分析するのは，

高校生の卒業後の進路における海外大学への進学希望である。高卒後に海外大

学の学部課程に進学する留学は，本研究の定義上「長期留学」に該当するもの

であり，国内大学進学者の「短期留学」を対象とする本研究の目的と直接的に

は関連しない。それにもかかわらず本節の分析を行うのは，後に明らかにして

いくように，高卒後の長期留学という選択肢が日本人若年層にとって非常に限

られたものであり，それを実現できなかった者の多くが国内大学進学後に短期

留学を実践することが想定されるからである。換言すれば，国内大学生の短期

留学志向をとらえるためには，高校生時点での長期留学志向との連続性を検討

することが重要になるのである。  

 

２－１ 課題設定  

 

 序章ですでに述べたように，文部科学省が毎年度公表している日本人の海外

留学者数に関する統計には，「日本人の海外留学状況（OECD 等による統計）」

と「独立行政法人日本学生支援機構の調査による状況（留学期間別留学生数の

推移）」の 2 種類が存在する。前者は海外の高等教育機関での学位取得を目的

とした１年以上の「長期留学」，後者は単位取得や語学研修等を目的とした１年

未満の「短期留学」の動向を主に捕捉している。序章の図序 -1 で示した両者の

近年の動向をみてみると，長期留学が 2004 年をピークに減少し続けている一

方で，短期留学は 2009 年の計測開始以降，急激に増加していることがわかる。  

このうち，2004 年以降の長期留学者数の減少は，第 1 章で検討したように，

若年層の「内向き」化が原因であるとして，教育政策のみならず世論において

も問題視されてきた。政府は 2020 年までに長期留学者数を 12 万人まで倍増さ

せる政策目標を掲げ，さまざまな海外留学促進政策を講じてきている。しかし

ながら，近年の推移をみてみると，長期留学者数は減少の一途をたどっており，

上向く気配はみられない。  
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では果たして，2004 年以降の長期留学者数の減少は，若年層の「内向き」化

という心理的特性が原因で生じたものなのか。日本人留学生の受入最上位国で

ある米国への留学者数の推移について詳細にみてみよう。米国の留学生情報を

集計する国際教育協会（ IIE）は，国別及び留学目的別の留学生数を公表して

いる。日本人留学生の学部レベルの学位留学（Undergraduate），大学院レベ

ルの学位留学（Graduate），学位の取得を目的としない留学（Non-degree）の

各動向を図 2-1 に示す。  

 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

00' 01' 02' 03' 04' 05' 06' 07' 08' 09' 10' 11' 12' 13' 14' 15'

[人]

長期留学（学部レベル）

長期留学（大学院レベル）

短期留学

（学位を目的としない留学）

 

図２－１９ 米国への日本人留学者数の推移  

出典： IIE（ 2019）より筆者作成  

 

一見してわかるように，学部レベルの学位留学が 2004 年の 28,708 人から

2015 年の 9,285 人へと 2 万人近く数を減らしている。「内向き」化の結果とさ

れる長期留学者数の減少（約 3 万人）の大半が，米国における学部レベルの学

位留学者数の減少に起因していることがうかがえる。学部レベルの学位取得を

目的とした長期留学の多くは，日本の高校を卒業した後に海外大学へ進学する

層によって占められていると考えられるため，高校生の進路における海外大学

への進学志向は，留学生政策において着目されるべき重要なテーマであるとい

える。長期留学には大学院レベルや国内大学への進学後に海外大学の学部レベ

ルに編入学するケースなども当然含まれるが，本節では最も一般的なケースと

して想定される高卒後の海外大学への進学志向に着目する。  

さらに，学部レベルの長期留学者数の減少が生じた背景について理解するた

めには，どのような社会的条件の高校生が長期留学を志向するのか，という構

造的な問いが検討されるべきであろう。しかしながら，長期留学のみならず短
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期留学まで含めても，日本人の海外留学志向の規定要因を社会構造との関連に

おいて量的にとらえた先行研究はほとんどみられない。  

本節では，これまで把握されてこなかった日本人の高卒後の進路における長

期留学志向の規定要因について，全国調査データを用いて体系的に実証する。  

 

２－２ 分析の枠組み  

 

（１）学力要因──頭脳流出か，セカンドチャンスか  

 中等教育終了後に若年層が実践する長期留学は，国際移動研究ではしばしば

「頭脳流出」の問題として言及されてきた（Bahna 2018）。つまり，自国にお

いて初等・中等教育を受けた優秀な若者が，高等教育の進学先として外国を選

択し，卒業後も帰国せずそのまま外国で就労することによって，国家の発展を

担うべき優秀な人材が外国に流出してしまう問題である。その典型は，開発途

上国から先進国への流出にみられる（Baruch et al. 2007）。一方，Brooks and 

Waters（2009）によれば，世界中から留学生を引き寄せる英国の若者にとって，

海外大学への進学は，オックスブリッジ（Oxbridge）をはじめとする自国のエ

リート大学に入学できなかった者が挽回するための「セカンドチャンス」とし

て認識されているという。  

このような，開発途上国の頭脳流出と先進国でのセカンドチャンスという構

図において，日本はどのように位置づけられるのだろうか。 1980 年代までは，

フルブライト奨学金のような高倍率の選抜を経た一部のエリートを除き，「日本

の入学試験に失敗し，それに代わる教育の機会を海外に求める学生」が高卒後

に長期留学を志向していたという（森  2010）。一方で，近年では，高学力層の

高校生が国内の有力大学よりも海外の大学を選ぶ現象が報じられている（中井  

2002; 朝日新聞，2017 年 11 月 3 日全国版朝刊，「東大より，海外進学？希望

者増える開成，対策指導」）。  

しかしこれらはいずれも量的なデータに裏づけられた実証知見ではなく，そ

の実態は明らかではない。本節では，生徒の学力要因と海外大学志向の関連に

ついて，主に国内大学志向と対比させながら検討していく。  

 

（２）出身家庭の社会経済的背景──ミドルクラスによる文化的再生産  

 いくつかの海外の先行研究は，個人の留学志向が出身家庭の社会経済的背景

（Socio-Economic Status，以下 SES）の影響を受ける可能性を示唆している。

英国の中等教育最終学年の生徒を対象に分析を行った King et al.（2011）では，

両親の裕福さや社会階層の高さが卒業後の進路としての留学出願率を有意に高
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めていたという。また，ドイツで 17 歳時点での留学経験を規定する要因を検

討した Gerhards and Hans（2013）は，親の収入が子の留学経験に対して直接

的な効果をもつことを明らかにしている。  

 では，なぜ親が高学歴で裕福な家庭に育った子は留学を志向するのだろうか。

この点について，Waters（2006a）はブルデューの文化的再生産論を援用しな

がら次のように説明する。留学経験は，高い外国語能力や異文化間コミュニケー

ションのスキルなどの身体化された形式，もしくは外国大学の学位などの制度

化された形式の文化資本として，将来の社会経済的地位を上昇させると考えら

れている。ゆえに留学という教育形態は，経済的な余裕があるミドルクラス層

において，親から子への社会的地位の再生産のための手段として戦略的に用い

られるのである。家族の教育戦略としての留学志向は，中国（Huang and Yeoh 

2005）や韓国（Finch and Kim 2012）をはじめアジア圏で広く観察される。  

日本の場合はどうか。富裕層による教育達成のセカンドチャンスとしてのグ

アム早期留学（芝野  2013）や，逆に「文化移民」（藤田  2008）や「自分探し

の移民」（加藤  2009）のように社会的に不利な立場に置かれた若年層の留学志

向が報告されているが，本節の問題関心である学部レベルの長期留学志向に関

して，SES 要因との関連を検討した研究は少ない。船守（ 2011）は，日本の可

処分所得階級別の世帯分布の推移を分析し，2004 年の年金制度改革によって可

処分所得が 1000万円以上の世帯が 2009年にはほぼ消滅してしまった事実に着

目して，「子息を海外留学させる余裕のある高所得層の可処分所得を圧迫し，海

外留学者数の減少を招いているのではないか」と主張している。以上をふまえ，

留学志向に対する親の SES の影響を検討する。  

 

（３）留学志向の段階性──留学希望と留学予定への着目  

 個人の留学への志向性は，単純に〈志向する者〉と〈志向しない者〉に二分

されているわけではない。Salisbury et al.（2009）によれば，学生が留学を実

現するプロセスにおいて，①留学を意欲する段階，②留学先の要求水準やオプ

ションを検討する段階，③出願を決定する段階，の３つの段階が存在するとい

う。この視点をふまえれば，日本人の高校生が卒業後の進路として海外大学へ

の進学を検討する際も，そもそも海外大学が進路希望の選択肢に入るかどうか

という分岐点があり（①），いくつかの候補について要求される語学力や成績水

準，費用等をふまえて比較検討し（②），最終的に出願先を決定して留学が現実

的になる（③），という各段階が存在するはずである。本節では，高校生の長期

留学志向について，①の段階を「留学希望」，③の段階を「留学予定」の有無と

して位置づけ，それらの変化にも着目しながら分析を行う。  
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２－３ 使用データと変数設定  

 

 本節の分析で使用するのは，東京大学経営・政策研究センターが 2005 年 11

月に実施した「高校生の進路についての調査  第１回調査」の個票データ 8であ

る。この調査は，長期留学者数が大幅に減少しつつあった過渡期に行われてお

り，「内向き」化が進行したとされる時期の高校生の留学志向を知るうえで有益

である。また，層化二段無作為抽出法によって選ばれた日本全国 4,000 人の高

校 3 年生とその保護者を対象に実施されており，サンプルの代表性が高い点に

おいて本節の目的に適合的である。  

長期留学志向に関する従属変数として，「現在のあなたの進学希望先は，次の

うち何ですか」の質問に対する，「高校 1～2 年の頃の希望」「受験予定（筆者

注：高校 3 年生 11 月時点）」の 2 時点の回答を使用する。よって，本分析の母

集団は進学希望者に限定されることになる（4,000 人中 3,366 人，84.2%が回答）。

このうち，「外国の大学」を選択した者を「海外大」，「 4 年制大学  私立」「4

年制大学 国公立」を「国内大」，「短大」「専門学校」「各種学校」を「その他

の進学」として，3 種類のダミー変数を 2 時点それぞれにおいて作成した 9。  

独立変数として，女性ダミーを統制変数として用いる。次に，出身家庭の SES

に関する変数として，父母の教育年数と世帯税込年収額（百万円単位），さらに

それらを統合した SES スコア 10の効果に着目する。加えて，生徒の総合的な学

力の代理指標としての中 3 時の学内成績（5 段階） 11と，海外大や国内大の選

択に影響すると思われる英語得意意識と数学得意意識（ 4 段階）を用いる。欠

損値のあるケースに対してリストワイズ削除を行い，最終的に残った 3,281

ケースを分析対象とする。各変数の記述統計量およびコーディングの詳細は表

2-5 に示した。  
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表２－５ 変数の記述統計とコーディング  

最小値 最大値 平均値標準偏差 コーディング

高１～２海外大
希望ダミー

0 1 0.036 0.187 「高校１〜２年の頃の希望」で「外国の大学」=1，「４年制大学私立」「４年

制大学国公立」「短大」「専門学校」「各種学校」=0。「その他」「考えてい

なかった」は欠損値。

高１～２国内大
希望ダミー

0 1 0.597 0.491 〃 「４年制大学私立」「４年制大学国公立」=1，「外国の大学」「短大」

「専門学校」「各種学校」=0。「その他」「考えていなかった」は欠損値。

高１～２その他
希望ダミー

0 1 0.366 0.482 〃 「短大」「専門学校」「各種学校」=1，「外国の大学」「４年制大学私

立」「４年制大学国公立」=0。「その他」「考えていなかった」は欠損値。

高３海外大
受験予定ダミー

0 1 0.007 0.083 「受験予定」で「外国の大学」=1，「４年制大学私立」「４年制大学国公立」

「短大」「専門学校」「各種学校」=0。「その他」「まだ考えていない」は欠

損値。高３国内大
受験予定ダミー

0 1 0.601 0.490 〃 「４年制大学私立」「４年制大学国公立」=1，「外国の大学」「短大」

「専門学校」「各種学校」=0。「その他」「まだ考えていない」は欠損値。

高３その他
受験予定ダミー

0 1 0.392 0.488 〃 「短大」「専門学校」「各種学校」=1，「外国の大学」「４年制大学私

立」「４年制大学国公立」=0。「その他」「まだ考えていない」は欠損値。

女性ダミー 0 1 0.495 0.500 女性=1，男性=0。

父教育年数 9 18 13.870 2.201 中卒＝9，高卒＝12，短大・高専・専門学校卒＝14，大卒＝16，大学院卒＝18。

母教育年数 9 18 13.212 1.507 中卒＝9，高卒＝12，短大・高専・専門学校卒＝14，大卒＝16，大学院卒＝18。

世帯税込年収額
（百万円）

0 30 8.078 3.534 父母それぞれの年収額について，「収入はない」=0，「100万円未満」=0.5，

「100〜300万円未満」=2，「300〜500万円未満」=4，「500〜700万円未満」

=6，「700〜900万円未満」=8，「900〜1100万円未満」=10，「1100〜1500万円

未満」=13，「1500万円以上」=15として，父母の合計値を算出。

SESスコア －2.79 5.50 0.000 1.000 世帯税込年収額のz-scoreと父母教育年数平均値のz-scoreの二変数について平均

値を求め，最終的にその値を標準化して算出。

中３成績 1 5 3.410 1.220 「上のほう」=5，「中の上」=4，「中くらい」=3，「中の下」=2，「下のほ

う」=1。

英語得意意識 1 4 2.251 1.040 「次の科目は，得意ですか」の「英語」について，「得意」=4，「やや得意」

=3，「やや不得意」=2，「不得意」=1。「履修していない」は欠損値とした。

数学得意意識 1 4 2.335 1.092 〃 「数学ⅠＡ，ⅡＢ」について，「得意」=4，「やや得意」=3，「やや不

得意」=2，「不得意」=1。「履修していない」は欠損値とした。  

 

表２－６  高１～２時点の進学希望×高３時点の受験予定  

海外大 国内大 その他

海外大 14（11.8％） 84（70.6％） 21（17.6％） 119（100％）

国内大 6（0.3％） 1697（86.6％） 257（13.1％） 1960（100％）

その他 3（0.2％） 191（15.9％） 1008（83.9％） 1202（100％）

23（0.7％） 1972（60.1％） 1286（39.2％） 3281（100％）

高３時点予定

高１～２
時点希望

合計

合計  

 

 

２－４ 分析結果  

 

（１）卒業後の長期留学を志向する高校生はどれくらい存在するのか  

 表 2-5 の記述統計から，高 1～2 時点で海外大への進学を希望している生徒

は全進学希望者の 3.6%だったが，高 3 の 11 月の受験予定では 0.7%まで減少し

ていることがわかる。さらに，表 2-6 に示した高 1～2 時点の希望と高 3 時点

の予定のクロス表から，高 1～2 時点の海外大進学希望者のうち，高 3 の受験

予定に至った生徒は 11.8%に過ぎず，70.6%は国内大，17.6%はその他の学校へ

と進路を変更している。高校生活の前半時点で卒業後の長期留学を希望しなが

ら，その大半は受験予定にまで至ることなく進路を変更しているという動向を
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読み取ることができる。  

 

（２）長期留学志向が高いのはどのような学力層か  

続いて，総合的な学力と高卒後の長期留学志向の関連について，海外大と国

内大の差に着目しながら，中 3 時の成績と 2 時点の進学希望の単純クロス集計

によって検討する（表 2-7，表 2-8）。なお，中 3 成績はスケールにもとづき「成

績上位層（5～4）」「成績中位層（3）」「成績下位層（2～1）」の三層に分類した。   

表 2-7 から，高 1〜2 時点の海外大希望は，中 3 成績の上位層から下位層ま

でまんべんなく観察されるものであり，有意確率や V 係数からも特定の学力層

に偏っている傾向を見いだすことはできない。表 2-8 の海外大受験予定も同様

である。成績上位層の中で海外大の受験に至っている生徒は 1%に過ぎず，学

力上位層の海外流出，すなわち「頭脳流出」が生じているとはいえない。むし

ろ，海外大の志望・受験予定の両方において中位層の占める割合が比較的大き

いことから，学部レベルの長期留学が学力中位層の高校生による「セカンドチャ

ンス」として位置づけられている可能性は残されている。  

 

表２－７  中３成績×高１～２時点の海外・国内大希望  

海外大希望 国内大希望 合計

成績上位層 71（5.6％） 1198（94.4％） 1269（100％）

成績中位層 37（7.1％） 483（92.9％） 520（100％）

成績下位層 11（3.8％） 279（96.2％） 290（100％）

合計 119（5.7％） 1960（94.3％） 2079（100％）

カイ二乗値 3.908　自由度 2　有意確率 0.142　V係数 0.043  

 

表２－８  中３成績×高３時点の海外・国内大受験予定  

海外大受験予定 国内大受験予定 合計

成績上位層 12（1.0％） 1216（99.0％） 1228（100％）

成績中位層 10（2.1％） 465（97.9％） 475（100％）

成績下位層 1（0.3％） 291（99.7％） 292（100％）

合計 23（1.2％） 1972（98.8％） 1995（100％）

カイ二乗値 5.796　自由度 2　有意確率 0.055　V係数 0.054  

 

（３）誰が長期留学を希望するのか  

 次に，高 1〜2 時点での長期留学希望を規定する要因を検討する。子の留学

志向に影響を及ぼすと考えられる出身家庭の世帯年収額と両親教育年数（SES

に関する変数），中 3 成績と高 3 段階での英語と数学の得意意識について，高 1

〜2 時点の進路希望カテゴリ（海外大・国内大・その他）ごとに比較した（表
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2-9）。Kruskal-Wallis 検定の結果，すべての変数において 0.1％水準の有意傾

向が認められた。さらに，post-hoc 検定として Dunn 検定を行ったところ，世

帯年収額と父教育年数，英語得意意識において「海外大＞国内大＞その他」，母

教育年数と中 3 成績では「海外大・国内大＞その他」，数学得意意識では「国

内大＞海外大・その他」の有意差が示された（5％水準）。各変数に関して，基

本的にその他の進学希望群よりも海外大・国内大希望群が有意に高い傾向にあ

り，世帯年収や父教育年数といった SES 変数や英語得意意識に関しては海外大

希望群と国内大希望群の間にも有意差が認められる。例外は数学得意意識であ

り，この変数のみ国内大が有意に海外大・その他よりも高い。  

 

表２－９ 高１～２時点における各独立変数の比較  

平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差 有意確率 各群の比較

世帯年収(百万円) 9.50 8.50 3.83 8.65 8.00 3.57 7.01 6.50 3.17 0.000 A>B, A>C, B>C  ※１

父教育年数 14.86 16.00 2.02 14.36 16.00 2.11 12.98 12.00 2.07 0.000 A>B, A>C, B>C  ※２

母教育年数 13.84 14.00 1.65 13.49 14.00 1.49 12.70 12.00 1.38 0.000 A>C, B>C  ※３

中３成績 3.85 4.00 1.08 3.75 4.00 1.14 2.81 3.00 1.11 0.000 A>C, B>C  ※４

英語得意意識 2.87 3.00 1.00 2.36 2.00 1.03 2.01 2.00 1.01 0.000 A>B, A>C, B>C  ※５

数学得意意識 2.20 2.00 1.09 2.45 3.00 1.09 2.16 2.00 1.08 0.000 A<B, B>C  ※６

※１　Bonferroni補正後の有意確率：A>B (0.036),  A>C (0.000), B>C (0.000)

A: 海外大希望群 B: 国内大希望群 C: その他の進学希望群

(n =119) (n =1960) (n =1202)

Kruskal-

Wallis検定
Dunn検定

※２　Bonferroni補正後の有意確率：A>B (0.046),  A>C (0.000), B>C (0.000)

※３　Bonferroni補正後の有意確率：A>B (0.078),  A>C (0.000), B>C (0.000)

※４　Bonferroni補正後の有意確率：A>B (1.000),  A>C (0.000), B>C (0.000)

※５　Bonferroni補正後の有意確率：A>B (0.000),  A>C (0.000), B>C (0.000)

※６　Bonferroni補正後の有意確率：A<B (0.049),  A>C (1.000), B>C (0.000)  

 

表２－１０  高１～２時点の進路希望の形成要因  

（多項ロジスティック回帰分析）  

従属変数

有意確率 オッズ比 有意確率 オッズ比

女性ダミー .649 *** 1.913 .497 *** 1.644

SESスコア .255 ** 1.291 － .771 *** .462

中３成績 － .020 .980 － .619 *** .539

英語得意意識 .433 *** 1.541 － .146 *** .864

数学得意意識 － .152 † .859 － .115 ** .892

切片 － 3.957 *** 1.783 ***

ケース数

Nagelkerke決定係数

－２対数尤度

尤度比のカイ二乗検定

***p <.001, **p <.01, *p <.05, †p <.1

3,281

.303

カイ二乗値 905.063　***

従属変数の基準カテゴリー：国内大希望群 (n =1,960)

係数 係数

海外大希望群 (n =119) その他の進学希望群 (n =1,202 )

3893.508

 

 

続いて，有意差がみられたそれぞれの独立変数が海外大希望の規定要因とし
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て独立した効果をもつかどうかを検討するために，国内大希望を基準カテゴ

リーとして，海外大希望とその他の進路希望の発生確率を推定する多項ロジス

ティック解析を行う。表 2-9 の独立変数のうち，世帯年収額と父母教育年数に

ついては，多重共線性の問題を避ける目的から SES スコアとして統合した。ま

た，統制変数として女性ダミーを加える。結果を表 2-10 に示す。  

国内大希望群に対する海外大希望群の結果をみてみると，すべての変数をコ

ントロールしてもなお，女性ダミー，SES スコア，英語得意意識が有意に正の

影響を及ぼし，数学得意意識は負の効果を与えていた。中３成績は有意な効果

をもたない。つまり，女性であるほど，出身家庭が経済的に豊かであり両親の

学歴が高いほど，そして英語が得意で数学が苦手なほど，高 1〜2 時点で高卒

後の進路として海外の大学を希望しやすいといえる。  

 

（４）長期留学を希望しつつ受験に至らなかったのは誰か  

 高 1～2 時点の海外大進学希望を規定していた変数は，高 3 時点の海外大受

験予定に対しても同様の効果をもつだろうか。しかしこの問いについて検証す

ることは，海外大受験群のケース数の少なさ（n=23）ゆえに困難である。特に，

ロジスティック回帰分析において適切な推定結果を得るためには，独立変数の

10 倍のイベント発生数（本分析においては海外大学受験予定者数）が必要にな

る（Peduzzi et al. 1996）。次善策として，高 3 時点で海外大の受験を予定して

いるケースと，高１～２時点で海外大を希望しながらも高 3 時点では他の進路

へと変更したケースを取り出し，各独立変数について 2 群間の差を比較するた

めに Mann-Whitney の U 検定を行った（表 2-11）。  

 検定結果をみてみると，いずれの変数においても 5％水準の有意差は存在し

なかった。つまり，SES や学力といった独立変数は，留学希望者が進路を変更

した要因ではないといえる。  

 

表２－１１ 高３時点の海外大受験予定者と海外大からの希望変更者の比較

（Mann-Whitney の U 検定）  

平均値 中央値 標準偏差 平均値 中央値 標準偏差 統計量 有意確率

世帯年収（百万円） 9.54 8.50 0.68 9.58 8.50 0.39 1211.00 0.983

父教育年数 14.61 16.00 0.43 14.86 16.00 0.20 1290.50 0.560

母教育年数 13.74 14.00 0.36 13.86 14.00 0.16 1280.00 0.633

中３成績 3.83 4.00 0.21 3.85 4.00 0.11 1250.00 0.782

英語得意意識 3.13 3.00 0.18 2.81 3.00 0.10 1003.50 0.186

数学得意意識 1.91 2.00 0.18 2.26 2.00 0.11 1407.50 0.193

海外大受験予定群 海外大からの希望変更群

(n =23) (n =105)

Mann-Whitneyの

U検定
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２－５ 考察  

 

（１）学力中位層が中心となる長期留学志向  

高卒後の長期留学を予定している者は大学受験者の 1%弱にとどまる。さら

に海外大の受験が不合格になる場合や，海外大と国内大の併願者が国内大に進

学する可能性も残るため，実際の海外大進学者の割合はさらに少ないと推定さ

れる。そして，海外大受験予定者の中心は成績中位層であることから，国内の

全体的な傾向として大学入学段階における高学力層の頭脳流出はほとんど観察

されない。  

ただし，使用データの学力指標は中 3 時点の成績であるため，①成績中位層

であることが国内大学よりも海外大学への進学を志向させる（セカンドチャン

ス），②中学生以前の時点で海外大学への進学を志望していたため，高校受験や

国内大学受験を前提とした学力競争に積極的ではない，という 2 つの可能性が

考えられる。  

 

（２）親の世帯年収と学歴の影響  

高 1〜2 時点での卒業後の長期留学に対する希望は，出身家庭の SES によっ

て規定されており，社会経済的な階層基盤を有する。これは英国やドイツの先

行研究の知見と符合する結果であり，海外大学への進学は，社会経済的地位の

高い親のメリトクラティックなまなざしの先にとらえられている可能性を示唆

している。  

では，SES の高い親にとって，わが子の進路としての国内大学と海外大学の

差はどのように認識されているのだろうか。五十嵐（ 2015）は，ハワイでの親

子留学に参加した日本人の母親を対象として質的調査を行い，わが子を早期に

海外で留学させる親の教育観や価値意識として，日本国内の高学歴エリートを

「『狭い』他者」ととらえつつ，留学により獲得される世界を「広い」ものとし

て対比する認識枠組みの存在を見出している。親子留学には多くの費用が必要

であり，インタビュー対象も総じて富裕層であることから，長期留学は高 SES

層の教育選択において，富裕層間の差異化に用いられるオプションとして位置

づけられている可能性がある。  

 

（３）教科別の得意意識の影響  

高校での学習において，英語が得意な生徒と数学が苦手な生徒が長期留学を

希望する傾向にあり，国内大学と海外大学のそれぞれが入試段階で要求する学

力基準の差異が関連していることがうかがえる。この点に関しても解釈には留
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意が必要であり，英語が得意だから留学を志向するようになった可能性もあれ

ば，留学を希望する生徒が留学生活での必要性から英語を集中的に勉強してい

る可能性もある。数学に関しても，数学が苦手で国内での有力大学への進学が

難しいため留学を目指すようになったのか，海外大学の受験に不要であるため

高校での数学の学習に手を抜くようになったのかは不明である。  

 

（４）女性の長期留学志向の高さ  

 国内大学を基準とした海外大学への進学希望において，女性は 2 倍近く（オッ

ズ比 1.913）長期留学を希望していた。英国の高校生の長期留学志向では男女

差は観察されなかった（King et al. 2011）ことから，日本的特質の 1 つである

といえる。長期留学志向についてではないが，日本の高校生は女子のほうが

「ジェンダー平等意識」が高く，そのことが将来海外で働いてみたいという海

外志向を高めていることを明らかにした先行研究があり（髙松 2015），各国で

社会的に構成される性役割のイメージや実際の不平等が，そこで周縁化される

女性に対してプッシュ要因として作用している可能性が示唆される。  

 

（５）なぜ長期留学を断念したのか  

高 1〜2 時点で卒業後の長期留学を希望する生徒の大半は，高 3 時点で海外

大を受験するまでには至らず，その多くは国内大の受験へと進路を変更してい

る。また，海外大を受験予定の生徒と海外大から進路を変更した生徒の間に，

出身家庭の SES や学力等の要因に関して有意な差は観察されなかった。つまり，

海外大学を実際に受験して進学できるかどうかに関しては，親の SES や成績以

外の要因が作用しているということである。  

そのような要因の 1 つとして考えられるのは，各高校の進路指導における生

徒の海外大学進学に対する基本方針の違いである。長期留学を実現した学生へ

のインタビュー資料では，一部の国際教育に力を入れている高校において，海

外大学進学に特化した進路指導が行われている一方で，大半の高校では生徒の

海外大学への進学は望ましい選択肢としてはみなされず，国内の有力大学への

進学が推奨されていることが報告されている（中井  2002）。  

また，高卒後に海外大学に進学するという長期留学ではなく，国内大学に進

学した後に短期留学を実践するという選択肢の方が，多くの高校生にとって合

理的である可能性もある。第 1 章で検討したように，2000 年代から現在にかけ

ての留学動向は長期留学から短期留学への変化であるため，彼／彼女たちに

とって長期留学と短期留学の違いがどのように位置づけられているのかについ

て着目する必要があるだろう。  
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第３節 親の海外教育志向の形成要因  

 

３－１ 課題設定  

 

 第 1 節と第 2 節では，大学生と高校生の留学志向の形成要因について，学生・

生徒本人を対象とした全国調査のデータを用いて明らかにしてきた。そして，

いずれにおいても出身家庭の社会経済的要因が影響をおよぼしていることがわ

かった。すなわち，子の留学志向という価値志向の形成において，親の社会経

済的な諸条件が関係していることが示されたのである。  

しかしこのことは，親の社会経済的条件が親自身の価値志向に対して影響を

与えていることを必ずしもそのまま意味しない。親が子の留学という教育選択

を望ましいものとして感じるかどうかは，親自身を対象とした調査によっての

み明らかにすることができる。本節では，親の社会経済的条件や教育観が，子

への海外教育志向とどのように関わっているのかという点について，子をもつ

母親を対象とした全国調査のデータを用いて検討する。  

 

３－２ 分析の枠組み  

 

（１）ペアレントクラシーにおける親の教育選択  

すでに序章の理論的検討でみてきたように，近年の個人の教育達成や職業達

成をめぐる選抜システムが，知能や努力の結果である「業績」に準じて配分さ

れる「メリトクラシー」から，親の裕福さや願望による「選択」によって規定

される「ペアレントクラシー」へと移行しつつあることを，教育社会学は論じ

てきている（Brown 1990; Brown 1995=2005）。  

そのような現状認識のもとで，子育てにおける親の教育的な関わりが社会階

層間で異なることが明らかにされてきた。アメリカやイギリスでの研究では，

ミドルクラスの親が子の教育達成に向けて積極的に関与する様子が労働者階級

との対比により描かれている（Lareau 2003; Ball 2003; Gillies 2005）。日本

社会においても，子の教育達成に熱心に働きかける「教育する家族」が存在し

（広田  1999），「きっちり」「のびのび」といった子育ての方向性が社会階層に

対応しているという（本田  2008）。  

また，親の豊かさや子の教育達成に対する価値意識は，親自身の社会階層に

よって分化すると考えられることから，小・中学校の受験（小針  2004; 片岡  

2009）や学校外教育活動（都村他  2011; 松岡  2016）などの親の教育選択にお

ける社会階層の影響が着目されてきた。  
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（２）親の教育選択における海外教育志向  

このようなペアレントクラシーにおける親の教育選択として，海外留学のよ

うな国際教育は重要性を増しているものと考えられる。なぜならば，高等教育

の大衆化によって大卒労働者は供給過多となり，若年層は数少ないパイを競い

合うために教育達成や職業達成をめぐる競争はますます加熱されていく

（Brown 2003）。大卒者が同程度の学歴をもつ他者との差異化を図ることを求

められる（Lauder et al. 2006=2012）中で，第 1 章で検討してきたグローバル・

メリトクラシーのイデオロギーが，親に子の海外教育を意欲させることが想定

されるからである。  

現に，序章でみてきたように，アジア諸国では海外留学は裕福な親の教育戦

略として志向されてきている（Biao and Shen 2009; Waters 2008; Finch and 

Kim 2012; Holloway et al. 2012）。日本でも，ペアレントクラシーの表象とし

て位置づけられる家族向けの家庭教育情報誌（天童・高橋  2011）の中で，海

外教育は盛んに取り上げられるようになってきた。一例を挙げれば，ビジネス

誌『週刊東洋経済』（2011 年 7 月 2 日号）では，「グローバルエリートを育成せ

よ」と題した特集が組まれ，欧米一流大学の教育内容やアジア諸国でのそれら

を目指した早期教育が紹介されており，「子どもをグローバルにする 4 つの方

法を教えます」という指南がなされる 12。  

一方で，そのような親の海外教育に対する志向性と社会階層との関連につい

て，客観的なデータを用いて詳細に検討した研究は存在しない。本節が着目す

るのは，親の留学に対するまなざしと，親自身の社会階層や教育観との関連性

である。  

 

３－３ 使用データと変数設定  

 

（１）使用データの概要  

 本節で使用するのは，ベネッセ教育総合研究所が 2013 年 3 月下旬に実施し

た「第 2 回学校外教育に関する調査」の個票データ 13である。本調査は全国約

113 万人のモニター母集団のうち子を持つ既婚者（ 20 歳〜59 歳）28 万人に対

して予備調査を実施し，このうち 3 歳から 18 歳までの第 1 子を持つ各学年

1,030 人（男子・女子各 515 人），合計 16,480 人の母親を対象にインターネッ

ト調査によって行われた。  

 

（２）親の教育観に関する因子分析  

 「親の教育観」に関する変数を設定するために，「子の教育についての考え」
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の質問項目の分析を行った。表 2-12 に示すように 12 項目が尋ねられており，

4 件法での回答が得られている。これらの回答状況における親の教育観の構造

を確認するために，プロマックス回転による因子分析（最尤法）を行なった。

結果は表 2-13 のとおりである。なお，逆転項目についてはスケールを逆転さ

せている。  

 

表２－１２  子の教育についての考え（単純集計表）  

とてもそう まあそう
あまりそう
でない

まったく
そうでない

学校生活が楽しければ，成績にはこだわらない 5.9 39.8 42.9 11.3

子どもの将来を考えると，習い事や塾に通わせないと不安である 5.3 40.3 45.4 9.0

子どものことは、子どもの自主性に任せている 1.6 30.2 58.2 9.9

子どもには仕事に役立つ資格や技能を身につけさせたい 0.5 6.6 55.8 37.2

子どもにはできるだけ高い学歴を身につけさせたい 4.4 38.0 43.3 14.3

子どもが英語や外国の文化に触れるよう意識している 6.2 43.0 35.7 15.1

子どもが日本の伝統文化に触れるよう意識している 3.9 41.0 44.5 10.5

子どもにいろいろな体験の機会を作るよう意識している 0.9 19.6 54.6 24.8

親の教育への熱心さが，子どもの将来を左右する 4.8 34.7 48.1 12.4

学校は一人ひとりに応じた教育を行っていない 6.1 39.6 43.6 10.6

学校の先生の教える力が低下している 6.6 54.5 29.4 9.5

学校の指導や取り組みに対して満足している 3.5 27.6 56.0 12.8

数字は各質問項目内での回答割合（%）  

 

表２－１３  子の教育についての考え（因子分析）  

子どもが日本の伝統文化に触れるよう意識している .895 .006 － .102 － .030

子どもが英語や外国の文化に触れるよう意識している .671 － .021 .146 － .019

子どもにいろいろな体験の機会を作るよう意識している .628 － .020 .016 .041

学校の先生の教える力が低下している .041 .890 .016 .075

学校は一人ひとりに応じた教育を行っていない .010 .666 .124 .005

学校の指導や取り組みに対して満足している（逆転） － .089 .526 － .134 － .129

子どもにはできるだけ高い学歴を身につけさせたい .021 － .084 .808 .000

子どもには仕事に役立つ資格や技能を身につけさせたい － .033 .009 .484 .235

子どもの将来を考えると，習い事や塾に通わせないと不安である － .044 .084 .467 － .136

親の教育への熱心さが，子どもの将来を左右する .149 .029 .466 － .085

子どものことは，子どもの自主性に任せている － .043 － .030 .134 .747

学校生活が楽しければ，成績にはこだわらない .095 .007 － .346 .406

固有値（回転後） 2.019 1.692 2.150 1.115

プロマックス回転後の因子負荷量を記載

多様な文化
体験志向

学校教育への
不安・不満

道具的な学力
・学歴志向

自主性や楽し
さの尊重

第１因子 第２因子 第３因子 第４因子
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 分析の結果，1 以上の固有値を持つ 4 つの軸が抽出された。表 2-13 より，第

1 因子は「多様な文化体験志向」，第 2 因子は「学校教育への不安・不満」，第

3 因子は「道具的な学力・学歴志向」，第 4 因子は「自主性や楽しさの尊重」と

呼ぶことにする。  

第 1 因子「多様な文化体験志向」は，子育てにおいて自国や外国の文化をは

じめさまざまな体験をさせることを重視していることから，親の積極的関与を

示す志向性である。第 2 因子「学校教育への不安・不満」は，現在の教員の指

導力や学校教育全般への不信感である。第 3 因子「道具的な学力・学歴志向」

は，学校での成績や学歴の重視に加え，教育達成に向けた学校外教育の必要性

やペアレントクラシーの実感で構成されており，学力や学歴を地位達成のため

の道具としてとらえるメリトクラティックな教育観といえる。第 4 因子「自主

性や楽しさの尊重」は，子育てにおける自由放任的な志向性として解釈できる。

これら 4 つの因子得点を親の教育観を表す独立変数として，以後の分析に用い

ることとする。  

なお，先行研究との関連でいえば，第 1 因子「多様な文化体験志向」と第 2

因子「道具的な学力・学歴志向」は，「懸命な子育て（Lareau 2003）」や「きっ

ちりした子育て（本田  2008）」といったミドルクラスの教育観に沿うものであ

る。一方，第 4 因子「自主性や楽しさの尊重」は，「自然な成長（Lareau 2003）」

や「のびのびした子育て（本田  2008）」と通底する，労働者階級の子育て方針

である。  

 

（３）変数設定  

本分析で用いる変数のコーディングについて表 2-14，記述統計を表 2-15 に

示す。  

従属変数として，「将来，次のような海外体験や自然体験をお子様にさせたい

と思いますか」という質問項目において，「海外の大学・大学院への留学」「海

外の中学・高校への留学」「海外でのホームステイや短期留学」を選択したケー

スを「海外教育志向ダミー」として操作化する。  
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表２－１４ 変数の設定  

親の海外教育志向

「将来，次のような海外体験や自然体験をお子様にさせたいと思いますか」の質問で，「海
外への大学・大学院への留学」「海外での中学・高校への留学」「海外でのホームステイや
短期留学」のいずれかを選択＝1，その他＝0

子どもが女子 女子＝1，男子＝0

子ども年齢【就学前】 子が3～6歳＝１，その他＝0

子ども年齢【小学生】 子が7～12歳＝１，その他＝0

子ども年齢【中学生】 子が13～15歳＝1，その他＝0

子ども年齢【高校生】 子が16～18歳＝1，その他＝0

都市部在住 埼玉，千葉，東京，神奈川，静岡，愛知，三重，京都，大阪，兵庫＝1，その他＝0

年収カテゴリーⅠ 世帯年収が200未満～400万円＝1，その他＝0

年収カテゴリーⅡ 世帯年収が401～600万円＝1，その他＝0

年収カテゴリーⅢ 世帯年収が601～800万円＝1，その他＝0

年収カテゴリーⅣ 世帯年収が801～1500万円以上＝1，その他＝0

母中・高卒 母親学歴が中学校・高校卒＝1，その他＝0

母専門・短大卒 母親学歴が専門学校・短大卒＝1，その他＝0

母大・院卒 母親学歴が大学・大学院卒＝1，その他＝0

父中・高卒 父親学歴が中学校・高校卒＝1，その他＝0

父専門・短大卒 父親学歴が専門学校・短大卒＝1，その他＝0

父大・院卒 父親学歴が大学・大学院卒＝1，その他＝0

多様な文化・体験志向 因子分析により設定した第1因子得点を標準化

学校教育への不安・不満 因子分析により設定した第2因子得点を標準化

道具的な学力・学歴志向 因子分析により設定した第3因子得点を標準化

自主性や楽しさの尊重 因子分析により設定した第4因子得点を標準化  

表２－１５ 記述統計  

有効度数 最大値 平均値 標準偏差

親の海外教育志向ダミー 16,480 0 1 0.473 0.499

子どもが女子ダミー 16,480 0 1 0.500 0.500

子どもの年齢３～６歳【就学前】ダミー 16,480 0 1 0.250 0.433

子どもの年齢７～１２歳【小学生】ダミー 16,480 0 1 0.375 0.484

子どもの年齢１３～１５歳【中学生】ダミー 16,480 0 1 0.188 0.390

子どもの年齢１６～１８歳【高校生】ダミー 16,480 0 1 0.187 0.390

都市部ダミー 16,480 0 1 0.589 0.492

年収カテゴリーⅠ（200未満～400万円）ダミー 14,236 0 1 0.217 0.413

年収カテゴリーⅡ（401～600万円）ダミー 14,236 0 1 0.370 0.483

年収カテゴリーⅢ（601～800万円）ダミー 14,236 0 1 0.225 0.418

年収カテゴリーⅣ（801～1500万円以上）ダミー 14,236 0 1 0.187 0.390

母学歴　中・高卒ダミー 16,328 0 1 0.298 0.458

母学歴　専門・短大卒ダミー 16,328 0 1 0.428 0.495

母学歴　大・院卒ダミー 16,328 0 1 0.274 0.446

父学歴　中・高卒ダミー 16,125 0 1 0.330 0.470

父学歴　専門・短大卒ダミー 16,125 0 1 0.173 0.378

父学歴　大・院卒ダミー 16,125 0 1 0.497 0.500

多様な文化・体験志向 16,480 － 3.102 2.539 0.000 1.000

学校教育への不安・不満 16,480 － 2.604 2.435 0.000 1.000

道具的な学力・学歴志向 16,480 － 3.662 2.703 0.000 1.000

自主性や楽しさの尊重 16,480 － 3.401 3.108 0.000 1.000

　最小値
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統制変数として，子どもが女子ダミー，子どもの年齢，都市部への在住ダミー

を設定する。独立変数としては，親自身の社会階層に関する変数となる世帯収

入と父母学歴を投入する。加えて，親の教育観に関する変数として，表 2-13

の因子分析によって得られた因子得点を標準化して投入する。  

 

３－４ 分析結果  

 

（１）クロス分析  

 ではまず，各独立変数と親の海外教育志向の関連について，クロス集計を行っ

た結果を概観しよう。  

 

①子どもの性別  

45.7%

48.9%

54.3%

51.1%

女子

男子

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 16.710    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.032

 

図２－２０ 子の性別×親の海外教育志向  

 

 子の性別の違いは，男子の親の方が海外教育を志向する傾向にあった。これ

は，第 1 節と第 2 節の子を対象とした分析において，女性ほど留学を志向して

いたという結果とは対照的である。  

 

②子どもの学齢  

48.2%

45.2%

49.6%

47.9%

51.8%

54.8%

50.4%

52.1%

就学前

小学生

中学生

高校生

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 19.334    自由度 3    有意確率 0.000    V 係数 0.034

 

図２－２１ 子の学齢×親の海外教育志向  
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 子の学齢の違いによる海外教育志向の有無に関しては，就学前と中学生の子

をもつ親の海外教育志向が若干高いものの，そこまで大きな差はみられない。  

 

③都市部での在住  

50.6%

42.6%

49.4%

57.4%

都市

部

非都

市部

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 103.462    自由度 1    有意確率 0.000    V 係数 0.079

 

図２－２２  都市部での在住×親の海外教育志向  

 

 家族の居住地域に関しては，都市部在住の親の方が海外教育を志向している。

しかしこれは，都市部在住であることが直接的に海外教育志向を高めていると

いうよりも，都市部在住の親のほうが SES が高いことを反映している可能性が

想定されるため，多変量解析により検証する必要がある。  

 

④世帯年収  

34.9%

42.8%

52.6%

64.7%

65.1%

57.2%

47.4%

35.3%

400万

円以下

401〜

600万

円

601〜

800万

円

801万

円以上

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 593.280    自由度 3    有意確率 0.000    V 係数 0.204

 

図２－２３ 世帯年収×親の海外教育志向  

 

 経済資本の指標である世帯収入額は，子に対して海外教育を受けさせたいと

思うかどうかに関してかなり大きな影響を与えている。801 万円以上と 400 万

円以下では，海外教育志向の有無に 2 倍近い開きが存在する。海外教育は国内

での教育に加えて追加費用が必要になるため，親の経済資本量は子に対する教

育志向に大きく影響していることがうかがえる。  
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⑤親の学歴  

34.8%

48.6%

58.8%

65.2%

51.4%

41.2%

中・高

卒

短大・

専門卒

大学・

院卒

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 548.034   自由度 2    有意確率 0.000    V 係数 0.183

 

図２－２４ 母親学歴×親の海外教育志向  

 

37.1%

44.2%

55.3%

62.9%

55.8%

44.7%

中・高

卒

短大・

専門卒

大学・

院卒

海外教育志向あり なし

カイ二乗値 433.761   自由度 2    有意確率 0.000    V係数0.164

 

図２－２５ 父親学歴×親の海外教育志向  

 

 両親の学歴も，海外教育を志向するかどうかに大きく影響しており，学歴が

高いほど志向しやすい。そして，母親の学歴の方が父親よりも強く海外教育志

向を規定している点も特徴的である。  

 

（２）二項ロジスティック回帰分析  

 続いて，クロス分析で検証した変数に，因子分析で得られた親の教育観を示

す因子得点を独立変数として加え，親の海外教育志向の発生確率に影響する独

立変数の効果を二項ロジスティック解析により推定する。モデル 1 では統制変

数と親の社会階層に関する変数，モデル 2 には統制変数と親の教育観に関する

変数，モデル 3 にはそれらすべての変数を順次投入していく。なお，すべての

モデルにおいて多重代入法による欠損値補正を行い，表 2-15 のすべて変数を

用いて予測・代入した。表 2-16 に分析結果を示す 14。  
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表２－１６ 親の海外教育志向の形成要因（二項ロジスティック回帰分析）  

オッズ比 オッズ比 オッズ比

子どもが女子（基準：子どもが男子） － .127 *** .881 － .141 *** .868 － .148 *** .863

子どもの年齢（基準：７～１２歳【小学生】）

　３～６歳【就学前】 .179 *** 1.196 .161 *** 1.175 .176 *** 1.193

　１３～１５歳【中学生】 .162 *** 1.176 .217 *** 1.242 .198 *** 1.220

　１６～１８歳【高校生】 .040 1.040 .224 *** 1.251 .156 ** 1.168

都市部在住（基準：都市部以外に在住） .136 *** 1.146 .229 *** 1.258 .103 ** 1.108

世帯年収（基準：年収カテゴリーⅠ）

　年収カテゴリーⅡ .244 *** 1.276 .198 *** 1.219

　年収カテゴリーⅢ .525 *** 1.691 .438 *** 1.550

　年収カテゴリーⅣ .914 *** 2.494 .683 *** 1.979

母学歴（基準：中・高卒）

　専門・短大卒 .406 *** 1.501 .319 *** 1.376

　大・院卒 .633 *** 1.882 .503 *** 1.653

父学歴（基準：中・高卒）

　専門・短大卒 .161 *** 1.175 .116 * 1.123

　大・院卒 .297 *** 1.346 .197 *** 1.218

多様な文化・体験志向 .580 *** 1.787 .539 *** 1.714

学校教育への不安・不満 － .057 ** .945 － .029 .971

道具的な学力・学歴志向 .300 *** 1.350 .254 *** 1.289

自主性や楽しさの尊重 － .067 ** .935 － .008 .992

定数 － 1.119 *** .326 － .305 *** .737 － .913 *** .401

ケース数

Nagelkerke決定係数

モデル有意確率

***p <.001, **p <.01, *p <.05

*** *** ***

16,480 16,480 16,480

.088 .163 .197

モデル１ モデル２ モデル３

係数 係数 係数

 

 

 モデル 1 の分析結果から概観していこう。統制変数において，子が女子であ

ることは負の効果を及ぼしている（係数=− .127）。子の年齢層に関しては，小

学生を基準として就学前と中学生が高くなっている。家族が都市部に在住して

いることも正の効果をもつ。親の社会階層に関する独立変数をみてみると，年

収カテゴリーⅠに対して，年収カテゴリーⅡ・Ⅲ・Ⅳが段階的に正の影響を及

ぼすほか，父母の学歴においても，基準となる「中・高卒」に対して「専門・

短大卒」「大・院卒」が海外教育志向の発生確率を高めている。  

 モデル 2 では，子の年齢層における高校生に有意な正の影響が生じたほか，

「多様な文化体験志向」「道具的な学力・学歴志向」に正の効果，「学校教育へ

の不安・不満」「自主性や楽しさの尊重」に負の効果がみられた。  

 最終的にすべての変数を投入したモデル 3 が最もモデルの適合度が高く

（Nagelkerke=.198），モデル 1・2 と比較すると，都市部在住であることや年

収カテゴリー，親学歴の係数が減少していることから，これらの効果が親の教

育観を経由して海外教育志向に影響していたことがわかる。また，親の教育観
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における「学校教育への不安・不満」「自主性や楽しさの尊重」の負の効果が有

意ではなくなっていることから，これらは親の社会階層変数を経由して海外教

育志向に影響していたと考えられる。加えて，モデル 1 では有意ではなかった

子の年齢における高校生の正の効果が，モデル 2・3 では有意に影響している

ことから，親の教育観が高校生段階の親の海外教育志向を特に強めている可能

性が想定される。  

以上をふまえ，以降ではモデル 3 について考察を進めていく。  

 

３－５ 考察  

 

（１）親の社会階層要因  

 親の社会階層に関する要因は，海外教育志向に強い影響を及ぼしている。世

帯年収カテゴリーⅠ（ 400 万円以下）に対してカテゴリーⅣ（801 万円以上）

の海外教育志向は 2 倍近く高い。これは，小・中学生の子をもつ世帯は所得が

高いほど子への教育に投資する傾向（武内他  2005）がある中で，海外教育が

一般的な国内での教育と比較して高額であることを考えてみれば，当然の結果

であるといえる。また，海外教育を学校外教育の一種ととらえるならば，2005

年と 2015 年の SSM 調査データの分析から，世帯収入が学校外教育費に一定し

て影響を及ぼすことを明らかにした都村（2018）の知見とも，本節の分析結果

は一致する。  

両親の学歴に関して，レファレンスとなる中・高卒に対して大・院卒の父親

は 1.215 倍，母親は 1.653 倍海外教育を意欲しており，母親の学歴の方が強く

影響するという特徴は，藤田（2015）での若者の留学希望の規定要因に関する

分析結果と符合する。  

このような母学歴の影響の強さは，学校外教育費の規定要因（都村  2008; 都

村 2018）や，小学校受験（小針  2004），中学校受験（片岡  2009）においても

観察されるものであることから，海外教育はこれらのメリトクラティックな教

育選択の 1 つとして位置づけられている可能性がある。  

 

（２）ミドルクラスの教育観の延長線上にある海外教育志向  

 そしてこれも予想された結果であったが，親の教育観との関連については，

「多様な文化体験志向」「道具的な学力・学歴志向」というミドルクラスに典型

的な教育観（Lareau 2003; 本田  2008）を代理する因子得点が高いほど，海外

教育志向が高いという結果が得られた。とりわけ，「子どもにはできるだけ高い

学歴を身につけさせたい」「子どもの将来を考えると，習い事や塾に通わせない
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と不安である」「親の教育への熱心さが，子どもの将来を左右する」「子どもに

は仕事に役立つ資格や技能を身につけさせたい」という要素で構成される「道

具的な学力・学歴志向」に関して高い得点を示す母親ほど，子の海外教育を志

向するという事実は，日本社会における海外留学という教育選択のメリトクラ

ティックな位置づけを如実に物語っているといえよう。  

 

（３）子どもの性別  

子どもの性別が女子である親は，海外教育を志向する確率が 0.863 倍と低く，

相対的に男子を育てる親の方が海外教育志向が高いことが示された。これは，

第 1 節と第 2 節の分析において，子ども自身の留学志向は女性の方が高かった

こととは対照的である。  

この結果は，わが子に対する学校外教育投資の中でも，女子には音楽や芸術

を望み，男子には芸術よりも勉強を願う親の傾向性（佐藤  2010; 片岡  2010）

を前提に考えると，海外教育が勉強としてとらえられている可能性を示してい

る。また，海外教育の成果としての「グローバル人材」のイメージが，大企業

で海外に駐在する男性正社員の立場を想起させるものであること（加藤・久木

元  2016）も，親の教育観に影響しているかもしれない。  

 

（４）年齢  

 子の年齢については，小学生の親が最も低く，就学前，中学生，高校生の親

が相対的に高い傾向がみられた。これだけでは解釈が難しいが，就学前の子を

もつ親の海外教育意識が高いのは，第 1 章第 1 節で検討してきたようなグロー

バリゼーションのイデオロギーを背景として，幼少期の英語学習が効果的だと

考える社会的風潮（バトラー  2015）の影響が考えられる。また，中学生以降

は学校教育の教科として英語を学ぶ必要があり，早い家庭では実際に海外教育

を経験する生徒も出てくる時期である。結果的に，いずれにも該当しない小学

生の時期が相対的に低くなったと考えられる。  

 

（５）都市部在住であること  

世帯年収や親学歴の影響を取り除いても，都市部に在住する親は非都市部よ

りも海外教育志向が 1.108 倍高かった。都市部は地方と比較して日本人の海外

旅行の出国率が高いこと（日本旅行業協会  2018: 42）から，海外への親しみを

もつ親が地方と比較して相対的に多いことが影響している可能性がある。  

 

 



110 

第４節 小括  

 

 第 2 章を通じて，日本人若年層の留学志向を形成している社会的な要因に関

して，大学生の短期留学（第 1 節），高校生の卒業後の長期留学（第 2 節），子

育て中の親の海外教育志向（第 3 節）のそれぞれについて全国調査の探索的な

統計分析を行ってきた。それらの結果の概要は表 2-17 のとおりである。  

 

表２－１７ 第２章の分析結果の概要  

第２章での検討内容

親の社会階層要因
・親の世帯年収の高さ
・母親が上層ノンマニュアル職であること

所属大学（学力）要因
・入試偏差値が高く歴史と伝統の古い大学に所属していること
・所属学部の違い（理系・医歯薬系＜文系）

ジェンダー要因 ・女性であること

メンタリティー要因
・JASSO貸与型奨学金を受給していないこと

・就職不安度が低いこと

親の社会階層要因 ・親の世帯年収と学歴の高さ

学力要因
・英語が得意であること
・数学が苦手であること

ジェンダー要因 ・女性であること

親の社会階層要因
・親の世帯年収の高さ
・両親の学歴の高さ（父親＜母親）

ジェンダー要因 ・子が男性であること

教育観要因
・子に国内外の文化に触れさせ，さまざまな体験をさせたいと
　考えていること
・子の将来のために教育達成を重視していること

第１節

大学生の短期留学志向

第２節

高校生の長期留学志向

第３節

親の海外教育志向

留学志向を高める社会的要因

 

 

 第 1 に，国内大学生の短期留学にせよ，高卒後の長期留学にせよ，海外留学

に対する志向性には親の社会階層の高さが明確に反映されていることから，留

学は階層現象と呼んで差し支えないであろう。これは，日本社会において留学

が高等教育のオプションであることを考えてみれば当然のことかもしれない。

しかし重要なのは，留学志向の社会階層格差は高等教育進学者の内部
、、
での格差

だということである（第 1 節の分析データの母集団は国内大学生であり，第 2

節では国内大学志望者に対する海外大学志望者の発生確率について検討した）。

つまり，国内のローカル社会においては，高等教育への進学／非進学をめぐる
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格差と，高等教育進学者間での留学志向格差が存在するとみるべきである。そ

して，そのような格差の主な要因は経済的要因であり，第 1 節の分析では世帯

年収 800 万円のラインが大学生の短期留学経験（予定）や留学希望の発生に影

響していた。また，第 3 節の分析では親の年収カテゴリーが上昇すればするほ

ど海外教育志向が高まっていたことから，留学という教育選択の実現可能性は

アフォーダビリティー（費用が負担できるかどうか）に負うところが大きいこ

とがわかる。  

 第 2 に，学生・生徒自身の学力に関する要因も大きく影響している。国内大

学生の短期留学では，戦後に設置された私立大学と比較して，戦前に開学した

伝統ある私立大学や国公立大学は留学経験（予定）者の発生確率が高い。これ

は留学希望でも国立旧二期校と公立を除いて同様の傾向にあるので，学力の高

い学生は留学志向も高く，そのような大学は留学機会も多く準備されていると

いう 2 つの可能性が示唆されている。また，高卒後の長期留学志向に関しては，

中 3 時点での総合的な学力は影響しておらず，海外大学進学に必須となる英語

が得意かどうかや，国内大学受験で課される数学が苦手かどうかといった個別

教科の得意意識が関係していた。  

 第 3 に，学生・生徒のジェンダーも留学志向に対して大きな影響を及ぼして

おり，国内大学生の短期留学と高卒後の長期留学のいずれも女性の留学志向が

有意に高かった。特徴的なのは，国内大学生の短期留学志向に対するジェンダー

変数の影響として，留学経験（予定）よりも留学希望の方がオッズ比が高かっ

たことである。すなわち，留学を意欲する段階では男子学生よりも女子学生の

ほうが圧倒的に多く，実際の留学機会になるとその差は縮まっているのである。

また，高卒後の海外大学への進学希望に関しても女性の方が 2 倍近く高く，留

学志向には明確なジェンダー差が存在する。一方で，子育て中の親の海外教育

志向に関しては真逆の現象が観察され，男子の親の方が海外教育を望む傾向に

ある。ここには，留学という教育選択をめぐる親と子のまなざしのギャップが

存在する可能性が高い。  

 第 4 に，大学生の短期留学志向に関しては，JASSO の貸与型奨学金という

負債をすでに背負っているかどうかや，就職不安の低さといったメンタリ

ティーに関する要因も影響している。これは，経済不況が長引き就労環境の厳

しさが取りざたされる中で，学生たちが短期留学を一種のリスクとしてみなし

ていることを示唆している。  

 これらの分析を通じて「計量的モノグラフ」として描かれたのは，留学志向

は個人の趣味嗜好としてランダムに発生するのではなく，親の社会階層をはじ

め，さまざまな社会的要因に規定されていることを示す全体図である。  
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第２章注  

 

1 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターから「第 50 回学生の消費生活に関する実態調査，2014」「第

51 回学生の消費生活に関する実態調査，2015」（全国大学生活協同組合連合

会）の個票データの提供を受けた。  
2 大学の学校歴の効果をめぐる計量分析では，大学の分類法に関して共通見解

は存在せず（平沢  2011），近年では入試偏差値を用いた研究も多く行われて

いる（近藤  1997; 近藤  2000; 中西  2000; 平沢  2011 など）。本節の分析で

は，個票データに学部に関する情報が含まれていないので入試偏差値の正確

性を欠くこと，サンプルが国公私立のすべてを含んでいること，大学階層間

の格差を想定するうえで学力と大学の歴史・伝統の古さを両方考慮する必要

があることなどをふまえて，天野の分類を採用した。なお，天野（ 1978）の

私立大学の分類では，「私立Ⅰ（早稲田・慶応）」「私立Ⅱ（戦前設置）」「私立

Ⅲ（戦後設置）」の 3 つに分けられているが，本研究ではサンプルサイズの

バランスを取るために早稲田・慶応を戦前設置大学に含めて「私立Ⅰ」とし

ている。  

3 「国立旧 1 期校」「国立旧 2 期校」とは，大学共通 1 次学力試験が導入され

る以前（1949 年〜1978 年）に用いられていた国立大学の入試制度の区分で

ある。1 期校は旧制大学にルーツをもつ歴史と伝統のある大学が多く， 2 期

校は戦後に設置された新設大学が大半を占める。なお，本研究での分類は，

本区分が用いられた最終年度である 1978 年の基準にもとづいている。  
4 階層研究における特定の職業階層を指す用語であり，非肉体労働（ノンマニュ

アル）職のうち，専門・管理職のように社会階層の高い職がこれに該当する。  
5 出身階層の社会的要因として，海外での先行研究でも有意な影響がみられた

親学歴の効果についても検討するべきであるが，本節の分析に用いる調査で

は学生生活実態調査という特性上親学歴については尋ねられておらず，次善

策として親職業に着目する。  
6 各独立変数の VIF 値（分散拡大要因）を検討したところ，いずれの変数も 1.01

～1.90 であったことから，多重共線性の問題は回避されていると考えられる。 
7 例えば文部科学省による「大学等の海外留学支援制度」や「スーパーグロー

バル大学事業」の採択大学の大部分を占めるのは，歴史や伝統の古い大学で

あり，そのような大学は入試偏差値が高い傾向にある。  
8 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターSSJ データアーカイブから「高校生の進路についての追跡調

査（第 1 回～第 6 回），2005-2011」（東京大学  大学経営・政策研究センター）

の個票データの提供を受けた。  
9 複数回答者に関しては，回答に「外国の大学」を含む者は「海外大」ダミー，

「外国の大学」を選択せず「4 年制大学」とその他の選択肢を複数回答した

者は「国内大」ダミーとしてコーディングした。  
10 SES スコアの算出に関して，垂水（2014）を参考にした。  
11 本調査においては高 3の 11月段階の学内成績についても尋ねられているが，

高校ランクによって基準が異なることが想定されるため，中 3 成績を総合的

な学力指標として用いる。  
12 もう 1 つ例を挙げるならば，ビジネス誌『AERA』（2015 年 11 月 9 日号）

では，「そのグローバル教育，間違ってませんか」と題する特集が掲載され，
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子育てにおけるグローバル教育と国内中学受験の両立の困難と対策が論じら

れている。  
13 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターSSJ データアーカイブから「第 2 回学校外教育活動に関する

調査，2013」（ベネッセ教育総合研究所）の個票データの提供を受けた。  
14 各独立変数の VIF 値（分散拡大要因）を検討したところ，いずれの変数も

1.01～2.58 であったことから，多重共線性の問題は回避されていると考えら

れる。  
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第３章 留学経験と職業達成の関連性  

 

前章での検討から，日本社会においてさまざまな社会的要因が若年層の留学

志向を規定していることが明らかになった。では，なぜ大学生たちは，海外に

滞在して学ぶことを目指すのだろうか。彼／彼女たちの留学志向には，どのよ

うな合理性が存在するのだろうか。  

この問いに対して，本章では①留学経験は学生に金銭的便益をもたらす，②

留学経験は学生に国際的な就労をもたらす，という 2 つの仮説を立て，実証的

な検討を行いたい。  

 

第１節 留学経験と就労後の所得との関連性  

 

１－１ 課題設定  

 

 第 1 章で検討してきたように，日本の留学促進政策の背景には，日本経済を

活性化させるために国内企業がグローバル化した市場に対応しなければならな

いという危機意識がある。「企業による内外一体のグローバルな経済活動を下支

えするため」には「分厚いグローバル人材層の育成」が必要であり，そのよう

な人材を育成するための手段として日本人学生の海外留学は促進されてきてい

る（内閣府  2013: 94）。  

これらの国家政策の前提にあるのは，個人の留学経験が経済活動における生

産性を向上させるという見通しであるが，これは「教育は個人に職業的知識・

技術をあたえ，個人の生産力を高める。この結果として個人には所得の増加が，

社会全体には経済成長がもたらされる」（小林  1981: 51）と説明する人的資本

論と通底する。実際に，海外のいくつかの研究では，留学によって獲得される

成果を「トランスナショナルな人的資本（ transnational human capital，以下

THC）」として位置づけている（Zweig et al. 2004; Gerhards & Hans 2013; 

Medrano 2016）。THC は「①異文化への精通，②国や文化を越えて行動できる

スキル，③国や文化を越えた社会的ネットワーク（Medrano 2016: 449）」とし

て定義され，個人の能力・スキル面のみならず，外国における人的コネクショ

ンまで含む概念である。  

そして，人的資本論の研究関心が人的資本の蓄積と職業達成の因果関係に向

けられたように，THC に関する研究もまた，留学経験がもたらす経済的なリ

ターンについて着目する。ここで経済的リターンとして想定されるのは，エン

プロイアビリティー（雇用可能性）や所得の増加である（Di Pietro 2013; 宮
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崎  2012）。現代社会において，国境を越えてグローバルに移動できる能力は「社

会的な昇進，優越，成功の兆し」（Bauman 1998=2010: 169-170）として価値

づけられ，優位な職業達成を可能にすると考えられているのである。  

では果たして，日本人学生の留学経験は THC としての経済的リターンをも

たらすのだろうか。もしそうであれば，高等教育におけるオプションの 1 つに

過ぎなかった留学という選択肢は，学生にとって経済的合理性の観点からより

魅力的なものになるだろう。現に，2000 年代以降に留学を必修とする大学や学

部の新設が相次いでいることは，大学のカリキュラムや学生募集のマーケティ

ング戦略において THCが重要な地位を占めるようになったことを示している。 

 しかしながら，THC の経済的なリターンの普遍性については，計量的アプ

ローチによる先行研究が特定の国に限られていることや，THC の効果が各国の

経済構造やすでに THC を蓄積した労働者の割合によって左右される点から，

懐疑的な見方をする論者もいる（Medrano 2016）。  

このような課題意識から，本節では大卒者の留学経験と卒業後の所得の因果

関係の有無について，計量的なアプローチを用いて実証的に検討する。  

 

１－２ 分析の枠組み  

 

（１）先行研究の限界  

 序章第 3 節で検討したように，日本社会において留学経験による所得の増加

を主張している先行研究（米澤  2010; 新見他  2017; 新見他  2018）は，変数

間の因果推論において「内的妥当性（ internal validity）」と「外的妥当性

（external validity）」（Parkhurst 2017; 寺沢  2018）への対処が不十分であ

る。米澤（2010），新見他（ 2017），新見他（2018）のいずれにおいても，個

人の年収に影響を与えると思われる大学での専攻や学校歴，現職の職種や企業

規模等の他の変数が統制されておらず，留学経験と所得の関係は擬似相関であ

る可能性がある（内的妥当性が低い）。また，新見他（2017）と新見他（2018）

は調査対象のサンプリングが有意抽出であることから，分析結果を日本社会全

体の「留学経験者」「留学未経験者」という母集団に対して一般化することは難

しい（外的妥当性が低い）。  

 他方，海外の先行研究では内的妥当性の問題を極力除去した分析が行われて

いる。米国 1 大学の同窓生のデータを用いて，在学中の留学経験が現在の所得

におよぼす影響を検討した Schmidt and Pardo（2017）では，所得への影響が

想定される職業的な要因や大学での専攻，エスニシティー，在学中の正課外活

動等をコントロールした多変量解析が行われており，留学経験の所得に対する
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有意な影響は観察されなかったという。同様に，ノルウェーにおける高等教育

修了後 3〜5 年目の労働者を対象とした分析（Wiers-Jenssen and Try 2005）

では，職業的要因や大学時代の専攻に加え，親学歴や世帯構成も統制されてい

る。結果，外国で学位を取得した留学経験者は有意に高賃金であったが，その

効果は職種や雇用形態等の変数を媒介したものであった。  

以上をふまえ，本節の分析に際して内的妥当性を担保するためには，まず労

働者の所得に影響をおよぼす他の要因について検討しておく必要がある。  

 

（２）日本人の所得に影響する要因  

個人の所得を増加させる諸要因について，第 1 に学歴の効果を想定する。van 

der Velden and Wolbers（2007）によれば，学歴には教育段階（ level）に加え

て，学校の難易度（ selectivity）と教育内容の専門性（ specificity）の効果が

存在する（69-70）。日本の分析事例においても，難易度の高い大学の出身者ほ

ど（中西  2000），また，文系よりも理系の方が（浦坂他  2011）高所得である

ことが報告されている。  

第 2 に，職業そのものに関連する要因も当然所得に影響を及ぼすだろう。船

橋（2007）では，学歴が賃金におよぼす影響を多変量解析によって推定する際

に，「地域」「業種」「企業規模」「外資勤務」「役職」「転職経験」「勤続年数」「年

齢」「職種」「フリーター経験」「配偶者の有無」を統制変数として用いている。

本節の分析においても，これらの変数を可能な限り統制する。  

 

（３）国内企業の人事評価システムにおける THC の評価 

産学官が「グローバル人材」としての留学経験を学生に求める中で，国内企

業は実際に THC を高く評価しているのだろうか。「メンバーシップ型雇用」と

して説明されてきた日系企業の典型的な雇用契約は，新卒一括採用や労働者の

職務を定めないジョブローテーション，定期昇給などの特徴をもつ（濱口  

2013）ため，THC が直接的に給与に反映されるとは考えにくい。実際に国内

企業 423社の人事担当者に海外経験者の年収の優位性について尋ねた調査では，

「変わらない」との回答が 8 割以上にのぼる（貝沼  2018: 221）。  

一方，THC のニーズが高いと想定される外資系企業は日系企業よりも給与水

準が高く（労働政策研究・研修機構  2007），留学経験者は外資系企業を選好す

る傾向にあるという（新見他  2017: 24; 朝日新聞  2018 年 7 月 16 日「『留学組』

の就活  外資系が人気」）。また，国内企業の採用面接担当経験者を対象に行った

調査では，グローバルに業務を展開する企業とそうではない企業の間で，グロー

バル人材のニーズに有意な差がみられたという（吉田  2015b）。  



117 

これらを総合すると，国内企業での就労において THC が高収入につながる

という因果関係があるとすれば，留学経験者とグローバルに業務を展開する企

業のニーズが相互に合致し，そのような企業の給与が日系企業と比較して相対

的に高水準であることが，可能性の 1 つとして想定される。  

 

１－３ 使用データと変数設定  

 

（１）分析方法  

 以上の検討に基づき，本節では次のような分析方法を選択する。まず，推定

結果の外的妥当性を高めるために，無作為抽出による大規模な全国統計調査

データを用いた計量的アプローチを採用する。加えて，個人の所得に影響を与

える学歴と職業要因の効果を可能な限り統制した多変量解析を行うことで，内

生的なバイアスの可能性をできる限り除去し，内的妥当性を担保する。具体的

には，大卒者の所得に対する留学経験の効果を推定するために，学歴と職業要

因の効果をコントロールした回帰分析を行う。  

 

（２）調査データと変数の概要  

分析に用いるのは，東京大学の大学経営・政策研究センターが 2009 年に実

施した「大学教育についての職業人調査」の個票データ 1である。公的機関を除

く全国約 572 万の民間事業所からランダムに 5 万事業所を抽出し，1 事業所に

つき 5 名の調査票が人事担当者宛に送付され，事業所内でランダムに選ばれた

大卒社員に回答を依頼している。有効回答者数は 25,203 名であった（回収率

10.1%）。なお，事業所のサンプリングは無作為抽出により行われた一方で，事

業所内の大卒社員の選定は各事業所の人事担当者の裁量で行われた点について

は，外的妥当性との関連で留意すべきである。しかしながら，先行研究がサン

プリングにおいてランダム性をほぼ担保していなかった点を考慮すれば，地域

の偏りが生じないように 2 万人を超える大卒者のケースを集めている本調査

データは，本研究のマクロな問題関心に非常に適合的であるといえる。  

分析で用いる変数のコーディングと記述統計量をそれぞれ表 3-1 と表 3-2 に

示す。従属変数は税込年収額のカテゴリー値であり，15 段階の順序変数である。 
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表３－１ 変数の設定  

所得
「昨年のあなたの年収（税込）」について，「300万円未満」=1，「300万円以上～400万円未満」

=2，「400万円以上～500万円未満」=3，「500万円以上～600万円未満」=4，「600万円以上～700

万円未満」=5，「700万円以上～800万円未満」=6，「800万円以上～900万円未満」=7，「900万

円以上～1000万円未満」=8，「1000万円以上～1100万円未満」=9，「1100万円以上～1300万円未

満」=10，「1300万円以上～1500万円未満」=11，「1500万円以上～1700万円未満」=12，「1700

万円以上～2000万円未満」=13，「2000万円以上～2500万円未満」=14，「2500万円以上」=15

在学中の留学経験 なしダミー 在学中の留学経験なし=1，それ以外=0

在学中の留学経験 2か月以下ダミー 在学中の留学経験1か月～2か月=1，それ以外=0

在学中の留学経験 3か月～2年ダミー 在学中の留学経験3か月～24か月=1，それ以外=0

在学中の留学経験 2年1か月以上ダミー 在学中の留学経験25か月以上=1，それ以外=0

就職後の留学経験 ありダミー 就職後の留学経験あり=1，なし=0

仕事での英語使用頻度 仕事での英語使用頻度について，「常にある」=2，「ときどきある」=1，「ほとんどない」=0を

割り当て，「顧客，組織内での対応」「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」の3場面

の合計スコアを算出

大学院卒ダミー 修士・博士課程修了=1, 学部卒=0

大学ランクⅠダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した

大学」の回答について，「あてはまらない」=1，それ以外=0

大学ランクⅡダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した

大学」の回答について，「ある程度あてはまる」=1，それ以外=0

大学ランクⅢダミー 「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した

大学」の回答について，「よくあてはまる」=1，それ以外=0

出身学部ダミー 「人文」「心理社会」「法学政治」「経済」「経営」「理」「工」「農」「医歯」「薬」「保健
福祉」「家政」「教育」「芸術」「その他」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0

年齢ダミー 「20歳代」「30歳代」「40歳代」「50歳代「60歳代」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0

現職の勤続年数 2009（調査年）から現在の勤務先の就職年を減じて算出

雇用形態 非正規ダミー 「従業上の地位」の「非正規従業員」「契約・派遣社員」=1，それ以外=0

雇用形態 正規ダミー 「従業上の地位」の「正規従業員」=1，それ以外=0

雇用形態 経営者・役員ダミー 「従業上の地位」の「経営者・役員」=1，それ以外=0

転職経験 ありダミー 「現在の勤務先の前に他の勤務先を経験しましたか」の「した」=1，していない=0

事業所所在地 都市部ダミー 「事業所の所在地」について，「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「静岡県」「愛知
県」「三重県」「京都府」「大阪府」「兵庫県」=1，それ以外=0

婚姻ダミー 「未婚」「既婚（配偶者はフルタイムで就業）」「既婚（配偶者は家事またはパート）」のそれ
ぞれについて，該当=1，非該当=0

役職ダミー 「役職なし」「監督主任」「係長」「課長」「部長」「役員」のそれぞれについて，該当=1，非

該当=0

職種ダミー 「一般事務」「営業・販売職」「サービス職」「技術職」「専門職」「その他」のそれぞれにつ
いて，該当=1，非該当=0

企業規模ダミー 「総従業員数（本社・支社等を含む）」の「29人以下」「30-99人」「100-499人」「500-999人」

「1000-2999人」「3000-4999人」「5000-9999人」「1万人以上」のそれぞれについて，該当=1，非

該当=0

業種ダミー 「最も主な業種」の「農林漁業」「鉱業」「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給」「情報
通信業」「運輸業」「卸売・小売業」「金融・保険業」「不動産業」「飲食店・宿泊業」「教
育・学習支援」「医療・福祉」「複合サービス業」「サービス業」「その他」のそれぞれについ
て，該当=1，非該当=0  

 

表３－２ 記述統計  

有効度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 有効度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

所得 17,350 1 15 3.707 2.379 5,802 1 15 2.010 1.480
在学中の留学経験 なしダミー 18,700 0 1 0.960 0.196 6,420 0 1 0.876 0.329
在学中の留学経験 2か月以下ダミー 18,700 0 1 0.013 0.113 6,420 0 1 0.062 0.241
在学中の留学経験 3か月～2年ダミー 18,700 0 1 0.016 0.124 6,420 0 1 0.044 0.205
在学中の留学経験 2年以上年ダミー 18,700 0 1 0.004 0.062 6,420 0 1 0.005 0.072
就職後の留学経験 なしダミー 18,700 0 1 0.991 0.096 6,420 0 1 0.984 0.126
就職後の留学経験 ありダミー 18,700 0 1 0.009 0.096 6,420 0 1 0.016 0.126

仕事での英語使用頻度 18,298 0 6 0.559 1.132 6,266 0 6 0.468 1.031

大学院卒ダミー 18,700 0 1 0.075 0.263 6,420 0 1 0.057 0.232

大学ランクⅠダミー 18,244 0 1 0.570 0.495 6,238 0 1 0.529 0.499

大学ランクⅡダミー 18,244 0 1 0.377 0.485 6,238 0 1 0.411 0.492

大学ランクⅢダミー 18,244 0 1 0.052 0.223 6,238 0 1 0.060 0.238
出身学部 人文ダミー 18,700 0 1 0.078 0.268 6,420 0 1 0.284 0.451
出身学部 心理社会ダミー 18,700 0 1 0.041 0.198 6,420 0 1 0.092 0.289
出身学部 法・政治ダミー 18,700 0 1 0.116 0.321 6,420 0 1 0.054 0.226
出身学部 経済ダミー 18,700 0 1 0.174 0.379 6,420 0 1 0.063 0.243
出身学部 経営ダミー 18,700 0 1 0.163 0.369 6,420 0 1 0.100 0.300
出身学部 理ダミー 18,700 0 1 0.025 0.156 6,420 0 1 0.018 0.134
出身学部 工ダミー 18,700 0 1 0.230 0.421 6,420 0 1 0.041 0.199
出身学部 農ダミー 18,700 0 1 0.045 0.207 6,420 0 1 0.038 0.191
出身学部 医歯ダミー 18,700 0 1 0.004 0.060 6,420 0 1 0.008 0.087
出身学部 薬ダミー 18,700 0 1 0.006 0.076 6,420 0 1 0.020 0.141
出身学部 保健福祉ダミー 18,700 0 1 0.006 0.074 6,420 0 1 0.027 0.163

男性 女性
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出身学部 家政ダミー 18,700 0 1 0.002 0.047 6,420 0 1 0.055 0.229
出身学部 教育ダミー 18,700 0 1 0.027 0.162 6,420 0 1 0.074 0.261
出身学部 芸術ダミー 18,700 0 1 0.004 0.060 6,420 0 1 0.011 0.102
出身学部 その他ダミー 18,700 0 1 0.081 0.273 6,420 0 1 0.114 0.318
年齢 20歳代ダミー 18,692 0 1 0.241 0.427 6,416 0 1 0.530 0.499
年齢 30歳代ダミー 18,692 0 1 0.350 0.477 6,416 0 1 0.292 0.455
年齢 40歳代ダミー 18,692 0 1 0.212 0.409 6,416 0 1 0.106 0.307
年齢 50歳代ダミー 18,692 0 1 0.170 0.376 6,416 0 1 0.064 0.245
年齢 60歳代ダミー 18,692 0 1 0.026 0.160 6,416 0 1 0.009 0.092

現職の勤続年数 18,326 0 58 11.337 9.821 6,319 0 51 6.013 6.767
雇用形態 非正規ダミー 18,067 0 1 0.023 0.149 6,014 0 1 0.072 0.258
雇用形態 正規ダミー 18,067 0 1 0.909 0.288 6,014 0 1 0.903 0.295
雇用形態 経営者・役員ダミー 18,067 0 1 0.068 0.252 6,014 0 1 0.025 0.155
転職経験 なしダミー 18,684 0 1 0.541 0.498 6,409 0 1 0.591 0.492
転職経験 ありダミー 18,684 0 1 0.459 0.498 6,409 0 1 0.409 0.492
事業所所在地 都市部ダミー 18,700 0 1 0.461 0.498 6,420 0 1 0.499 0.500
婚姻 未婚ダミー 18,629 0 1 0.373 0.484 6,389 0 1 0.714 0.452
婚姻 既婚・配偶者フルタイム就労ダミー 18,629 0 1 0.172 0.378 6,389 0 1 0.272 0.445
婚姻 既婚・配偶者無業・パートダミー 18,629 0 1 0.454 0.498 6,389 0 1 0.014 0.119
役職 なしダミー 18,060 0 1 0.429 0.495 5,995 0 1 0.790 0.407
役職 監督主任ダミー 18,060 0 1 0.140 0.347 5,995 0 1 0.106 0.308
役職 係長ダミー 18,060 0 1 0.106 0.308 5,995 0 1 0.034 0.182
役職 課長ダミー 18,060 0 1 0.177 0.381 5,995 0 1 0.034 0.181
役職 部長ダミー 18,060 0 1 0.086 0.280 5,995 0 1 0.011 0.103
役職 役員ダミー 18,060 0 1 0.062 0.242 5,995 0 1 0.025 0.156
職種 一般事務ダミー 18,243 0 1 0.304 0.460 6,209 0 1 0.493 0.500
職種 営業・販売職ダミー 18,243 0 1 0.214 0.410 6,209 0 1 0.081 0.274
職種 サービス職ダミー 18,243 0 1 0.074 0.262 6,209 0 1 0.069 0.254
職種 技術職ダミー 18,243 0 1 0.216 0.411 6,209 0 1 0.073 0.260
職種 専門職ダミー 18,243 0 1 0.123 0.328 6,209 0 1 0.236 0.425
職種 その他ダミー 18,243 0 1 0.069 0.254 6,209 0 1 0.048 0.213
企業規模 29人以下ダミー 18,011 0 1 0.046 0.210 6,090 0 1 0.050 0.218
企業規模 30～99人未満ダミー 18,011 0 1 0.319 0.466 6,090 0 1 0.323 0.468
企業規模 100人～499人ダミー 18,011 0 1 0.322 0.467 6,090 0 1 0.333 0.471
企業規模 500人～999人ダミー 18,011 0 1 0.086 0.280 6,090 0 1 0.094 0.292
企業規模 1,000人～2,999人ダミー 18,011 0 1 0.093 0.291 6,090 0 1 0.080 0.272
企業規模 3,000人～4,999人ダミー 18,011 0 1 0.035 0.185 6,090 0 1 0.030 0.171
企業規模 5,000人～9,999人ダミー 18,011 0 1 0.036 0.186 6,090 0 1 0.031 0.174
企業規模 10,000人以上ダミー 18,011 0 1 0.064 0.244 6,090 0 1 0.058 0.234
業種 農林漁業ダミー 18,293 0 1 0.019 0.136 6,260 0 1 0.009 0.097
業種 鉱業ダミー 18,293 0 1 0.002 0.042 6,260 0 1 0.001 0.031
業種 建設業ダミー 18,293 0 1 0.091 0.287 6,260 0 1 0.043 0.202
業種 製造業ダミー 18,293 0 1 0.246 0.430 6,260 0 1 0.139 0.346
業種 電気ガス熱供給ダミー 18,293 0 1 0.015 0.122 6,260 0 1 0.008 0.086
業種 情報通信業ダミー 18,293 0 1 0.031 0.172 6,260 0 1 0.034 0.182
業種 運輸業ダミー 18,293 0 1 0.058 0.234 6,260 0 1 0.030 0.170
業種 卸売・小売業ダミー 18,293 0 1 0.117 0.321 6,260 0 1 0.102 0.302
業種 金融保険業ダミー 18,293 0 1 0.042 0.200 6,260 0 1 0.053 0.223
業種 不動産業ダミー 18,293 0 1 0.008 0.089 6,260 0 1 0.012 0.107
業種 飲食店・宿泊業ダミー 18,293 0 1 0.016 0.124 6,260 0 1 0.017 0.128
業種 教育・学習支援ダミー 18,293 0 1 0.045 0.208 6,260 0 1 0.083 0.276
業種 医療・福祉ダミー 18,293 0 1 0.121 0.326 6,260 0 1 0.272 0.445
業種 複合サービス業ダミー 18,293 0 1 0.021 0.143 6,260 0 1 0.020 0.140
業種 サービス業ダミー 18,293 0 1 0.112 0.315 6,260 0 1 0.115 0.318
業種 その他ダミー 18,293 0 1 0.058 0.234 6,260 0 1 0.064 0.245  

 

留学効果を表す独立変数は，在学中の留学経験と留学期間（のべ）に関する

質問項目を用いる。しかし，留学の目的までは尋ねられていないため，海外大

学での学位取得が目的の長期留学と，国内大学進学者による単位取得や語学研

修等が目的の短期留学を区別することができない。次善策として，「留学経験な

し」「2 か月以下の留学経験」「3 か月以上 2 年以下の留学経験」「2 年 1 か月以

上の留学経験」の 4 つのダミー変数を作成した。2 か月以下は語学学校などの

短期の海外研修，3 か月以上 2 年以下は１セメスター以上の語学留学や単位取

得目的の留学，2 年 1 か月以上は学位取得目的の留学を想定している。  
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 加えて，本調査においては就職後の留学経験についても尋ねられている。大

学在学中の留学効果と区別するために，「就職後留学経験あり」のダミー変数を

加える。  

学歴の効果に関する独立変数のうち，学校歴（大学の難易度）を示す変数と

して，「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」

の「卒業した大学」の回答（3 段階）を使用し，スケールに応じて 3 つの「大

学ランク」ダミー変数を作成した。これらは入試偏差値のような指標と比べて

主観的である点は否めないが，所得に影響を与える重要な要因であることが先

行研究で明らかにされているため，分析に用いたい。大学教育の専門性につい

ては，出身学部変数を投入する。また，修士課程と博士課程の修了者について

「大学院卒」ダミーを加える。  

職業的要因に関する独立変数として，「年齢」と「現職の勤続年数」は，それ

ぞれ一般的人的資本と企業特殊人的資本の代理指標として用いられる（雨宮  

2002）が，本節の分析においても所得に影響する要因であるため変数に加える。 

年齢は 20 歳代から 60 歳代までのカテゴリーを選択する形式のため， 20 歳

代を基準とした各年齢層のダミー変数を作成する。勤続年数を所得の推定に用

いる場合は通常二乗項も含めるが，VIF の値が 10 を超えたため除外した。  

 その他，「雇用形態」「転職経験」「事業所の所在地」「婚姻」「役職」「職種」

「企業規模」「業種」の各変数を投入する。事業所の所在地に関して，都市部は

高賃金であることが想定されるため，厚生労働省が公表する地域別最低賃金時

間額が 2009 年時点で 700 円以上であった 10 都府県を「都市部ダミー」として

コーディングした。  

最後に，留学経験と所得の中間因子であることが予想される勤務先企業の日

系・外資系の区分について，本調査には残念ながら該当する質問項目が存在し

ない。そこで，仕事での英語使用頻度について「顧客，組織内での対応」「情報

の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」の 3 つの場面で尋ねた項目から，「仕

事での英語使用頻度」変数として 0〜6 の順序尺度を作成し，企業のグローバ

ル展開度の代理指標として用いる。  

 

（３）「トランスナショナルな人的資本」仮説と分析戦略  

本節の分析で検証するのは，機能論的アプローチに基づいた「トランスナショ

ナルな人的資本」仮説である。すなわち，「①異文化への精通，②国や文化を越

えて行動できるスキル，③国や文化を越えた社会的ネットワーク」として定義

される THC を蓄積した個人は，グローバル化した就労環境において労働生産

性が高まるため多くの所得を得ている，と説明する仮説である。  
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THC 仮説を検証するために，以下の分析を行う。税込年収額のカテゴリー値

を従属変数としたオーダード・プロビット推定を男女別に行い，年収に影響を

及ぼすと考えられる学歴効果と職業的要因を可能な限り統制したうえで，留学

経験が及ぼす効果を検証する。モデル 1 は仕事での英語使用頻度を除く全変数，

モデル 2 では留学経験を除く全変数，モデル 3 では全ての変数を投入する。な

お，すべてのモデルにおいて多重代入法による欠損値補正を行い，表 3-2 のす

べての変数を用いて予測・代入した。分析結果は表 3-3 のとおりである 2。  

 

表３－３ 大卒社員の所得の規定要因（オーダード・プロビット推定）  

在学中の留学経験（基準：なし）

　2か月以下の留学経験 － .013 － .031 .059 .048
　3か月～2年の留学経験 .103 .067 .128 .051
　2年1か月以上の留学経験 .278 * .186 .423 * .268

就職後の留学経験（基準：なし） .281 * .240 * .292 * .233 †

仕事での英語使用 .069 *** .065 *** .113 *** .105 ***

大学ランク（基準：大学ランクⅠ）

大学院卒（基準：学部卒）

出身学部（基準：人文）

年齢（基準：20歳代）

現職の勤続年数

雇用形態（基準：非正規）

転職経験あり（基準：なし）

事業所 都市部（基準：非都市部）

婚姻（基準：未婚）

役職（基準：役職なし）

職種（基準：一般事務）

企業規模（基準：30人未満）

業種（基準：製造業）

LR chi2

Prob. chi2

Nagelkerke

N

.486 .519 .520

省略⑿

省略⒀

3025.800 (64) 3297.726 (61) 3303.665 (65)

⑴ 「大学ランクⅠ」を基準としたときに，男女ともに全モデルにおいて「大学ランクⅡ」「大学ランクⅢ」に正の効果． ⑵ 「学部卒」を基準としたときに，男女ともに全モ

デルにおいて「大学院卒」に正の効果． ⑶ 「人文」を基準としたときに，男性は全モデルにおいて「法・政治」「理」「工」「医・歯」「薬」に正の効果，女性は全モデル

において「理」「工」「医・歯」「薬」「その他」に正の効果，および「家政」に負の効果． ⑷ 「20歳代」を基準としたときに，男性は全モデルにおいて「30歳代」「40歳

代」「50歳代」「60歳代」に正の効果，女性は全モデルにおいて「30歳代」「40歳代」「50歳代」に正の効果． ⑸ 男女ともに全モデルにおいて正の効果． ⑹ 「非正

規」を基準にしたときに，男女ともに全モデルにおいて「正規」「経営・役員」に正の効果． ⑺ 「転職経験無」を基準としたときに，男女ともに全モデルにおいて有意差

なし． ⑻ 「非都市部」を基準としたときに，男女ともに，全モデルにおいて「都市部」に正の効果． ⑼ 「未婚」を基準としたときに，男性は全モデルにおいて「既婚・

配偶者フルタイム就労」「既婚・配偶者無業/パート」に正の効果，女性は全モデルにおいて有意差なし． ⑽ 「役職なし」を基準としたときに，男女ともに全モデルに

おいて「監督主任」「係長」「課長」「部長」「役員」に正の効果． ⑾ 「事務職」を基準としたときに，男性は全モデルにおいて「営業・販売職」「サービス職」に負の効

果，女性は全モデルにおいて「専門職」に正の効果． ⑿ 「30人未満」を基準としたときに，男女ともに全モデルにおいて「30-99人」「100-499人」「500-999人」

「1000-2999人」「3000-4999人」「5000-9999人」「10000人以上」に正の効果． ⒀ 「製造業」を基準としたときに，男性ではモデル1・3において16の業種カテゴリー

のうち7業種に正の効果，および7業種に負の効果；モデル2は7業種に正の効果，および8業種に負の効果．女性では，モデル1において4業種に正の効果，および

3業種に負の効果；モデル2・3では4業種に正の効果，および2業種に負の効果．

省略⑴

省略⑸

省略⑶

.637 .641 .641

数値は係数．有意確率は***p<.001， **p<.01， *p<.05， †p<.10

省略⑵

省略⑷

省略⑹

省略⑺

省略⑻

省略⑼

省略⑽

省略⑾

18,762 18,762 18,762 6,441 6,441 6,441

*** *** *** *** *** ***

15353.383 (64) 15439.570 (61) 15448.669 (65)

男性所得 女性所得

モデル１ モデル２ モデル３ モデル１ モデル２ モデル３

 

 

１－４ 分析結果と考察  

 

では男性サンプルから検討しよう。モデル 1 では，在学中の留学経験の効果

に関して 2 年 1 か月以上の留学と就職後の留学に 5%水準の有意な影響が見ら

れる（留学経験によりそれぞれ 27.8%，28.1%の上昇）。さらに，年齢の高さ，

大学ランクの高さ，学部の違い，大学院の修了，勤続年数の長さ，安定した雇

用形態，事業所の都市部所在，既婚者であること，高い役職，職種の違い，企
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業規模の大きさ，業種の違いが，それぞれ有意に所得を高めていた。  

モデル 2 では，仕事での英語使用頻度が 0.1%水準で所得に正の効果をもつ

（使用頻度が 1 段階高まると 6.9%の上昇）。その他の変数の影響はモデル 1 と

同様であり，仕事で英語を用いる者ほど高所得であることがわかる。  

留学経験と仕事での英語使用頻度を同時に投入したモデル 3 では，2 年 1 か

月以上の留学経験の係数が 10%近く減少しており，有意ではなくなっている。

一方で，就職後の留学経験の効果は 4%程度しか減少しておらず，5%水準で有

意である。さらに，仕事での英語使用頻度の影響はほぼ変化していない（ 6.5%，

0.1%水準で有意）。  

続いて女性サンプルの分析結果をみてみよう。モデル 1 では，在学中の留学

経験の効果は男性同様に 2 年 1 か月以上の留学と就職後の留学について 5%水

準の有意な影響が見られる（留学経験によりそれぞれ 42.3%，29.2%の上昇効

果）。さらに，年齢の高さ（ただし 60 歳代は有意ではない），大学ランクの高

さ，学部の違い，大学院の修了，勤続年数の長さ，安定した雇用形態，事業所

の都市部所在，高い役職，職種の違い，企業規模の大きさ，業種の違いが，そ

れぞれ有意に所得を高めていた。モデル 2 においても，仕事での英語使用頻度

は 0.1%水準で所得に正の効果をおよぼしており（使用頻度が 1 段階高まると

11.3%の上昇），その他の変数の影響はモデル 1 と同様である。そしてモデル 3

では，2 年 1 か月以上の留学経験の効果が有意ではなくなっているが，就職後

の留学経験の効果は男性同様残っている（ 23.3%，10%水準で有意）。仕事での

英語使用頻度の効果も変わらず有意であり，係数の減少も 0.8%にとどまってい

る。  

これらの分析結果から，本節の主な関心である THC 仮説，在学中の留学経

験と所得の因果関係はどのように解釈できるだろうか。まず男女双方のモデル

１において，学歴効果と職業的要因をコントロールすると，2 年以下の留学経

験，つまり国内大学に進学した大学生による単位取得や語学研修等の短期留学

は，所得に対して有意な効果をもたないことが示されている。これは，留学未

経験者よりも「学部単位取得・その他の留学」経験者の方が高所得であるとし

た新見他（2017）とは異なる結果であり，内的妥当性と外的妥当性の問題に対

処した本節の分析結果は現実をより反映していると考えられる。  

一方，2 年 1 か月以上の留学経験は，モデル 1 では男女ともに 5%水準で所得

に影響していたことから，学位取得を目的とした長期間の留学経験は所得に対

して一定の効果をもつと考えてよさそうである。しかし，そのような所得上昇

効果は，日本社会では仕事での英語使用頻度の高い者ほど高所得であり（モデ

ル 2），留学経験は英語使用頻度の高さを中間因子として所得に作用する（モデ
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ル 3）というメカニズムによって説明することができる。英語使用頻度の高さ

を企業のグローバル展開度の代理指標とみなすならば， 2 年 1 か月以上の長期

留学経験者が，給与水準の高い外資系企業をはじめとするグローバル企業に就

職することで，高い所得を得ているという可能性が浮かび上がる。  

就職後の留学経験に関して，モデル 3 で男女ともに所得上昇効果が消失しな

かった点に関しては，次のように考えられる。就職後に留学を経験するケース

の多くは，企業の MBA 派遣にその典型がみられるように，勤務先企業が費用

を負担して社員を派遣する社費留学である（原田  2012; 貝沼  2018）。この場

合，勤務先の社内選抜を経て前途有望な社員が派遣されることから，そのよう

な社員は元来人的資本としての能力が高いため，すべての条件をコントロール

してもなお所得上昇効果が残存しているものと思われる。  

以上から，留学経験をもつ大卒労働者はグローバル化した就労環境において

労働生産性が高まるため高所得につながると説明する THC 仮説は，日本社会

の職業システムにおいて実証されなかったと結論する。  
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第２節 留学経験と就労後の仕事内容との関連性  

 

２－１ 課題設定  

 

 前節の分析により，日本人若年層の留学志向を経済的合理性の観点から説明

することを試みた「トランスナショナルな人的資本」仮説は棄却された。本節

では，もうひとつの仮説である「留学の職業的レリバンス」の有無について検

証する。すなわち，日本人若年層の留学経験が帰国後の就労とどのように関連

するのかについて明らかにすることで，彼／彼女たちの留学志向を〈国際的な

仕事に就くため〉という目的合理性において説明できるかどうかを検証するの

である。  

 

２－２ 分析の枠組み  

 

 教育の「レリバンス」とは，「仕事における要求と大学教育を媒介として形成

される能力とが，どのような形で，またどのような意味で関連しているかを端

的に表した概念」（小方  1997: 42），「2 つの要素（たとえば教育と職業）の関

係性について事前に特定の期待や想定をおかず，その関係のあり方，あるいは

関係の有無自体を検討の俎上に挙げようとする姿勢を含意した概念」（本田  

2004: 13）として定義される。このうち，教育が「労働力としての質，すなわ

ち職業に関連した知識やスキル，態度」（本田  2004: 125）とどのようにつながっ

ているのかを問う教育社会学的な視角が「職業的レリバンス」である。本節の

分析では，この「職業的レリバンス」の概念を留学のインパクトに関する研究

領域に援用し，日本人学生の留学という教育活動が就労後の労働内容とどのよ

うに関連しているのかを明らかにする。  

 では，「職業的レリバンス」概念を留学のインパクト研究において用いる意義

はどこにあるのか。以下に 3 点述べたい。  

第 1 に，自明視されがちな海外留学という教育システムと職業システムの関

連性について，研究の俎上に乗せることが可能になる点である。日本の留学促

進政策は，グローバル化した労働市場で活躍可能な「グローバル人材」を育成

するための手段として，日本人大学生の海外留学の意義を位置づけている（グ

ローバル人材育成委員会  2010）。ここでは，留学という海外での教育活動が，

将来の就労において国際的な仕事につながるだろうという，留学の「職業的レ

リバンス」が自明視されている。しかし，「グローバル人材」の重要なスキルの

一部とみなされている英語運用能力 3に関して言えば，グローバリゼーションが
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拡大したとされる 2000年代以降も仕事における英語の必要性は限定的であり，

「実態よりも過大に英語の必要性が見積もられてしまっている」（寺沢  2015: 

177）。また，日本経済団体連合会が 2018 年に実施して企業 597 社から回答を

得た調査によれば，「選考にあたって特に重視した点」を 5 つ選択する項目に

おいて，「留学経験」はわずか 0.5%（19 位）にとどまり，「その他」を除けば

最下位であった。留学経験と関連する「語学力」も 6.2%（17 位）と低く，「一

般常識」よりも下位にランクされている（日本経済団体連合会  2018）。これら

の知見をふまえると，日本人学生の留学の「職業的レリバンス」は必ずしも自

明の前提ではなく，量的な分析を通じて実証されるべき研究課題であるといえ

る。  

第 2 に，留学のインパクトを実証するにあたって，ニュートラルな視点から

のアプローチが可能になる点である。第 1 章でみてきたように，2000 年代以降

の日本の教育政策において，世界がグローバル化しているという認識は疑う余

地のない事実として語られており，ゆえにグローバル化に対応するための教育

改革の必要性が声高に提唱されてきた。しかしここで，「グローバル化は客観的，

主観的およびイデオロギー的な側面
、、、、、、、、、、、、、、、、

をもつ」（Lauder et al. 2006=2012: 47，

傍点部筆者）という重要な指摘に注目したい。グローバリゼーションのイデオ

ロギーは，日本の教育言説において〈グローバル化した労働市場に対応可能な

若者を学校教育において育成しなければならない〉という危機感として表面化

している。日本人学生の留学促進政策はそのような危機感の 1 つの帰結である

ことから，留学研究もグローバリゼーションのイデオロギーから自由ではいら

れない。「レリバンス」の定義として先に引用した「事前に特定の期待や想定を

おかず」という姿勢は，ともすればグローバリゼーションの事実認定や海外留

学の価値を高く見積もってしまうような価値志向に対して自制を促すものであ

る。  

第 3 に，留学促進政策のエビデンスとしての側面である。教育政策において，

「レリバンス」は「意味」や「意義」とほぼ同義であり（本田  2004: 123），日

本人学生の留学の「職業的レリバンス」を明らかにすることは，留学促進政策

の意義を示すことに他ならない。しかし，序章で検討したように，日本人の留

学経験者が後の就労において国際的な業務に従事しているかどうかに関しては，

先行研究ではほとんど明らかにされていない。また，学生の留学経験が将来の

就労においてどの程度活用される見込みがあるのかという問いは，留学促進政

策のみならず，教育現場で留学支援を行う教職員にとっても不可欠の実践的・

政策的課題となろう。  

 以上の観点をふまえた本節では，国内の職業システムにおける留学経験の「職
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業的レリバンス」の有無について，大規模な全国調査データを用いた実証的な

検討を行う。  

 

２－３ 使用データと変数設定  

 

 以後の分析に用いるデータは，前節と同じく東京大学の大学経営・政策研究

センターが 2009 年に実施した「大学教育についての職業人調査」である。  

変数の設定に先立って，「職業的レリバンス」の根幹に関わる重要な問題を整

理しておかなければならない。すなわち，本節の分析では，主に使用データの

制約により，独立変数として用いる留学経験の渡航先がどの言語圏であるかを

区別できず，従属変数として用いる外国語の使用頻度に関しては〈英語〉に限

定される。さらに，もう 1 つの従属変数である海外勤務経験に関しても，勤務

先の国の違いは考慮することができない。つまり，留学経験によって蓄積され

る外国語スキルと，就労において使用する外国語との，さらには海外勤務先の

言語圏との対応関係が必ずしも一致しないのではないかという批判が生じうる

だろう。それでもなお，本節での分析が妥当性をもつと考えるのは，次の 3 点

の理由による。  

第 1 に，世界各国の高等教育における英語の汎用性である。国家間の留学パ

ターンが多様化しつつある中で，留学生を多く送り出してきたアジアにおいて

も，かつての欧米一辺倒からアジア域内へと多様化する傾向にある。言語の多

様性が存在するアジアにおいて留学生の流動性が高まった背景には，教授言語

としての英語の汎用性がある（杉村  2011; 嶋内  2014a）。もちろん，英語以外

の言語で教授される伝統的な留学プログラムは現在もなお存在するが，非英語

圏の国であっても英語を媒介言語とした留学プログラムが展開されており，英

語を用いる言語的環境があることは考慮に入れておく必要がある。  

第 2 に，日本人学生の留学先として，圧倒的に英語圏が選好されている点で

ある。2017 年度に国内大学等が把握していた日本人学生の留学者数は，上位 3

か国を米国，オーストラリア，カナダが占めており，10 位以内の英語圏 5 か国

だけで全体の約半数を占めている（日本学生支援機構  2019a）。また，民間事

業者を対象とする海外留学協議会の調査結果によれば，2017 年度の日本人留学

生のうち上位 6 か国をすべて英語圏が占めており（欧米・オセアニア・フィリ

ピン），全体の 85.3%にも及んでいる（海外留学協議会  2018）。さらに，10 位

以内にランクインしている中国や韓国，台湾等のアジア諸国での留学が前述の

ように英語プログラムを含むことを考えれば，今日の日本人の留学経験の多く

は英語を教授言語としたものであるといえるだろう。  
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第 3 に，このような英語の優位性は，グローバル化した市場を前提とする日

本人の海外勤務において，主に英語が使用される状況をもまた意味している

（Lauder 2006=2012）。  

以上の点から，全体的な平均像として日本人の留学経験をとらえた場合，そ

こに仕事での英語使用頻度や海外勤務経験とのつながりを想定することは，一

定の妥当性があると考えられる。一方で，それを完全な「職業的レリバンス」

として断定することには留保が必要であり，この点は本研究の限界の 1 つであ

る。  

分析で用いる変数のコーディングと記述統計量をそれぞれ表 3-4 と表 3-5 に

示す。  

 

表３－４ 変数の設定  

仕事での英語使用頻度

「お仕事で英語を使うことは，下のような点でどれくらいありますか」（3件法）の「顧客，組織内で

の対応」「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」のそれぞれの回答について，「常にあ
る」=2，「ときどきある」=1，「ほとんどない」=0

海外勤務経験ダミー 「海外に勤務したことはありますか」の回答について，「した」=1，「していない」=0

在学中の留学経験 なしダミー 在学中の留学経験なし=1，それ以外=0

在学中の留学経験 2か月以下ダミー 在学中の留学経験1か月～2か月=1，それ以外=0

在学中の留学経験 3か月～2年ダミー 在学中の留学経験3か月～24か月=1，それ以外=0

在学中の留学経験 2年1か月以上ダミー 在学中の留学経験25か月以上=1，それ以外=0

就職後の留学経験 ありダミー 就職後の留学経験あり=1，なし=0

女性ダミー 女性=1，その他=0

大学院卒ダミー 修士・博士課程修了=1, 学部卒=0

大学ランクⅠダミー
「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大

学」の回答について，「あてはまらない」=1，それ以外=0

大学ランクⅡダミー
「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大

学」の回答について，「ある程度あてはまる」=1，それ以外=0

大学ランクⅢダミー
「あなたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」（3件法）の「卒業した大

学」の回答について，「よくあてはまる」=1，それ以外=0

出身学部ダミー
「人文」,「心理社会」,「法学政治」,「経済」,「経営」,「理」,「工」,「農」,「医歯」,「薬」,「保

健福祉」,「家政」,「教育」,「芸術」,「その他」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0

年齢ダミー 「20歳代」,「30歳代」,「40歳代」,「50歳代」,「60歳代」のそれぞれについて，該当=1，非該当=0

現職の勤続年数 2009（調査年）から現在の勤務先の就職年を減じて算出

雇用形態 非正規ダミー 「従業上の地位」の「非正規従業員」+「契約・派遣社員」=1，それ以外=0

雇用形態 正規ダミー 「従業上の地位」の「正規従業員」=1，それ以外=0

雇用形態 経営者・役員ダミー 「従業上の地位」の「経営者・役員」=1，それ以外=0

転職経験 ありダミー 「現在の勤務先の前に他の勤務先を経験しましたか」の「した」=1，していない=0

事業所所在地 都市部ダミー
「事業所の所在地」について，「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「静岡県」「愛知県」
「三重県」「京都府」「大阪府」「兵庫県」=1，それ以外=0

役職ダミー
「役職なし」+「監督主任」,「係長」,「課長」,「部長」,「役員」のそれぞれについて，該当=1，非

該当=0

職種ダミー
「一般事務」,「営業・販売職」,「サービス職」,「技術職」,「専門職」,「その他」のそれぞれについ

て，該当=1，非該当=0

企業規模ダミー

「総従業員数（本社・支社等を含む）」の「29人以下」「30-99人」「100-499人」「500-999人」

「1000-2999人」「3000-4999人」「5000-9999人」「1万人以上」のそれぞれについて，該当=1，非該当

=0

業種ダミー

「最も主な業種」の「農林漁業」,「鉱業」,「建設業」,「製造業」,「電気・ガス・熱供給」,「情報通

信業」,「運輸業」,「卸売・小売業」,「金融・保険業」,「不動産業」,「飲食店・宿泊業」,「教育・

学習支援」,「医療・福祉」,「複合サービス業」,「サービス業」,「その他」のそれぞれについて，該

当=1，非該当=0  
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表３－５ 記述統計  

有効度数 最小最大 平均 標準偏差 有効度数 最小最大 平均 標準偏差

英語使用(顧客,組織内対応) 24,748 0 2 0.154 0.418 雇用形態 経営者・役員 24,158 0 1 0.058 0.233

英語使用(情報収集) 24,671 0 2 0.203 0.474 転職経験 あり 25,117 0 1 0.447 0.497

英語使用(専門文書・論文) 24,669 0 2 0.182 0.452 事業所所在地 都市部 25,203 0 1 0.471 0.499

海外勤務経験 24,808 0 1 0.027 0.162 役職 なし 24,132 0 1 0.518 0.500

在学中留学経験 なし 25,203 0 1 0.939 0.239 役職 監督主任 24,132 0 1 0.132 0.338

在学中留学経験 2か月以下 25,203 0 1 0.025 0.157 役職 係長 24,132 0 1 0.088 0.283

在学中留学経験 3か月～2年 25,203 0 1 0.023 0.149 役職 課長 24,132 0 1 0.141 0.348

在学中の留学経験 2年以上 25,203 0 1 0.004 0.064 役職 部長 24,132 0 1 0.067 0.251

就職後の留学経験 なし 25,203 0 1 0.989 0.105 役職 役員 24,132 0 1 0.053 0.224

就職後の留学経験 あり 25,203 0 1 0.011 0.105 職種 一般事務 24,531 0 1 0.352 0.478

女性 25,120 0 1 0.256 0.436 職種 営業・販売職 24,531 0 1 0.181 0.385

大学院卒 25,203 0 1 0.070 0.255 職種 サービス職 24,531 0 1 0.073 0.260

大学ランクⅠ 24,504 0 1 0.560 0.496 職種 技術職 24,531 0 1 0.179 0.383

大学ランクⅡ 24,504 0 1 0.386 0.487 職種 専門職 24,531 0 1 0.152 0.359

大学ランクⅢ 24,504 0 1 0.054 0.226 職種 その他 24,531 0 1 0.064 0.245

出身学部 人文 25,203 0 1 0.130 0.337 企業規模 29人以下 24,179 0 1 0.047 0.212

出身学部 心理社会 25,203 0 1 0.054 0.225 企業規模 30～99人未満 24,179 0 1 0.320 0.466

出身学部 法・政治 25,203 0 1 0.100 0.300 企業規模 100人～499人 24,179 0 1 0.324 0.468

出身学部 経済 25,203 0 1 0.145 0.352 企業規模 500人～999人 24,179 0 1 0.088 0.283

出身学部 経営 25,203 0 1 0.146 0.354 企業規模 1,000人～2,999人 24,179 0 1 0.090 0.286

出身学部 理 25,203 0 1 0.023 0.150 企業規模 3,000人～4,999人 24,179 0 1 0.034 0.182

出身学部 工 25,203 0 1 0.181 0.385 企業規模 5,000人～9,999人 24,179 0 1 0.035 0.183

出身学部 農 25,203 0 1 0.043 0.203 企業規模 10,000人以上 24,179 0 1 0.062 0.242

出身学部 医歯 25,203 0 1 0.005 0.068 業種 農林漁業 24,634 0 1 0.017 0.128

出身学部 薬 25,203 0 1 0.010 0.097 業種 鉱業 24,634 0 1 0.002 0.039

出身学部 保健福祉 25,203 0 1 0.011 0.105 業種 建設業 24,634 0 1 0.079 0.269

出身学部 家政 25,203 0 1 0.016 0.125 業種 製造業 24,634 0 1 0.218 0.413

出身学部 教育 25,203 0 1 0.039 0.193 業種 電気・ガス・熱供給 24,634 0 1 0.013 0.114

出身学部 芸術 25,203 0 1 0.005 0.073 業種 情報通信業 24,634 0 1 0.032 0.175

出身学部 その他 25,203 0 1 0.092 0.288 業種 運輸業 24,634 0 1 0.051 0.220

年齢 20歳代 25,123 0 1 0.314 0.464 業種 卸売・小売業 24,634 0 1 0.113 0.317

年齢 30歳代 25,123 0 1 0.335 0.472 業種 金融保険業 24,634 0 1 0.045 0.206

年齢 40歳代 25,123 0 1 0.185 0.389 業種 不動産業 24,634 0 1 0.009 0.094

年齢 50歳代 25,123 0 1 0.143 0.350 業種 飲食店・宿泊業 24,634 0 1 0.016 0.125

年齢 60歳代 25,123 0 1 0.022 0.146 業種 教育・学習支援 24,634 0 1 0.055 0.228

現職の勤続年数 24,726 0 58 9.989 9.444 業種 医療・福祉 24,634 0 1 0.159 0.366

雇用形態 非正規 24,158 0 1 0.018 0.132 業種 複合サービス業 24,634 0 1 0.021 0.143

雇用形態 契約・派遣 24,158 0 1 0.017 0.130 業種 サービス業 24,634 0 1 0.112 0.316

雇用形態 正規 24,158 0 1 0.907 0.290 業種 その他 24,634 0 1 0.060 0.237  

 

第 1 の従属変数として，現在の仕事での英語使用頻度に関して「顧客，組織

内での対応」「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」の 3 つの目的別

に尋ねた項目を使用する。これらの目的別の分析により，英語使用頻度に関し

てより詳細な情報が得られると考えられる。例えば，「顧客，組織内での対応」

という対人的なコミュニケーション場面で必要とされる英語は，長期の海外生

活を伴う留学経験によって獲得されるオーラル・コミュニケーションの能力と

関連することが，教育政策では想定されている（グローバル人材育成推進会議  

2011）。一方で，「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」のような知

識のインプット場面で必要とされるのは，どちらかというと読解能力であろう 4。

これらの違いを区別しながら分析することで，留学経験がどのような英語能力

を要する仕事で活用されているのかという観点から，「職業的レリバンス」につ

いて多角的に明らかにすることができる。  

第 2 の従属変数として，過去の海外勤務経験の有無についての質問を使用す
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る。  

留学効果を表す独立変数は，前節同様に，在学中の留学経験と留学期間（の

べ）に関する質問項目から，「留学経験なし」「2 か月以下の留学経験」「3 か月

以上 2 年以下の留学経験」「2 年 1 か月以上の留学経験」の 4 つのダミー変数に

加え，「就職後留学経験あり」のダミー変数を用いる。  

前述の Wiers-Jenssen（2008）では，「国際的な仕事」への従事を規定する

要因として学力と大学での専攻分野が独立した影響を及ぼしていたことから，

本節の分析においてもこれらの変数を用いる。前者については，前節同様に「あ

なたが現在の職場に採用された際に何が評価されたとお考えですか」の「卒業

した大学」の回答（3 段階）を使用し，スケールに応じて 3 つの「大学ランク」

ダミー変数を作成した。後者に関しては，出身学部をダミー変数として投入す

る。さらに，修士課程と博士課程の修了者を「大学院卒」ダミー変数としてま

とめ，学部卒を基準とした正の影響を想定する。  

仕事での英語使用頻度や海外勤務の可能性の高さは，さまざまな職業的要因

の影響を受けることが考えられる。労働者の英語使用の必要性を規定する要因

について多変量解析により分析した寺沢（2015）では，職種や就労形態，外資

系かどうか，企業規模，産業などの要因が有意に影響していた。本研究で用い

る調 査 の 質問 項 目 は ，寺 沢 が分 析 し てい る 「 ワー キ ン グパ ー ソ ン調 査

（WPS-2000）」と同一ではないため単純な比較はできないが，探索的に「雇用

形態」「役職」「職種」「企業規模」「業種」の変数を投入する。また，外資系に

該当する変数は存在しないため，関連しそうな項目として「転職経験」を使用

する 5。加えて，地方よりも都市部の事業所の方が国際的な業務が多い可能性を

想定して，「都市部」変数を用いる。  

その他，基本的な統制変数として「性別」「現職の勤続年数」「年齢」を投入

する。  

これらのデータと変数設定をふまえて，以下では 2 つの分析を行う。第 1 に，

仕事での英語使用頻度を従属変数としたオーダード・プロビット推定を「顧客，

組織内での対応」「情報の収集」「専門的な文書，論文などの吸収」の目的別に

行い，英語使用頻度に影響を及ぼすさまざまな要因を統制したうえでも留学経

験が有意な効果をもつかどうかについて検証する。第 2 に，過去の海外勤務経

験を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析を行い，同様に留学経験の独

立した効果の有無について確かめる。なお，すべてのモデルにおいて多重代入

法による欠損値補正を行い，表 3-5 のすべての変数を用いて予測・代入した。

分析結果は表 3-6 のとおりである 6。  
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表３－６  仕事での英語使用頻度と海外勤務経験の規定要因  

S.E. S.E. S.E S.E

在学中の留学経験（基準：なし）

　2か月以下の留学経験 .311 .058 *** .236 .063 *** .080 .069 1.013 .236 2.753 ***

　3か月～2年の留学経験 .589 .055 *** .633 .053 *** .553 .058 *** 1.761 .167 5.818 ***

　2年1か月以上の留学経験 .116 *** .116 *** .883 .120 *** 2.790 .257 16.286 ***

就職後の留学経験（基準：なし） .411 .084 *** .370 .081 *** .381 .085 *** 2.190 .165 8.937 ***

女性（基準：男性） .065 .029 * － .101 .028 *** － .173 .029 *** － .244 .144 .784

大学院卒（基準：学部卒） .306 .037 *** .549 .033 *** .674 .033 *** .370 .135 1.448 **

大学ランク（基準：ランクⅠ）

　大学ランクⅡ .094 .022 *** .129 .021 *** .115 .022 *** .451 .092 1.570 ***

　大学ランクⅢ .164 .044 *** .229 .042 *** .159 .043 *** .789 .167 2.201 ***

出身学部（基準：経済・経営）

　人文 .155 .036 *** .113 .036 * .017 .039 － .010 .160 .990

　心理社会 .020 .057 － .075 .055 － .069 .055 － .542 .304 .582

　法・政治 .077 .038 * .079 .037 * .015 .041 .208 .147 1.232

　理 .032 .068 .284 .059 *** .398 .061 *** .124 .266 1.132

　工 .098 .036 ** .168 .033 *** .194 .034 *** .336 .134 1.400 *

　農 .019 .054 .108 .049 * .268 .049 *** .140 .214 1.151

　医・歯 .745 .129 *** .122 *** .122 *** .610 .411 1.840

　薬 .343 .108 ** .559 .089 *** .717 .087 *** － .269 .473 .764

　保健・福祉 .206 .110 .447 .091 *** .508 .086 *** － .832 1.020 .435

　家政 － .076 .096 .012 .089 .116 .088 .234 .435 1.264

　教育 .030 .058 .000 .057 .010 .060 .129 .253 1.138

　芸術 .082 .135 .059 .141 .220 .135 － .798 .743 .450

　その他 .147 .039 *** .115 .037 * .090 .041 * .213 .169 1.237

年齢（基準：20歳代）

　30歳代 － .092 .031 ** － .046 .029 － .071 .031 * 1.034 .185 2.813 ***

　40歳代 － .015 .043 － .001 .042 .000 .045 1.598 .204 4.944 ***

　50歳代 － .111 .054 * .042 .054 .012 .054 1.756 .226 5.790 ***

　60歳代 － .148 .088 .093 .085 .023 .087 1.860 .288 6.422 ***

現職の勤続年数 .003 .002 .001 .002 － .002 .002 － .001 .005 .999

雇用形態（基準：非正規）

　正規 － .056 .056 － .022 .058 .016 .058 .003 .278 1.003

　経営者，役員 .018 .121 － .065 .122 .046 .124 － .404 .532 .668

転職経験あり（基準：なし） .033 .025 .023 .024 － .025 .026 .874 .108 2.397 ***

事業所都市部（基準：非都市部） .111 .021 *** .086 .020 *** .084 .020 *** .424 .085 1.528 ***

役職（基準：役職なし）

　係長 － .007 .042 .037 .042 .036 .042 .214 .164 1.239

　課長 .032 .037 .026 .035 .031 .036 .340 .131 1.405 **

　部長 .067 .050 .115 .043 ** .107 .047 * .765 .153 2.150 ***

　役員 .167 .122 .155 .115 .031 .115 .880 .514 2.412

職種（基準：一般事務）

　営業・販売職 .280 .034 *** .247 .032 *** .274 .035 *** .248 .136 1.281

　サービス職 .515 .041 *** .151 .046 *** .209 .050 *** .321 .206 1.378

　技術職 .245 .037 *** .548 .033 *** .735 .034 *** .330 .142 1.391 *

　専門職 .159 .037 *** .377 .034 *** .594 .035 *** .327 .141 1.387 *

　その他 .010 .050 .138 .046 ** .254 .047 *** .256 .164 1.291

.170 .044 *** － .015 .042 .003 .048 .834 .159 2.303 ***

業種（基準：製造業）

　農林漁業 － .342 .095 *** － .162 .079 * － .167 .084 * － .174 .349 .841

　鉱業 .164 .153 .259 .291 .295 .214 .431 .397 1.539

　建設業 － .620 .052 *** － .627 .044 *** － .558 .046 *** － .604 .168 .547 ***

　電気ガス熱供給 － .385 .104 *** － .400 .091 *** － .435 .096 *** － .614 .405 .541

　情報通信業 － .350 .065 *** .221 .049 *** .106 .053 * － .591 .276 .554 *

　運輸業 － .021 .050 － .126 .049 ** － .164 .055 ** － .407 .200 .666 *

　卸売・小売業 － .173 .040 *** － .229 .038 *** － .289 .043 *** － .784 .183 .456 ***

　金融保険業 － .296 .059 *** － .331 .060 *** － .295 .064 *** － .901 .283 .406 ***

　不動産業 － .087 .328 .002 .278 － .044 .237 － .806 .612 .446

　飲食店・宿泊業 .309 .071 *** － .159 .088 － .334 .103 *** － .569 .382 .566

　教育・学習支援 .163 .052 ** .028 .046 .219 .047 *** － .708 .201 .493 ***

　医療・福祉 － .561 .047 *** － .391 .040 *** － .133 .040 *** － .711 .173 .491 ***

　複合サービス業 － .023 .070 － .136 .071 － .021 .077 － .794 .332 .452 *

仕事での英語使用頻度(a) 海外勤務経験 (b)

B

顧客，組織内
での対応

情報収集
専門的文書，
論文などの吸収

B B B オッズ比

企業規模1万人以上（基準:未満）

1.096 1.124

1.050 1.223
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　サービス業 － .032 .038 － .151 .039 *** － .170 .042 *** － .569 .159 .566 ***

　その他 － .066 .046 － .003 .042 .021 .044 － .357 .177 .700 *

定数 －6.133 .359 .002

疑似決定係数（Nagelkerke）

N

***p<.001， **p<.01， *p<.05。 (a)順序プロビット分析。　(b)二項ロジティック回帰分析。

.199

25,20325,203 25,203 25,203

.105 .158 .209

 

 

２－４ 分析結果と考察 

 

（１）英語使用頻度の規定要因  

はじめに「顧客，組織内での対応」での英語使用頻度を規定する要因から概

観しよう。本節で着目する在学中の留学経験変数に関しては，「 2 か月以下の留

学経験」「3 か月以上 2 年以下の留学経験」「2 年 1 か月以上の留学経験」のい

ずれも 0.1%水準で有意な正の影響を与えていた。それぞれの係数を見てみると，

留学期間が長くなるほど影響する正の効果も強くなっており（ B=0.311～

1.096），留学経験が仕事における対人対応場面での英語使用頻度を直接的に高

めていることがうかがえる。また，「就職後の留学経験」についても同様に正の

効果が観察された。その他の変数の影響を見てみると，「女性」「大学院卒」「都

市部」「企業規模 1 万人以上」が正の効果を及ぼしていたほか，出身大学の大

学ランクの高さ，出身学部，年齢，職種，業種の違いが影響している。  

次に，「情報収集」に関する英語使用頻度の規定要因である。着目すべき「 2

か月以下の留学経験」「3 か月以上 2 年以下の留学経験」「2 年 1 か月以上の留

学経験」に関しては，ここでもすべて 0.1%水準で有意な正の効果が観察された。

留学期間が長くなるにつれて係数が上昇する点（B=0.236～1.124）や，就職後

の留学経験の正の効果についても同様である。他の独立変数の影響で興味深い

のは，「女性」ダミーが一転して負の影響を与えている点である。対人的な英語

使用頻度は女性が高い一方で，情報収集という側面になると男性の方が英語を

多用していることがわかる。また，「大学院卒」や「大学ランク」の高さ，「都

市部」の正の効果は変わらないが，「企業規模 1 万人以上」の正の効果は消失

していた。対人業務での英語使用は海外支社を持つような大企業で増える一方

で，情報収集レベルでの英語使用頻度は企業規模にかかわらず一定であること

が示されている。その他，出身学部や役職，職種，業種の違いが情報収集業務

における英語使用頻度に影響している。  

 続いて，「専門的文書，論文などの吸収」目的の英語使用について検討する。

在学中の留学経験については，「3 か月以上 2 年以下の留学経験」「2 年 1 か月

以上の留学経験」のみが正の効果を及ぼしていた（ 0.1%水準）。「2 か月以下の

留学経験」は有意ではなくなっており，短期間の留学では専門性の高い文書を
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読解するレベルの「職業的レリバンス」は形成されないことが示されている。  

一方，3 か月以上の留学であれば，留学期間が長いほど係数が上昇すること

や（B=0.553～ 0.883），就職後の留学経験が正の効果をもつ点は変わらない。

「女性」ダミーは「情報収集」モデルと同様に負の影響を与えている。女性の

英語使用頻度が高くなるのは対人業務のみであり，専門的な資料の読解という

レベルでは男性の方が英語を使用している。「大学院卒」や「大学ランク」の高

さ，「都市部」の正の効果はここでも変わらず，すべての英語使用目的のモデル

で一貫して観察された。「企業規模 1 万人以上」の正の効果は「情報収集」モ

デル同様に消失している。出身学部に関しては，理系分野の学部に正の効果が

みられ，論文等の研究成果の報告が主に英語で行われるという専門分野の特徴

が表れている。その他，年齢，役職，職種，業種の違いが影響していた。  

このように，「仕事での英語使用頻度」という尺度に関しても，英語使用目的

に応じてその規定要因は多様に存在することが示されている。一方で，本節の

目的において重要な知見は，これほどまでに多種多様な独立変数をコントロー

ルしてもなお，「専門的な文書，論文などの吸収」モデルでの「 2 か月以下の留

学経験」を除き，すべての留学経験が独立した正の効果を及ぼしていた点であ

る。つまり，留学経験をもつ者は，性別や学歴，学校歴，出身学部，年齢，事

業所の所在地，役職，職種，企業規模，業種といった要因の効果をすべて取り

除いても，対人コミュニケーションや情報収集，専門文書の読解など多目的な

場面での英語使用頻度が高いのだという「職業的レリバンス」が示されたこと

になる。  

 

（２）海外勤務経験の規定要因  

 続いて，海外勤務経験の規定要因を確認する。在学中の留学経験はいずれの

変数も 0.1%水準で正の効果をもち，オッズ比をみてみると「2 か月以下の留学

経験」が 2.753 倍，「3 か月以上 2 年以下の留学経験」は 5.818 倍，「2 年 1 か

月以上の留学経験」に及んでは 16.286 倍も海外勤務の経験率を高めている。

就職後の留学経験者も 8.973 倍もの高確率で海外勤務を経験していた。  

 ここでは性別の有意差は確認できなかったが，「大学院卒」や「大学ランク」

の高さ，「都市部」の正の効果は，英語使用頻度と同様に観察された。出身学部

の影響は「工学」でのみ正の影響が見られる。年齢に関しては，加齢とともに

正の効果が上昇している。英語使用頻度では有意ではなかった「転職経験」が

正の効果を有しているが，これは海外勤務の機会の多い外資系企業が終身雇用

を前提としていないことや，海外勤務経験者が獲得した人的資本が転職市場に

おいて付加価値をもつことなど，複数の可能性が考えられる。役職について，
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「課長」「部長」のみ正の影響を及ぼしており，海外勤務経験が社内昇進におけ

るキャリアパスとなっている可能性を示唆している。職種での「技術職」「専門

職」，さらに「企業規模１万人以上」が正の影響をもつことは，出身学部での「工

学」の効果とも整合的である。すなわち，国内企業において海外勤務を多く経

験するのは，工学のような理系の実学を学び，大企業で専門・技術職に従事す

る人材がその中心であると考えられる。業種については，有意差がすべて負の

効果をもつことから，基準となる「製造業」が相対的に正の影響を及ぼしてい

ることが示されている。  

 以上から，海外勤務経験の規定要因においても，英語使用頻度と同様に，留

学経験が独立した正の効果をもつこと，すなわち，留学を経験した者ほど，学

歴や学校歴，出身学部，年齢，転職経験の有無，事業所の所在地，役職，職種，

企業規模，業種などの要因の効果をすべて取り除いても，就労において海外勤

務を経験する確率が高いという「職業的レリバンス」の存在が明らかになった

といえる。  
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第３節 小括  

 

 本章では，日本人若年層の留学志向における合理性を理解するために， 2 つ

の仮説を検証してきた。  

第 1 節では，グローバル・メリトクラシーが到来した就労環境において，留

学経験により獲得される「トランスナショナルな人的資本」が労働生産性を高

めた結果，留学経験者はより多くの所得を獲得するという THC 仮説を検討し

た。留学経験が就労後の所得にもたらす効果について，学歴効果と職業的要因

を統制した多変量解析を行った結果，男女ともに① 2 年以下の留学経験に所得

上昇効果はなく，②2 年 1 か月以上の留学経験は仕事での英語使用頻度の高さ

を経由して所得を増加させる，という 2 点が明らかになった。  

本分析における重要なファインディングは， 2 年以下の留学経験，すなわち

本研究が対象とする短期留学には，THC としての所得上昇効果がみられないと

いう点にある。つまり，日本人大学生の短期留学には，将来の経済的リターン

という教育投資としての金銭的便益は存在しないのであり，彼／彼女たちの留

学志向を機能論的アプローチによる経済的合理性の観点から説明することは難

しい。  

2 年 1 か月以上の留学経験の所得上昇効果に関して，その多くは海外大学の

学士課程や大学院での学位取得が目的の長期留学であることが想定される。留

学経験の所得上昇効果が仕事での英語使用頻度を経由して影響していた点から，

長期留学経験者とグローバル企業の結びつきが示唆されている。海外での学位

取得を目指して留学中の日本人学生は，国内企業の就職活動シーズンを海外で

過ごしていることから，情報収集や学業との両立の困難などさまざまな点にお

いてハンディキャップを抱えており（朝日新聞， 2018 年 7 月 16 日），柔軟な

通年採用を行っているグローバル企業が選好されていることは十分に考えられ

る。新見他（2017）のデータでも，外資系企業に勤めている者の割合は，「国

内大学卒業」2.4%，「学部単位取得単位・その他の留学」11.4%に対して，「学

士留学」経験者は 24.6%に達していたという。長期留学の所得上昇効果のメカ

ニズムをさらに明らかにするためには，留学生の就職活動プロセスや企業の雇

用・人事評価システムに着目する必要があるだろう。  

 第 2 節では，日本人若年層の留学経験が将来の国際的な就労につながるとい

う「留学の職業的レリバンス」仮説を検証した。第 1 節と同じく，学歴効果と

職業的要因を統制した多変量解析を行った結果，①在学中の留学経験は，「専門

的文書，論文などの吸収」モデルにおける「 2 か月以下の留学」を除いて，仕

事での英語使用頻度を有意に高め，②すべての在学中の留学経験は海外勤務を
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経験する確率を有意に高めていた。このことから，学生の在学中の留学経験は

将来の就労において国際的な仕事につながるという「留学の職業的レリバンス」

の存在が，日本の職業システムにおいて実証された。  

 このように，日本人大学生による短期留学経験において，将来の所得を上昇

させるという THC としての経済的合理性は存在しない一方で，将来の国際的

な仕事につながるという目的合理性は存在することが明らかにされた。これは

社会学的大量観察により得られた客観的傾向性としての知見であるが，大学生

たちは留学に金銭的便益は期待せず，将来国際的な仕事に就きたいという目的

意識から短期留学を志向しているのだろうか。次章以降では，大学生たちが留

学という教育選択にどのような意味を投与しているのかについて，その合理性

の質的側面に迫っていく。  
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第３章注  

 

1 二次分析に当たり，東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターSSJ データアーカイブから，「大学教育についての職業人調

査，2009」（東京大学  大学経営・政策研究センター）の個票データの提供

を受けた。  
2 各独立変数の VIF（分散拡大要因）の最高値は，男性サンプルで 8.9，女性

サンプルで 8.4 であった。いずれも 10 以下であることから，多重共線性の

問題は生じていないと考える（Altman & Krzywinski 2016）。  
3 このことは，「グローバル人材」の要素を定義した政策文書として頻繁に参照

される「グローバル人材育成推進会議  中間まとめ」の中で，英語資格であ

る TOEFL の国別ランキングにおける日本の低さを根拠として，「要素Ⅰ：語

学力・コミュニケーション能力」の到達目標が「④二者間折衝・交渉レベル」

「⑤多数者間折衝・交渉レベル」に設定されていることからも明白である（グ

ローバル人材育成推進会議  2011）。  
4 このような分析視点は，第 1 章第 1 節でみてきたように，国際化・グローバ

ル化への対応を目指してきた英語教育改革が，一貫して文法知識や読解問題

への偏重を問題視しながら，仕事に役立つ英語として実用的なオーラル・コ

ミュニケーションを重視することで，そのための実地経験として日本人の海

外留学を位置づけたこととも関連している。  
5 国内で事業を展開する企業は，終身雇用や年功序列といった日本的な人事制

度を有する傾向がある一方で，外資系企業では個別的な処遇が適用されるこ

とが多いため，必然的に人材の流動性が高まる（中村  2013）。したがって，

転職経験は外資系企業での所属と関連しながら「国際的な仕事」要因へと影

響する可能性がある。  
6 各独立変数の VIF（分散拡大要因）は 1.01 から 8.89 の範囲に収まっており，

いずれも 10 以下であることから，多重共線性の問題は生じていないと考え

る（Altman & Krzywinski 2016）。  
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第４章 大学生の留学志向の質的側面  

 

本章では，これまでの量的分析により明らかにしてきた，留学志向を形成す

る社会的要因や留学経験と職業達成との関連についての全体的な傾向性をふま

え，そのような構造の中で学生がなぜ留学を志向するようになるのか，という

質的側面に迫っていく。  

留学志向の質的側面とは何か。この点については，次の 2 点を含意している。  

第 1 に，計量分析で示された留学志向に対する独立変数の影響について，よ

り詳細な情報を得ることである。例えば，第 2 章での計量分析を通じて親の社

会経済的条件が子の留学志向を規定することが明らかにされたが，そのような

相関関係の質的側面──親の学歴や世帯収入の高さが，なぜ，どのように，子

の留学志向へとつながるのか──は解明されていない。  

第 2 に，留学を志向する主体である大学生が，留学に対してどのような意味

を投与しているのかという側面を検討することである。ウェーバーは，「社会的

行為を解釈によって理解するという方法で社会的行為の過程および結果を因果

的に説明しようとする科学」として理解社会学を位置づけている（ Weber 

1922=1972: 8）。本研究が理解しようとする留学志向の質的側面とは，留学と

いう社会的行為における行為者の主観的意味と，留学をめぐる社会的意味の連

関構造を指している。行為者である大学生の留学に対する意味投与のありよう

と，計量分析によって明らかにされた構造的規定性に関する知見を重ね合わせ

ることで，日本社会において留学という教育選択がもつ意味をより深く理解す

ることが可能になるだろう。  

以上の目的から，本章では留学を目前に控えた大学生に対してインタビュー

調査を行い，留学の行為主体のナラティブデータを分析していく。  

 

第１節 質的調査の概要  

 

１－１ インタビューの対象  

 

 本研究が対象とするのは，国内大学に在籍する学部生が実践する短期留学で

あるが，留学期間や渡航先，留学プログラムの形態等はさまざまに異なる。本

研究は，既存研究が見逃してきた，最も一般的な
、、、、、、

大学生の留学事例に着目する

ことを企図しているが，本調査の対象の設定に際して，「①英語圏」に「②1 セ

メスター（3 か月）以上」の期間留学することを「③予定している」学生とい

う条件を設けた。  
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 ①の留学先を英語圏に限定したのは，第 1 章第 1 節や第 3 章第 2 節で論じて

きたように，グローバリゼーションのイデオロギーや高等教育のグローバル化

というマクロな社会状況が，日本人若年層に対して英語能力の獲得にインセン

ティブをもたらし，すでに実際の留学動向においてもその大半が英語圏を志向

しているからである。  

②の留学期間に関して，1 セメスター（3 か月）以上としたことについては，

いくつかの理由がある。序章第 1 節で定義したとおり，本研究における「短期

留学」とは，国内大学在学中の学生が実践する 1 年以内の留学を指す。そして，

2015 年度の学部レベルでの短期留学者数の留学期間をみてみると，3 か月未満

が 68.9%，3 か月以上が 30.5%である（「協定等に基づく日本人学生留学状況調

査，2015」の二次分析により算出）ことから，最も実践されているのは 3 か月

未満の「超短期プログラム」（宮本  2012）である。  

一方で，3 か月未満の海外渡航に対する大学のステークホルダーからのまな

ざしは，必ずしも好ましいものではない。日本学生支援機構による「第二種奨

学金（短期留学）」の対象となる留学は「3 か月以上 1 年以内」であるし（日本

学生支援機構  2019c），経済同友会は大学生に対して「留学というからには，3

カ月は行ってほしい」と要請している（朝日新聞， 2019 年 3 月 3 日全国版朝

刊）。すなわち，国内大学生が実践する短期留学として，より正統的なものとし

て社会的評価を受けているのは 3 か月以上の留学なのである。よって，留学の

実践主体である大学生の意味投与の諸相がより明確に観察できる可能性が高い

と考え，留学期間の制限を設けた。  

③の留学を「予定している」学生という条件は，本調査のユニークな特徴で

ある。これまでの留学の動機形成に関する定性的研究が対象としてきたのは，

主に留学中もしくは留学後の学生であった（嶋内  2016; 芝野  2013; Brooks 

and Waters 2010; Carlson 2013）。しかし，留学をすでに開始した学生のナラ

ティブを留学の動機形成の分析に用いることは，次のようなリスクを孕むこと

になる。すなわち，多くの時間と少なくない額の費用を投じた自身の留学に関

して，そのような実践に対する価値判断には認知バイアスが生じることが想定

されるのである。特に本研究が明らかにしようとする留学志向とは，いわば海

外経験に対する価値規範であることから，実際に留学を開始した後の段階では，

かつて感じていた価値意識は失われ，海外生活の現実をふまえた新たな価値意

識が生じているかもしれない。後者は本研究とは別の課題意識において貴重な

分析対象になるかもしれないが，前者の可能性は本節での分析の妥当性を損な

うものである。  

以上の調査対象の条件を設定したうえで，大学種別や立地条件の異なる関
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西・九州地区の複数大学に対して，主に留学支援部署を通じて学生に対する調

査依頼を行った。協力を得た大学では，上記条件に該当する学生に対して本調

査の趣旨を説明してもらい，インタビューを受ける意思を示した学生の連絡先

情報を得た後，筆者からコンタクトを取った。しかし，個人情報保護の関係も

あり，このような調査協力を得られるケースは多くなかった。そこで，協力を

得られたインタビューイーから次のインタビューイーを紹介してもらうスノー

ボール・サンプリングや，調査対象の大学の教職員から条件に該当するインタ

ビューイーに関する情報を得て個人的にインタビューを打診するなど，複数の

アプローチを併用した。また，新たなインタビューイーの選択に際しては，性

別，所属大学の種別，学部の多様性に配慮した「最大多様性サンプリング

（maximal variation sampling）」を行った。このような方法により，表 4-1

に示した 5 大学 13 名の大学生をインタビュー対象として選択した。 1 

 

表４－１ インタビューリスト  

No. 仮名 性別 大学所在地 大学種別 学部 学年 留学先 留学予定プログラム 留学期間 出身地

1 Ａさん 女性 九州・外縁 公立 文系 3 カナダ・フィンランド 語学学校→大学での単位履修 約1年 九州・外縁

2 Ｂさん 女性 九州・外縁 公立 文系 3 米国・カナダ
カレッジでの語学学習＋単位
履修→語学学校→インターン

約1年 近畿・大都市

3 Ｃさん 男性 九州・外縁 公立 文系 3 米国
カレッジでの語学学習

＋単位履修
約半年 九州・外縁

4 Ｄさん 女性 九州・外縁 公立 文系 3 カナダ 語学学校，インターン 約1年 中国・中間

5 Ｅさん 男性 近畿・大都市 国立旧一期校 文系 3 英国 大学での単位履修 約1年 中国・中間

6 Ｆさん 男性 九州・外縁 国立旧一期校 理系 2 英語圏（未定） 語学学習希望 約1年 九州・外縁

7 Ｇさん 女性 近畿・大都市 国立旧一期校 文系 3 オーストラリア 大学での単位履修 約1年 近畿・大都市

8 Ｈさん 女性 近畿・大都市 国立旧一期校 文系 4 米国 大学での単位履修 約1年 近畿・大都市

9 Ｉさん 女性 近畿・大都市 私立Ⅱ 文系 2 米国
カレッジでの語学学習

＋単位履修
約1年 中部・中間

10 Ｊさん 女性 近畿・大都市 私立Ⅱ 文系 3 米国
カレッジでの語学学習

＋単位履修
約1年 近畿・大都市

11 Ｋさん 女性 近畿・大都市 私立Ⅱ 文系 2 米国
カレッジでの語学学習

＋単位履修
約1年 近畿・大都市

12 Ｌさん 女性 近畿・大都市 国立旧一期校 理系 2 米国 大学での単位履修 約半年 近畿・大都市

13 Ｍさん 男性 九州・外縁 国立旧二期校 理系 3 オーストラリア 語学学校→インターン 約3か月 九州・外縁

 

 

したがって，本調査では対象者の代表性を担保するための統計的サンプリン

グは行っていないため，一定の特性をもったサンプルが抽出された可能性を否
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定することはできない。しかし，本節の質的分析の目的は，大学生の個人的な

ライフストーリーにおける価値規範の形成要因やプロセスに光を当てることで

ある。それらの諸相はそれぞれの学生間でも異質であることが想定されるため，

必ずしも計量分析のような「社会学的大量観察」において求められる「平均的

近似的」側面（Weber 1922=1972: 16）の理解が重要になるわけではない。現

に，今回インタビューを行った 13 名の学生の人生に関するナラティブデータ

は，後の分析で明らかになるようにそれぞれが十分な多様性をもつものであり，

本研究の目的に鑑みて貴重なものであると考える。  

 

１－２ インタビューの内容とプロセス  

 

 インタビューは，インタビューイーが所属する大学内のカフェテリアやラウ

ンジ，ラーニングコモンズ，教室等にて行った。インタビュー開始前には，改

めて本調査の趣旨と論文等での公開予定，調査データの取り扱い，個人情報の

保護，インタビューに対して答えない自由や公開を求めない自由があることな

どを説明したうえで， IC レコーダーでの録音について許可を得た。  

インタビュー形式は表 4-2 の質問内容を中心とした半構造化インタビューに

より行ったが，インタビューイーのライフストーリーに関する多様な語りを引

き出すために状況に応じて非構造化インタビューを併用した。  

 

１－３ コーディングと分析  

 

 インタビューにより得た音声データは，すべて文字に起こしてトランスクリ

プトを作成した。その後，まずすべてのトランスクリプトを通読して，「留学志

向の形成要因とプロセス」「キャリア展望と関連した留学経験の意味づけ」の 2

つのカテゴリーの中でくり返し観察されるテーマに対して暫定的なコードを付

与した。続いて，各カテゴリーにおけるテーマ同士の関係性や暫定的なコード

付与の妥当性について，再度トランスクリプトを読み直しながら検討し，コー

ドの修正や新たなコードの付与を行った。  

 以下，第 2 節と第 3 節において，2 つのカテゴリーに関するコーディング内

容とそれらが示唆する内容について，学生のナラティブを引用しながら分析と

論述を行う。極力インタビューイーの語りをそのまま引用するよう努めたが，

論点を明確にするために省略した箇所について話者の交代がなければ「……」，

話者をまたいで省略した場合は（中略）と記述した。また，会話特有の主語の

省略や等置が生じて文意が読み取りにくい箇所は，適宜カッコで筆者による補
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足を加えてある。  

 

表４－２ インタビューでの質問リスト  

１．学生本人に関する予備的質問
（１）出身地
（２）家族構成
（３）今回の留学予定の詳細（渡航先，期間，留学プログラム）
（４）過去の海外渡航や留学の経験
（５）現在の大学生活（学年，所属学部，専門，ゼミ，正課外活動の状況）
（６）現在の大学への進学経緯
（７）小中高での成績，英語得意意識，数学得意意識，高校時代の文理の別
（８）両親の学歴，職業，留学経験の有無，海外在住の親戚知人の有無

２．留学志向の形成
（１）これまでの人生で最初に「留学に行きたいな」と感じた時期とそのきっかけ
（２）高校から大学に進学する際，海外の大学に進学するという選択肢の有無
（３）留学志向に関する親のはたらきかけ（留学に対する意見や態度）
（４）どのような子育てのもとに育ったか（塾や習い事，勉強に対する関与等）

３．留学経験とキャリアとの関連
（１）将来どのような仕事に就きたいか
（２）今回の留学は将来の目標とどのようにつながるか
（３）留学経験を仕事で生かしたいと思うか
（４）将来就職できるかどうかについて不安を感じるか
（５）グローバル化によって仕事で求められる能力は変わっていくと思うか
（６）一般的に大学生の留学経験は就職活動において評価されると思うか

４．留学に関する政策や大学の取り組みに関してどのように感じるか

５．可能性の問題として，自分自身が国際恋愛をするイメージはあるか

６．留学先の国もしくは文化圏のサブカルチャー（音楽映画ドラマ等）に関する興味
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第２節 大学生のライフストーリーにおける留学志向の形成要因とプロセス  

 

２－１ 課題設定  

 

 大学生の留学志向の質的側面の中でも，まずは個人のライフストーリーにお

ける留学志向の形成要因とそのプロセスについて焦点化し，分析を進めていく。

留学志向の形成要因については，第 2 章で量的分析により検討してきたが，そ

こで明らかにされたのは〈誰が留学志向をもつのか〉という側面に過ぎない。

そのような諸要因が〈なぜ〉留学志向を高めるのか，諸要因はどのような組み

合わせやタイミングによって留学志向につながるのか，量的分析に含まれてい

ない変数が存在する可能性はないかなど，理解を深める余地は多く残されてい

る。  

 

２－２ 分析の枠組み  

 

（１）「国際志向ハビトゥス」  

本節の主要な問題関心は大学生の留学志向の質的な側面を明らかにすること

であるが，社会的要因と個人の留学志向をどのような視点からとらえるのかに

ついて整理しておく必要があるだろう。序章の理論的検討でみてきたように，

海外の留学研究における葛藤論・再生産論のアプローチにおいて，最も頻繁に

援用されてきたのはブルデュー理論である。本研究では，ブルデュー理論の中

でも，とりわけ「ハビトゥス」「文化資本」「社会関係資本」の各概念を留学志

向の形成をとらえる分析視点として援用する。  

ブルデューは，社会的条件において形成・内面化されるさまざまな価値志向

や性向の集合体を「ハビトゥス」と呼んだ。「ハビトゥス」は個人の先天性を越

えて生後の諸経験の影響を受けるものであり，ブルデューはここに階層化の契

機を見出している（Bourdieu 1979a）。  

 翻って，大学生の自発的な海外移動 2が生じるメカニズムについて考えてみた

い。そのような海外移動の形態は，海外旅行から留学，ワーキングホリデー，

海外インターンシップまでさまざまに存在する。これらはいずれも国内で実現

可能なものであり（国内旅行，国内での就学，国内でのアルバイト労働やイン

ターンシップ），海外で実践するには当然高いコストを要する。つまり，海外渡

航者は，非海外渡航者を基準とした場合，追加コストを負担しながらあえて
、、、

海

外を志向しているのであり，海外での諸体験に何らかの価値を見出していると

いえよう。そのように，国境を越えた国際的な活動や外国文化全般を肯定的に
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価値づける性向の集合体を，本研究では「国際志向ハビトゥス（ international 

habitus）」と定義し 3，それが社会的な諸要因の影響を受けながら形成されるこ

とを想定する。  

 本研究が提示する「国際志向ハビトゥス」概念は，第二言語習得の情意面に

着目した八島（2004）が定義する「国際的志向性」概念と一部重なるところが

ある。八島は，日本人大学生への調査により，「日本において『英語』が象徴す

る『漠然とした国際性』，つまり国際的な仕事の興味，日本以外の世界と関わり

をもとうとする態度などを包括的にとらえようとした概念」として「国際的志

向性」を定義している。そして，「国際的志向性」が第二言語によるコミュニケー

ションの意志や第二言語学習意欲，文化的な英語学習理由，異文化背景をもっ

た人と関わりをもとうとする傾向，国際的職業・活動への関心，海外での出来

事や国際問題への関心に対して有意に影響を与えている点を明らかにしている

（八島  2004: 83-86）。  

一方で，八島の「国際的志向性」概念が，応用言語学の領域において第二言

語や異文化に関する態度を規定する説明変数として導入されたことに対し，「国

際志向ハビトゥス」という概念を設定する本研究の関心は，個人の国際志向の

被説明変数
、、、、、

としての側面──このような志向性そのものが，社会構造との関連

の中で形成され，再生産されていくプロセス──にある。ブルデューのハビトゥ

ス概念を国際志向に焦点化して援用することにより，個人の留学動機の前提と

なる国際志向について，単なる個性や趣味趣向としてではなく，出身階層をは

じめとするデモグラフィックな要因の影響を受けながら形成されていくメカニ

ズムとしてとらえることが可能になる。  

 

（２）「グローバル文化資本」  

 続いて，もうひとつのブルデューの主要概念である「文化資本」について整

理する。文化資本とは，個人の社会経済的地位の達成において機能する文化的

所産の総称である。経済資本と同様に親から子へと贈与される性質をもち，そ

の形態は「身体化された文化資本」「客体化された文化資本」「制度化された文

化資本」の 3 つに分類される（Bourdieu 1986）。  

序章第 3 節では，海外の先行研究が葛藤論・再生産論アプローチにおいて文

化資本概念を援用してきた動向を概観したが，ここでは上述の 3 つの分類の観

点から，大学生の留学志向を文化資本の概念枠組みによってどのようにとらえ

ることができるのかについて，より詳細に検討してみよう。  

グローバリゼーションによる国境を越えた人的交流の増加を背景に，社会学

領 域 で は 外 国 人 や 異 文 化 へ の 開 放 性 を 意 味 す る 「 コ ス モ ポ リ タ ニ ズ ム
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（ cosmopolitanism）」をめぐる議論が展開されてきた。コスモポリタニズムは

精神的な構えであるとともに，コンピテンシーとしての側面をもつ（Hannerz 

1990: 239）。さらに，コスモポリタニズムはランダムに自然発生するコンピテ

ンシーではなく，資本を多く有し頻繁に国際移動を経験する裕福な層ほど有利

に獲得することから，グローバル化した社会における新たな階層化の契機とな

る可能性について批判的な検討がなされている（Calhoun 2008）。  

このような文脈の延長線上に，コスモポリタニズムは文化資本と関連づけら

れる。Weenink はコスモポリタニズムを文化資本と社会関係資本の一形態であ

る「コスモポリタン資本（ cosmopolitan capital）」として定義する（Weenink 

2007）。これは，グローバル化した労働システムにおいて個人が成功すること

に資する「身体的・精神的性向とコンピテンシー（Weenink 2008: 1092）」で

あり，前述の文化資本の 3 つの分類でいえば「身体化された文化資本」である。  

一方 Kim（2011）は，ブルデューの文化資本概念が特定の国家の枠組みの中

での相互作用を前提に構想されているという課題意識から，グローバルな地位

獲得競争が生じている社会的状況を背景とした文化資本の派生形として「グ

ローバル文化資本（global cultural capital）」を提唱する。これは，「グローバ

ルに働き，移動し，交流する個人の階級や地位を示す排他的資源として理解さ

れるような，学位や知識，趣味，コスモポリタン的態度やライフスタイル（Kim 

2011: 113）」であり，「身体化された文化資本」に加えて海外での学位取得のよ

うな「制度化された文化資本」も想定されている。  

 このように，コスモポリタニズムとして概念化された外国や異文化への志向

性を文化資本の概念枠組みからとらえるとき，それらはグローバル化した労働

市場での有利な職業達成につながる側面をもつものとして観念され，そのよう

な新たな文化資本へのアクセスの不平等性が，新たな階層化につながる可能性

に着目することになる。本節の分析では，Kim（2011）の「グローバル文化資

本」概念に多くを依拠しながら，海外留学を「グローバル文化資本」の獲得機

会としてとらえ，大学生やその家族がどのような要因に「グローバル文化資本」

としての意味を投与しているのか（もしくはしていないのか）に着目していく。  

だが，Kim（2011）の研究目的は韓国社会において若年層が米国高等教育の

学位に強く引きつけられる構造の解明にあったため，分析対象の留学形態は長

期留学であり，期待される留学成果として「制度化された文化資本」が占める

割合が大きい点には留意しなければならない。 Igarashi and Saito（2014）も

指摘するように，「グローバル文化資本」と階層化の関連性が最も顕著にみられ

るのは，長期留学の成果として獲得される外国大学の学位においてである。  

一方で，序章の問題提起で述べたように，本研究が考察する日本社会の留学
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動向においては，長期留学が減少して短期留学が増加する現象が観察されてい

る。これは，日本社会における「グローバル文化資本」の評価として，海外大

学の学位のような「制度化された文化資本」以外の形態が重視されている可能

性を示唆している。「客体化された文化資本」が個人の社会的地位達成において

有利に作用することは考えにくいので，留学経験がどのように「身体化された

文化資本」を形成するものと考えられているのかについて着目する必要がある

だろう。また，「客体化された文化資本」は，例えば外国の書籍や芸術作品，食

品やレコードなどの形態で家庭環境の中に存在することで，親から子へと継承

されていく可能性もある。  

以上をふまえ，本節の分析では，グローバル・メリトクラシーの価値規範が

共有されている社会において不平等に分配され，グローバルな労働環境での社

会的地位達成において他者と自らを差異化する文化的な資源として，「客体化」

「身体化」「制度化」された形態をとりうる「グローバル文化資本」の存在を想

定する。また，ブルデュー理論において「ハビトゥス」と「身体化された文化

資本」はほぼ同義である（Bourdieu 1979b=1986: 21）ことから，本研究にお

ける「国際志向ハビトゥス」は「身体化」された「グローバル文化資本」とし

て位置づけられる。  

 

（３）「国際的な社会関係資本」  

Weenink が「コスモポリタン資本」に社会関係資本を含めたように，人間関

係が外国や異文化への志向性をもたらすことも十分に考えられる。例えば，英

国やドイツでの長期留学の動機形成に関する質的研究においても，家族や親戚，

友人，学校の教職員などの人間関係が長期留学志向の形成に関わっていること

が報告されている（Brooks and Waters 2010; Carlson 2013）。このことは，特

定の人間関係が利益をもたらすと考える社会関係資本論によって説明できる。

すなわち，特定の人間関係が国際志向ハビトゥスの形成につながるのは，個人

と国際的な経験を結びつける情報が社会的な関係性の中に「埋め込まれている」

（Granovetter 1992）からである。  

Weenink の定義する「コスモポリタン資本」では文化資本と社会関係資本が

統合されているが，本研究では区別してとらえることにしたい。それは，社会

関係資本論の提唱者の 1 人であるブルデューが二者を区別している（Bourdieu 

1986: 243）ことに加え，ライフストーリーに関するナラティブを質的に分析す

る際に，人間関係要因とそれ以外の要因を区別することで，複合的な要因の連

関をとらえやすくなると考えるからである。以上の理由により，本節の分析で

は大学生の国際志向ハビトゥスの形成に影響している人間関係全般を「国際的
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な社会関係資本（ international social capital）」として位置づけ，分析枠組み

の 1 つとして設定する。  

 

２－３ 留学志向の形成要因  

 

 ではまず，大学生たちのナラティブの中で，自身のライフストーリーにおい

て現在の留学志向の形成に関連がある要因として言及された内容についてみて

いくことにしよう。  

 

（１）海外志向を涵養する客体化された「グローバル文化資本」  

 留学志向の根幹にある〈外国に行ってみたい〉という積極的な志向性は，日

本社会に生まれローカルな社会環境で育つ中で，誰しもが自然に獲得していく

ものではない。なぜなら，個人が自発的に外国への移動を意欲するのは，〈ここ

ではないどこか〉としての外国を魅力的な対象として知覚するからであり，そ

のような外国に関する情報をもたらすような媒体へのアクセス環境は，個人の

成育歴や社会経済的条件などによってさまざまに異なると予想されるからであ

る。  

 そのような外国に対する親和的な感覚をもたらしてくれた媒体として，Ｊさ

んは幼少の頃に親しんだ外国語の絵本，ＢさんとＨさんは英語のビデオの存在

を挙げている。  

 

  Ｊ ：なんかその人〔海外経験豊富な叔母〕のおうちにいくと，あの，い

ろんな語学の絵本が，英語もあるしフランス語もあるしみたいな感

じで。それを眺めるだけやったんですけど，それがすごい楽しくて。

……日本語で全部覚えてるぐらいの絵本を，もういっこのフランス

語とか英語とかので読んでもらうんがすごい好きやったんで。  

 

Ｂ ：お母さん英才教育志向があったみたいで。ちっちゃいときの記憶で

英語のビデオ見せられてる記憶あったんで。  

筆者：それは何歳の時に？ 

Ｂ ：5 歳 4 歳。  

筆者：4 歳 5 歳で英語のビデオ？  

Ｂ ：きらきら星の歌を英語でしか歌えなかったみたいな。  

 

  Ｈ ：お母さんが通信教育みたいなのを買ってたんで。幼少の時から若干
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見てはいました。  

筆者：見てたというのは？  

Ｈ ：ビデオみたいな教材を。  

（中略）  

筆者：それは小学校何年生の頃から？  

Ｈ ：たぶん 3 歳ぐらいから。お姉ちゃん用にほんとは買ったけど，私も

小さい時から見てた。  

 

 3 人の学生に共通しているのは，母国語である日本語を少しずつ話し始めた

ような就学前の時期に，絵本やビデオといった媒体を通じて外国語や外国文化

が生活とともにあったということである。このような外国文化を伝達する媒体

は，絵本やビデオの形式に「客体化」された「グローバル文化資本」である。  

出身家庭における書籍や絵画の有無は，ブルデュー理論における「客体化さ

れた文化資本」の代表的な指標であるが，本研究の関心に引きつけて考えれば，

外国の絵本やビデオは日本というローカル社会の地理的制約を越えてグローバ

ルな文化に関する情報を伝達する機能をもつ。つまり，幼少期における「客体

化されたグローバル文化資本」へのアクセスの多寡が，「国際志向ハビトゥス」

を形成する一要因であるととらえるのである。  

 

（２）学校外教育での早期英語学習  

 だが，幼少期の「客体化されたグローバル文化資本」の存在が自身の留学志

向につながったという語りはそれほど多くは聞かれず，インタビュー対象学生

13 人のうち 3 人に過ぎなかった。一方で，大多数の学生（ 8 人）から共通して

語られたのは，学校外教育を通じての早期英語学習である。小学生以前の時点

で，6 人が英会話教室（Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ・Ｈ），1 人がラジオ英会話（Ｌ），

1 人が学習塾での英語学習（Ｊ）を経験していた。  

 幼少期からの早期英語学習は，子の留学志向に対して大きなインパクトを与

える。中学 2 年生の時点で将来の留学を決意していたＤさんは，英会話教室と

留学志向のつながりについて次のように語っている。  

 

  筆者：それ〔中 2 で留学したいと思ったこと〕は何かきっかけが？  

  Ｄ ：んー。英語を小さいときからやってて，なんか小学校の英語活動と

かでも積極的にやってて英語好きやったんですよ。  

  筆者：ちっちゃい頃からやってたっていうのは何をしてたんですか？  

  Ｄ ：英会話教室。  



148 

  筆者：何歳ぐらいから？  

  Ｄ ：5 歳，幼稚園の頃からやってて。  

 

 このように，学校外教育としての早期英語学習は，小学校時点で英語活動に

対して「積極的」かつ「好き」になるという態度や価値志向の形成に影響して

いる。  

 そして，早期英語教育がより重要性を増すのは，学校教育において英語が必

修科目となる中学校段階である。このことは，早期英語学習を経験した学生の

多くが，中学校入学時点で英語学習においてアドバンテージを有していたとい

う語りからうかがえる。  

 

筆者：教科で英語が始まるのって中一からですよね。その時にわりと〔英

会話教室のおかげで〕スムーズに行けた？  

Ｇ ：あーそれはあります。はい。  

 

筆者：英語が得意だったのは，英会話教室の影響って大きいんですか？  

Ｆ ：あー，かもしれないですね。〔英〕単語を知ってたっていうのが。単

語知ってたから，たぶん〔中学校の〕授業が受けやすかったから，

好きになったかもしんないですね。  

 

Ｅ ：中学で英語と出会ったら，結構難しいと思って壁できてると思うん

ですけど，〔小学生の時に英会話教室で英語の勉強を〕6 年間やって

たから壁もなかったし，むしろウェルカムなぐらいで。だったから，

マイナスのイメージがないのはでかいかなって。英語に対して。  

 

筆者：英語はもう中学校入る段階で得意科目の筆頭にあった？  

Ｄ ：自分はもう絶対中学校で英語の点数だけは取れるだろうっていう，

なんかあれがあって。だからそれも結構モチベーションで，なんて

いうんだろう，プライド的にあったから，中学校では英語めちゃく

ちゃがんばったし。  

 

早期英語教育がもたらした英語に対する「マイナスのイメージがない」こと

や，「点数が取れる」という学校教育での成功は，学生自身の英語が得意である

という意識につながるだけではなく，クラスメートや教員との相互作用の中で

「英語ができる生徒」というイメージが形成されていく。  
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筆者：じゃあ授業ではみんなが日本語英語的な発音してる中で， 1 人だけ

ものすごいいい発音で話してたんですか？  

Ｃ ：そんないいかって言われたらよくないけど。「いいねー」くらいの発

音で，意識して。  

筆者：〔英会話教室で〕学んだこと意識して？  

Ｃ ：うん。  

筆者：じゃあ周りからは英語できる子っていう目線〔で見られていた〕？  

Ｃ ：そうですね。英語だけできる奴っていう（笑）  

 

Ｊ ：私公文に行ってたんで，公文で一応勉強してたんで。  

筆者：英語を？  

Ｊ ：英語です。小学校の時に一応もう中学校の範囲も終わってたんで。

で，発音もなんか周りよりも，今となってはすごい恥ずかしくて隠

してたんですけど，発音も周りからきれいって言われてて。  

筆者：うんうん。  

Ｊ ：で，それで，英語はなんかずっと褒められてたから，ずっと好きで

はいれたんで，それで英語系〔の学部〕に行きたいなあと。  

 

 では，学校外教育における早期英語学習は直接的に留学志向につながって

いったのだろうか。第 1 章第 1 節でみてきたように，日本の英語教育改革の言

説の中では，学校での英語教育が文法偏重であり，実用的な英語としてのオー

ラル・コミュニケーションの学習機会が不足していることが問題視されてきた。

英会話教室をはじめとする学校外教育での早期英語学習は，そのような学校教

育の不足を補う役割を果たしてきたのだろうか。  

 この点について，英会話教室での学習内容を掘り下げて聞いていくと，異な

る様相が見えてくる。  

 

Ｅ ：会話半分，後は中学の授業の予習みたいな感じ。文法やって会話も

やって。  

 

Ｇ ：いや，なんかその時は，文法やったと思います。会話もあるけど，

はじめ「今週何しましたか」とか，「週末何した」とか，そういう

ちょっとした会話をしてから，今日の文法とかに入って。会話メイ

ンていうよりかは，文法というかテキストとか，そういうのをやっ

てたと思います。  
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Ⅾ ：一緒にこう…英語の課題をしたり…「ここわかんないんだけど」っ

て見てもらったりで。後は進路の話とか，それこそ自分がどうやっ

て生きていくかとか，大学どこに行くかとか，そういう話して，精

神的に支えられてたのが英会話の先生でしたね。  

 

 このように，学校外教育での早期英語学習は，オーラル・コミュニケーショ

ンの能力の強化というよりも，あくまで従来型の学校英語教育を前提とした学

習を補強する役割を果たしていたようである。小学校時代に英会話教室に通っ

ていたＦさんは，中学校以降のテストの成績においてその成果の実感はあるも

のの，オーラル・コミュニケーションの上達に関しては否定的である。  

 

筆者：英語を話すことに関しては好きでしたか？  

Ｆ ：あー，たぶんそこまでないと思います。  

筆者：〔学校の〕テストで点取れるから得意だなって？  

Ｆ ：まあそうですね。  

筆者：ネイティブライクな発音したりとかはない？  

Ｆ ：全然。  

 

 他の学生の語りからも，彼／彼女らにとって「英語」という外国語を習得し

たという達成感が，学校におけるペーパーテストでのスコアを通じて実感され

ていることがわかる。  

 

Ｃ ：とりあえず英語だけは，そのなんか順位が出るんですよ，月１回テ

ストがあって。それで〔通ってた高校には〕特進のもういっこコー

スがあって，ほんとに東大とか狙うガリ勉コースがあって。そこの

人たちに唯一勝てるのが，月に 1 回あるその英語のテストだったの

で，そこで勝とうみたいな感じで。  

筆者：ジャイアントキリング的な？（笑）  

Ｃ ：そしたら順位が〔掲示板に〕載るんで（笑）  

筆者：目に見えるわけですね，勝ったことが。  

Ｃ ：そうです。  

 

Ａ ：塾に通い始めてそこで勉強してたら県模試で〔英語の〕点数が上がっ

て上位に名前が載るようになって，得意なのかもしれない，解ける，

面白い，という感じでした。  
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（３）「国際的な社会関係資本」  

 続いて多く語られた要因は，学生のライフストーリーにおいて，外国に関す

る情報や国際交流の機会をもたらしてくれる〈他者〉とのつながりとその重要

性である。そのような「国際的な社会関係資本」として，第 1 に，海外在住も

しくは在住経験のある家族や親戚の存在が挙げられる。  

 

Ｃ ：小学校の時にアメリカに親戚が住んでいたので 1 か月行ったり，中

学でもトルコの親戚の家に 1 か月行ったりしていたので。  

 

 Ｃさんは家族での海外旅行の経験はないものの，アメリカやトルコに親戚が

在住していたことから，小学生と中学生の時期に長期間の外国滞在経験を得て

いる。外国に在住する人間との関係性により，その国の情報が得られるだけで

はなく，実際に訪問する機会にもつながるのである。  

 また，前述の「客体化されたグローバル文化資本」の項において，Ｊさんが

幼少の頃から外国の絵本に親しんでいたことに触れたが，その外国の絵本を世

界各国で購入し，Ｊさんに外国語で読み聞かせたのは，在外大使館の勤務経験

があり 5 か国語を操る叔母であった。Ｊさんが高校に進学した後にも，「〔英語

を〕喋れるようになりたいんやったら現地の友達とか作ったら練習〔相手〕に

なってくれるし，それでコミュニケーションができるようになるから」「短期〔の

留学〕で別に〔英会話力が〕変わるわけじゃないから，なら長期で行っておい

で」などと具体的なアドバイスをくれる存在だったという。  

 親や兄弟姉妹の海外経験が子の国際志向ハビトウスにつながるケースもいく

つかみられる。  

 

  筆者：〔留学したいという気持ちが〕生まれたのっていつ頃かおぼえてます

か？  

  Ｌ ：んー，んーっと，中学の時ですかね。  

  筆者：ふーん。早いんですね。  

  Ｌ ：兄がやっぱり留学してたんで。  

     （中略）  

Ｌ ：両親が昔ドイツに住んでて，でまあ，その，家庭の会話が結構ヨー

ロッパのこととかやったんで，そういう影響もあるんかな，うん。 

 

筆者：お父さんも留学経験がある？  

Ｈ ：そう。お父さんは会社に勤めてすぐぐらいのときに，その会社で海
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外に行ける…  

筆者：駐在？  

Ｈ ：そう。なんか，駐在したい興味がある人が研修に行けるやつで行っ

たみたいで。  

筆者：どの国に行かれたんですか？  

Ｈ ：アメリカです。アメリカを周った感じ。それで，「結構面白かった」

みたいな話をよくしてました。  

筆者：なるほど。お母さんが留学された国は？  

Ｈ ：アメリカのサンフランシスコで，ホームステイでメキシコ系の人。  

（中略）  

筆者：アメリカっていう国に〔Ｈさんが留学しようと〕決めた原因という

のは，お父さんお母さんが〔留学した国が〕アメリカだからという

のはあるんですか？  

Ｈ ：うん，それはあります。  

 

 Ｌさんの両親はドイツ在住経験があり，兄も音楽留学でオーストリアに渡航

していることから，幼少の頃よりヨーロッパへの憧れがあったという。また，

高校生の時には父親のドイツ出張に同伴した経験もある。Ｈさんも両親共にア

メリカ留学の経験があり，Ｈさん自身がアメリカへの留学を決定した要因とし

て言及されている。これらに共通するのは，家族の外国での経験が生活の中で

良いイメージと共に語られることで，インタビューイーの「国際志向ハビトゥ

ス」の形成に影響している点である。  

 一方で，家族のような「強い紐帯」のみならず，家族の知り合いといった「弱

い紐帯」であっても影響するケースもある。Ｋさんは高校時代に外国に住みた

くなったきっかけについて次のように話す。  

 

  Ｋ ：お母さんの会社の友達がずっとアメリカにいて住んでて，家族もそ

こで育っててっていうのを話し聞いてて。……その娘さんとか〔自

分と〕歳近いんですけど，もう〔英語が〕ペラッペラで。  

  筆者：うんうん。  

  Ｋ ：すごい羨ましくて，それが。  

     （中略）  

  筆者：結構そのお母さんの友達とか歳の近い娘さんと交流する機会があ

る？  

  Ｋ ：いや，全然ないですけど，話しか聞かないですし。でも年賀状とか
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届いて，〔家族〕全員でアメリカで撮った写真，ばーんて載ってて。

それで羨ましいなってなるだけです。  

 

 このように，「国際志向ハビトゥス」に影響する国際的な社会関係資本は，必

ずしも直接的な人間関係であるとは限らない。同年代の日本人の若者が外国に

住んでいて英語が堪能であるという伝聞や，外国で撮影された写真など，間接

的であっても自分自身が海外での生活を送るイメージにつながる情報そのもの

が，海外生活への志向性を生むのである。  

 さらに，学校教員が社会関係資本として果たす役割も大きい。  

 

  Ｂ ：私サッカー部のマネージャーだったんですけど，サッカー部の顧問

の先生が英語科や国際交流を仕切っている長だったんで。私よくそ

れ〔学内や地域の国際交流行事〕に「お前来いよ」みたいな感じで

呼ばれてて。  

 

  筆者：中 3 で〔英語が〕好きになったきっかけってあるんですか？  

  Ｋ ：いや，なんか普通に，先生が楽しくて。すごい授業も楽しくて，他

の言語がわかるのって楽しいなと思って。  

 

  Ｄ ：高校 2 年生の時に〔アメリカ在住経験のある〕副担任と出会って，

そこでその先生が私の人生のロールモデルになったんですよ。  

 

  Ｍ ：その〔高校の英語の教科担当の〕先生がオーストラリアに 1 年ぐら

い留学されてて，学生の時に。その話を聞いた時に，「あ，そうい

うのもあるんだ」というような感じで。ちょっとずつ〔留学に〕興

味をもっていったって感じだと思います。  

 

 4 名の学生のエピソードで言及されたのは，いずれも中学・高校の英語教員

である。国際的な経験が豊富な学校教員に出会うかどうかは，大学生のライフ

ストーリーにおいて偶発的な要因であり，学校教育が「国際志向ハビトゥス」

の形成に影響することが示されている。  

 

（４）成育歴における海外渡航や国際交流の経験  

 日本のローカル社会において，日常的に国際交流を経験する機会は決して多

くはない。内閣府が 2018 年度に行った調査によれば，13 歳から 29 歳までの
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若年層のうち，外国人との交流経験をもたない者は 77.2%にもおよぶ（内閣府  

2018）。そのような全体的状況の中で，成育歴における国際交流機会の有無は，

留学志向に大きく影響している可能性がある。  

 大学入学以前の国際交流機会の 1 つとして，まずは中等教育段階での協定校

交流や，海外への修学旅行などが挙げられる。  

 

  Ｊ ：〔高校の修学旅行で〕現地の学生とシンガポールめぐるみたいな感じ

のがあって，ひと班に 1 人現地の大学生がついてくれはって，その

時に一緒におったメンバーで英語喋れるのが私しかいなくて。その

時に英語で会話してて，「自分て英語で会話ちょっとはできるんや

な」と思って。それで，「他の子よりちょっとできるんや」って思っ

ちゃって。……結構，その経験もたぶん，勇気っていうか自信が留

学行きたいっていうのにもつながったと思うんです。  

 

 高校の修学旅行は普段教室で机を並べているクラスメートとの団体行動であ

る。シンガポールの大学生と英語でコミュニケーションを取る必要に迫られた

とき，Ｊさんは自身が学習してきた英語が通用するという有用感に加え，クラ

スメートからのまなざしの中で「他の子よりちょっとできるんや」という卓越

化を実感し，英語ができるからこそ留学に行ってみたいという志向性につな

がっている。  

 Ｅさんのハワイでの修学旅行にも同様の構図を読み取ることができる。  

 

Ｅ ：高 2 の時，修学旅行がハワイで。現地の高校生と一日交流みたいな

日があって。それがめちゃくちゃ楽しかったのはおぼえてます。  

筆者：現地の高校生とどういう交流をされたんですか？  

Ｅ ：僕らはよさこいを踊って。むこう〔ハワイの高校生〕はなんかむこ

うで文化交流みたいなのして。  

筆者：一対一で話すような機会もあったんですか？  

Ｅ ：ありました。でかい体育館で，わちゃわちゃしてみたいな。  

（中略）  

筆者：もう一度こういう機会がほしいという感じになったんですか？  

Ｅ ：なった…のかな。どうなんだろう。なったのかな。  

筆者：もしくは自信というか。海外にもう 1 回行っても大丈夫みたいな。 

Ｅ ：海外にもっと行きたいとは思いました，それで。「やっていけるな」

とも。「こんなもんか」みたいな。  
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（中略）  

筆者：周りの同級生と比べたら喋れてるほうっていうか，意思疎通できて

るほうだった？  

Ｅ ：とは思います，たぶん。  

筆者：でも自分的にはなかなか〔英語が〕通じないなというのがあった？  

Ｅ ：はい。翻訳〔機〕ほしいと思って（笑）。でもちょっと頑張ったら留

学は行けそうやなあみたいな。そこで気づいた。  

 

 Ｅさんの語りからは，外国で初めて実践的なコミュニケーションを試みた際

の困難と，「ちょっと頑張ったら留学はいけそう」という未来の想定がうかがえ

る。短期間であっても実際に外国に身を置き，それまで机上の学校教育として

学習してきた英語を用いてコミュニケーションをとってみることで，その後の

留学生活のリアリティーを獲得しているのである。  

 一方で興味深いのは，実際に海外渡航を経験しなかったとしても，自身が募

集対象に含まれている短期の海外渡航プログラムが身近に存在すること自体が，

留学志向へとつながるケースが存在することである。  

 

筆者：高校に入って留学ということを意識し始めたタイミングというの

は？  

  Ａ ：高 1 高 2 ぐらいのときに学校が協定を結んでいるカナダの学校に

行って，そこで語学を学んだり現地の生徒と交流するというプログ

ラムがあって。いいなと思ったけど，それは自費で行かないといけ

ないというのを知って，これは私には違うなと思って。家計的に無

理だなと思って，親に言えなくて。  

筆者：ああ，なるほど。でも行きたかった？  

Ａ ：行きたかったですね。すごい〔その気持ちは記憶に〕残ってますね。  

 

 Ａさんは中学生の頃に学習塾に通って成績を伸ばし，地域で最も入試難易度

の高い公立高校に進学した。しかし，高校進学後に親から「塾のお金結構かかっ

てたんだよ，ということをさらっと言われて」，カナダの協定校での短期交流プ

ログラムへの参加を希望しながら見送った経緯がある。しかし留学へのアスピ

レーションは高まっており，「大学に行ったら奨学金も借りれるというのを知っ

てたから，その奨学金を借りて自分のお金で〔留学に〕行きたいなって考えて

ました。親に迷惑をかけたくなかったので」というように，国内大学への進学

後であれば日本学生支援機構の貸与型奨学金を「自分のお金」として借りるこ
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とができるため，短期留学が実現できるという見通しにつながったという。  

Ｈさんも同様に，私費での短期海外渡航プログラムへの参加を希望しつつも

実現できなかったエピソードについて，現在の留学志向と関連づけて話してい

る。  

 

筆者：だいたいいつ頃から留学行きたいなと思ってたんですか？  

Ｈ ：高校生…うん，高校生です。なんか小学生の時にも，学校にホーム

ステイのチラシみたいなのがあって，最初にそれを見て行きたいっ

て言ったけど，「全然英語もできないのにもったいない」って言わ

れて，行かなくて。  

筆者：お母さんに？  

Ｈ ：そうですそうです。中学生はあんまり勉強しなくなって。で，高校

生になってそういえば小学生のとき行きたいって言ってたし，高校

にもプログラムがあったんですけど，その選考に落ちて。で，大学

に入ってからやればいいかなって。  

 

 Ｈさんは，幼少の頃から英語ビデオに親しみ英会話教室にも通っていた影響

で，小学校で配布された私費での海外短期ホームステイに興味を示すものの，

親の同意を得られず参加できていない。しかし海外渡航への興味は消えずに残

り続け，進学した高校で英国の協定校との交流プログラムを希望するが，定員

を超える申し込みがあり上級生が優先されたため選考に漏れてしまう。このよ

うに海外に渡航したくてもできなかった経験が，現在の留学志向につながって

いるという。  

 ＡさんとＨさんの語りに共通するのは，小学校や高校という学校教育の場で

公開されていた短期海外渡航プログラムの情報により，一定の条件を満たせば

自身が海外に渡航できるかもしれないという期待と具体的なイメージが生じた

ことで，結果的にそのプログラムに参加できなかったとしても，将来の留学志

向へとつながっている点である。  

 ここまで，学生の成育歴における海外渡航の経験が留学志向の要因になって

いることを記述してきたが，海外への渡航に限らず，日本国内での国際交流経

験も留学志向との関連が語られている。  

 Ｂさんが振り返るのは，通っていた高校が受け入れていた留学生との交流で

ある。  

 

Ｂ ：よく留学生とか来たんですよ，私の学校に。まず，中国とオーストラリ
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アから長期の留学生が 3 人くらいいるという環境があって。またその私

たち〔日本の高校生〕が 30 人ほど〔短期で〕派遣されるように，向こ

う〔協定校〕からも派遣されてくる。学生パートナー〔留学生の生活を

サポートする日本人生徒〕みたいな募集もあって，わりと英語に触れる

機会が多かったんですよ。……なんか通じないんですよ，日本語英語だっ

たら（笑）  

 

 国際交流が活発だったＢさんの高校では多くの留学生を受け入れており，日

本にいながらにして日常的に英語を使用する国際交流環境が存在したことで，

Ｂさんの国際志向ハビトゥスが形成されていったものと考えられる。  

 また，学校でのフォーマルな交流にとどまらず，地域社会におけるインフォー

マルな国際交流も留学志向の形成に寄与することを示すのが，Ｆさんの事例で

ある。  

 

  Ｆ ：今ちょっとサッカーのサークルをやってるんですけど，毎週土曜だ

け，ミャンマー人とアフガニスタン人，最初は少なかったんですけ

ど今は結構来るようになって。  

筆者：へええ。  

Ｆ ：結構交流してて，普通に話してて楽しいなっていうのと。正直最初

怖かったんですけど。  

筆者：外国人が？  

Ｆ ：外国人。大人の人とか，○○大生〔所属大学の学生〕じゃない外国

人もいるんですけど。もうほんと，みんな優しくて楽しいから。留

学に対する恐怖心がなくなったっていうのはありますね。  

 

 Ｆさんは英会話教室に通ってはいたものの，外国人との交流経験が大学に進

学するまでなかったため，どこか外国人に対して恐怖心を抱いていたという。

しかし，大学のサッカーサークルで地域に在住する外国人と交流することで，

そのような恐怖心が解消されるとともに，留学への抵抗感がなくなっていった

のである。  

 また，Ｄさんのケースでは，地域に在住する外国人との交流機会をもたらす

ハブとしての役割を果たしていたのが，英会話教室の先生である。  

 

Ｄ ：〔英会話教室の〕先生が開くホームパーティーがあるんですけど，そ

こに海外の方が来られて，コミュニケーションする機会があって。
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自分のコミュニケーションのできなさ加減にちょっとショック

だったし，もっと〔外国人と〕関わりたいと思って。そのためには

やっぱ〔英語を〕喋れないといけない。だったら留学しなきゃいけ

ない。で，そこからずっともう英語話せるようになりたいと思って

て。  

 

 Ｄさんは，英語が好きで得意だった中学 2 年生の時に英会話教室の先生が主

催するホームパーティーに招かれ，地域に在住するイギリス人やカナダ人との

交流を経験する。その中で，得意なはずの英語が実際のコミュニケーションに

おいてあまり通用しないことにショックを受けつつも，「関わりたい」「英語話

せるようになりたい」という強い動機形成がなされ，将来の留学を決意したと

いう。  

 このように，国外国内を問わず，成育歴において外国人との交流経験をもつ

ことが，留学志向の形成に対して強く影響していることがわかる。  

 

（６）西洋先進国への憧憬を醸成するサブカルチャー  

 外国での生活経験のない日本人が外国での生活をイメージするとき，テレビ

ドラマや映画などのサブカルチャーが発信する映像を通じて，西洋先進国に対

する肯定的なイメージが構成されることになる。本調査のインタビューイーの

中でも，とりわけ海外ドラマの影響を挙げる学生が多い。  

 

筆者：そういう風に〔海外に行きたいと〕思ったのは，外国人と話したり

した経験があったからなんですかね？  

  Ｅ ：それもたぶんあると思いますけど，結構僕の家族映画好きなのがあ

るかもしれないです。  

 

  筆者：英語ができるようになってきて，海外に行きたいという気持ちに自

然につながったという感じですか？  

  Ａ ：自然に…なんか純粋に海外に行きたいなと思ったのは『glee』4を見

て，海外はこういうのなんだと思って。で，面白いなというか，歌っ

ている人たちも素敵だし，かっこいいなと思って。  

 

筆者：ドラマから留学の生活のイメージってわきましたか？  

Ｄ ：つきますね結構。海外生活ってこんな感じなんやーとか。海外の人っ

てこんな感じで生活するんやーとか。生活スタイルとかそこらへん
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からイメージがわいてる。  

  筆者：高校のときにそれ〔海外に行きたい意欲〕が再燃したのって，やっ

ぱりその高校がもってる〔短期留学〕プログラムがあったからなん

ですか？  

Ｈ  ：あー，それと中学校の終わりがけくらいに海外ドラマにはまって，

『glee』ていうのがその時ちょうどやってるシーズンで。1 から 6

ぐらいまでやってて。……それ見てて，あーもっと〔英語を〕聞き

取れるようになりたいなーとか，洋楽面白いなあってなったのもあ

ります。  

筆者：じゃあそのアメリカの生活のイメージっていうのが，結構『 glee』

で作られた？  

Ｈ ：そうです，そうですね。  

筆者：じゃあ，留学に行ってみたいなていう気持ちは，『 glee』にを端を発

してる感じなんですかね？  

Ｈ ：『glee』見だして，他のドラマも。海外ドラマ，『NCIS』 5とか。  

 

 また，音楽やファッションのように米国産や英国産の文化が価値をもつ領域

において，サブカルチャーそのものへの興味が，英語や米国・英国への興味へ

と派生していくケースもみられる。  

 Ｉさんは，小学生の頃に聴き始めた洋楽がきっかけで，英語学習に興味をも

つようになったという。  

 

筆者：英語っていうものに興味があったんですか？  

Ｉ ：はい。ずっとありました。  

筆者：それはなんか小学校の時から習ってたとか？  

Ｉ ：小学校の時から，音楽をよく聴いていて。  

筆者：音楽？  

Ｉ ：洋楽。母も洋楽が好きで，姉もすごいアメリカの音楽が好きで。  

 

 そして，洋楽への興味がそのまま英語への興味へと連続し，学校外教育や親

からのメリトクラティックな働きかけに起因しない早期英語学習につながるこ

とになる。  

 

Ｉ ：〔洋楽の歌詞の〕翻訳ページをすごい見てて。有名な曲って，対訳が

ネットにアップされてるので，それを見てたりして。なので，結構
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英語の勉強するときは，その歌詞の表現で覚えたりするようにして

ました。  

   （中略）  

筆者：中学校に入って，学校の教科で英語が出てきたときに，好きでした

か？得意でしたか？  

Ｉ ：ああ，好きでしたし，得意でした。  

筆者：ABC を書き始めたのは，その時が初めて？  

Ｉ ：いや，たぶん小学校の時に歌詞を写してたりしたと思います。……

好きなフレーズを書き写したりとか。  

     （中略）  

筆者：じゃあ同級生が ABC とか書き始めたときに，もうそんなんできる

わっていうか？  

Ｉ ：そうですね。だから，そんな英語で挫折したこととか，苦手意識もっ

たこととかがなくて，今までの人生で。本当に好きなんだと思いま

す。  

 

（６）ジェンダー要因 : 国際恋愛志向と日本社会の女性差別イメージ  

 第 2 章の量的分析では，女性のほうが留学志向が高いという結果が得られて

いたことから，ジェンダーに関連する要因について検討した結果， 2 つのテー

マが析出された。  

ひとつは女性インタビューイーの国際恋愛志向である。 5 名の女性インタ

ビューイーが，海外留学に付随するものとして国際恋愛の可能性に言及してお

り，その多くは白人男性を対象として想定していた。  

Ａさんは中学時代に視聴していた海外ドラマの影響で，白人男性との恋愛や

結婚がイメージされたことを次のように語る。  

 

Ａ ：前『glee』とか見てた時は外国人と結婚したいって付き合いたいっ

てすごい思ってて。……〔白人男性と〕「結婚する結婚する」って周

りにも言ってたんですけど。  

   （中略）  

Ａ ：もう結婚したいと思ってました。絶対赤ちゃんかわいいと思って（笑） 

筆者：それって，今振り返ると外国人はどういうくくりになりますか？  

Ａ ：白人ですね。  

筆者：そこに黒人とかアジア人は入っていない？  

Ａ ：入ってないですね。〔テレビドラマの〕登場人物としてはいたけど，
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イメージとしてあるのは，白人の，背が高い，目が青い…男性です

ね，典型的な。  

 

 ここで特徴的なのは，恋愛や結婚の対象が白人男性に限定されていることと，

白人男性との恋愛や結婚が〈憧れ〉として周囲の友人に語られていることであ

る。このような日本人女性の白人男性に対する憧れは，既存研究において繰り

返し指摘されてきたことである（Kelsky 2001; Takahashi 2012; 久保田  2018

など）。  

 Ａさんのエピソードは中学時代のものだが，これを思春期特有の一過性の現

象とみなすことはできない。Ｄさんの高校時代の留学志向において，留学生活

の具体的なイメージの中には恋愛に関することも含まれている。  

 

筆者：それ〔国際恋愛したいという気持ち〕は結構昔からありました？  

Ｄ ：ありました。高校生になって本格的に大学のことを視野に入れたり

とか，留学のこと考えたりしたときに，どんな生活するんだろうっ

て考えたときに，カナダで付き合ったりするのかなって。そういう

経験も人生において素敵だなと思って。  

筆者：その時の恋愛の相手のイメージって人種でいうと？  

Ｄ ：現地の人です。カナダ人だったらカナダの人，そこに住んでる人で

す。留学生同士とかじゃなくて。  

筆者：筆頭にくるの白人男性になりますか？  

Ｄ ：です。  

 

 また，留学を目前に控えたインタビュー時点においても，外国人男性との恋

愛や結婚はリアリティーをともなって語られている。  

 

Ｋ ：……日本人の人と〔外国で〕住むんやったら，仕事とか大変かなっ

て感じで。だからその，外国人と結婚して外国住みたいな。……外

国人と結婚した方がビザが出るだろうし。  

 

Ｊ ：全然その，私，国際恋愛壁ないんで，全然いいと思ってて。むしろ

向こうの言葉も学べるし，自分の子供にとってもバイリンガルとか

トリリンガルとかにもなってもらえるし，そういうところですごい

いいって思ってます。  

筆者：そのイメージって，わりと外国人の中でも特定の人種になるんです
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かね？  

Ｊ ：あーでも，うん，白人のイメージが。  

 

筆者：外国人と自分自身が恋愛してみたいなっていうイメージってありま

したか？  

Ｈ ：ああ，一時期すごいもってました。で実際 2 人付き合いました，外

国人と。  

 

 言うまでもなく，これは女性インタビューイー全員に該当する語りではない。

一方で，男性インタビューイーに同様の質問を向けると，「難しいすね。あんま

りピンとこない（Ｃさん）」「あんま考えたことないですね。留学行ってそうい

うことないだろうなっていう感覚だったんで（Ｆさん）」というように現実感を

ともなった回答は得られなかった。  

 2 つ目のジェンダー要因は，「日本社会の男女差別イメージ」である。日本社

会に存在するさまざまなジェンダーギャップの中でも，とりわけ職業達成に関

する男女差別に対する忌避感と，〈男女差別的ではない国〉としての西洋先進国

への移動願望が語られている。  

 

Ｋ ：女性がまだ日本は全然活躍できる国じゃないしっていうのを思いま

す。  

筆者：それって将来住みたいのが海外だっていう要因になってますか？  

Ｋ ：ああー，そうです。海外やったらすごい女性も活躍できるし。  

 

Ｈ ：ビアホールで働いてた時に，お客さんがほとんどおじさんやったん

ですけど，最初は〔男女差別的な言動が〕めっちゃ気になったんで

すけど，まあしょうがないっていうか，……そういう感じで生きて

きた人なんやなって。  

筆者：海外留学したいとかとか海外住みたいって，それが嫌やからってい

うのはありますか？  

Ｈ ：うーん…まあ要素の 1 つではある。特に自分が仕事頑張りたいって

思うんやったら，その，女の人やったら〔日本では〕出世しにくい

から。実際しにくいし。飲み会行ったら，〔お酒を〕つがされて。  

筆者：はいはい。  

Ｈ ：うーん，やりたくないなぁ。  
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 ＫさんとＨさんは，上記のインタビューのプロセスにみられるように，留学

の動機として日本社会の男女差別的環境からの脱出を意識的に企図していたわ

けではない。しかし，筆者が非構造化インタビューとしてジェンダー格差に関

する質問をした際に， 2 人は大きな問題意識を有していたことから，重ねて留

学志向との関連について尋ねてみると，その時初めて両者のつながりが意識さ

れたのである。このように，個人の留学への価値志向は，ジェンダーという社

会的に構成された概念とそれにもとづく格差，そしてそのようなジェンダー格

差が存在するという社会的イメージによって影響される可能性が示されている。 

 

２－４ ライフストーリーの時系列における留学志向の形成プロセス  

 

 ここまで，学生の語りからライフストーリーにおいて留学志向に連なる要因

をいくつか取り出してきた。以下では，それらの諸要因について関係性や時系

列を整理し，留学志向が形成されていくプロセスの〈型〉に注目して，本質的

な構造を理解するための分類を試みる。  

 

（１）留学志向の形成プロセスの４類型  

 すべてのインタビューイーの留学志向の形成プロセスにおいて共通していた

のは，彼／彼女たちのライフストーリーにおいて，〈英語学力の達成〉と〈海外

に行ってみたいという意識〉の 2 つの要因が重なった時点で留学志向が形成さ

れるということである。  

それらの 2 要因がライフストーリー上に出現する順序
、、

を基準として，〈英語

学力の達成〉→〈海外志向〉のパターンを「英語学力先行型」，〈海外志向〉→

〈英語学力の達成〉のパターンを「海外志向先行型」として 2 つに分類するこ

とができる（類型 1）。  

さらに，類型 1 における 2 つの型は，それぞれにおいてさらに 2 種類ずつに

分類される（類型 2）。「英語学力先行型」は，学校外教育によって有利に英語

学力を得たパターンである「①学校外教育での早期英語学習型」と，学校教育

だけで学力を達成した「②学校英語教育での学力達成型」に分けられる。また，

「海外志向先行型」は，家庭環境が国際志向ハビトゥスの形成に影響している

「③家庭環境でのグローバル文化資本継承型」と，サブカルチャーへの傾倒が

海外志向へとつながった「④サブカルチャー型」に区別される。  

以上から，最終的に留学志向の形成プロセスを 4 つの類型に整理した（表 4-3）。 
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表４－３ 留学志向形成プロセスの４類型  

類型１ 類型２ 該当するインタビュー対象者

英語学力先行型 ①学校外教育での早期英語学習型 Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ

②学校英語教育での学力達成型 Ｋ，Ｍ

海外志向先行型 ③家庭環境でのグローバル文化資本継承型 Ｈ, Ｊ, Ｌ

④サブカルチャー型 Ｉ
 

 

 類型 1 の分類について説明を補足しておきたい。英語学力と海外志向は，本

質的に相補的な側面をもつ。英語学習が海外への興味関心を喚起することもあ

れば，海外志向が強いからこそ海外に渡航した際に現実的に必要とされる英語

の学習に動機づけられることもあるだろう 6。そして，相補的であるがゆえに，

両者の境界線や，ライフストーリーにおける順序が曖昧になる可能性は否めな

い。よって，上に示した 4 類型は，すべての大学生の事例を完全に整理・説明

することを目指したものではない。  

 では，このような英語学力の達成と海外志向の形成の順序に着目して分類す

る意義はどこにあるのか。それは，中等教育段階での国内教育システムとの関

連において，2 つの要因がもつ意味が大きく異なる点を明らかにすることであ

る。すなわち，中学校と高校の学校教育において実質的に必修化されている英

語は，教科としての学力達成が国内海外問わず高等教育への進学に影響し，高

等教育での学歴達成は社会的地位達成につながるものと広く考えられている

（竹内  1995）。それに比べて，海外への渡航は望ましいこととしてとらえられ

てはいるものの，主に経済的要因によって実現できる家庭環境は限られている

（加藤・久木元  2016）。そして，中等教育段階での海外渡航経験をもたないか

らといって，国内での高等教育への進学に際して不利に働くことはない。つま

り，ペアレントクラシーを背景とした親の教育観において，英語学力の達成と

海外への渡航は，必ずしも同質なものとしてとらえられているとは限らない。

英語学力の達成は，「国際志向ハビトゥス」とは無関係に，従来から存在する国

内でのローカルな社会的地位達成を目指したまなざしの先にとらえられている

かもしれないのである。  

 以上をふまえると， 2 つの要因が国内の中等教育システムの中で必要とされ
、、、、、

る程度
、、、

に関して量的な分布を仮定するならば，〈英語学力の達成＞海外への渡

航〉という差が存在することに大きな異論はないだろう。前者は学校教育に深

く関わるがゆえに社会階層を問わず広く目指される一方で，後者は親のハビ
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トゥスに規定されるライフスタイルや趣味嗜好の影響を強く受けるものであり

（Weenink 2008; Igarashi 2015），海外渡航機会そのものが希少であることか

ら，親から子への再生産構造がより明確に表れると考えられる 7。  

 したがって，ライフストーリーにおいて両者が形成されていく順序に着目す

ることは，大学生の留学志向という「国際志向ハビトゥス」（＝「身体化された

グローバル文化資本」）の形成に着目する本研究において，葛藤論・再生産論的

視座から再生産構造をとらえるうえで重要なポイントになる。  

 そして結論を先取りすれば，大学生の留学志向の形成プロセスにおいて，親

から子への「国際志向ハビトゥス」の再生産構造がみられたのは，「海外志向先

行型」の「③家庭環境でのグローバル文化資本継承型」のみであった。以下で

は，それぞれの類型ごとにライフストーリーの時系列に着目しながら分析を進

める。  

 

①学校外教育での早期英語学習型  

 前項で検討したように，学校外教育での早期英語学習は，インタビューイー

の英語に対する得意意識や積極的な学習態度を形成し，学校教育での英語の学

力達成につながっていた。表 4-4 のライフストーリーの時系列をみてみると，

おおむね「学校外教育での早期英語学習」→「英語得意意識」→「海外志向に

つながる要因」の順に並んでいることがわかる。本調査のインタビューイーの

中で最も多く観察されたのはこのパターンであった。  

九州地方出身のＡさんは，中学校に入学するまで国際的なことに関する興味

は特になく，将来は看護師になるというキャリア目標があった。そのために，

高校は私立の看護科に特待生として進学することを希望していたが，中学 1 年

生の時に初めて受けたテストで英語の点数が悪く，「このままだと特待が取れな

いかもしれないと思って」学習塾に通うことに決めた。すると，「そこで勉強し

てたら県模試で点数が上がって上位に名前がのるようになって，得意なのかも

しれない，解ける，面白い」というように英語の成績が伸びたことで，苦手だっ

た英語は最も好きで得意な科目へと変化する。また同時期にアメリカの海外ド

ラマを熱心に視聴していたことで，「純粋に海外に行きたい」という気持ちが芽

生えた。  

また，そのような英語学力の達成により，キャリア目標も変化していくこと

になる。  
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表４－４ 「学校外教育での早期英語学習型」のライフストーリー  

就学前 小学校 中学校 高校 大学

塾での成績上昇，看護から進路変更 英語コースへの進学

Ａ 英語得意意識　　白人男性への憧れ 協定校交流プログラム（不参加） カナダ・フィンランド1年留学予定

海外ドラマを通じた西洋への憧れ 海外大進学希望

英会話教室（体験） 英語得意意識 グアム修学旅行 中国短期研修

英語が話せる芸能人への憧れ（TV） 姉妹校交流でオーストラリア カナダ短期研修

白人男性への憧れ 県の国際交流でスペイン 米国・カナダ1年留学予定

英語教員による働きかけ

英会話教室 大学の協定校留学を意識

Ｃ アメリカ親戚宅に1ヶ月滞在 トルコ親戚宅訪問 英語が得意な生徒としての評価 米国半年留学予定

英語得意意識 英語系学部への進学希望

カナダ短期研修

ホームパーティーで外国人と交流 英語教員による留学経験の語り 学生団体で他の学生の世界放浪談

Ｄ 洋楽（外国人とのカラオケ） 英語教員がキャリア目標に

英語得意意識 白人男性との恋愛イメージ

海外大進学への憧れ カナダ1年留学予定

英会話教室 ハワイ修学旅行での生徒間交流 ニュージーランド短期研修

Ｅ 家族で洋画鑑賞 ラジオ英会話 国際系学部への進学希望

英語得意意識 留学必修学部への進学 英国1年留学予定

外国人とのスポーツ交流

Ｆ 外国人教員からの留学の勧め

英語得意意識 英語圏1年留学予定

英会話教室 ニュージーランド短期研修

Ｇ 通信教材 グアム修学旅行

英語得意意識 留学必修学部への進学（不本意） オーストラリア1年留学予定

海外留学を志向した時期

Ｂ
英語ビデオ教材

英会話教室

英会話教室

 

 

筆者：看護師になるために特待を目指してたっていうのが変わったのはい

つ頃だったんですか？  

Ａ ：変わったのは中 2 ぐらいから。本当に点数が上がり始めたんで，そ

こら辺で気持ちがだいぶ変わりました。特待っていうのがあまり難

しくないっていうことに気づきはじめて。……まだ上を目指せるか

もしれないと思って，看護師はやめようと思いました。  

 

 その後，Ａさんは地域で最も学校ランクの高い県立高校の英語コースに進学

した。そして高校 2 年の時に高校がカナダの協定校への短期派遣プログラムを

募集していたことで，海外への渡航が実現可能な選択肢になったものの，一定

の自己負担を要するものであったため，家庭の経済的状況を配慮して親に相談

することなく断念する。このことで，「外国で学ぶというイメージで留学という

ところにつながった」とともに，「いつかは行きたいけどお金がかかるもんだな

というイメージ」も形成され，留学に関するリアリティーが生まれていく。そ

の結果，「大学に行ったら奨学金も借りれるというのを知ってたから，その奨学
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金を借りて自分のお金で〔留学に〕行きたい」というように，大学進学後の留

学志向が形成されたのである。  

 Ａさんのライフストーリーから読み取ることができるのは，親が「国際志向

ハビトゥス」をもたない家庭に育った中学生にとって，英語学力のリアリティー

は，「県模試」などのテストのスコアで実感されるものであり，それが「国際志

向ハビトゥス」が形成されていくスタート地点になっていることである。そし

て，そのようなテストのスコアに応じてキャリア目標が選び取られ，グローバ

ルな教育内容が想定される「英語コース」は，ローカルな専門職へとつながる

「看護科」よりも「上」に位置づけられていることも興味深い。日本の教育的

選抜の特徴である「細かな学校ランクによる傾斜的選抜システム（竹内  1995: 

96）」は，Ａさんが早くから学習塾で受験に備えていたように中学生のアスピ

レーションを加熱するが，学校ランクはその後の進路選択の機会と範囲を水路

づける「トラッキング」に関連しており（藤田  1980），英語を重点的に学ぶ「英

語コース」は相対的に上位の学校ランクに属するものなのである。  

続いてＤさんの留学志向の形成プロセスをみてみよう。中国地方に生まれた

Ｄさんは，5 歳の頃から小学校卒業まで英会話教室に通い，その後も高校卒業

までその英会話教室の講師に引き続き個別指導を受けていた。その他にもスイ

ミングや習字，ピアノ，スポーツクラブ，塾に通うなど，「忙しかったです。な

んか遊んだ記憶があんまないですね」と語るように多忙な小学生時代を過ごす。

中学入学後は，「自分は絶対もう中学校で英語の点数だけは取れるだろう」とい

うほど学校英語に関して得意意識をもっていた。そして，個人指導を受けてい

た英会話教室の講師が開催するホームパーティーでの外国人との交流を通じて，

「自分のコミュニケーションのできなさ加減にちょっとショック」を受け，もっ

と外国人と関わるためには「やっぱ喋れないといけない，だったら留学しなきゃ

いけない」と考えた結果，中学 2 年生の時点で「絶対大学生になったら〔留学〕

しよう」という留学志向が形成される。また，英会話教室の講師も長期間の留

学経験があり，「その時の話とか聞いて，すごい面白そうだし，大変そうだけど

夢があるなあみたいな，すごいかっこいいなあ」と感じたことも自身の留学志

向の要因として挙げられている。その後，教育熱心だった母親の希望に応える

形で，その地域で最も学校ランクが高い県立高校に進学し，そこでの海外経験

豊富な英語教員との出会いを通じて留学志向をさらに強化させていった。  

 Ｄさんのライフストーリーの特徴は，長期間に渡る学校外教育での英語学習

により中学入学段階で英語得意意識が形成されていた点に加え，海外経験豊富

な英会話スクール講師や高校英語教員などの国際的な社会関係資本にも恵まれ，

さらには英会話スクール講師が地域に在住する外国人との国際交流機会のハブ
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としても機能するなど，国際志向ハビトゥスが形成される諸要因が多く揃って

いたことである。このことにより，Ｄさんの留学志向は中学 2 年生というかな

り早い段階で形成されていた。  

 以上のＡさんとＤさんのケースでは，中学時代に英語得意意識が形成され，

その後すぐに海外志向が生じていた。一方で，次に挙げるのは両者の間に長い

タイムラグがあるＧさんとＦさんのケースである。  

 現在工学部に通うＦさんは，幼稚園から小学校まで兄弟と一緒に英会話教室

に通っていた。一方で，小学校 4 年生でロボット教室に参加したことがきっか

けで，将来大学でロボットについて研究することを決めたという。英会話教室

で学んだことで「英語は昔から得意ですね」「〔英〕単語知ってたから，たぶん

授業が受けやすかった」と話すように，中学高校を通じて英語得意意識をもっ

ていたが，海外に行ってみたいという意識はその間全くなかったという。ロボ

ティクスを学ぶために国立大学の工学部に進学した後，地域に在住する外国人

とのサッカーサークルでの交流や，第 2 外国語として履修していた中国語の講

師から短期留学を勧められたことがきっかけで，「もうすごい勧められて，軽く

調べたりネットで。とか，周り〔の友人〕にも留学の話とかして」というよう

に留学を現実的に考えるようになる。工学部はカリキュラムの連続性があるた

め，アドバイスを仰いだ工学部の教授からは「〔留学によって 1 年間履修期間が〕

抜けるのはあまりよくない」と言われているが，「大学の先生が『毎日英語の書

類読んでる』とか言って」たことから「やっぱり英語は必要だな」「〔留学に〕

行かない人の方が圧倒的に多いから，なんかちょっとみんなと違うことしてみ

たい」と感じ，１年間卒業を遅らせて留学することを決意した。  

 Ｇさんは関西地方の大都市出身で，小学 4 年生でポートボールを始めてから，

中学校，高校，大学 1 年生までひたすらバスケットボールに没頭するスポーツ

中心の生活を送っていた。中学と高校では大会でも上位に入賞する強豪チーム

だったという。小学 4 年生から高校 3 年生まで英会話教室に通っていたものの，

「勉強にはなったんですけど，やっぱり日本人の先生やし，なんかただ行って

る，みたいな感じでした。そんなにめっちゃ私のためになってるってゆうより

かは，〔一緒に通っていた〕みんなと喋って楽しいなあみたいな感じ」というよ

うに，その学習成果に関する実感は大きくはない。一方で，中学校レベルでの

学校英語は英会話教室での学習により成績も良好で，英語得意意識は形成され

ていた。地域で最も学校ランクが高い公立高校に進学した後もバスケットボー

ルが高校生活の中心であったが，3 年生の秋に部活動を引退した後の短期集中

型の受験勉強の成果により，見事第一志望の難関国立大学に合格した。受験時

点でＧさんの興味は発達科学にあり，留学したいという気持ちや国際的な興味
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は全く生じていなかったが，第一志望大学の学部再編により，進学を希望して

いた学部が留学必修の学部として統合された。Ｇさんは大学進学後もバスケッ

トボールのクラブ活動を最優先に考えていたため，「早く〔必修の留学を〕終わ

らせたいと思って」1 年生の春休みに 1 か月間のニュージーランド研修に参加

するが，そこで大きな考えの変化が起こる。  

 

Ｇ ：海外にポーンて出てみたら，全然何も通用しないし，逆にバスケし

かしてなかったから，他の経験，例えば「バイトしてましたか？」

とかそういう話になった時に，私は全然してなかったからなんか話

のネタとかなくって。経験がないことってこんなに面白くないんか

というか，人間的に。……今まではやってたこと〔バスケットボー

ル〕が自分の売りというか強みって思ってたけど ，逆にあっち

〔ニュージーランド〕に出て，1 つしかやってないっていう弱みに

なってるんやなっていうのに気づいて。  

 

 このような葛藤を抱えたＧさんは，「バスケットをこのままやっても，まあ達

成感は絶対あるけど，高校の時に一回似たようなものを得たし……〔バスケッ

トから〕交換留学の道に変えて，勉強してやってみようかな」という結論に至

り，帰国後に 7 年間続けてきたバスケットボールを辞め，オーストラリアへの

1 年間の留学を目指して準備を始めていくことになる。  

 ＦさんとＧさんの事例から，早期英語学習によって形成された英語得意意識

が，必ずしもそれだけで留学志向に直結するわけではないことがわかる。 2 人

とも学校教育での英語の成績は良好であったが，大学に進学するまで海外に渡

航したいという意欲は感じていなかった。その後，Ｆさんは地域在住の外国人

との国際交流機会や留学を勧める中国語講師という「国際的な社会関係資本」

との偶然的な
、、、、

出会い，Ｇさんは留学必修化という制度的強制によって偶然に
、、、

も

たらされたニュージーランドでの国際交流経験が，その後の 1 年間の留学を志

向する要因となったのである。  

以上みてきたように，「学校外教育での早期英語学習型」の特徴は，学校外教

育での早期英語学習を通じた学校英語での学力達成が，英語得意意識という「国

際志向ハビトゥス」のベースとなり，その後海外志向を喚起する諸要因が重なっ

たことで留学志向が形成されていくパターンである。  

では，そのような学校外教育の機会は，グローバル・メリトクラシーの到来

を見越した親の教育戦略の一部なのだろうか。この点に関して，英会話教室で

の早期英語学習を開始したきっかけについて尋ねてみると， 2 人は母親からの
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働きかけがあった（Ｆさん・Ｇさん）一方で，残りの 4 人は自分の意志（Ａさ

ん・Ｄさん）や，友人からの誘い（Ｅさん），偶然自宅の向かいに英会話教室が

できた（Ｃさん）など，必ずしも国際教育への積極性があるわけではない。  

 

Ｅ ：……友達が申し込もうとしてて，おもろいから一緒に行こうみたい

な感じで。  

 

Ｃ ：たまたま〔英会話教室が〕うちのマンションの道路挟んだ向かいに

あったんですよ。……最初お母さんグループに英語教えてたんです

ね，その先生が。そしたら子供にも教えてみようかってことで，そ

の子供たちの僕が入ったので。〔親は〕そんな教育熱心ではないで

す。たまたま機会があって。  

 

  Ｄ ：〔英会話教室の〕勧誘とかあるじゃないですか。……そこで親は断っ

たんですけど，私がやりたいって言って。親も「えっ」てなって。

……私がやりたいって言うんだったらもうやるしかないかって入

れてくれた感じです。  

 

さらに興味深いのは，学生たちが留学に行きたいという希望を親に伝えた際

の次のような反応である。  

 

Ａ ：両親はあんまり行ってほしくないという感じがありますね。心配っ

ていうのがありますし。「カナダ危なくない？フィンランドも大丈

夫？」みたいな。知らないので，外国のことに興味がないので。…

…1 年卒業が遅れるっていうのもあんまりよく思っていない感じが

あって。  

 

Ｄ ：もうなんか，しょうがないって感じでした。……留学行きたいって

言ったら，「言うと思った」みたいな諦めみたいなのがあって。自

由に生きさせるしかない，みたいな。  

 

Ｅ ：留学に反対なわけじゃないけど，「どういう理由でお前が行きたいん

か」みたいな。  

 

Ｆ ：無反応っていうか。「あんたの好きにしなさい」って。  
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Ｇ ：なんかはじめは，すごい反対されて。……反対っていうか，なんか

「え，ほんまに？」みたいな。「ちゃんと考えたん？」みたいな。  

 

 これらの語りは，わが子の留学という教育選択に関して，大半の親が決して

積極的ではないことを示している。すなわち，子の幼少期に行われた早期英語

学習への学校外教育投資は，その延長線上に海外留学というグローバルな教育

達成が目指されていたわけではな
、、、、、

い
、
のである。  

 それでは，彼／彼女たちの親は，どのような教育観に基づいてこのような学

校外教育の投資を行っていたのだろうか。親の教育的関与に関する学生たちの

ナラティブを分析していくと，父親ではなく母親が子育てにおいて積極的に教

育的配慮を行いリソースを投じる「『きっちりした』子育て（本田  2008）」の

様子が浮かび上がってくる。  

 

筆者：習い事しようっていうのはいつも誰からなんですか？  

Ｄ ：自分からっていうのもあるし，親からのもあるし。  

筆者：親がすすめてくるケースだとお父さんお母さんどっち？  

Ｄ ：母です。ほぼ母です。  

筆者：お父さんは，「やりたいなら」って一歩引いた感じ？  

Ｄ ：一歩引いた感じです。  

筆者：お母さんが習い事に関しては積極的に情報集めてきて？  

Ｄ ：情報集めてました。  

筆者：お母さんが勧めてきたの〔習い事〕は，この中〔リスト示して〕で

いうとどれになりますか？  

Ｄ ：スイミング，あと習字。塾は自分からだけど，その陰には母の，な

んていうんだろう，あれはありますよね。  

筆者：半分ぐらい〔お母さんの意向が〕？  

Ｄ ：はい（笑）  

 

筆者：じゃあ，もともと勉強する習慣というのは〔あった〕？  

Ｅ ：習慣…それはあったかもしれないですね。あと母さんがやれって  

言ったのは，中学ん時に 6 時半，7 時ぐらいの，NHK のラジオの英

会話。中学校用の。  

筆者：基礎英語？  

Ｅ ：そう，基礎英語。なんか聞かされて。  

筆者：それはいつの頃？  
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Ｅ ：中 1 から中 3 ですね。  

筆者：朝？  

Ｅ ：朝ですね。早起きさせられて。  

 

筆者：お父さんお母さんが英会話スクール行けって言った感じなんですか

ね？  

  Ｆ ：お母さんが結構教育とかちゃんとしたいっていう性格なんで，それ

がでかいです。塾とかも通わせてたんですけど。……〔スポーツや

芸術系の習い事について〕自分がしたいって言ったのを，親は「い

いよ」って感じでたぶんさせてましたね。でもやっぱ塾だけは強

制って感じですね。  

   

筆者：ECC に行ったらて勧めたのはお母さん？  

Ｇ ：お母さんですね。  

筆者：お父さんではない？  

Ｇ ：お父さんは全然何も言わない。  

筆者：あんまり教育とかには関知されない？  

Ｇ ：「お母さんの言うとおり」みたいな感じ（笑）。  

 

 このように，インタビューイーたちは小学生時代に早期英語学習だけを実践

していたわけではなく，その他にも学習塾をはじめスポーツや芸術など実に多

様な習い事を経験しており，その背景には母親たちの関与がある。学力のみな

らず子の全面的な発達を目指した育児は，既存研究が「懸命な子育て（Lareau 

2003）」や「パーフェクト・マザー（広田  1999）」として見出したミドルクラ

スの子育ての特徴とほぼ符号する。  

 そして，このような母親たちの教育的関与の目的地は，留学ではなくあくま

でローカルな教育達成にある。  

 

筆者：小 5 から塾に行くっていうのは中学受験があったから？  

Ｄ ：いや，母が〔Ｄさんに〕〇〇高校〔学区で最も学校ランクの高い公

立進学校〕に行ってほしかったから，やっぱ中学校のうちから挫折

してたら〇〇高校になんか行けないってことで，スタートダッシュ

みたいな感じで。  

筆者：じゃあこの〔小 5 で塾を始めた〕ゴールは〇〇高校？  

Ｄ ：母のゴールは多分〇〇高校でした。〔Ｄさんも〕それに従って生きて
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ました。それで〇〇高校に入ってからは結構もう自分の自由という

感じ。進路的にも。  

筆者：じゃあ子育ての中でも，「あんたそんなダラダラしてたら〇〇高校行

けへんで」みたいな？  

Ｄ ：あーありました。今思えば。  

 

Ｆ ：大学行かせたいって気持ちは，母がすごい強かったんで。けど父に

関しては「大学行くんか，お前？」みたいな。「高校でいいやねえ

か」みたいな。  

筆者：お父さんご自身は大学に行かれてたんですか？  

Ｆ ：行ってないですね。高校卒。  

筆者：お母さんはどうですか？  

Ｆ ：お母さんは，その結構頭いいんですけど，短大まで行ってるんです

けど，母のお母さん〔Ｆさんの祖母〕が考え方がちょっと古くて，

「大学に女が行ったら結婚できん」みたいな感じで，短大までしか

行かせてくれなかったって言ってました。  

筆者：それが嫌だったので，子供には〔大学行ってほしい〕っていうのが ? 

Ｆ ：はい。それはあると思います。  

 

 これらのナラティブからは，グローバル・メリトクラシーの到来とそのよう

な労働市場へのキャッチアップの必要性が危機感をもって語られる教育政策と

は裏腹に，国内大学に進学する学生が育ったごく一般的な家庭において親が目

指すのは，留学というグローバルな教育達成ではなく，高い学校ランクの高校

や国内大学への進学という〈ローカルな教育達成〉であることが示されている。  

 そして，一見グローバルな教育達成が目的と考えられる学校外教育での早期

英語学習が，実はローカルな教育達成を目指して実践されているという点に，

「①学校外教育を通じた早期英語学習型」の本質がある。すなわち，これらの

学生たちの留学志向の形成プロセスは，親から子への「グローバル文化資本」

の継承を通じて行われる「国際志向ハビトゥス」の再生産ではない
、、、、

。彼／彼女

たちの親が願うのは，「傾斜的選抜システム」として説明されてきた国内の高校

や大学での入学者選抜システム（竹内  1995）における成功であった。一方で

学生たちは，親の意図に沿って英語学力を獲得したのち，それぞれのライフス

トーリーにおいて海外志向を形成する諸要因と偶然的に
、、、、

出会ったことで，親の

意図せざる結果
、、、、、、、

としての留学志向が形成されていったのである。  
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②学校英語教育での学力達成型  

 一方，学校教育での英語に関して，特に学校外教育での早期英語学習を経由

することなく学力を達成して英語得意意識を形成するケースも当然存在する。

つまり「英語得意意識」→「海外志向につながる要因」の順序で留学志向が形

成されるパターンである。これを「学校英語教育での学力達成型」として分類

する。このようなケースは，通常の学校英語教育だけで英語が得意で好きになっ

たということであり，換言すれば学校英語教育の成功事例であるため，学校の

英語教員が重要な役割を果たしている。  

 

表４－５ 「学校英語教育での学力達成型」のライフストーリー  

就学前 小学校 中学校 高校 大学

英語教員のおかげで英語が好きに 外国のホテルへの就職希望

Ｋ 英語得意意識 米国在住の知り合い家族の影響 ヒップホップダンス

外国人との結婚願望

スポーツ推薦 スポーツ推薦 留学前提の大学選び 米国1年留学予定

英語教員のおかげで英語が好きに 英語教員による留学経験の語り 韓国人留学生との交流

Ｍ 英語得意意識 留学前提の大学選び フィリピンでの短期研修

洋楽を通じた海外への憧れ 海外ドラマを通じた西洋への憧れ オーストラリア3か月留学予定

海外留学を志向した時期  

 

 関西地方出身のＫさんは，小学 1 年生から高校を卒業するまでバドミントン

に熱中し，中学校と高校のいずれもスポーツ推薦で入学するほどの選手である。 

そのこともあり，小中高と他の習い事をすることはなかった。「中学の時は英語

できなくて嫌いやったんですけど」と話すように，英語は苦手科目であったと

いう。しかし中学 3 年生の時に出会った英語教員が英語に対するネガティブな

イメージを一転させ，「先生が楽しくて，すごい授業も楽しくて，他の言語がわ

かるのって楽しいなと思って」と英語を好きになっていく。この時点では海外

に行きたいという意欲はまだなかったが，高校 2 年生の時にバドミントンの先

輩が具体的なキャリア目標を定めたことに影響され，自身も一気に将来の職業

について考えた結果，留学という選択肢が浮かぶことになる。  

 

Ｋ ：小学校の時にお世話してくれた当時高校生の方が，ホテルの専門学

校に行ったっていうのを聞いて，なんかすごいなと思って。  

筆者：ホテルの専門学校っていうのは，日本の国内の？  

Ｋ ：あ，そうですそうです。で，なんかそういう夢を定めていく専門っ

てすごいなと思って。そこから，そういうホテルって海外の方来ら

れるから，私もホテルで働いてみたいなって気持ち芽生えて。  
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筆者：うん。  

Ｋ ：そっから英語も頑張りたいなっていう感じになって。それで高 2 で

大学決めていく時に，仕事に就くんやったらやっぱり英語を使いた

いなってなったから，留学に行きたいなってなりました。  

 

 上のＫさんの語りからは，先輩の専門学校への進学をきっかけに，自身も高

校 2 年生の早い時点で就職に向けた具体的な業種の絞り込みを行う中で，英語

を使う仕事が自身のキャリア目標として見出されていることがわかる。そして

このようなキャリア観の形成要因として，Ｋさんの生活圏が日本有数の観光地

であり，日常的に外国人観光客を目にすることが珍しくなかったという環境が

大きい。「〔外国人観光客に〕駅で〔目的地までの行き方を〕聞かれて，通じた

時ってやっぱ嬉しいし，なんかもっと言えたのになっていう後悔もあるしって

いうので，やっぱりもっと英語必要やなって感じて」というように，日常生活

の経験の中で，観光業というキャリアイメージと外国人対応における英会話の

必要性に関するリアリティーが結びついたのである。  

 このように，学校での英語教育が理想的に成功した場合，学校外教育などの

アドバンテージがなくとも英語学力の達成や英語得意意識の獲得は可能であり，

Ｋさんが「英語で他国の人と，他の文化の人と話せるのってすごいことやな」

と実感したように「国際志向ハビトゥス」が形成されることはありうる。そし

て，ＫさんとＭさんの事例では親の教育的な働きかけはほぼ語られていないこ

とから，ここにも親から子への「国際志向ハビトゥス」の再生産構造を見出す

ことはできない。  

 

③家庭環境内でのグローバル文化資本継承型  

 一方で，葛藤論・再生産論的アプローチからコスモポリタニズムを文化資本

としてとらえる海外研究でみられたように，家族の影響を強く受けながら，英

語教育が行われる前の幼少期の時点で海外志向が先に形成されるような「家庭

環境内でのグローバル文化資本継承型」のパターンも存在する。これは，表 4-6

に示されているように，就学前から小学校の幼少期において，「国際志向ハビ

トゥス」をもつ親や親戚からの直接的な影響を受けて海外への興味関心が形成

され，その後英語の学力と得意意識が獲得されていくというパターンである。  

では，各インタビューイーの出身家庭内でどのように「グローバル文化資本」

が継承され，海外志向が形成されたのかについてみていこう。  
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表４－６ 「家庭環境内でのグローバル文化資本継承型」のライフストーリー  

就学前 小学校 中学校 高校 大学

英会話教室 海外ドラマを通じた西洋への憧れ 協定校交流プログラム（不参加） ミャンマー短期研修

Ｈ 私費ホームステイ（不参加） 英語得意意識 　アイスランド短期ボランティア

学校英語が退屈 国際恋愛経験 　　　　　インド2か月留学

米国1年留学予定

英語得意意識 日本の物づくり（TV） オーストラリア短期研修

Ｊ 公文での英語学習 叔母からの留学の勧め

留学前提の大学選び

白人男性への憧れ シンガポール修学旅行 米国1年留学予定

父母のドイツ滞在経験の語り 兄のオーストリア留学 父のドイツ出張に同行

Ｌ 　　　　　　ラジオ英会話

英語得意意識 留学前提の大学選び 米国半年留学予定

海外留学を志向した時期

海外の絵本

叔母による海外経験の語り

親の留学経験の語り　　　　　　　　　　洋楽

英語ビデオ教材

 

 

Ｈさんは，大卒の父親と短大で英語専攻だった母親の双方がアメリカ留学の

経験をもち，幼少の頃から家庭内でアメリカ留学の経験が「結構面白かった」

という話を聞いて育ってきた。また，3 歳の頃から姉とともに英語のビデオ教

材を与えられており，「英語はやらせたいな」という母親の意向を感じていたと

いう。その結果，アメリカという国に対する興味がかなり早い段階で形成され

ていた。  

Ｊさんの父親は高卒，母親は大卒で，二人とも留学経験はないが，叔母（母

親の妹）が５か国語を操り大使館に勤務経験があるなど海外経験が豊富で，「間

違いなく叔母さんから」の影響で両親も娘の国際教育には積極的であった。そ

してその叔母の家で英語やフランス語の絵本に触れ，外国語で読み聞かせをし

てもらうなど，幼稚園の時点で外国語や外国文化に関心をもっていた。  

Ｌさんには，大学院卒で大学教員の父親と大卒の母親がおり，父母ともに在

外研究でのドイツ在住経験があったため，幼少の頃から家庭内で「ヨーロッパ

のこと」についての会話がなされていた。そのことで，幼稚園の頃から「ヨー

ロッパに憧れていた」という。  

 このように，「家庭環境内でのグローバル文化資本継承型」の特徴は，英語学

習を始める前の幼少期に，親や親戚の「身体化されたグローバル文化資本」や

「客体化されたグローバル文化資本」が，家庭内での海外経験の語りや外国文

化に触れる機会によって子へと継承され，早くに子の「国際志向ハビトウス」

が形成されているという点である。  

 したがって，このような親は子の国際的な経験を歓迎するため，インタビュー

イーが留学希望を親に伝えた際の反応は，「学校外教育での早期英語学習型」と

は対照的で，次のように好意的なものとなるのである。  
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Ｈ ：「とりあえず大学入ったら何してもいいよ」っていう。  

 

Ｊ ：海外の経験は，すごい勧めるっていったらあれなんですけど，どこ

にでも行っておいでって感じで。どっかに行く体験が自分にすごい

刺激与えてくれるから，どっかの国行っておいでみたいな。  

 

  Ｌ ：行ってきなさい，という感じ。  

 

④サブカルチャー型  

 最後のサブカルチャー型は，海外に渡航したいという志向性が，学校外教育

や学校教育での英語学習でもなく，親からの「グローバル文化資本」の継承に

よってでもなく，サブカルチャーを起点としてもたらされるパターンである。

英語得意意識や国際交流の経験をきっかけとした海外への興味よりも，ファッ

ションやダンス，アート，デザインなどのサブカルチャーを要因として，一部

の日本人若年層がそのようなサブカルチャーの最前線と目されるアメリカやイ

ギリスへと強く引きつけられる構図は，藤田（ 2008）がとらえた「文化移民」

で明らかにされた状況と通底する。  

 

表４－７ 「サブカルチャー型」のライフストーリー  

就学前 小学校 中学校 高校 大学

母・姉の影響で洋楽 ライブハウスで音楽活動 定時制から通信制に転校 アパレル企業勤務（入学前）

Ｉ 海外サブカルチャーへの興味 音楽仲間から留学の勧め アルバイトでの留学資金貯蓄 アイルランド1年留学（入学前）

洋楽を通じた自主英語学習 洋画を通じた米国への憧れ 姉の米国留学

米国1年留学予定

海外留学を志向した時期

英語得意意識　海外高校への進学希望

 

 

Ｉさんが留学志向につながる要因として真っ先に挙げたのは，小学生の頃に

家族の影響で聴き始めた洋楽であった。前項の「サブカルチャー要因」で引用

したように，Ｉさんは小学生の頃に好きな洋楽の歌詞を書き出したり，その対

訳を調べてフレーズを学習するなどしており，中学以降の英語学習においても

「そんな英語で挫折したこととか，苦手意識もったこととかがなくて……本当

に好きなんだと思います」と語るように，音楽を通じて英語得意意識が獲得さ

れていく。  

サブカルチャー要因の中でも，海外ドラマや洋画などそれらを単に視聴（＝

消費）することにとどまる場合と，「文化移民」のようにサブカルチャーを表現

（＝生産）することを目指す場合では，海外渡航に対する動機の程度は異なる。
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Ｉさんはどちらかという後者に連なるケースであり，音楽は単なる消費対象で

はなく，自身のアイデンティティーを表現するものとして位置づけられる。こ

のことは，Ｉさんが家族と同じ音楽を聴くわけではなく，特にアメリカの音楽

を愛聴する姉との差異化を図っていることからもうかがえる。  

 

Ｉ ：小学校の時から，音楽をよく聴いていて。  

筆者：音楽？  

Ｉ ：洋楽。母も洋楽が好きで，姉もすごいアメリカの音楽が好きで。  

筆者：うん。例えばどんな音楽になりますか？  

Ｉ ：お母さんはマイケルジャクソンとかマドンナとかで，姉はブルーノ

マーズとかそういう感じで，私は結構インディーロックとか。  

筆者：イギリスの？  

Ｉ ：イギリスですね。……イギリスのカルチャーもファッションも好き

だし，街並みもすごい好きで。……アメリカの文化って〔すでに〕

すごい日本に入ってるじゃないですか。て思うと，やっぱりイギリ

スのほうが好きかな。  

筆者：じゃあ自分の中でアメリカとイギリスの違いというのは結構大きな

違いがある？  

Ｉ ：おっきいですね。  

 

 Ｉさんは中学生になるとライブハウスで歌の練習を始め，自身で楽曲を作成

し演奏する表現活動の主体となり，音楽活動にのめり込んでいく。一方で，そ

のように自由に自己を表現できる音楽活動と，日本の管理主義的な中学校教育

の間にコンフリクトが生じる。  

 

筆者：海外の音楽が好きで〔留学に〕行きたいという順番になるんですか

ね？  

Ｉ ：海外の音楽が好きでよく興味があったのと，あと自分が日本の校則

とかがあんまり好きじゃなくて。  

筆者：それは中学校の時に感じた？  

Ｉ ：はい。結構なんか，日本的な考えと自分がぶつかる時ってみんなあ

ると思うんですけど，悩んでる時に自分も音楽やってまして，その

仲間から「世界見てきたら」みたいなことを言われたこともありま

して。絶対行きたいなーとは。人生で。  
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 加えて，高卒で工場に勤務する父親と短大卒でパートタイム就労の母親は海

外渡航経験がなく，「国際志向ハビトゥス」をもたない両親は「ストレートに勉

強がんばって，いい高校に入って，そのまま大学に行って，大卒として働く」

ことを娘に求めていたため，両親との間にもコンフリクトが生じることになる。 

 

Ｉ ：中学の頃から，高校は海外のほうに行きたいなあとか，インターナ

ショナルスクールあったらそっちのほうに行きたいなとか考えて

たんですけど。  

筆者：中学の頃から？  

Ｉ ：はい。親が〔それらの進路を〕すごい許さない感じなので。じゃあ

自分でお金稼いで行くしかないなという感じだった。  

 

 このような経緯もあり，Ｉさんは中学 3 年時に学年で中〜上位の成績であっ

たが，校則が自由であるという理由で「名前書けば誰でも入れるぐらい」の学

校ランクの公立高校に進学する。そこは「外国人の人とかもいたり，年齢もス

トレートじゃない人もいたぐらい自由」と語るように管理主義的ではない学校

だったが，学校の外ではアルバイトで制服を強制され，髪の毛の色やピアスに

注意を受けるなど，自身の自由な自己表現への干渉が強い日本社会から出たい

というプッシュ要因が高まっていく。なるべく早く留学資金を貯金する必要が

あったため，通信制の高校であればアルバイトに充てる時間を増やすことがで

きると考え，高校 2 年時に通信制高校へと転校。高校卒業後，１年間アパレル

関係の販売員として働き，留学資金が貯まったため，アイルランドに渡航して

9 か月間語学学校に通った。そしてアイルランド留学中に「自分のアイデンティ

ティーとか，自国への興味が逆にわいてる中で，仏教に目覚めた」ことで，帰

国後に国内大学を受験して，現在在籍する私立大学に進学した。現在はインド

哲学を専攻しており，予定しているアメリカ留学では哲学の科目を中心に履修

する予定である。  

 Ｉさんのケースは他のインタビューイーと比較すると異色であるが，日本の

学校教育への不適応により海外留学が志向されるという日本固有のプッシュ要

因は，グアムでの早期留学（芝野  2013）や日韓の英語プログラム（嶋内  2014）

においても報告されていた。この点についてＩさんの事例が示唆的なのは，サ

ブカルチャーの表現主体として自由な個性の表現を求める志向性は，生徒の服

装や頭髪に対して規制がなされることの多い日本の学校教育との間にコンフリ

クトが生じやすく，海外留学はそのようなコンフリクトを解消する国外への脱

出手段として目指されるという構造である。このようにサブカルチャーは留学
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志向の形成に関連するが，それは，これまで検討してきた親の社会階層や本人

の学力要因とは独立した，新たな要因として記述される必要があるだろう。  

 

（２）なぜ高卒後の長期留学ではなく短期留学なのか  

第 2 章第 2 節の分析では，高校 1〜2 年生の時点で高卒後の長期留学を志望

していた生徒の大半が，高校 3 年生の受験出願の時期になると国内大学へと進

路を変更していたことが明らかにされた。では，留学志向をもつ高校生はどの

ような理由で長期留学を断念するのだろうか。そして，長期留学を志望しつつ

国内大学へ進学した生徒は短期留学志向をもつのだろうか。本調査のインタ

ビューイーたちは全員が国内大学に進学した短期留学予定者であるが，大半の

学生は高校生の時点で留学を志向していたことから，彼／彼女たちがなぜ長期

留学を選択しなかったのかという問いは，先の問いを検証する上で有効であろ

う。  

 インタビューイーの語りからは，第 1 に，長期留学に関する情報の不足や，

英語での会話能力や外国での生活力の不足による不安感，経済的な問題などに

よって，国内大学が制度化している短期留学の方が現実的な選択肢として選ば

れている様子がうかがえる。  

 

Ｂ ：高校の先生に〔高卒後の長期留学について〕言われたことがあった

んですけど，一人暮らしもしたことないし，〔自分が今まで〕海外

に行ったっていっても 2，3 週間だし。親も海外について詳しいわ

けじゃないし。〔海外生活で〕光熱費とか言われてもこっちもわか

らんし親もわからんし，とりあえず日本の大学行きな，みたいな。 

筆者：と言ったのは〔誰〕？  

Ｂ ：自分もそうだし親も。  

 

Ｄ ：すごく，憧れはあったんですよ。高校終わってから大学に行く，カ

ナダとか外国の大学に行くっていうのは，すごくかっこいいなとか

思ってたけど，英語力に関して自信はないし，自分が海外で一人で

やっていけるのかという不安もあったので。  

筆者：うんうん。いきなりで。  

Ｄ ：いきなり行くって親もそこは認めてくれるかも不安だったし。  

 

Ｈ ：〔高卒後に海外大学に進学したいと〕一瞬思ったんですけど，やると

しても別に親は賛成してくれるわけじゃなかったから。ちらっとた
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ぶん話したんですけど，賛成じゃなかったから，自分で 1 から準備

するっていうのは難しいなって思って。  

 

Ｋ ：いや，ちょっとは浮かんだんですけど，でも全然その頃は英語も好

きやけど話せないし，そんなところ〔外国に〕行っても一人でやっ

ていけるかっていうのもあったし。お金もかかるじゃないですか，

自分で行くってなったら。  

筆者：うんうん。  

Ｋ ：やし，その〔国内の〕大学のプログラム使ったほうがいいんちゃう

かっていうの親と相談して。  

 

 そして第 2 に，高校の進路指導において，長期留学という選択肢が教員の期

待に沿わないということを生徒が感じており，あらかじめ自身の進路の選択肢

として提示していないという状況も語られた。  

 

Ａ ：やっぱり国公立の進学というのを高校は推していたので。先輩で 1

人〔高卒後に海外の大学に〕行った人がいるんですけれども，その

人は例外というような感じで。「国公立どこ行きますか」っていう

のが大前提で話されていましたね。  

筆者：行ってた高校は，先生の圧力というのが自分の進路に対して大きく

影響するという感じでしたか？  

Ａ ：そうですね。国公立が優先だったんで。  

筆者：アメリカの大学に行きたいとは言い出せなかった？  

Ａ ：〔長期留学は〕考えてないことが大前提で話されていたので，言えな

かったですね。  

 

Ｄ ：高校自体がそういう〔高卒後に海外大に進学する〕人がいなくて，

歴代。卒業生にも海外の大学に行くっていう人はいないから，なん

かこう高校のシステム的にかたい感じだったから。あんまりそこ

〔留学に行きたい気持ち〕を持ち出すことはできなかった。  

筆者：じゃあ〔海外大学への進学希望が〕脳裏にはあったけど，実現の見

込み薄そうやなって？  

Ｄ ：薄いし，自分の英語力に関しても自信なかったので。  

筆者：なるほど。その○○高校の先生の希望というか？  

Ｄ ：本当にもう国公立〔志向〕なんで。もうバリバリですよ。  
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筆者：なるほど。  

Ｄ ：どうにかしても国公立にっていうのがあるから。  

筆者：じゃあもう進路面談でまずカナダの大学とか言い出せない？  

Ｄ ：言い出せないですね。  

 

Ｈ ：私の高校は，国公立大に行かせたい高校やったんです。  

筆者：じゃあおそらく，〔海外大への進学を希望したら〕何ゆうてんねんみ

たいな？  

Ｈ ：〔海外大どころか，国内大学の〕私学でも，何ゆうてんねん，ていう

（笑）  

筆者：あー。国公立志向って〇〇〔関西の都市名〕でもあるんですね。  

Ｈ ：めっちゃありました。全員センター〔試験〕受けさせられます。  

 

 このように，日本の高校で学ぶ高校生にとって，卒業後に直接海外の大学に

進学するという長期留学の選択肢は，一人暮らしの経験もなく英語での会話も

おぼつかない生活状況に対する大きな不安をともなう。また，高卒後に海外大

学に進学できるような英語学力の高い生徒は，高校の進路指導部から国内大学

での良好な進路実績が期待される。複数のインタビューイーが出身高校の「国

公立志向」に言及していることから，多くの高校では現在でもなおグローバル

な進学を希望する生徒への進路指導体制が整っていないものと思われる。加え

て，日本社会では海外大学の学位があまり評価されない（Kim 2011）こともあ

り，長期留学に関してはプル要因・プッシュ要因ともに非常に弱い状況を読み

取ることができる。  
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第３節 大学生の留学志向とキャリア展望との関連  

 

３－１ 課題設定  

 

 本節で検討していくのは，海外渡航を目前に控えた大学生たちが，自身の留

学を職業達成との関連においてどのように意味づけているのかという側面であ

る。  

 多くのアジア圏出身者にとって，英語圏先進国での留学経験や学歴は，母国

での有利な職業達成につながることが見込まれる。香港からカナダ（ Waters 

2006a），マレーシアから英国（Sin 2009），韓国から米国（Kim 2011），カザ

フスタンから英国（Holloway et al. 2012）といった「垂直移動」（Rivza and 

Teichler 2007）をとらえた先行研究は，留学志向を文化的再生産論の分析枠組

みから検討している。すなわち，学生の留学経験は，高い外国語能力や知識・

技術などの〈身体化された形式〉，もしくは学歴や資格などの〈制度化された形

式〉の文化資本として，将来の社会経済的地位を上昇させることが期待される。

ゆえに，国際的な移動は，経済的な余裕があるミドルクラス層において，親か

ら子への社会的地位の再生産のための手段として戦略的に用いられるのである

（Waters 2006a）。  

 では，世界中から留学生を受け入れている英語圏先進国の若者にとって，留

学という教育選択はどのような意味をもつのだろうか。英国の若年層を対象と

した質的研究では，「オックスブリッジ」のような英国内のエリート教育の機会

にアクセスできなかった学生が「セカンドチャンス」として他国の有名大学へ

進学する事例（Brooks and Waters 2009）のほか，富裕層の若者が「働くより

まし」といった享楽的動機（Waters and Brooks 2010）や，英国大学の厳格さ

を忌避して（Waters et al. 2011）北米の大学を志向するケースが報告されてい

る。  

 これらの長期留学の動機形成をとらえた既存研究は次の 2 点を示唆している。

すなわち，①留学に対する意味投与の内実は留学生の出身国と受入国の関係に

よって多様に異なる可能性があること，②留学志向は必ずしも職業達成と直接

的に関連しているわけではないということである。これらの可能性をふまえた

えうえで，以下では日本人大学生が自身の短期留学について将来どのような成

果を生むと考えているのかを明らかにしていきたい。  
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３－２ 分析の枠組み  

 

（１）留学に対する〈インストルメンタル／コンサマトリー〉な価値志向  

 留学志向とは，留学という教育選択に対する価値志向である。本節では，行

為の価値の性質を示す社会学的な対概念として，〈インストルメンタル／コンサ

マトリー〉の概念枠組みから大学生の留学志向をとらえたい。前者は「道具的」

で「ある目標を達成するための手段的な志向」であり，後者は「自己充足的」

で「それ自体が主体の欲求を充たす行為や関心の志向」である（髙谷  2012: 519）。 

これらの対概念の源流は，行為の「合理性」をめぐるウェーバーの類型論ま

で遡ることができる。ウェーバーは，個人の反省的意識を伴う行為について，

その意義が行為の目的や帰結を志向する「目的合理的行為」と，行為そのもの

が意義となる「価値合理的行為」に分類している（Weber 1922=1972: 39）。こ

のような行為の合理性に対する着目は，社会や個人をシステムとしてとらえ，

その「機能」に着目するパーソンズの社会システム論においても色濃くみられ

る。パーソンズがアメリカ社会の発展の根幹に見出したのは，「よき社会の建設」

を 目 指 す 「 シ ス テ ム と し て の 社 会 の も つ 道 具 的 活 動 主 義 （ instrumental 

activism ） と い う 志 向 」 で あ り ， そ れ は 「 自 己 − 満 足 的 」 で 「 成 就 的

（ consummatory）」な志向性と対置される（Parsons 1964=1973: 262）。  

近代社会における価値の転換に関するパーソンズの議論は，その後高度経済

成長により産業社会が到来した日本でも展開されることになる。村上（ 1975）

は，ウェーバーとパーソンズの議論を引きながら「手段的合理性」と「コンサ

マトリーな価値をめざす行動」を二極的な概念として位置づけ，次のように述

べる。  

 

  現実の人々の行動は，純粋に手段的な価値と，純粋にコンサマトリーな価

値との両極間で行われる。そのとき手段的（合理主義の）価値の極へとひ

きつける力は，手段が奉仕すべき目的の訴えかけの強さと，手段が目的を

達成するという因果関係の確かさとの二つである。これらの要因が弱体化

するとき，人々の行動原則は，手段的価値の極からコンサマトリーな価値

の極の方向にひきつけられていくのが自然であろう。（村上  1975: 87）  

 

以上の概念枠組みを本節の問題関心に援用すれば，大学生にとって留学とい

う社会的行為の合理性は，特定の目的に向けた手段としての〈インストルメン

タルな〉意義にあるのか，それとも留学することそのものに対して何らかの〈コ

ンサマトリーな〉価値が見出されているのか，という分析視点を得ることが可
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能になる。また，前者のインストルメンタルな価値志向が措定する〈目的〉に

関しては，学生自身の将来の職業達成や労働を第一に想定する。なぜならば，

すでに第 1 章で論じてきたように，留学促進政策が前提する日本人若年層の留

学の〈目的〉とは，グローバル市場における労働力の強化にあるからである。

換言すれば，「グローバル人材」の育成という人的資本論に根差した政策理念は，

留学という行為に対してインストルメンタルな価値を付与しているといえよう。 

そして，村上がいう「手段が奉仕すべき目的の訴えかけの強さ」と「手段が

目的を達成するという因果関係の確かさ」，つまり〈学生にとっての職業達成の

重要性〉と〈留学が職業達成につながるという因果関係の強さ〉という要因が

留学をインストルメンタル的価値の極へと引き寄せ，逆にそれらが弱体化すれ

ば留学はコンサマトリーな価値の極へと引きつけられていくものと考えられる。 

よって，本研究では，「インストルメンタルな留学志向」について「職業達成

を目的とした手段としての留学への価値づけ」（図 4-1），また，「コンサマトリー

な留学志向」について「留学すること自体が目的になるような留学への価値づ

け」（図 4-2）と定義する。 8 

 

学生
留学

（手段）
職業達成
（目的）関連性

価値づけ  

図４－１ インストルメンタルな留学志向  

 

学生
留学

（目的）
職業達成

価値づけ

関連性
なし

 

図４－２ コンサマトリーな留学志向  

 

（２）ポスト近代における能力観の変容  

 上述のように，本研究では留学経験が職業労働において有益な能力をもたら

すというインストルメンタルな価値志向を想定するが，インタビューイーの能

力観についての語りを理解するうえで，一般的な職業労働において求められる

能力の在り方が近年どのように変化してきたのかについて確認しておく必要が

ある。  

 本田（2005）は，「近代」と現代に連なる「ポスト近代」という時代概念の
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区分に基づき，理想視される能力観が変容してきたことを論じている。かつて

の「近代」とは，フォーディズムの大量生産を目指す産業構造における，「可能

な限りのものを標準化・規格化・規律化した上で，作動の効率化を通して単線

的な拡大・拡張を志向するしくみ」の中で，労働者もまた一元的に可視化しや

すい「業績」によって評価・分類される時代であった。そこで要請されていた

「近代型能力」とは，標準化され共通の尺度で比較可能な「知識量，知的操作

の速度」に加え，同質性の高い組織や集団でコンフリクトを生じさせないため

の「順応性，協調性，同質性」という情意面である。一方で，情報化と消費化

によって特徴づけられる「ポスト近代」では，市場ニーズの多様化に伴いかつ

てのような単一の産業構造を想定できない。労働者はそこで「新しい価値を自

ら創造すること，変化に対応し変化を生み出していくこと」「相互に異なる個人

の間で柔軟にネットワークを形成し，その時々の必要性に応じてリソースとし

て他者を活用できるスキル」などの「ポスト近代型能力」の形成が求められる

（表 4-8）。  

 

表４－８ 「近代型能力」と「ポスト近代型能力」の特徴の比較対照  

「近代型能力」 「ポスト近代型能力」

「基礎学力」 「生きる力」

標準性 多様性・新奇性

知識量，知的操作の速度 意欲，創造性

共通尺度で比較可能 個別性・個性

順応性 能動性

協調性，同質性 ネットワーク形成力，交渉力  

出典：本田（ 2005: 22）  

 

日本社会では，主に 1990 年代以降のさまざまな教育言説において，ポスト

近代型能力の必要性が主張されるようになってきた。例えば，経済・産業界か

らは「主体性」「自己責任の観念」「独創性」を備えた「創造的人材」の育成が

提案され（経済団体連合会  1996），教育政策の理念としても，「いかに社会が

変化しようと，自分で課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，

行動し，よりよく問題を解決する資質や能力」「自らを律しつつ，他人とともに

協調し，他人を思いやる心や感動する心など，豊かな人間性」といった「生き

る力」の必要性が提唱されるようになる（中央教育審議会  1996）。  

 このような能力観の変容に伴い，企業が大卒採用の際に求める人材の要件も

また変化してきた。『会社四季報学生就職版』を用いて 1991 年と 2001 年の 2
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時点で著名企業の採用担当者による「望ましい人材像」の分析を行った岩脇

（2004）は，「労働生産性を高めるよう自ら努力する能力」が重視されるよう

になってきたという変化を指摘している。  

 本節で分析するナラティブは，このような社会的背景を前提として慎重に読

み込んでいく必要がある。なぜなら，学生たちは教育や労働において理想視さ

れる上述のような能力観をこれまでの生育歴を通じて内面化しており，それは

留学という教育実践における自身の能力形成の見通しや価値づけに大きく影響

することが予想されるからである。  

 

３－３ 留学経験に対する意味投与の諸相  

 

（１）暫定的なキャリア観  

 国内大学進学者の留学に対する意味づけを理解するための前提として，そも

そも留学を目前に控えた大学 2 年生と 3 年生は，どの程度具体的なキャリアビ

ジョンをもっているのだろうか。そこでまず，将来どのような職に就きたいか

という質問に対する学生たちの語りをみていこう。  

 理系学部の学生たちは，「ロボット関係の研究職（Ｆさん）」「気象関係の公務

員（Ｌさん）」「農協などでの和牛の振興（Ｍさん）」のように現在の専攻と関連

した具体的なキャリア目標が定まっている。一方，文系学部では，「決まってな

いです（Ａさん）」「訪日外国人が相手の仕事（Ｂさん）」「観光系の仕事（Ｃさ

ん）」「イメージがあんまりついてなくて（Ｄさん）」「どうせなら海外と関わり

たいなっていうのはある（Ｅさん）」「なんかそこが，今すごいぐらぐらなんで

すけど（Ｇさん）」「環境系の NPO（Ｈさん）」「日本語教師（Ｉさん）」「英語を

使うところ（Ｊさん）」「ホテルの他なら空港でも（Ｋさん）」というように，明

確な目標をもつ学生は一部である。  

これは，文系学部での教育内容の職業的レリバンスの低さに負うところが大

きい。そして，本格的な就職活動を開始していない時期に就職に関する目標が

具体的ではないことは，一般的に珍しいことではない 9。むしろ，本研究が留学

に対するキャリア展望と関連した意味づけを分析するうえで重要になるのは，

留学前の時点において学生たちのキャリア観は暫定的である
、、、、、、

，という事実であ

る。つまり，学生たちが自身の留学経験と将来の就労の間に何らかの関連性を

見出しているとしても，それはリアリティーをともなった具体的イメージであ

るとは限らないことには留意する必要がある。  

 

 



188 

（２）インストルメンタルな意義  

 自身の留学で得られる成果としてまず挙げられるのは，「実生活で使える英語

（Ｂさん）」「英語がメインですね（Ｊさん）」「単純に語学です（Ｆさん）」「語

学はまあ，スピーキング力とかは一番に活きると思うんですけど（Ｄさん）」「〔英

語が〕喋れたらいいことあるかなっていう（Ｇさん）」「英語を結構なレベルで

話せたら（Ｉさん）」というように英語能力である。  

 では，英語能力はどのように就労につながると考えられているのか。学生た

ちの語りからは，いくつかのパターンを読み取ることができる。  

第 1 に，英語能力が就職の選択肢を広げてくれるという見通しである。「昔

みたいにこの人は英語話せるから有力だ，とはならないかもしれないですけど，

仕事の幅も広がるかなっていうのは思います（Ｇさん）」「英語ができたり，海

外でのボランティアの経験とかあったら，なんていうかな，働ける選択肢が増

えると思います（Ｈさん）」「〔英語を話せたら〕海外のほうに広がるかなってい

う，就職先が。外資系っていうか（Ｉさん）」のように，キャリア観が暫定的で

ある中でも，英語の世界共通語としての側面によってキャリアの選択肢の増加

が期待されている。  

第 2 に，英語能力が自身の就職に際しての十分条件ではなく必要条件である

という認識である。例えば，「英語喋れないとどこも雇ってくれなくなるかなっ

て思います（Ｋさん）」「やっぱ企業もその，TOEIC800 とか当たり前じゃないで

すか（Ｊさん）」などからは，就職活動に際して一定の英語能力が足切りの基準

のような形で前提的に求められるのではないかという考えが読み取れる。  

このように，英語能力は留学成果の重要な一部ではあるが，それだけが自身

の職業達成を大きく有利にするものだと学生たちが考えているわけではないこ

とがわかる。続いて，英語能力の獲得以外に，就労につながる留学成果として

挙げられた内容をみていこう。  

 

Ａ ：ここ〔日本〕にいると，例えば嫌いな人がいて，私あんまり関わり

たくないんですよ。そういう人たちを排除しがち。で，合う人とだ

け話したいっていう。留学って自分がマイノリティとして行くから，

相手のことも理解せざるを得ない状況というか。だから，そういう

の通して人間力というか理解する能力を高められるんじゃないか

なって思ってます。  

 

Ｂ ：他の国の人と関わることで，自分の考え方の幅も広がるし，感じ方

とか価値観も変わる。それが，物の見方とかも多角的になって，広
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い視野で仕事できるんじゃないかなっていうのは考えてます。  

 

Ｋ ：やっぱり海外に行ったら，日本の文化じゃなくて他の文化に触れる

から，いろんな文化を知れるってことで，なんか人をいろんな角度

から見れる力がつくかな。  

 

 3 人の語りからは，それぞれ表現方法は異なるが，留学することで物事を広

く多角的にとらえる能力が獲得され，それが仕事にも活かされるという見通し

がうかがえる。  

 そしてもう一点，複数のインタビューイーに共通する要素がある。  

  

Ｅ ：結構日本の人とかたぶん，あるじゃないですか，〔海外に対して〕構

えちゃうとこ。  

筆者：内向きっていう？  

Ｅ ：内向きっていうか，外国の人となんかするってなったら，ちょっと

ビビるじゃないですか。  

筆者：ビビる。  

Ｅ ：それが 1 年ぐらい行ったらまぁ……気持ち的に対等にいけるかなあ

と。……僕の中でですね，やっぱり英語ペラペラな人っていったら

ちょっとビビっちゃうんで。  

筆者：うんうん。それが 1 年〔留学に〕行ったら〔なくなる〕？  

Ｅ ：なくしたいのはあります。  

筆者：なるほど。英語そこに関わっているけど〔ビビらない方が大事〕っ

ていうことですか？  

Ｅ ：はい。どちらかというとマインドのほうが大事かなと，僕は。  

 

Ｃ ：なんていったらいいかな，日本人て人前で萎むっていうか，喋れな

くなる。  

筆者：シャイで自分が出せないっていうことですか？  

Ｃ ：はい。そういうところも，これからグローバルに人と話すときに変

えていく必要があるのかなあと思います。  

 

Ｊ ：そうですね，意欲とか態度とかも関わってくると思ってます。それ

こそプレゼンとかで，やっぱ，そのプレゼン力だけじゃなくて，自

分がどう思ってるかを，自分の会社に対する熱や愛をいかに人に伝
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えられるかっていうのが大切。語学的にももちろん大切だと思うん

ですけど，態度も姿勢も見られてくると思ってるんで。  

   （中略）  

Ｊ ：〔留学しない〕日本人と比べたらなんですけど，海外に行ってる人っ

てすごい積極性があって，こう自分で発信する力を持ってる人がす

ごく多い。この○○〔所属大学の留学プログラム名〕も行って帰っ

てきた人とかみたら，すごいそういうの思うんですよ。オーストラ

リア半年行ってる人も，すごいなんか自分に自信をつけて，発信力

を持って，こう意欲的で帰ってくる方が多いんで，そういうところ

は絶対評価されると思うんで。その，日本人に足りないそういう欠

けている部分を，向こうでつかめたらいいなとは思ってます。  

 

 3 人の語りに共通するのは，一般的な日本人が国際的なコミュニケーション

の場において臆したり，控えめであったり，情熱的ではないという情意面での

課題意識であり，留学によってそれが解消されるだろうという期待である。そ

してこのようなグローバル環境での堂々とした積極的な態度は，将来の仕事に

おいて重要になると考えられている。  

 以上のように，大学生のキャリア観が暫定的な状況において，留学の成果が

仕事との関連においてインストルメンタルな価値を付与される時，その意義は

1980 年代から存在する欧米へのキャッチアップを目指した国際化をめぐる議

論の域を出ることはない。  

 

（３）コンサマトリーな意義  

 続いて，留学に対する職業達成とは関連しない価値づけについても検討して

いく。工学部で学ぶＦさんは将来ロボットに関する研究職に就くことを目指し

ているが，所属大学の連続性のあるカリキュラムを途中離脱することが望まし

くないと指導教員にアドバイスされながらも，あえて 1 年間の語学留学を目指

す理由について，次のように答えている。  

 

Ｆ ：人生 1 回しかないから，その，留学行く人と行かない人だったら，

行かない人のほうが圧倒的に多いから。なんかちょっとみんなと違

うことしてみたいなていう気持ちはあります。  

筆者：冒険的な？  

Ｆ ：まぁ，はい，そうですね。でもそんな行かないで後悔するよりも，

行って後悔したほうがいいかなっていうのも。  
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筆者：なるほど。ロボット研究にダイレクトに英語が役立つっていう気持

ちよりも，その冒険的な気持ちのほうが大きいですか？  

Ｆ ：あ，はい，そっちです。あ，どっちもですね。〔留学経験が将来に〕

役立たないっていわれたら多分行かないと思うんですけども，役立

つとは思うんで。  

 

 Ｆさんを留学に向かわせている「みんなと違うことしてみたい」という動機

は，職業達成に関わるものではなくコンサマトリーな価値意識である。そして，

筆者からインストルメンタル（ロボット研究における英語の重要性）よりもコ

ンサマトリー（冒険的な気持ち）な意義が大きいかと問われると，一度は肯定

したうえで，「どっちもですね」と言い直している。このやりとりから，Ｆさん

にとって「みんなと違うことをしてみたい」というコンサマトリーな動機が，

職業達成を目指したインストルメンタルな動機と同等以上の価値をもつことが

示されている。  

 女性のコンサマトリーな価値意識についてもみてみよう。Ａさんは留学が

キャリアにおける強みにならないと思いながらも，奨学金を借りてでも実践し

たいと考えた理由について，以下のように語っている。  

 

筆者：〔留学経験がキャリアにおいて〕そんなに強みにならないという見通

しがあるけれども，高校生の時でいえば「借金〔貸与型奨学金の受

給〕をしてでも行きたい」という思いがあるわけですよね？将来の

強みにつなげるというようなものではなく，それでも〔留学に〕行

きたいという強い思いがあるんですか？  

Ａ ：ありますあります。  

筆者：それはなんですか？  

Ａ ：（笑）なんだろう？なんか，んー…  

筆者：憧れみたいなものですか？  

Ａ ：憧れ…はたぶんあると思います。英語を喋りたいっていう。喋って

いる環境に自分がいたいっていう。なんだろう，なんか自分が知ら

ないところに行きたいなと思っていて，時間が許される時に。大学

生って自分が好きなことをできる時間がたくさんあるから，その時

間を無駄にしないというか，うまく活かせるのが留学かなって。  

筆者：それは特定のキャリアにつながらなくても構わない？  

Ａ ：うん，全然。  
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 筆者が「憧れ」というキーワードを提示したことをきっかけに，Ａさんは「英

語を喋りたい」し「喋っている環境に自分がいたい」，「自分が知らないところ

に行きたい」という欲求を「自分の好きなこと」として語っている。英語を話

す環境に身を置くことが憧れの対象になるということは，英語圏への渡航その

ものが目的化されるコンサマトリーな志向性だといえよう。そして，留学経験

がキャリアにつながらなくてもよいのかという筆者の質問に対して，「全然」と

答えていることからも，Ａさんにとっての留学の意義は，インストルメンタル

よりもコンサマトリーな価値づけを多くともなうものであることがわかる。  

 

（４）短期留学の大衆化と短期留学者間での差異化  

 ここまで，インストルメンタル／コンサマトリーな価値意識に関するインタ

ビューイーの語りをそれぞれ断片的に取り出してきた。以下では，それらの価

値意識が自身のキャリア展望をふまえてどのように関連づけられ，そこに留学

という教育選択の合理性がどのように意味づけられているのかについて，さら

に分析を深めていきたい。  

 先に述べたように，大学生の留学経験のインストルメンタルな価値は，英語

能力や広い視野，グローバル環境で物怖じしない積極的な態度の獲得機会とし

て位置づけられていた。これらの能力観は第 3 章第 1 節で検討した「トランス

ナショナルな人的資本」と通底するが，「トランスナショナルな人的資本」の価

値は，現在の労働市場における希少価値でもある。では，彼／彼女たちは大学

生の全体的な留学動向と「トランスナショナルな人的資本」の希少価値をどの

ようにとらえているのだろうか。  

 このことについて，大半の学生の認識は次のように一致している。  

 

筆者：大学生の留学経験は就活で評価されると思いますか？  

Ｈ ：うーん，多分されると思います。でも，そもそも留学に行く大学生

が多いから，目立つっていうわけでもないのかな。（中略）だから，

留学で学んだとかだったら，その，学んだことが活かせる会社とか

に行くんだったら，評価されると思います。（中略）ただ英語がで

きるとかだったら，もっと上手な人はいっぱいいるから，そんなに

強みにはならないかな。  

 

筆者：〔今回の留学は〕将来のキャリアとどのようにつながるとお考えです

か？  

Ａ ：キャリアと，つながるかな？今っていろんな人が留学に行こうと思
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えば行けるんで，そんなに強みにはならないかなって思っていて，

自分の中で。  

 

Ｄ ：いっぱいいるじゃないですか世の中。留学してる人なんて。これか

らもっと増えるんじゃないかなと思ってるから，そんな英語だけ喋

れても，うまくいかんやろみたいな。  

 

 第 2 章第 1 節の量的分析で検討したように，国内大学の学部生で留学を経験

するのは 2 割程度だと予想される。一方で，学生たちの認識では，留学という

選択肢はすでにありふれたものであり，それだけでは強みにならないと考えら

れている。  

 Ｂさんの以下の語りは，さらに手厳しいものである。  

 

筆者：留学経験は就活で評価されると思いますか？  

Ｂ ：人によると思います。私の友達が〇〇大〔一部の学部で留学が必修

の大学〕に行ってるんですけど，全部〔全員〕留学に行けるわけじゃ

ないですか，国際なんちゃら学科の子だったら。  

筆者：はいはい。  

Ｂ ：英語圏と中国語圏に半年ずつ留学とか。そういう子たちがずっと遊

んでるストーリー 10とか見てて。  

筆者：あー。  

Ｂ  ：〔就職活動では〕そういう子たちと一緒に並べられるんだろうなと

思って。だから〔自分が〕学校の代表として〔交換〕留学行きまし

たって言っても，「どうせお前もあの子らの一員やろ」って思われ

るのは確かやろうなと思ってます。  

筆者：へええ。じゃあ留学っていうと企業は海外で遊んできたイメージで

みるんじゃないかという前提があるんですね？  

Ｂ ：うん。  

 

 Ｂさんの見立てでは，大学生の留学の大衆化によって，留学経験が「遊び」

として企業にみなされることが危惧されているのである。このように，留学の

大衆化という状況は，留学経験によって「トランスナショナルな人的資本」を

蓄積した大学生が増加したことによる希少価値の低下を意味するものとして学

生たちには理解されている。そしてそのような社会的状況の中で，インタビュー

イーたちは自身の留学経験の意味を，大多数の平凡な留学経験とは異なるもの
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として差異化を図る必要に迫られる。  

 差異化の指標として言及されているのは，留学期間と内容である。  

 

Ａ ：今って 1 週間でも海外にいったら留学しましたって言えるじゃない

ですか。  

筆者：うん。  

Ａ ：なんかそういう薄っぺらい留学っていうか，異文化体験のようなこ

とを「留学留学」っていうのがほとんどだと思う。そこ〔外国〕に

行って実際に何をしてきたのかが大事っていうか，その人がなんで

海外に行く必要があったのかが，そういうことが自分だと強みにな

ると思っていて。大学生全般だとそういう人は少ないと思うので。 

筆者：海外に行ったという行動だけでは評価されない？  

Ａ ：そうですね。  

 

筆者：大学生の留学経験は就職活動で評価されると思いますか？  

Ｃ ：あー。種類にもよると思って。ワーホリとかだと，現地に行って遊

ぶっていうイメージが僕の中ではあったり。あとまぁただ〔留学に〕

行くだけじゃ評価はされない。現地で何を学んだか，そういう内容

が大事なのかなと。  

筆者：内容次第だってことですね。  

Ｃ ：〇〇〔1 か月程度の短期間の海外研修プログラムの名称〕ってある

じゃないですか。高校の時にもあったんですけど，友達が 2 週間行っ

ても，現地での話聞いたらめっちゃ買い物したとか，そういう話し

か聞いてないんで。短い期間の留学だとそういった遊びのほうに

走ってしまうと思うんで，行くなら長期がいいかなと。  

 

 Ａさんは 1 週間の異文化体験的な海外渡航を「薄っぺらい留学」と断じ，海

外で「実際に何をしてきたのか」が重要であるという。Ｃさんもワーキングホ

リデーや 2 週間程度の海外実習では学生が「遊びのほうに走ってしまう」ため，

「行くなら長期がいい」と話す。つまり，長期＞短期，学び＞遊びという図式

によって，同じ短期留学というカテゴリーの中でも，自身が予定している 1 セ

メスター以上の留学の意義について，ごく短期間の研修やワーキングホリデー

との差異化を図っているのである。  
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（５）留学経験を語ることができるか  

 留学経験の期間や内容が重要だとする差異化戦略は，必然的に自身の留学経

験が意義深い内容であることを〈他者に語ることができるか〉という社会構成

的な前提をもつことになる。  

 

筆者：大学生の留学経験は就活で評価されると思いますか？  

Ｄ ：そこで何をしたかだと思います。そこで自分がどんなことを得て，

どれほどそれを発信できるかで変わってくると思います。  

筆者：発信？  

Ｄ ：留学したからっていって，そこでただ何も感じず，そのままただた

だ日々を過ごして英語力だけを伸ばしたとしても，うーんなんか

もったいないというか。そこで自分がどういう風に生活して，どん

なふうに感じて，それをどのように発信するかによって，大切さが

変わってくるかな。  

筆者：発信ていうのは？  

Ｄ ：伝えかたとか。  

筆者：〔就職活動の〕面接の場で？  

Ｄ ：語れるかどうかです。  

 

Ｄさんは，他のインタビューイー同様に留学の内容が重要だとしながら，留

学中に「自分がどういうふうに生活して，どんなふうに感じて」という自身の

留学経験を「どのように発信するか」「語れるかどうか」が大事だという。  

類似する語りは他にもみられる。  

 

Ｇ ：なんか「留学しました」だけじゃなくて，「留学をこういう目的でし

て，こういうことが得られて，自分にこうつながってます」みたい

な，そういうのは言えるようにならないと，なんかただ〔留学〕し

ただけじゃ意味がないなっていうのは思います。で，自分の今にこ

うやって影響しているとか。そういう感じの論理的なのは言えない

といけないなと思うんですけど。  

 

Ｂ ：だから，〔就職活動の〕面接で留学の経験をどうやって話すかはこっ

ち〔自分自身〕なので，私がしっかりうまくちゃんとしたこと言え

ば，「この子はただの留学してた子やないんやろうな」と思っても

らえるやろうし。けど「私はみんなと同じように向こう行ってこう
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いうことがんばりました」って言っても，あーね〔ああそうだね〕っ

てなるじゃないですか。いっぱいいるうちの 1 人ね，みたいな感じ？  

 

 「言えないといけない」「どうやって話すか」「うまくちゃんとしたこと言え

ば」。これほどまでに，学生たちは留学に出発する前の段階で，帰国後に自身の

留学経験を物語る必要性をひしひしと感じている。これは，書類選考や筆記試

験，集団討論，面接試験などが課される日本の大卒採用活動において，面接試

験が重視される（小山  2014）ことが大きく影響しているだろう。なぜなら，

面接試験においてエントリー学生が求められるのは，彼／彼女たちの人物像を

査定するための「注力エピソード（小山  2010）」──大学生活で重点をおいて

取り組んだ活動──に関する〈語り〉だからである。  

 日本の大卒採用活動で人事担当者が求めているのは，英語能力や異文化間コ

ミュニケーションにおける積極的態度といった「トランスナショナルな人的資

本」ではなく，何かに取り組んだというエピソードであることは，国内のロー

カル社会で体育会系の部活動に没頭してきた学生の次のような語りにも表れて

いる。  

 

Ｅ ：〔留学は〕一応評価をされると思うけど，そんなに部活でがんばって

きたのとあんまり変わらないかなって…くらいのあれかなと。  

筆者：部活？  

Ｅ ：体育会とか，プラスアルファの 1 つぐらいの位置で，交換留学とか

留学が当てはまるぐらいなんかなあって。  

 

 小学 1 年生から大学で留学を決意するまで野球に取り組んできたＥさんは，

ローカル社会で野球というスポーツを継続してきたことと，自身がこれから実

践するイギリスでの 1 年におよぶ留学経験が，日本の大卒採用活動での評価と

して「あんまり変わらない」という印象をもっている。つまり，留学経験によっ

て蓄積された国境を越えて活躍できる能力が評価される側面よりも，あくまで

大学生活での「注力エピソード」として留学経験が語られる側面の方が大きい

という評価構造を，学生自身も認識しているのである。  

 

（６）留学志向の自己啓発的側面と自己成長を経由したインストルメンタル性  

このように，日本の大卒採用活動が学生に〈語り〉を求める制度的慣行は，

学生たちの留学経験に対するインストルメンタルな意味づけにも大きく影響す

ることになる。就職達成における業績評価の対象が，具体的な能力そのもので
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はなく大学生活でのエピソードにあることから，どのように留学経験のエピ

ソードを語ることができるかが焦点化される。このことは，表面的には留学と

職業達成との関連性が存在しないようにみえる学生たちの語りの中にも，実は

エピソード語りを経由したインストルメンタルな志向性が存在する可能性を示

唆している。このような分析視点とともに，次のナラティブをみてみよう。  

 

筆者：じゃあ結構就活のことを考えてるわけでは全然ないんですね？  

Ｅ ：就活のこと全く考えずに〔留学〕しようって決めたんで。  

筆者：うんうん，なるほど。  

Ｅ ：どっちかって言うと就職するまでのプロセスっていうか，何したい

かっていうのは考えないと，就職したあとに自分がどういうふうに

やりたいかっていうのを見通しするために留学するほうが大きい

んで。  

筆者：うんうん。  

Ｅ  ：就職のためのステータスを増やすのはそんなに大事じゃないかな

あって。  

 

筆者：じゃあその，〔留学を経て〕結構なレベルの英語運用能力と専門的な

知識があると思うんですけど，それをなんかこう〔就職において〕

専門職として生かすような方向性ではない？  

Ｇ ：ではなく。うん。  

筆者：もっと言うと，別に留学がなくても公務員は目指せますよね？  

Ｇ ：そうですよね。でもなんか，そこの仕事とのつながりは，自分も何

かまだこれに絶対なりたいって決めてるわけじゃなくって。自分が

ニュージーランド〔の短期研修に〕行って変わったように，今回も

たぶん何か変わると思うんで，そのあとまたしっかり考えたらいい

かなって。今は選択肢を作っといて，それを帰ってきた自分が選べ

ばいいかなっていうのを思ってて。  

筆者：なるほどですね  

Ｇ ：でも将来，もし留学がその仕事とかに生きなかったとしても，今〔留

学に〕行ったこととか，行って経験できたこととかはすごいプラス

になると思うから，行こうって決めました。  

筆者：じゃあ公務員になるために行くわけではないんですね？  

Ｇ ：あ，ではないですね。  
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Ｅさんはまず，就職活動のことを全く考えずに留学を決めたと言明している

ことから，表面的には留学に対してインストルメンタルな価値づけを行ってい

ないようにみえる。しかし，留学は「就職したあとに自分がどういうふうにや

りたいかっていうのを見通しするため」の「プロセス」であるとも話している。

つまり，Ｅさんの職業達成における留学の意義は，「ステータスを増やす」とい

う直接的なものではなく，「自分がどういうふうにやりたいか」を「見通す」こ

とが職業達成につながるプロセスとして考えられている。  

Ｇさんも，現時点でのキャリア目標は「公務員」であるが，「まだこれに絶対

なりたいって決めてるわけじゃなく」というように暫定的なものである。そし

て，留学を経て自分自身が「たぶん何か変わる」ことを予期しており，「今は選

択肢を作っといて，それを帰ってきた自分が選べばいい」と考えている。  

これらの留学志向は，〈インストルメンタル／コンサマトリー〉の枠組みにお

いてどのようにとらえられるだろうか。「やりたいこと」という価値づけの主体

はＥさん自身であるが，現時点で「やりたいこと」の内容は本人に把握されて

いない。Ｇさんも，留学出発前の時点で具体的なキャリアビジョンを有しては

いない。ここにあるのは，留学という環境変化を通じて将来「やりたいこと」

が明らかになるだろうという見通しである。  

このように，自身が「やりたいこと」やそれを自覚している「本当の自分」

が確かに存在し，現時点でその内容は明らかではないものの，自身に対して何

らかの働きかけを行うことで将来そのようなセルフイメージが実現されるとい

う理路は，牧野（2010）が近年の就職活動の自己分析において見出した「自ら

を作業対象とすることを促し，また作業を通して就職活動に向けた意識の明確

化，啓発，変革を促す」という「自己のテクノロジー」（牧野  2010: 152）」と

みることができる。そして，「自己のテクノロジー」に対する社会的要請は，企

業が大卒採用の際に求める人材の要件として，近年「学生が自分自身をどのよ

うにとらえ，どのような働き方・生き方を選ぶのかということへのまなざし」

が強化され，「中でも自分で自分を成長させる『自己啓発』の意志がより重視さ

れ」るようになったこと（岩脇  2004: 323-324）にも表れている。  

次の語りは，海外留学という学生時代のチャレンジが，他者への〈夢〉の語

りを前提とした自己啓発的な側面をもつことをよく表している。Ｄさんは，大

学 2 年時に参加した学生団体での活動を振り返り，そこで知り合った他大学の

学生の海外経験から影響を受けたことを次のように語る。  

 

Ｄ ：学生団体だからほんと全国の学生と繋がるんですけど，やっぱ留学

行った人とか，世界一周した人とか，バックパックでヨーロッパ 1
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周したとか，自分の常識を超えた人がいっぱいいて。同じ学生なの

に意味がわかんない経験をしている人がいっぱいいて。それこそそ

の人たちもすごくかっこよくて。自分の経験を語ったりとか，夢を

語ったりとか。めちゃくちゃかっこいいと思って。自分今のまま

じゃちっぽけだなと思って，もっと自分が胸はっていえることを増

やしていきたいっていうのが強くなりました，気持ち的に。  

 

 Ｄさんの留学志向は，具体的な職業を目指すのではなく，自分の経験や夢を

語ることができる「かっこいい」セルフイメージを目指した自己実現欲求であ

り，一見コンサマトリーに見える。しかし，彼女の〈夢〉は漠然としているも

のの，職業達成を含み込んだより広い生き方としての将来に向けて構想されて

おり，〈いま，ここ〉の充足を目指すコンサマトリー性とは異なる。よりよい未

来を実現するための手段として自己成長や自己啓発が目指されており，留学は

そのための手段の一部なのである。  

以上を総合すると，現代の大学生は「自己のテクノロジー」として自身を成

長させる対象としてとらえることが求められ，具体的なキャリア目標に向けた

備えとして具体的な能力を獲得しようという志向性ではなく，暫定的なキャリ

ア観ゆえに漠然とした自己成長や自己啓発を志向している。そして，海外留学

はそのような自己成長・自己啓発に最適な機会としてみなされているのである。 

このような志向性を〈インストルメンタル／コンサマトリー〉の枠組みでと

らえるならば，「自己成長を経由したインストルメンタルな留学志向」として解

釈できよう。すなわち，一見職業達成との直接的な関連が欠落しているために

コンサマトリーにみえる留学志向であっても，学生たちの留学の第 1 の目的は

自己を変革して成長させることにあり，そのような自己成長は就職活動におけ

るエピソード語りを通じて全般的な職業達成へとつながることが予期されてい

るのである（図 4-3）。留学に対してこのような期待を置くことで，留学前の時

点でキャリア目標が暫定的であることは問題ではなくなる。そして，留学経験

は自己成長のアリーナであることから，短期間よりも長期間，遊びよりも学び

であることが，より自分自身を成長させることのできる正統的な留学の指標と

して意味をもつのである。  

職業達成
（目的②）関連性仮定

学生
留学

（手段①）
自己成長

（目的①）関連性

価値づけ

自己成長
の語り

（手段②）

 

図４－３ 自己成長を経由したインストルメンタルな留学志向  
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（７）就職不安のグラデーション  

 第 2 章第 1 節の計量分析では，就職不安の低い学生ほど留学志向が高いこと

が示された。この点に関連して，学生たちの就職不安をめぐるナラティブを分

析していくと，いくつかのグラデーションがみられる。  

 第 1 は，就職不安の内容の違いである。  

 

筆者：自分が就職ちゃんとできるかなってことは不安ですか？  

Ｃ ：不安です。  

筆者：それは好きな仕事につけるかどうかということなのか，食い扶持が

得られるかどうかということなのか，どっちが不安ですか？  

Ｃ ：あー，好きな仕事というよりは，ちゃんと食い扶持得られるかなー

ていうほうが心配ですね。  

 

筆者：将来就職できるかどうかについて不安はありますか？  

Ｋ ：あります。不安しかない。  

筆者：落ちるかもしらんてことですか，就活で？  

Ｋ ：そうですね。  

     （中略）  

筆者：じゃあ留学に行くっていうのは，落ちないようにするため，不安を

なくすためですか？  

Ｋ ：うーん，なんか，うーん，そう，英語話せたほうが受かるかなって

いう感じです。  

筆者：それはどの仕事であっても？  

Ｋ ：はい。  

 

Ｃさんの不安は，就労して賃金を得られるかどうかという就労機会の獲得可

能性そのものにある。Ｋさんも同様であり，就労機会を得るために「英語話せ

た方が受かるかな」というインストルメンタルな見通しをもっている。このよ

うな就職不安と留学経験による不安の解消という特徴は，本調査では女性より

も男性に，大学種別であれば入試難易度がそこまで高くはない大学の学生から

多く語られるものであった。  

一方で，以下のＤさんとＡさんのの不安は，就労機会が得られるかどうかで

はなく，就労内容と自身の適性のマッチングの側面である。  

 

筆者：食べていけるだろうかというか，〔仕事が〕見つからなかったら給料
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入らなくて，という不安じゃないわけですね？  

Ｄ ：〔それ〕はないです。そういうのじゃなくて，どちらかというと自分

がやりたいことが見つかるのかなあという不安のほうが大きいで

す。  

 

Ａ ：周りからは「それだけ英語力があれば欲しいところ〔企業〕はある

よ」って言われるけど，実際に〔本当に〕そうかなーって思って。

それが自分のやりたいことと結びつくというか，自分が求めている

仕事だとは限らないから，〔そういう仕事に〕つけるかなという不

安はありますね。  

筆者：じゃあ，自分が生きていくために職をつかめるかどうかというより

も，自分のやりたいことをやれる仕事をつかめるかどうか，という

ことですか？  

Ａ ：あー，ですね。  

筆者：じゃあ仕事を選ばなければつかめるだろうなという感じはある？  

Ａ ：うんありますね。でも，たぶんその仕事やれないんで，自分がやり

たいって思わないと。  

 

 これらの学生たちにとって，「自己のテクノロジー」によって発見された自身

の「やりたいこと」が，実際の就労内容と重なるかどうかが不安の焦点となっ

ている。現代の大学生にとって労働は「自己を啓発する倫理的活動と見なされ

る（岩脇  2004: 324）」ゆえに，労働とは単に生きていくために必要な所得を得

るための手段であるだけではなく，「自分がやりたいって思わないと」持続的に

取り組むことは難しい。  

 また，一つの就職先で長期間働くことを想定していない学生や，銘柄大学に

所属する学生は，あまり就職不安を感じていない。  

 

筆者：将来就職できるかどうかに不安てありますか？  

Ｂ ：なんとかなるとは思ってます。  

筆者：それは今までの人生の中で，わりと能力的になんとかなってきたと

いう自信から？  

Ｂ ：私いっこの〔ひとつの〕就職先で 20 年も 30 年も勤める気ないんで。  

筆者：うん。  

Ｂ ：人生ちょっと軽く見てるんで。なんだろう，やりたいことして，や

めて，またやりたいことしてみたいな感じなんだろうな。  
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筆者：おお。〔今希望している〕観光業や県庁の仕事についたとしても，

10 年ぐらいで変わっていくイメージなんですね？  

Ｂ ：ずっとはおらんと思う。  

筆者：へえ，じゃあ安定よりも，自分のやりたいことのほうが大事？  

Ｂ ：今はですよ，ふふふ。就職したら話は変わると思うんですけど。  

 

筆者：将来企業で就職できるかどうかについて不安はありますか？  

Ｅ ：不安は特に…ないかなぁ…あんまりないですね，今んとこ。まあな

んとかなるだろうと。  

筆者：やっぱりその，学歴的なものもあり，能力的なものもあり，野球部

で培った体育会系精神もあるから？  

Ｅ ：そんな言われると恥ずかしいですね（笑）  

筆者：結構自信があるっていう？  

Ｅ ：はい。……僕結構，そんなマイナスに考えないんで，基本。  

 

 Ｂさんは自身の就職を「なんとかなる」と感じているが，それは「やりたい

ことして，やめて，またやりたいことしてみたいな感じ」というように，一つ

の就職先で終身雇用を前提に長期間働き続けることは想定していないからであ

る。これは，将来一家の稼ぎ頭として働き続けることを求められるような封建

的男性ジェンダー（Holloway et al. 2012）の存在を前提すると，その裏返し

としての女性ジェンダーの特徴とみることができるかもしれない。  

また，国立の銘柄大学に通うＥさんは，「そんなマイナスに考えない」という

ように，難関大学のアドバンテージやそこに合格する自身の能力に一定の自信

を有している。Ｂさんと同じ「なんとかなる」という表現も，これまでの自身

の生育歴において難関を克服してきた自信によるものであることがうかがえる。 

最後に，留学期間が日本国内での就職活動の準備期間と重なることによる具

体的な不安について，Ｊさんは次のように話す。  

 

筆者：将来就職できるかどうかに不安ありますか  

Ｊ：ありますね。めちゃくちゃあります。  

筆者：めちゃくちゃあるんですね。  

Ｊ：6 月に帰ってくるんで，就活が終わってる子もいる中で，採用して

くれる企業さんはあるのかとか。  

筆者：うん。  

Ｊ：学校を卒業できても就職できてなかったらどうしようていうのはす
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ごいあるんで，今も自分が行きたい企業さんをみつつ，まだ企業研

究までは全然できてないんですけど，そういう英語を使えるような

会社を探しながらやってるって感じです。  

筆者：なるほど。スケジュールがカツカツになるってことなんですね。  

Ｊ：そうなんですよ。他の子と比べて，インターンシップも行けない部

分があって……ちょっと厳しいかなと思います。  

 

3 年次の秋学期から留学を開始し，4 年次 6 月に帰国してそのまま同学年の

就職活動に合流することを予定しているＪさんは，インターンシップを経験で

きないことや，帰国時に企業によっては選考プロセスが終了していることなど

による不利を実感している。これらの問題は， 3 年次秋学期以降に留学を開始

する学生全員に共通するものであり，すでに卒業期を 1 年間遅らせることを決

定している学生や，帰国後の様子をみて状況に応じて卒業期の遅延を考えてい

る学生もいた。卒業期を遅らせることは，大学生としての生活費を 1 年分多く

要することを意味しており，ストレートに卒業して働いていたと仮定した場合

の年収まで含めて考えると大きな経済的損失を伴う。そのような損失を織り込

めるかどうかという点においても，経済的要因は関わってくると考えられる。  
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第４節 考察  

 

 ここまで，大学生の留学志向の形成について，大学生のナラティブの分析に

より，形成要因とプロセス（第 2 節），職業達成と関連した意味づけ（第 3 節）

の諸相を明らかにしてきた。本節では，それらの質的な知見を，第 2 章から第

3 章までの計量分析の結果の中に埋め込み，総合的な考察を行う。  

 

４－１ 留学志向の形成をめぐる〈戦略性〉と〈偶然性〉  

 

第 2 節での分析から，インタビューイーのライフストーリーにおける留学志

向の形成には，「英語学力達成」と「海外志向」の 2 要因の重なりが共通して

みられた。つまり，英語学力だけでは海外に渡航する動機は形成されず，海外

志向だけでは留学という選択肢に結びつかないことがわかる。英語学力が重要

な要因であることは，第 2 章の計量分析において，短期留学志向の形成要因（第

2 章第 1 節）として高い入試学力が求められる大学への所属が，長期留学志向

の形成要因（第 2 章第 2 節）として英語学力の高さが，それぞれ各留学志向に

対して有意な正の影響を及ぼしていたという知見と整合する。予想された結果

を確認することでもあるが，英語圏の外国への留学志向は，留学を志向する時

点での英語学力が前提になるのである。  

ここで議論を深めるべきは，子のライフストーリーにおける「英語学力の達

成」と「海外志向」の 2 要因の形成に関して，親の働きかけの意図や出身家庭

の影響は大きく異なるということである。議論を単純化すれば，そこには子の

「英語学力の達成」をめぐる親の〈戦略性〉と，子の「海外志向」の獲得をめ

ぐる〈偶然性〉のギャップが存在する。  

まず，子の「英語学力の達成」を目指した親の働きかけとして，最も多くの

インタビューイーのライフストーリーにおいて観察されたのは，本研究で「学

校外教育での早期英語学習型」と名づけたように，英会話教室や塾等の学校外

教育を通じた英語学習である。しかしながら，そのような親の働きかけは，必

ずしも子の留学というグローバルな教育を企図したものではなく，より高い学

校ランクの地元高校や国内大学への進学という，日本社会のローカルな教育達

成を願ってのものだった。これは，ペアレントクラシー時代の親の家庭教育に

関する先行研究において，「勉強や生活習慣を子供に厳格に求める『きっちり』

した子育て（本田  2008: 169）」として報告されてきた親の〈戦略的な〉働きか

けとほぼ符合する。  

一方で，そのようにして英語学力を達成した子供が「海外に行ってみたい」
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という海外志向をもつようになる要因は，学校教員のような家族以外の国際的

な社会関係資本との出会い，学校プログラムによる海外渡航や国際交流の機会，

サブカルチャーの影響，ジェンダーに起因するプッシュ要因など，親の働きか

けとは別の〈偶然性〉に規定されている。つまり，日本人大学生の短期留学志

向の形成において，他のアジア諸国の長期留学志向にみられたような親の戦略

性を見出すことはできず，子の多くは親の意図せざる結果として留学への志向

性を高めている。  

 この点に関して，短期留学志向の形成要因についての量的分析（第 2 章第１

節）において，親の社会経済的要因が留学志向に対して有意に正の効果をもっ

ていたのは，経済資本や文化資本を多く所有する親ほど「『きっちり』した子育

て」を行うことから，子の英語学力が達成されやすいことが一因であろう。現

に，小学生時点での学校外教育を通じた早期英語学習が，その後中学生時点の

英語学力を高めることは，無作為抽出による大規模調査データを用いた計量分

析でも実証されている（豊永・須藤  2017）。つまり，親の社会経済的要因は，

家庭教育をめぐる「確率論的な格差（本田  2008: 223）」として，留学志向のベー

スとなる英語の学力達成を規定しているのである。ただし，英語の学力達成だ

けでは留学志向は形成されず，先に述べたように海外志向を喚起するさまざま

な要因が他に存在するため，それらの独立変数を含んでいなかった短期留学形

成要因の推定モデル（表 2-3，モデル 3）は擬似決定係数が低かったのだと考

えられる（Nagelkerke=.071）。  

 また，「国際志向ハビトゥス」が親から子へと再生産されていく「家庭環境内

でのグローバル文化資本継承型」の学生も一定数存在する。そのような家庭で

は，海外経験のある親や親族が「国際的な社会関係資本」となり，成育歴にお

いて海外渡航や国際交流が経験されやすく，生活環境に「客体化されたグロー

バル文化資本」が存在するなど，子供の「国際志向ハビトゥス」を醸成する好

条件がそろっている。概してそのような親は SES が高い傾向にあるため，計量

分析では SES 変数が有意に影響するのである。  

 他方，学校教育の資源のみで英語の学力を達成していた「学校英語教育での

学力達成型」の学生も，多数派ではないが存在する。このことは，留学志向の

形成において出身家庭の SES という条件格差を学校教育の力で乗り越えるこ

とができるという可能性を示している。  

 

４－２ 〈グローバルな自己成長〉と〈ローカルな職業達成〉  

 

 続いて，大学生が自身の予定している短期留学にどのような意義を見出して
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いるのかについても，興味深い知見が得られた。  

留学経験がもたらすインストルメンタルな価値として，第 1 に高いレベルの

英語能力の獲得が挙げられた。しかしそれは，就労におけるアドバンテージを

生むという具体的な見通しというよりも，将来の職業に関する選択肢を広げ，

または就職活動で求められる最低限度の英語能力基準をクリアするためといっ

た漠然とした動機である。第 2 に，多角的な視野や人間力，コミュニケーショ

ンにおける積極性といった「ポスト近代型能力」の獲得についても言及された

が，それらは具体的なキャリアを念頭に置いた能力観というよりも，学生たち

の「国際志向ハビトゥス」によって喚起される〈広い視野と他者に開かれた心

をもちたい〉〈国際的な場面で堂々とコミュニケーションを取りたい〉というコ

スモポリタニズム的欲求であり，就労との関連性が具体的に想定されているわ

けではない。  

このように学生たちの留学に対するインストルメンタルな価値意識が具体性

を欠くのは，短期留学出発前の時点においてキャリアビジョンが定まっていな

いことが一因としてある。しかし，さらに重要なのは，インタビューイーたち

の留学に対する価値意識の中に，今後職業達成をめぐる競争が国境を越えて拡

大するだろうというグローバル・メリトクラシーの現状認識がほとんどみられ

ない点であろう。すなわち，学生たちにとって留学経験の将来に対する合理性

は，グローバル環境での就労を想定した「トランスナショナルな人的資本」の

獲得にあるわけではない
、、、、

のである。  

では，彼／彼女たちの留学という社会的行為の合理性はどこにあるのか。こ

のことを理解するためには，表面的にはコンサマトリーにみえる学生たちの留

学動機を，自己成長を経由して社会的評価につながっていくというインストル

メンタルな価値意識として解釈する必要がある。「いろんな人が留学に行こうと

思えば行ける（Ａさん）」ほど短期留学が大衆化した現在において，インタビュー

イーたちは自身の留学経験をありふれた留学から差異化する必要に迫られる。

そこで語られるより望ましい留学とは，短期間よりも長期間の，遊びではなく

多くの学びが得られ，自分を成長させてくれる自己啓発的な経験なのである。  

学生たちの留学に対する価値意識が自己啓発と関連して形成される背景には，

日本社会でのローカルな職業達成をめぐる企業の大卒採用活動という外的要因

がある。第 1 に，日系企業の大卒採用活動が具体的な業務内容に対応した職能

の有無を重視する「ジョブ型雇用」ではなく，採用企業のメンバーとしての順

応性や将来の訓練可能性などを重視する「メンバーシップ型雇用」（濱口  2013）

であること。第 2 に，そのような「メンバーシップ型雇用」の採用プロセスに

おいて，エントリー学生の人間性を判断するための「注力エピソード」（小山  
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2010）が重視される慣行があること。第 3 に，1990 年代以降に産業構造や雇

用管理制度が急激に変容する中で，企業の新卒者採用において大学生の「成長

志向」や「自己啓発の意志」がより重視されるようになってきている（岩脇  

2004）ことなどである。これらの構造的要因により，海外留学を通じた自己成

長は，国内企業の就職活動でエピソードとして語られることで評価の対象とな

る。しかもそれは特定の職種に限定されることなく，幅広く役立つインストル

メンタルな価値を発揮することが見込まれる。  

このように学生たちの合理性を解釈すれば，短期留学経験が「トランスナショ

ナルな人的資本」として就労後の所得を高めないという第 3 章第 1 節の分析結

果に対して，経済的合理性ではなく別の目的合理性が存在するものとして理解

することが可能になる。また，学生たちのキャリア展望は暫定的でありながら

も国際的な仕事を希望していることから，学生の留学経験に職業的レリバンス

が存在するという第 3 章第 2 節の分析結果とも矛盾しない。  

総合的にこれらの構造をとらえると，近年活発化している大学生の短期留学

志向を駆動する要因は，教育政策が喧伝するようなグローバル・メリトクラシー

に対する危機意識ではない。それは，グローバルな教育実践の多様な成果が極

めてローカルな国内企業の採用活動の文脈で評価されるというギャップの中で，

自己成長を奇貨として職業達成や豊かな人生を目指すという，自己啓発的な目

的合理性なのである。  

 

４－３ 女性固有のプッシュ要因  

 

 第 2 章で行った量的分析において，大学生の短期留学志向（第 1 節）や高校

生の長期留学志向（第 2 節）では女性であることが有意に正の影響を与えてい

たことに対し，親の海外教育志向（第 3 節）は子が男性であるほど高かった。

このようなジェンダーに起因する傾向性の中で，本節の質的分析により得られ

た知見はどのように解釈が可能だろうか。  

 第 1 に，日本人女性の白人男性に対する恋愛的憧れの存在が挙げられる。本

研究の女性インタビューイーの多くは，留学後に白人男性と恋愛関係になるこ

と──場合によっては結婚まで──を想定していた。一方で，男性インタビュー

イーから白人女性に対するそのような見通しは語られなかったため，もしこれ

がジェンダーに起因する志向性であれば，量的分析における有意差を生み出す

要因の 1 つであることが考えられる。  

 日本人女性の白人男性に対する憧れや恋愛願望に関しては，いくつかの先行

研究が存在する。Kelsky（2001）は，彼女が「国際主義者（ internationalist）」
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と呼ぶ高学歴で都市部在住の日本人女性が，西洋全般に対して「憧れ」を抱く

という全体的な分析フレームから，日本の国際化を検討している。その一部と

して，広告やテレビ CM 等のメディア分析を通じて，日本人と白人のエロス的

な連関をめぐるステレオタイプを描き出している。また，恋愛願望にとどまら

ずよりセクシャルな関係性のリアリティーにまで踏み込んでインタビューを行

い記述した研究として，オーストラリアでワーキングホリデーや留学を実践し

ている女性を対象とした Takahashi（2012）がある。本研究で得られた知見を

これらの既存研究の上に定位するならば，新たな知見として年齢の若さが挙げ

られる。すなわち，既存研究の分析対象が 20 代から 40 代まで広く設定されて

いた点に対し，本研究のインタビューイーの語りからは，早くは中学生の時点

で，海外ドラマ等のメディアを通じて白人男性に対する恋愛的な憧れが形成さ

れていたことがわかった。海外志向をめぐるジェンダーの偏りを説明するうえ

で，極めて個人的な恋愛や性愛のような要因をこれ以上深めて考察することは

本研究の範囲を超えるが，白人男性と日本人女性の間に存在する性愛的な相互

関係は，大学生の短期留学志向において女性固有のプッシュ要因となっている

可能性が高い。  

 第 2 に，女性差別的な日本社会に対する日本人女性の忌避感である。女子学

生たちの語りからは，特に労働環境において「女の人やったら出世しにくい（Ｈ

さん）」という日本社会に対し，「海外やったらすごい女性も活躍できる（Ｋさ

ん）」という現状認識が伝わってくる。  

女性の海外への脱出が，日本社会の中で女性が従属を強いられる封建的ジェ

ンダー観や就労条件上の男女差別への抵抗であることは，すでに多くの研究で

言及されてきている。例えば，英国や米国に日本人女性が留学する動機として，

日系企業での女性に対する差別的待遇が存在することは，Kelsky（ 2001）や

Kim（2010），Ono and Piper（2004），Matsui（1995），Habu（2000）など

が指摘している。これらは主に長期留学を対象とした研究だが，本研究のよう

に短期留学を志向する女子学生も同様のまなざしを日本国内の女性差別的な就

業構造に対して向けている。西洋先進国はそのような封建的価値規範が存在し

ない社会としてみなされていることから，留学志向における女性固有のプッ

シュ要因として作用するものと思われる。  

また，西尾（2002）は，英国大学院で学ぶ日本人留学生に女性の割合が高い

ことについて，「独身女性の場合に限ってであるが，女性が比較的海外に出やす

い環境にある」としたうえで，「皮肉なことにそれは，女性は，家族からも上司

からも生涯にわたって就業することを男性ほど期待されておらず，無職でいる

ことや，パートタイムで就労することをほとんど非難されずにすむゆえのこと



209 

である（117-118）」と指摘する。本研究の女性インタビューイーの語りにおい

ても，「いっこの〔ひとつの〕就職先で 20 年も 30 年も勤める気ないんで（Ｂさ

ん）」というように，初職達成においてそこまで不安を感じていない様子がうか

がえる。  

これは裏を返せば，家父長制度がいまだ根強く残る国内で一家の生活を支え

るために，長期の安定的な雇用を前提する国内企業への就職を目指すような男

性のプレッシャーをも意味しており，本研究の男性インタビューイーにみられ

た「好きな仕事というよりは，ちゃんと食い扶持得られるかなーていうほうが

心配（Ｃさん）」という不安感にも通じる。Ｃさんは観光系の職に就きたいとい

う希望から，米国カレッジでの英語学習と観光学の単位履修を予定しており，

留学経験と職業達成との関連がある程度予期されている。一方で，そのような

職業的レリバンスを留学に見出すことができない男子学生は，女子学生に対し

て相対的に留学志向が低くなることは自然であろう。  

つまり，学生たちが将来の就労形態やそのリスクを想起するとき，それは否

応なしに社会的に構成されたジェンダー観の介入を受けることになる。日本の

就労構造は，本人が望むと望まざるとにかかわらず，女性には不安定で流動的

な，男性には安定的で固定的な就労をもたらすことが見込まれる。このことが，

女性にとっては留学への向かいやすさとしての「プッシュ要因」，見方を変えれ

ば男性を国内にとどめる「ホールド要因」として作用した結果，量的分析にお

いて観察された留学志向におけるジェンダー差が生じている可能性がある。  

それではなぜ，第 2 章第 3 節の量的分析において，男性の子をもつ親ほど海

外教育志向が高かったのか。この点について理解するうえで，グローバル人材

育成政策におけるジェンダー的前提について検討することが重要になる。加

藤・久木元（2016）によれば，「グローバル人材」になることが期待されてい

るのはすべての若年層ではなく，男性中心主義的な国内企業にとって将来有望

な大学新卒生であり，「典型的には，難関とされる大学出身の，苛烈な労働や競

争に耐えうる，心身ともに耐久性が高い男性である（加藤・久木元  2016: 182）」。

そのような人材イメージの背景には，「『駐在』を海外渡航の『王道』とする考

え」や「『企業の辞令によって海外滞在するのは男らしい』という価値観」があ

るという。  

親がそのような「グローバル人材」のジェンダー観を内面化したまま，わが

子が将来グローバルに活躍する姿を思い描き，そのための備えとして国際的な

教育を構想するのであれば，男性に対してそのようなまなざしがより強く向け

られることになるだろう。そう考えてみれば，学生たちの成育歴を通じて，国

家への経済的貢献のために「グローバル人材」たることを期待される男性より
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も，国内の女性差別的就労環境や封建的価値観からの逃亡を企てる女性の方が

留学を意欲している事実は，「グローバル人材」を育成しようとする政策的意図

に鑑みると，何とも皮肉な結果である。  
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第４章注  

 

1 大学所在地と出身地の「大都市」「中間（地方）」「外縁（地方）」の区分につ

いては朴澤（2016）を参照した。  
2 自発的ではない海外移動とは，家庭的な事情による移住や，生存のための出

稼ぎ，移民等のケースである。  
3 「ハビトゥス」の一側面を特徴的に概念化した他の事例として，「勉強ハビトゥ

ス」が挙げられる。片岡栄美は，高学歴な母親の勉強や知的発達を重視した

価値志向の体系を「勉強ハビトゥス」と呼び，親から子への再生産構造の存

在を指摘している。（片岡 2009;片岡  2018） 
4 2009 年から 2015 年にかけて放送された米国のテレビドラマ。米国の高校の

合唱部が舞台のコメディ・ドラマであり，毎回出演者がさまざまなヒットソ

ングをカバーする構成になっていることから，日本人若年層にとってはスタ

ンダードから最新ヒットソングまで洋楽を知る機会にもなった。  
5 2003 年から放送されている米国のテレビドラマ。ワシントン D.C.にある海

軍犯罪捜査局を舞台とした犯罪捜査がストーリーの中心となる。  
6 大学生の一時点をとらえた研究では，海外への興味関心が英語学習意欲を経

由して英語学力に影響することが示されている（八島  2001: 44）。  
7 このことは，趣味の「必要性」と文化資本の希少価値に関するブルデューの

議論と通底する。趣味は社会階層間の差異を際立たせる指標であり，日常生

活における「必要性」が低いほど文化的な「正統性」，すなわち文化資本とし

ての価値が高まる。日常生活の「必要性」を左右するのは経済資本の多寡で

あることから，「必要性」の低い趣味にアクセスできるのは生活に余裕のある

階層の人々に限られ，ここに他者との差異化をうながす希少価値が存在する

のである（Bourdieu 1984）。  
8 なお，その後の日本社会における「コンサマトリー」をめぐる学術的議論は，

社会学では若者のモラル崩壊（千石  1991; 轟  2001 など），教育社会学では

学校教育の機能変化（伊藤  2002; 吉田  2007 など）の文脈で展開されてきた。

これらの議論において，「コンサマトリー」という用語は〈社会的価値規範〉

や〈学校〉といった集合的対象を形容する。しかし本研究では，ウェーバー

が定義したように，「インストルメンタル／コンサマトリー」の概念を個人の

社会的行為における価値志向の質的側面を記述する意図で用いる。  
9 リクルート（2018）の調査によれば，2018 年 3 月卒業予定者のうち，2016

年（3 年時）6 月以前に就職先に関する情報を収集していた大学生の割合は 2

割程度にとどまる。  
10 ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）のうち，短期間で自動的

に消去される画像やメッセージの投稿機能。  
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終章 留学志向の形成をめぐる構造的特質と留学促進政策の隘路  

 

終章では，本研究の総括を行う。第 1 節では，第 1 章から第 4 章までの検討

によって得られた知見の概略として，研究課題に対する回答を示す。第 2 節で

は，明らかにされた留学志向の形成に関する日本的特質をふまえて，その含意

について最終的な議論を行い，第 3 節で結論を提示する。第 4 節では，本研究

の意義と残された課題について述べる。  

 

第１節 各章の検討結果の概略  

 

研究課題の分析に入る前に，第 1 章では日本社会での留学という教育選択を

めぐるマクロな社会的背景として，近年の教育政策がグローバリゼーションの

イデオロギーによりどのように変容して現在に至っているのかというプロセス

をたどった。第 1 節では「教育の福音」という分析概念から，英語教育改革と

海外留学促進政策の関連性について通時的な分析を行い，その背後にあるイデ

オロギーの特質を検討してきた。早くは 1970 年代末から経済・産業界に存在

した国際化という外来の脅威に対する危機感が，英語教育に特化した「教育の

福音」を駆動し，英語教育に対して実用性重視の功利主義的な目的への変容を

迫った。1990 年代後半には〈英語教育の実地経験としての海外留学〉というロ

ジックが形成され，2003 年において今日的な海外留学促進政策は英語教育改革

の文脈上に位置づけられる形で策定された。その後両政策は「職業教育主義」

のイデオロギーと「ナイーブな人的資本観」を強化させながら，2010 年代の「グ

ローバル人材育成政策」へと結実し，現在に至るまで強力に推進されてきてい

る。  

第 2 節では，日本人若年層の海外志向が低下したとする「内向き」イメージ

が社会的に構成されたものであるとの前提に立ち，新聞・雑誌記事の言説を分

析した。結果，「内向き」イメージは，2009 年の政府資料をきっかけとして社

会的に構成され，グローバル人材育成政策が活発に議論された 2010 年代初頭

に社会に定着したことが明らかになった。加えて，長期留学者数が 2005 年以

降減少している一方で，短期留学者数はコンスタントに増加していること，「内

向き」言説が日本人大学生の留学促進政策の意義を正当化する機能を果たして

いたことが指摘された。  

さて，本研究の 1 つ目の研究課題は，「日本社会において誰が留学を志向し

ているのか」という問いであった。第 2 章では，葛藤論・再生産論的アプロー

チにより，留学志向が形成される初期条件において特定の社会集団の有利・不
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利が存在する可能性に着目した。具体的な分析課題として，留学志向を形成す

る社会的要因について析出することを目指し，「計量的モノグラフ」による探索

的な分析を行なった。  

第 1 節では，国内大学進学者の短期留学志向に関して，留学経験者に在学中

に経験する見込みの者まで含めた「留学経験（予定）者」と，さらに留学を希

望しながら実現の見込みが立っていない者まで含めた「留学希望者」を従属変

数として設定し，それらの発生確率に影響を与える社会的要因を検討した。分

析の結果，女性であること，文系学部への所属，親の世帯年収の高さ，母親が

上層ノンマニュアル職であること，社会的威信の高い大学への所属，JASSO 貸

与型奨学金を受給していないこと，就職不安度の低さが，「留学経験（予定）」

の発生確率を有意に高めていた。「留学希望」に関しても， JASSO 貸与型奨学

金の影響が有意ではなくなった他は同様であった。  

第 2 節では，大学生と時系列上の連続性をもつ高校生の進路選択に着目し，

高卒後の進路における海外大学への進学志向，すなわち学部レベルの長期留学

志向の形成要因を探った。第 1 に，高校 1〜2 年時点の進路希望に関して，国

内大学希望を基準とした場合の海外大学進学希望の発生確率を高める要因とし

て明らかになったのは，女性であること，親の世帯年収と学歴の高さ，英語得

意意識の高さ，数学得意意識の低さであった。第 2 に，それらの長期留学志向

の大半が，高校 3 年時点の実際の出願には結びついておらず，長期留学を断念

した生徒と海外大学を受験予定の生徒の間には，いずれの要因による差もみら

れなかった。  

第 3 節では，子育て中の母親を対象として，子に対する親の海外教育志向の

形成要因を検討した。具体的には，わが子に留学やホームステイをさせたいと

いう母親の希望を従属変数として，影響を及ぼす社会的要因を分析した。その

結果，子の性別が男子であること，子の学齢が小学生を基準とした場合に就学

前，中学生，高校生であること，世帯年収の高さ，父母の学歴の高さ，子に対

して多様な文化を体験させたいという教育観の強さ，子の学力や学歴を重視す

る教育観の強さが，それぞれ海外教育志向の発生確率を高めていた。  

以上の分析を総合すると，「日本社会において誰が留学を志向しているのか」

という研究課題に対する答えは，第 1 に出身家庭が社会経済的条件に恵まれた

者ということになる。この傾向は，大学生の短期留学志向，高卒後の長期留学

志向，親の子に対する海外教育志向のいずれにおいても共通して観察された。

つまり，確率論的には日本人の留学志向とは階層現象であり，留学という教育

機会にアクセスできる環境には初期条件としての格差が存在することになる。  

第 2 に，国内の中等教育における学業成績が優秀な者である。しかし，この
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点については国内大学進学者による短期留学と，高卒後の長期留学の間で状況

は異なる。短期留学については，所属大学の入試難易度の高さが短期留学志向

と関連していたが，これには複合的な要因が存在すると考える。国内大学の入

試難易度は，大学の規模や歴史の古さと相関する。まず，留学が学びをともな

うものである以上，学力の高さは留学志向に影響する。さらに，大学の規模の

大きさは国際交流におけるスケールメリットであり，大学の歴史の古さは海外

の学術交流協定校との交流期間の長さを意味するのである。一方，高卒後の長

期留学に関しては，中学 3 年時点の成績が影響していなかったことから，総合

的な学力が影響するわけではない。これは，高校卒業時点の高学力者の大半が

国内の大学に入学するという日本の状況を示している。高卒後の長期留学志向

における学力要因は，英語が得意であり数学が苦手であるという教科ごとの特

徴を有している。英語は留学に必須のものであり，数学はむしろ入試難易度の

高い国内大学への入学に必要な学力であることが原因であろう。  

 では，社会経済的に有利な条件の家庭に育ち，学業成績が優秀で社会的威信

の高い大学に通っているという条件に該当する学生は，なぜ留学を志向しやす

いのだろうか。  

2 つ目の研究課題「日本社会においてなぜ留学は志向されるのか」に対して，

本研究では大学生が留学に価値を見出す理由として，第 1 に〈留学経験は人的

資本の蓄積につながり，個人に金銭的便益をもたらす〉という経済的合理性の

存在を仮定した。そこで，第 3 章第 1 節では，大学生の留学経験がグローバル

な労働市場で労働生産性を高める「トランスナショナルな人的資本（THC）」

を蓄積することにつながり，個人に所得の上昇をもたらすという「THC 仮説」

の検証を試みた。大卒労働者の所得を従属変数として，所得に影響を及ぼす諸

変数を可能な限りコントロールしたうえで，留学経験の所得に対する影響を男

女別に分析した結果， 2 年以下の留学経験による所得上昇効果は存在せず，

「THC 仮説」は棄却された。つまり，大学生の短期留学志向を経済的合理性の

観点から説明することは難しいといえる。  

さらに，大学生が留学を志向する理由の第 2 の可能性として，〈留学経験が

あることで将来国際的な仕事に就くことができる〉という目的合理性の存在を

仮定した。第 3 章第 2 節では，教育と職業の関係性を示す「職業的レリバンス」

概念を留学に援用して，留学経験が国際的な仕事と関連しているかどうかとい

う「留学の職業的レリバンス仮説」を検討した。大卒労働者の業務における英

語使用頻度と海外勤務経験を従属変数として，それらに影響を及ぼす他の独立

変数を可能な限り統制し，留学経験の独立した影響の有無を検証した。その結

果，ほぼすべての留学経験は明確に仕事での英語使用頻度と海外勤務経験の発
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生率を高めていた。これは，2 か月以下のごく短期の留学であっても（英語使

用頻度における「専門的文書，論文などの吸収」を除いて）みられた傾向であ

る。したがって，大学生の留学経験は将来の国際的な仕事につながるという，

「留学の職業的レリバンス」の存在が実証されたことになる。  

しかしながら，以上の計量分析の結果が示すのは，留学を経験した大卒者ほ

ど将来国際的な仕事を経験しやすいという確率論的な傾向性に過ぎない。それ

は大学生の留学志向が職業達成と関連している可能性を示唆してはいるものの，

学生たちが自身の留学という社会的行為に対してどのような意味を付与してい

るのかについては，量的検討だけでは明らかにすることができない。加えて，

第 2 章で明らかにされた諸要因がどのように留学志向に結びつくのか，第 2 章

で検討できなかった要因が存在するのではないかといった疑問も残されている。

そこで，大学生を対象とした質的調査を行い，学生たちのライフストーリーに

関するナラティブデータの分析を行った。  

第 4 章第 2 節では，第 1 に，各学生のライフストーリーにおける留学志向の

形成要因について探った。その結果抽出されたのは，①海外志向を涵養する「客

体化されたグローバル文化資本」，②学校外教育での早期英語学習，③「国際的

な社会関係資本」，④成育歴における海外渡航や国際交流の経験，⑤西洋先進国

への憧憬を醸成するサブカルチャー，⑥ジェンダー要因としての国際恋愛志向

と日本社会の女性差別イメージである。  

第 2 に，個人のライフストーリーにおいて留学志向が形成されるプロセスに

着目すると，〈英語学力の達成〉と〈海外志向〉が重なった時点で留学志向が生

じていた。そして，これらの 2 要因がライフストーリー上に出現する順序を基

準として類型化を行い，英語学力先行型として「学校外教育での早期英語学習

型」と「学校英語教育での学力達成型」，海外志向先行型として「家庭環境での

グローバル文化資本継承型」と「サブカルチャー型」の 4 つに分類した。  

各分類におけるライフストーリーを分析すると，最も多くみられた「学校外

教育での早期英語学習型」において，親が子のローカルな教育達成を願い全方

位的な子育てを志向する中で，その一部としての早期英語学習が中等教育段階

の学校英語教育での得意意識や学力達成につながっていることが示唆された。

一方で，それだけでは留学志向は形成されず，その後インタビューイーたちは，

海外渡航や国際交流経験，国際的な社会関係資本との出会い，海外ドラマなど

のサブカルチャーといった偶然的な要因により海外志向を形成し，それらの総

体として留学志向が形成されていたのである。これらのケースからは，ローカ

ルな教育達成を目指すペアレントクラシーを背景に，学校外教育の帰結として

必然的に生じた英語学力の格差をベースとしながらも，海外に行きたいかどう
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かという子供自身の意欲に関しては偶然の産物であるという，複雑な要因交絡

の諸相を見て取ることができる。  

他方，「家庭環境でのグローバル文化資本継承型」においては，葛藤論・再生

産論的アプローチが想定するような，親から子への留学志向の再生産構造が観

察された。これらのケースでは，海外経験を望ましいものとする価値志向が親

や親族の影響で子へと継承されている。  

さらに，第 4 章第 3 節では，学生たちによる自身の留学に対する意味投与の

諸相について，それが将来の職業達成につながるというインストルメンタルな

価値志向であるのか，それとも留学そのものが目的となるコンサマトリーな価

値志向であるのかという観点から分析を行った。留学のインストルメンタルな

意義として，英語能力や多角的な視野，人間力，コミュニケーション能力など

の獲得が語られたものの，留学を目前に控えた学生たちの多くはまだキャリア

展望がそこまで具体的ではないゆえに，職業達成との関連ははっきりとした像

を結んではいない。また，「みんなと違うことをしてみたい」「憧れ」などのコ

ンサマトリーな動機も散見された。  

しかし最も特徴的であるのは，キャリア観が暫定的な状況で，まずは目前の

留学を自己成長や自己啓発の機会とみなし，そこで得られた自身の成長譚を他

者に語ることで，それが職業達成にも結果するという「自己成長を経由したイ

ンストルメンタルな留学志向」である。これは，留学によって得られる成果に

ついて，「トランスナショナルな人的資本」や「身体化されたグローバル文化資

本」のような諸概念が想定するコンピテンシー的側面というよりも，就職活動

におけるエピソードの語りという自己成長の社会構成的側面を想定している点

において，極めて日本的な特質だといえよう。  

これらの知見を第 2 章と第 3 章の分析結果に埋め込むことで，次の 3 点が示

唆される。第 1 に，出身家庭の社会経済的条件の高さが留学志向を高める効果

の中には，「英語学力の達成」をめぐる親の〈戦略性〉と，子の「海外志向」が

獲得される〈偶然性〉の複雑な要因交絡が生じていること。第 2 に，学生たち

の短期留学という教育選択の合理性は，自身のグローバルな実践の成果が国内

企業の新卒採用活動というローカルな文脈で評価される中で，自己成長を奇貨

とした職業達成という自己啓発的な目的合理性にあるがゆえに，経済的合理性

の不在は問題にならないこと。第 3 に，女性の留学志向の高さは，日本人女性

と白人男性の間に存在する性愛的な結びつきや，国内での職業達成における女

性の不利といった女性固有のプッシュ要因に起因する側面が存在する可能性で

ある。  
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第２節 総合考察  

 

これまでブラックボックスの中にあった日本社会における留学志向の形成要

因とプロセスに関して，以上のような側面が明らかにされた。本節では，それ

らが含意することについて最終的な議論を行い，序論において問題提起した留

学をめぐる政策と現実のずれが生じてきた構造的特質について描き出す。  

 

２－１ ローカルな教育格差に埋め込まれた短期留学格差  

 

 第 3 章第１節での分析結果から，日本社会の労働システムにおいて，大学生

の短期留学経験は単独で金銭的便益を生むような「トランスナショナルな人的

資本」として機能しているわけではない。一方で，社会経済的に有利な家庭に

出自をもつ者や学業成績の高い者の方が，短期留学の機会にアクセスしやすい

ことも明らかにされた。では，日本人大学生の短期留学という教育選択は，教

育と個人の社会的地位達成との関連という教育社会学的文脈において，どのよ

うな意味をもつといえるだろうか。この点について，教育を「財」としてとら

えるハルゼーの概念から整理してみたい。  

 ハルゼーは，教育の「財」としての側面について，知的好奇心によって教養

を得るための学びのような「消費財（ consumption good）」，人的資本論が想定

するように個人の労働生産性を高める「生産財（production good）」，葛藤論・

再生産論が前提する特定の社会集団による威信や地位の追求に資する「地位財

（positional good）」の 3 つに分類した（Halsey 1992）。「消費財」としての側

面は本研究における「コンサマトリー」な価値に，「生産財」と「地位財」は「イ

ンストルメンタル」にそれぞれ符合するだろう。このうち，本研究が明らかに

してきた大学生の短期留学志向は，「財」としてどのような側面をもつのか。  

 まず，近年のグローバル人材育成政策が短期留学に期待するのは，「豊かな語

学力・コミュニケーション能力や異文化体験（ママ）を身につけ，国際的に活

躍できる『グローバル人材』を我が国で継続的に育てていかなければならない

（グローバル人材育成推進会議  2011: 1）」という表現からも読み取れるように，

グローバルな就労環境での労働生産性の向上を目指した「生産財」としての側

面である。留学教育に対するこのような「生産財」としての期待は，第 1 章第

1 節で「ナイーブな人的資本観」として検討したとおり，2003 年以降の日本の

留学促進政策において共通してみられる。  

 では，そのような政策的意図と，実際に大学生が短期留学に見出す意義は重

なり合うのだろうか。まず，「みんなと違うことをしてみたい」という冒険心や，
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英語圏での生活への憧れのようなコンサマトリーな価値志向は，「消費財」とし

ての側面である。そして，英語能力やポスト近代型能力の獲得，さらに自己成

長を経由した職業達成というインストルメンタルな志向性に関しては，労働に

おいて必要とされる具体的なスキルや知識として役立つという「生産財」とし

ての側面よりも，就職活動での評価を通じて地位達成につながることが重視さ

れていたことから，「地位財」の意味合いが強いといえる。つまり，「生産財」

を期待する教育政策と，「消費財」「地位財」としての価値を見出す学生たちの

間に，1 つの大きなギャップが横たわっているのである。  

 しかしここで留意すべきは，数名の学生は外国での就職を希望してはいるも

のの，大多数は日本社会でのローカルな職業達成を目指しており，短期留学経

験は必ずしもそこで普遍的な「地位財」としての効力をもつわけではない。な

ぜなら，国内企業での就職活動において求められるのは留学経験によって培わ

れる具体的な知識やスキルではなく，自己成長のエピソードだからである。海

外での生活は大抵困難をともなうものであるため，自己成長を証明するエピ

ソードを生成しやすくなる可能性はあるが，それは国内での自己成長経験に

よって代替可能でもある。このような背景により，本研究のインタビューイー

たちのナラティブからは，他のアジア諸国で報告されるような留学を通じた戦

略的な社会上昇志向を読み取ることはできなかったのである。  

 また，短期留学志向をめぐるもう 1 つのギャップは，第 4 章で明らかにされ

たように親と子の間にある。「家庭環境内でのグローバル文化資本継承型」を除

いて，親は子の短期留学を必ずしも望んでいたわけではない。一方で，特に「学

校外教育での早期英語学習型」の親は，子のローカルな教育達成──社会経済

的地位の〈垂直方向への移動〉──を願い，学校外教育への投資を行っていた。

そうして国内大学に進学した学生たちは，特に短期留学が自身の社会的上昇を

もたらすという確信をもつことなく，各自の憧れや自己実現，自己成長を目指

して，社会経済的にも実際の活動空間としても〈水平方向への移動〉を志向す

る。  

 ここに，前章で検討したジェンダーのギャップが加わる。日本社会の就労構

造が，男性に対して優先的に安定的な労働環境をもたらし，女性はそこで周縁

化されていることは，周知の事実として学生たちも認識していた。その結果，

学生たちのキャリアビジョンは否応なしにジェンダーの影響を受けることにな

る。年功賃金や新卒一括採用といった日系企業の「メンバーシップ雇用」を背

景に，男性は固定的な，女性は流動的なキャリアを想定しやすくなるという構

造が，男性をローカルにとどめ，女性を海外へと押し出す要因となっている可

能性は，既存研究でも繰り返し指摘されてきたものである。  
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 以上のように，短期留学志向をめぐるさまざまなギャップを抱え込んだ日本

の社会的状況は，次のように図示することができる（図終 -1）。  

 

女性に対する海外への誘因

社会経済的地位（高）

社会経済的地位（低）

親のSESによる

機会格差

グローバル

短期留学志向

　①親の学校外教育の一部
　　としての早期英語学習

男性に有利な国内就労環境

国内志向

ローカル

 ②子の成育歴における海外
 　志向の偶然的な形成

 

図終－1 社会経済的空間と活動空間上での短期留学志向の形成プロセス  

 

 短期留学志向の形成プロセスのスタート地点は，主に留学志向のベースとな

る英語の学力達成にみられた。中等教育時点の学校英語の得意意識は，学校外

教育での早期英語学習のような幼少期における親の働きかけが影響している。

子の幼少期の学習に対する親の働きかけは子の社会的上昇を目指したものであ

り，図においては上方向の矢印で示される力学である。（①）しかしこれは必ず

しも将来のグローバルな地位達成を目指したものではなく，子のローカルな教

育達成や全方位的な発達を企図したものである。一方，子に対するそのような

働きかけの程度や有無は，親自身の SES の多寡によって規定されることから，

ここに英語の学力達成をめぐる初期条件の格差が必然的に存在することになる。 

 第 2 のプロセスは，学生自身の成育歴における海外志向の形成であるが，こ
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れは第 4 章でみてきたように偶然的な要因によるところが大きい。そして，学

生たちの多くは自身の社会的な上昇を目標に短期留学を志向するわけではなく，

自己実現や自己成長のために海外を目指すのである。自己実現や自己成長は国

内でも可能であるため，図の中でこのような志向性は横方向の矢印によって示

される（②）。  

 そして水平方向の力学には，ジェンダー要因に起因する強弱が存在する。国

内企業の「メンバーシップ雇用」により，男性は企業のフルメンバーとして安

定的かつ固定的な長期間労働という性役割を内面化するため，日本のローカル

社会からあえて離れる動機が生じにくい。逆に，そのような男性本位の企業文

化の中で周縁化され，結婚や出産などのライフイベントなどでもキャリアが中

断されやすい女性は，そうではない社会への移動願望として短期留学を志向す

るのである。  

 このように留学志向のプロセスをとらえてみると，短期留学志向の格差は国

内の高等教育進学層の内部での SES 格差や大学間・ジェンダー間の格差であり，

すなわちローカルな教育格差に埋め込まれたグローバル志向の格差であるとい

える。  

 

２－２ 留学促進政策の隘路  

 

（１）グローバル人材」の二義性  

 本研究によって明らかにされた留学志向を取りまく日本の社会的状況のひと

つとして，2 年以下の短期留学経験に「トランスナショナルな人的資本」とし

ての所得上昇効果がみられない（第 3 章第 1 節）ことから，留学経験と労働生

産性に直接的な相関関係が存在しないことが挙げられる。また，大学生たちの

ナラティブの中でも，自身の留学経験により獲得される具体的な知識やスキル

が将来の就労において必要になるというインストルメンタルな見通しは多く語

られず，抽象的なポスト近代型能力の獲得や留学を通じた自己成長に留学の意

義が見出されていた。  

 これは，第 1 章第 1 節で検討してきたように，経済・産業界から国際的に活

躍できる「グローバル人材」の育成が要請され，そのような人材育成の手段と

して国内大学生の短期留学が教育政策において促進されてきたことを考えると，

奇妙な状況である。なぜ国内企業から要請されているはずの留学経験は，現実

において直接的に評価されないのだろうか。  

 この矛盾を理解するためには，日本社会の「グローバル人材」観について，

「トランスナショナルな人的資本」としてとらえるのではなく，「グローバル文
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化資本」と「ローカル文化資本」という二義的な視点 1から解読する必要がある。  

そこでまず，近年の行政資料のうち「グローバル人材」の定義として最も参

照されているグローバル人材育成推進会議（ 2012: 8）の定義を再度みてみよう。 

 

  要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力  

要素Ⅱ：主体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使

命感  

要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー  

 

 「グローバル人材」の定義として示されたこれらの資質や能力について，次

の 2 軸により整理したい。第 1 は，このような資質・能力の獲得に際して，海

外留学という教育環境が必要になる「グローバル文化資本」なのか，国内でも

獲得可能な「ローカル文化資本」なのかという軸である。第 2 は，それらの資

質・能力が測定可能な「スキル・能力」なのか，可視化が難しい態度やマイン

ドセットのような「情意面」なのかという軸である 2。前者を横軸に，後者を縦

軸に設定して整理すると，図終 -2 のようになる。  

このようにプロットすると，要素Ⅰの「語学力・コミュニケーション力」は，

「グローバル環境での効果的な獲得」が見込まれる「スキル・能力面」である。

ここでいう「コミュニケーション能力」は，言語環境として外国語と日本語の

両方の可能性があるが，この点に関してグローバル人材育成推進会議（2012）

は特に言及していない。ただし，「グローバル人材」の要件を定義する文脈にお

いて前述のように「測定が比較的に容易」な要素Ⅰとして語学力とともにまと

められていることから，外国語を用いた国際的な場面でのコミュニケーション

能力を含意するものだと考えられる。  

他方，要素Ⅱと要素Ⅲは「情意面」であり，「主体性・積極性，チャレンジ精

神，協調性・柔軟性，責任感・使命感」はローカル環境でも獲得可能だが，「異

文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー」はグローバル環境に

おいて効果的に獲得されるものだと予想されよう。  
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情意面

要素Ⅰ：
　語学力・コミュニケーション能力

要素Ⅲ：
　異文化に対する理解と日本人としての
　アイデンティティー

要素Ⅱ：
　主体性・積極性，チャレンジ精神，
　協調性・柔軟性，責任感・使命感

ローカル環
境でも獲得
可能

グローバル
環境での効
果的な獲得

スキル・能力面

 

図終－２ 「グローバル人材」の資質・能力の分類  

 

では，これらの要素のうち，実際に国内企業の人材ニーズとしてどのような

資質・能力が重視されているのだろうか。図終 -3 は，日本経済団体連合会が全

国の企業会員を対象に毎年実施している「新卒採用に関するアンケート調査結

果」の中で，「選考にあたって特に重視した点（５つ選択）」の項目で選択され

た割合を示している。選択肢の中に「留学経験」が設定された 2013 年から最

新の 2018 年度分までの期間について，先に述べた「グローバル人材」の資質・

能力に関する項目のみ抜き出している。  

まず，「コミュニケーション能力」については， 2018 年度調査で 16 年度連

続 1 位となっている。しかし国内企業を対象とした本調査における「コミュニ

ケーション能力」とは，ローカル社会の会社組織や顧客対応を前提とした日本

語によるコミュニケーション能力であることが想定される。さらに，「主体性

（2018 年度 2 位）」，「チャレンジ精神（同 3 位）」，「協調性（同 4 位）」，「責任

感（同 8 位）」，「柔軟性（同 11 位）」と続くのは，いずれも要素Ⅱの情意面の
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資質である。一方，要素Ⅰの「語学力」は 17 位，「留学経験」そのものは最下

位であり，その傾向は長期的にみても変化しない。  

 

0

20

40

60

80

100

13' 14' 15' 16' 17' 18'%

コミュニケーション能力

主体性（Ⅱ）

チャレンジ精神（Ⅱ）

協調性（Ⅱ）

責任感（Ⅱ）

柔軟性（Ⅱ）

語学力（Ⅰ）
留学経験

 

図終－３  新卒採用の選考にあたって特に重視した点  

出典：日本経済団体連合会「新卒採用に関するアンケート調査結果（ 2013-2018）」  

より筆者作成  

 

これらの結果が示しているのは，国内企業の新卒人材ニーズを全体的にとら

えた場合，「グローバル人材」の要件における要素Ⅰのようなグローバル環境で

の効果的な獲得が見込まれる「スキル・能力面」のニーズは，実際にはかなり

低いということである。一方で，要素Ⅱのようなローカル環境でも獲得可能な

汎用的資質は，多くの国内企業から望ましいものとしてみなされている。この

ように，「グローバル人材」という理想的な労働力のイメージは，グローバル環

境で学ぶことにより身体化される「グローバル文化資本」と，ローカル環境で

も獲得可能な「ローカル文化資本」という， 2 つの異質な要因が 1 つの総体と

して観念されたことで，必然的に〈二義性〉を内在することになる。本研究は

これを「グローバル人材の二義性」と呼ぶことにする。  

例えば，図終 -3 において最も重視されていた「コミュニケーション能力」に

おいて，そのような二義性が表れている。グローバル環境での多様なバックグ

ラウンドをもつ相手とのコミュニケーションと，ローカルな組織での文化的慣
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習の共有を前提としたコミュニケーションが本質的に異なることは， Sin

（2013）においても強調されている。しかし日本社会では，近代型能力からポ

スト近代型能力への能力観の転換という背景もあり，「コミュニケーション能

力」という概念はその〈グローバル／ローカル〉という二義性が考慮されるこ

となく，単に望ましい汎用的能力として観念されているのである。  

以上の検討から，日本社会の留学をめぐる奇妙なすれ違いが生じてきた背景

として，次のような可能性にたどり着く。すなわち，「グローバル人材の二義性」

は，留学経験の直接的な成果に挙げられるような要素Ⅰが，実際の国内企業の

就労においてあまり必要とされていないという事実を，留学成果として要素Ⅱ

の形成に着目させることで覆い隠し，留学促進政策を盲目的に推し進める役割

を果たしてきたのではないかという疑惑である。  

 

（２）日本の留学派遣制度のトリレンマ  

 ではなぜ，「グローバル人材」像はこのような二義性を帯びることになったの

か。これは，日本人大学生の海外留学が経済・産業界の要請を出発点としなが

ら教育行政によって制度化されてきたことによる 1 つの帰結であり，このこと

を理解するためには，図終 -4 に示した「日本の留学派遣制度のトリレンマ」の

原理から現在の留学促進政策について考察する必要がある。  

 日本の留学派遣制度には，3 つの主要な留学観が存在する。「Ａ .エリート的

留学観」は，一部の優秀な学生に対してのみ留学という教育機会を集中させれ

ばよいという考え方である。これは，留学が今日的な意味で大衆化する以前は，

むしろ留学の自明的前提であった（石附  1992）。「Ｂ .学術教養的留学観」は，

留学の主要な目的として，海外大学での学術研究によるアカデミックな専門性

や，留学生の交換による文化交流や相互理解を重視する立場であり，大学側か

らみた留学教育の意義は本来ここにある。これもごく最近までは留学の自明的

前提であったが，後述するように 2014 年以降の留学派遣制度においては，「Ｃ .

実践的留学観」が影響力を強めている。すなわち，留学の主要な目的として，

将来の就労と結びつくインターンシップやボランティアのような実践的活動を

重視する立場であり，「教育の福音」による「職業教育主義」的イデオロギーの

表出である。  

 さて，これらの 3 つの留学観は，1 つの留学制度の中ですべてを同時に存在

させることは叶わないトリレンマ構造をもつ。  
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Ａ．エリート的留学観

Ｃ．実践的留学観Ｂ．学術教養的留学観

Ａ〇 Ｂ〇 Ｃ×

一部の学生による

学位（専門性）の獲得

【国費による長期留学制度】

Ａ〇 Ｂ× Ｃ〇

一部の学生による

仕事で役立つ資質の獲得

【経済・産業界が求める留学】

Ａ× Ｂ〇 Ｃ〇

なるべく多くの学生による

教育的活動や多様な経験

【国内大学が促進する短期留学】

 

図終－４ 日本の留学派遣制度のトリレンマ  

 

第 1 に，エリート的かつ学術教養的な留学制度として，海外での学位取得を

支援する従来の国費留学や財団等による奨学金制度がある。これらは，海外の

高等教育機関における学術的専門性の獲得を目的としており（Ｂ〇），その留学

対象が一定の外国語能力や学力をもつ者に限定されることや，高額な留学費用

ゆえに支援可能な人数が少数に限られる点において，必然的に少数精鋭を目指

すエリート的な性質をもつ（Ａ〇）。そして，そのような学位取得を目的とした

長期留学の活動内容は，学術研究を中心に構成されるものであり，職業に直接

的につながるような能力・資質の獲得は度外視されるか，副次的な産物として

据え置かれる（Ｃ×）。  

第 2 に，国内大学の短期留学支援にみられるのは，学術教養的留学観と実践

的留学観のいずれも重視する立場である。国内大学の短期留学は，大学教育に

おける学術教養的な観点から海外の協定校での単位取得や国際交流を主な目的

としつつ（Ｂ〇），社会的要請とみなされているグローバル人材の育成という実

践的な目的をも同時に含み込んでいる（Ｃ〇）。一方で，短期留学が社会的ニー

ズをふまえた大学教育全体の課題として展開されてきた（吉田  2014）背景か

ら，短期留学は少数精鋭のエリート的な教育機会にはなり得ず，より多くの学

生が実現することが望まれる（Ａ×）。長期留学と比較して短期留学の経済支援

は少額であることや，政策目標として留学者数というシンプルな達成目標が課
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されることなどもあり，このような国内大学の立場は，必然的に留学機会の短

期化を志向することになる。  

第 3 は，経済・産業界によるエリート的かつ実践的な留学観である。これは

2014 年に新設された官民協働による海外留学支援制度である「トビタテ！留学

JAPAN 日本代表プログラム」に最もよく表れている。本制度は，支援企業か

らの寄付金が留学奨学金の財源であることや，選抜された留学生と支援企業で

「グローバル人材コミュニティー」を形成し，経済支援のみならず事前事後の

研修まで行う点に特徴があり，2020 年までに 1 万人の高校生・大学生等を海外

へ派遣することを目標としている。  

 

表終－１  トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラムの特長  

従来の制度 トビタテ

　・国が 　・官民連携のコミュニティが

　・税金を活用して 　・民間からの寄附金を活用して

　・大学等が定めたプログラムで 　・自ら設計したプログラムで

　・アカデミック領域中心の留学をする 　・多様な領域で実践を含む留学をする

　・できるだけ多くの学生を 　・少数の学生を

　・成績等の定量的な評価で選定し 　・人物等の定性的な評価で選定し

  ・支援する（奨学金の支援のみ）
　・支援する（奨学金の支給だけではなく研修
　　なども提供する）  

出典：トビタテ！留学 JAPAN・ alue（ 2019: 24）より筆者作成  

 

表終 -1 は，本制度の事前研修において配布された資料「プロジェクトの趣旨

理解」の中で，「プログラムの特長」として示された項目の引用である。従来の

留学派遣制度に対する「トビタテ」の制度的特徴が対比的に示されており，引

用した表には含めていないがその制度的目標は「産業界を中心とした社会が求
、、、、、、、、、、、、、

める
、、

グローバル人材の育成（傍点部筆者）」にあることが付記されている。つま

り，ここに本制度の新たな留学派遣制度としての課題意識が明確に表れている。 

本制度は，2020 年までに 1 万人を派遣するという数値目標が設定されている

ものの，「従来の制度」が「できるだけ多くの学生を」派遣することを目指すこ

とに対し，「トビタテ」は「少数の学生」への絞り込みを志向する点において，

エリート的である（Ａ〇）。しかし，従来の制度が語学力や成績といった「定量

的な評価で選定」してきたことに対し，トビタテが「人物等の定性的な評価で

選定」すると謳うように，少数精鋭の留学生を絞り込むロジックは，労働者に

「ポスト近代型能力」を求める経済・産業界の基準である（現に，本制度の面

接試験は，協賛企業の人事担当者により行われる）3。また，従来制度の支援対
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象が「アカデミック領域中心の留学」であったことに対し，本制度はインター

ンシップやボランティア等の「実践を含む」活動が必須となる点（Ｂ×，Ｃ〇）

も特徴的である。つまり，経済・産業界の立場からみると，従来の留学派遣制

度における語学力や学業成績等を用いた選抜や，学術研究が中心となる非
、
実践

的な活動内容では，「社会が求めるグローバル人材」の育成にはつながらないと

いう，「職業教育主義」的なアカデミズム不信 4が存在する。  

「グローバル人材の二義性」は，これらのトリレンマ構造における，国内大

学と経済・産業界の葛藤の産物である。かつての国内大学は，学術教養的観点

から，海外大学での単位取得や国際交流に必要な語学力が担保された学生に対

して留学の教育的意義を示すだけでよかった。しかし，「社会が求める」留学と

の前提で示された経済・産業界の実践的留学観は，従来の学術教養的な留学の

意義をすべて認めるものではない。留学の目的を「グローバル人材」の育成と

いう功利的な内容に矮小化することで，海外大学での単位取得や語学力といっ

た「制度化されたグローバル文化資本」は，実践的な観点や実際の社会的ニー

ズの低さから相対的に軽視されることになる。その反面，コミュニケーション

能力や主体性，チャレンジ精神といった能力・資質は，ポスト近代型能力とし

て汎用性が高く，すなわち実際の社会的ニーズも高いと考えられることから，

仕事に役立つものとして重要視される。しかし，従来の学術教養的な留学の意

義をすべて否定してしまえば，大学教育の一環として留学を促進する根拠その

ものが失われてしまうため，二義的な要素が一つの人材像にまとめられたので

ある。  

近年の短期留学者数の増加は，このようなトリレンマ構造の中で，「学術教養

的」かつ「実践的」な方向性を余儀なくされた国内大学の苦肉の策として解釈

することができる。国内大学は短期留学という教育活動の目的について，原則

的には従来の学術教養的留学観にもとづいて構想する。特に，大学教育として

の意義が認められてきたのは留学先での単位取得であり 5，そのような能力を担

保するのは高度な外国語能力や在籍大学での学業成績であるが，そもそも入試

難易度の高い大学においても海外大学での単位取得に必要な外国語能力の要件

を満たす学生は少ない（吉波  2008）。一方で，社会的課題として要請されるグ

ローバルに活躍可能な人材育成という実践的な目標についても，国内大学は無

視することはできない。そして，経済・産業界が新卒労働者に求めるのは高度

な語学力ではなく，主体性やチャレンジ精神のような共通の尺度で測定不能な

汎用的能力である。  

また，国家政策として留学者数に対する具体的な数値目標が設定されており，

各大学の留学者数の拡大は無条件に求められている。大学の教育活動として短
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期留学をカリキュラムに組み込むためには，より広く学生が参加できる留学プ

ログラムを設計する必要があるが，語学力要件と留学費用の学生自己負担額の

高さがネックになる。  

以上の複数の状況的圧力がある中で，国内大学は，語学力要件が不要かつ学

生の自己負担額が少なく，国内大学の休業期に実施可能な 2 か月以下の短期留

学を中心に推進してきたのである。このようなトリレンマ構造を抱えながら，

国内大学が短期留学者数の増加へと追い立てられる現状は，留学促進政策の隘

路と呼ぶほかない。なぜなら，「グローバル人材」の二義的な育成方針を同時に

満たすような留学プログラムを構想し，かつそれを誰でも参加できるような大

学教育のレギュラーコースとして位置づけ，機会の裾野を広げていくこと──

「意欲と能力ある全ての日本の若者に，留学機会を実現させる（文部科学省  

2013: 58）」こと──は，原理的に不可能だからである。  

そうであるにもかかわらず，経済・産業界は入社前の人材がより実践的な能

力を獲得することを期待して大学生の留学の長期化を望み，留学支援に携わる

教職員は，より教育的効果の高い留学プログラムとして（そしてその多くは自

身が経験してきたような長期留学を参照基準として）留学の長期化を望んでい

る。しかし，いずれの立場もグローバリゼーションのイデオロギー性や「グロー

バル人材の二義性」，留学を促進すべき実証的根拠の不在に無自覚であり，しか

も互いの目標は重なり合うことはない中で，留学の望ましさだけが声高に叫ば

れているに過ぎない。  
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第３節 結論  

 

以上の検討を経た本研究の最終的な結論は次のとおりである。  

1980 年代の後半以降，労働市場の国際化・グローバル化という変化に対して

危機感を募らせた経済・産業界は，そのような労働環境に対応可能な人材育成

を政府に要請してきた。「教育の福音」のレトリックが内在する「職業教育主義」

のイデオロギーを背景として，そのような人材育成の手段として焦点化された

のは第 1 に英語教育であり，その後〈英語教育の実地経験としての海外留学〉

というロジックにより，日本人若年層の海外派遣留学が促進されるようになっ

た。実際にそのような人材ニーズをもつ国内企業は一部に過ぎなかったが，先

に述べた英語教育改革や留学派遣制度が国家の教育政策として制度化されたこ

とで，一部の人材需要を全体的なものとしてとらえる「早まった一般化」の誤

謬が，社会的に構成されてきたのである。国際化・グローバル化という現状認

識と「教育の福音」がもたらしたこのような誤謬を，「第 1 の誤謬」と呼ぶこ

とにしよう。  

若者の「内向き」志向を批判する言説は，「第 1 の誤謬」をベースに，若年

層が長引く経済不況のスケープゴートにされたことの表れである。第 1 章第 2

節で検討したように，大学生の留学志向の低下を初めて「内向き」と形容した

のは 2009 年の科学技術白書であったが，「第 1 の誤謬」にもとづくグローバル

に活躍する人材イメージが社会的に共有されていたからこそ，個人の教育選択

でしかなかった留学が国家経済との関連によって語られ，留学者数の減少が社

会問題化したのである。「内向き」言説の主な根拠は 2005 年以降の長期留学者

数の減少にあるが，そもそも長期留学の統計は正確性に欠けるものであり，全

数調査による正確な短期留学の動向をみれば，同時期にもコンスタントに増加

し続けている。したがって，2005 年以降の長期留学者数の減少のみをとらえて

若年層全体の留学志向が低下したとみなすこともまた，「早まった一般化」の誤

謬である。これを「第 2 の誤謬」とする。  

 「第 2 の誤謬」は「第 1 の誤謬」をさらに強化し，国家政策としての「グロー

バル人材」の育成や，その手段として日本人若年層の留学派遣を促進すること

に大義名分を与えた。2010 年以降，経済・産業界と官界の間で「グローバル人

材」の要件が定義され，2013 年には留学派遣者数に国家政策としての目標値が

設定されたことで，「グローバル人材」の育成と海外留学の促進は国内大学共通

の課題として規範化され，留学経験の価値はアプリオリに肯定されるようにな

る。しかし，そのような労働環境がグローバル化していくイメージと，実際の

国内の労働環境の間には，大きな乖離が生じている。2000 年代以降も仕事で英
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語が必要になる労働者の割合は 1 割強であり，2000 年代後半にはむしろ減少し

ている（寺沢  2015）。また，2012 年の企業を対象とした調査でも，「約 5 年後

のグローバル人材需要量」に関して 61.4%の企業が「0%」と回答していた（み

ずほ情報総研  2012）。教育政策が想定するような「グローバル人材」のニーズ

は，国内の労働環境を全体的にとらえた場合一部にとどまり，グローバル化が

加速したとされる 2000 年代を経ても大きな変化はみられないのである。した

がって国内企業の大半は，労働者の留学経験に特にインセンティブを与えるこ

とはなく，留学経験は日本社会において「トランスナショナルな人的資本」と

しての効果をもたない。これは，「第 1 の誤謬」がもたらした当然の結果であ

る。  

 しかし，「グローバル人材」の定義が，留学経験によって効果的に獲得される

スキルや能力（要素Ⅰ）だけではなく，ローカル環境でも獲得可能な情意面（要

素Ⅱ）をも併せもつ二義的なものであったため，「第 1 の誤謬」における政策

目標と全体的現実の乖離は，留学のアプリオリな望ましさに覆い隠されてしま

う。一方で，「第 2 の誤謬」から若年層の「内向き」志向を解消して留学者数

の増加を迫られる国内大学は，大学教育の国際化を通じた「グローバル人材」

の育成と，留学者数の数値目標の達成に向けて躍起になる。多くの大学では留

学支援や外国語教育の機能を強化し，留学経験のある教職員が留学支援担当者

として雇用され，留学者数の増加を目指した教育や研究が行われていく。そし

て，留学派遣制度のトリレンマ構造に規定される力学の中で，国内大学の短期

留学は 2 か月以下のプログラムを中心に数を伸ばしてきたのである。  

 マクロな社会背景として，「グローバル人材」のニーズや若年層の海外志向を

めぐる社会通念にはこのような誤謬がある中で，実際の学生たちの留学志向は，

内向きや外向きといった単なるメンタリティーの問題ではなく，さまざまな社

会的要因の影響を受ける「国際志向ハビトゥス」として，生育歴の中で形成さ

れていく。とりわけ，出身家庭の社会経済的条件に規定される，初期条件の格

差が存在する。しかしそのような「国際志向ハビトゥス」の形成は，必ずしも

葛藤論・再生産論的アプローチが想定するような親の意図に沿ったものばかり

ではない。その典型は，子のローカルな教育達成を願う親の働きかけの一つの

結果として英語学力が獲得され，加えて子の生育歴における偶然的な要因が海

外への興味を喚起し，それらの要因の重なりの中で留学志向が形成されるとい

うパターンである。ここには，留学をめぐる親子間の意識のギャップが存在す

る。  

 一方で，留学を目前に控えた大学生たちは，「第 1 の誤謬」に気づいており，

自身の留学経験が将来の国内での就労においてインストルメンタルな価値をも
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つとはあまり考えていない。特に，「グローバル人材」の「要素Ⅰ」のようなス

キルや能力が，実際には仕事で評価される見込みが低いことに自覚的である。

そのような状況で留学経験に対して職業達成に向けたインストルメンタルな価

値を付与するためには，留学経験を自己成長の機会として位置づけ，「要素Ⅱ」

の情意面を獲得したエピソードとして語る必要がある。ここに，「グローバル人

材の二義性」という日本の社会状況をふまえた，学生たちの留学志向の合理性

が存在するのである。  

 留学派遣制度のトリレンマの帰結として，日本人大学生の短期留学は現在ま

で順調に数を伸ばしてきたが，最後に政策目標のギャップが指摘されなければ

ならない。すなわち，国内大学進学者の短期留学者数の増加は，政府が「 2020

年までに 12 万人」という数値目標を設定している長期留学者数の統計には反

映されないのである。このことからも，留学形態の多様性やそれらの規定要因

が考慮されないまま，とにかく留学者数そのものを増やすことが国家政策とし

てやみくもに目指されてきたことがうかがえる。  

 日本社会においてこれまでブラックボックスの中にあった留学志向の形成を

めぐる構造の特質は，このような誤謬とギャップの総体として描くことができ

るというのが，本研究の最終的な結論である。このような全体像から日本社会

における大学生の短期留学の増加をとらえ直してみると，それはグローバル・

メリトクラシーの到来によって「トランスナショナルな人的資本」や「グロー

バル文化資本」に対する社会的要請が強まったことの帰結ではない。むしろ，

「内向き」志向を脱却して「グローバル人材」の育成を目指すべきだという，

経済・産業界や官界によって社会的に構成された物語──フィクションと言い

換えてもよいだろう──に水路づけられながらも，実際は従来から存在するナ

ショナル・メリトクラシーの競争原理の中で展開される，ローカル社会での汎

用性が高い能力・資質の獲得を目指した社会的実践なのである。  
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第４節 本研究の意義と今後の展望  

 

４－１ 学術的意義  

 

 留学という教育活動を対象とした研究（以降，「留学研究」と呼ぶ）は，これ

まで留学生教育や国際教育，比較教育，高等教育，教育社会学などの領域の中

で，学際的なアプローチにより行われてきた。その中の 1 つのテーマである日

本人大学生の海外留学をとらえた既存研究は，主に日本の留学政策が海外派遣

重視へと舵を切った 2000 年代以降に蓄積されてきたものであるが，序章でも

指摘したように次のような内在的課題を抱えている。すなわち，①留学の〈望

ましさ〉をアプリオリに前提している，②留学に対する理論的アプローチが共

有されていない，③国内の全体的な状況をとらえる視点に欠ける，④留学志向

の階層性の視点に欠けるという 4 つの課題である。本研究の第 1 の意義は，こ

れらの 4 つの課題を相対化して，それらの限界を乗り越える視座と方法を提示

した点にある。  

①に関しては，留学の〈望ましさ〉を自明視させる社会的状況としてグロー

バリゼーションをとらえ，そのイデオロギー的側面である「教育の福音」がも

たらす「職業教育主義」の影響により，英語教育改革と留学促進政策が結節さ

れ，「グローバル人材」育成政策へと結実したプロセスを明らかにした。これら

の知見は，留学研究において研究者が自身のバイアスに無自覚なままグローバ

リゼーションへの適応を目指すのではなく，グローバリゼーションそのものを

相対化して批判的に検討する必要性を示している。  

②について，本研究では分析課題の析出に先立ち，海外研究の広範なレビュー

により理論的検討を行い，「機能論的アプローチ」「葛藤論・再生産論的アプロー

チ」「解釈的アプローチ」の 3 つに整理した。これにより，これまで断片化し

ていた日本の留学研究の目的や方法について，体系的に議論することが可能に

なったと考える。また，プッシュ・プル理論だけではとらえられない国内での

留学志向の形成原理について，人的資本論では説明できないことや，文化的再

生産論やペアレントクラシー論を部分的に適用できる可能性を示したことも，

理論的貢献として挙げられよう。  

③は定量調査の課題であり，外的妥当性を高めるための統計的サンプリング

を採用した全国的な調査を個人研究の範囲で行うことが難しい点に起因する。

本研究では，すでに大型のプロジェクトとして実施された全国調査の個票デー

タを用いることで，国内全体を視野に入れた分析が可能になることを示した。

また，先行研究がほぼ存在しなかった「日本人の留学志向の形成要因」という
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研究領域において，「計量的モノグラフ」としての一定の実証知見を示したこと

で，今後の本領域における実証分析の足がかりを作ることができたと考える。  

④に関しては，「葛藤論・再生産論的アプローチ」から必然的に導かれる留学

志向の階層性の問題，すなわち留学機会の「格差」というテーマを，日本の事

例において初めて提示した。結論で示したように，日本社会における短期留学

という教育選択は，経済学的な便益の有無はさておき，〈富裕層のオルタナティ

ブ〉としての側面をもつ。この事実は，日本人の海外留学が私的な教育選択の

域を超えて公的な経済支援を受ける時に考慮されるべき重要な論点である。  

また，この論点は，留学促進政策において〈どのような学生の留学を支援す

るべきなのか〉という，重要な問いを引き出すことになる。現在の政策方針は

「意欲と能力ある全ての日本の若者に，留学機会を実現させる（文部科学省  

2013: 58）」ことを目指すが，社会経済的に有利な家庭の出身者ほどそのような

意欲と能力が高いというのが，本研究の分析から得られた知見である。今後の

政策的議論においては，これまでのように留学者数の拡大のみを目指すのでは

なく，留学という教育機会が学生たちに何をもたらすのか，そして教育的公平

性の観点から，留学という教育リソースをどのように配分するべきかという視

点が必要だと考える。  

 ここまで述べてきたのは，日本の留学研究に教育社会学的なアプローチを導

入したことで，教育社会学というディシプリンが前提的に有する批判性や，社

会現象の構造や機能に着目する基本姿勢によって，留学研究が内在する諸課題

を浮き彫りにした側面についてである。一方で，日本の教育社会学領域におい

てこれまで正面から取り扱われることの少なかった留学という対象にアプロー

チしたことによる，教育社会学研究にとっての意義についても指摘しておきた

い。それは，これまでの日本国内の社会階層と教育達成を対象とした教育社会

学研究が，学歴の変数において海外留学という選択肢を考慮してこなかったと

いう点である。  

 

図終－５ 社会階層と教育研究の分析枠組み  

出典：平沢他（ 2013: 152）  
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図終 -5 は社会階層と教育をテーマとした教育社会学研究の分析枠組みを示

している。これらの研究は，各変数間の因果構造を解明することで，教育が個

人の地位達成に対して果たす役割を実証しようとするものであるが，本研究が

得た結論は，この図の構造の中に留学という教育が選択される構造が埋め込ま

れているということであった。より具体的にいえば，「学歴」の項目の中に「留

学歴」という下位項目を含める必要があるかもしれないということである。  

 教育社会学の分析モデルにおいて留学という変数が視野に入ってこなかった

背景には，近年まで日本人にとっての海外留学が少数による例外的な教育選択

にとどまっていたことがある。しかし，本研究における学生たちの語りにみら

れたように，2010 年代以降の日本社会において短期留学という選択肢はもはや

珍しいものではなくなっている。第 2 章第 1 節で明らかにされたように，約 2

割の学生たちが短期留学を経験（予定）していた。これは，トロウの高等教育

システムの発達段階（トロウ  1976）になぞらえるならば，短期留学が「大衆」

型段階にあることを示している。  

 2009 年時点の調査を用いた本研究での分析では，留学経験に「トランスナ

ショナルな人的資本」としての所得上昇効果はみられなかったものの，国際的

な仕事への「職業的レリバンス」は明確に観察された。留学の望ましさがより

強調されるようになった 2010 年代以降，短期留学経験が初職達成において何

らかの影響をもたらしている可能性は十分に考えられる。加えて，教育政策に

おいて，大学入試への英語 4 技能試験の導入や小学校教育での英語の教科化が

既定路線として検討されていることから，国内の教育システムにおける留学の

プレゼンスは今後大きくなることが予想される。これまでの大学から職業達成

へのトランジション研究は，学歴や学校歴，専攻などの独立変数の影響を検証

してきたが，今後の調査研究においては学校歴としての長期留学や短期留学の

経験についても，重要な変数として考慮するべきだろう。  

 続いて，高等教育研究への示唆についても触れておきたい。高等教育制度と

いうマクロな視点から留学を理論的に位置づけ，その変遷についてたどった金

子元久は，グローバル人材育成の大合唱が始まる直前の 2000 年時点で次のよ

うに留学の「形態」を整理していた。すなわち，近代以前の①「派遣型」留学

は，国家の費用負担により先進国で特定の専門性や技術を習得して出身国に持

ち帰り，国家の発展に寄与することが期待されるものであった。その後，大学

教育市場のグローバル化と「多国間労働市場」の形成により，専門的な学位取

得を目的とした②「個人負担・キャリア志向」型，出身国内の大学在学者によ

る語学学習や異文化理解等を目的とした③「短期留学」型，さらに IT 技術の

発達により国家間の距離的な制約を解消する  ④「バーチャル」型といった「第
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二世代の留学形態」の拡大が指摘された（金子 2000）。  

 以降，現在に至るまでの日本における留学動向は，2005 年以降の「個人負担・

キャリア志向」型（学位取得目的の長期留学）の減少とその社会問題化という

点においては金子の想定外に，「短期留学」型の増加に関しては金子の見立てど

おりに推移してきているといえる。その後，金子は 2014 年に「留学の新段階」

と題した論考において，留学形態の分類を再度試みている（金子  2014）。2000

年の分類との対比を示すと表終 -2 のようになる。  

 

表終－２ 留学形態の分類  

金子（2000） 金子（2014）

　②「個人負担・キャリア志向」型の留学 　②「学位志向」型の留学

　③「短期留学」型の留学 　③「プログラム型」の留学

　　＝経験型の短期留学

　④「バーチャル」型の留学

近代以前の
留学

1990年代

以降の留学

　①「派遣型」の留学 　①「先進知識志向」型の留学

 

出典：金子（ 2000; 2014）より筆者作成  

 

金子（2014）は，1990 年以降の全世界的な留学の拡大について，中所得国

の急速な経済発展を背景とした①「先進知識志向」型と②「学位志向」型の増

加にその原因を求める一方，今後さらに③「プログラム型」が重要になると位

置づけている。しかし，日本ではなぜ③「プログラム型」が著しく増加してい

るのか，また，2000 年時点で類型化されていた④「バーチャル」型がなぜ普及

しないのかについては，体系的な考察がなされていない。「多国間労働市場」の

形成により，グローバル・メリトクラシーが支配的な社会状況が到来している

のであれば，国境を越えて通用する専門性や威信を獲得するための②「学位志

向」型の留学が拡大するはずだが，実際には 2005 年以降に減少の一途をたどっ

ているのである。  

本研究で得られた知見は，このような留学動向の日本的特質について，一定

の説明を可能にする。すなわち，③「プログラム型」留学の増加は，図終 -4 に

示した留学派遣制度のトリレンマ構造における，国内大学と経済・産業界の葛

藤の産物である。日本人若年層の大多数が，否応なしに「多国間労働市場」に

巻き込まれていくような社会状況は，いまだ現前していない。国内企業の人材
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ニーズとして重視されるのは，留学経験によって獲得される「トランスナショ

ナルな人的資本」よりも，留学経験を物語ることによって示唆される主体性や

チャレンジ精神といった情意面である。そして，学生たちが留学経験に見出す

価値は，IT を用いたオンライン受講のように母国に居住しながら合理的に獲得

される知識や学歴ではなく，外国に単身飛び込み多国籍な環境での人と人との

触れ合いを通じて達成される自己成長にあることから，④「バーチャル」型の

留学は浸透しなかったものと考えられるのである。  

金子（2014）は，③「プログラム型」留学の起源を中世ヨーロッパの「遊学」

に求め，1990 年代における EU のエラスムス計画が組織的な拡大の契機であっ

たとして，俯瞰的視野から短期留学の拡大とその意義について論じている。し

かし，このような大きな文脈から近年の日本の留学派遣政策をとらえると，本

研究で議論してきた「グローバル人材の二義性」や「留学派遣制度のトリレン

マ」というローカルな論理を見逃してしまうのである。  

 

４－２ 実践的意義  

 

 本研究の実践的貢献は，近年の日本の留学に関する政策議論において，①留

学の教育的意義，②留学機会の格差という 2 つの論点が捨象されていることを

示したことにある。  

 ①留学の教育的意義に関しては，「グローバル人材」の要件の中では仕事で具

体的に求められる能力・資質ではないことから，政策的議論においてあまり着

目されてこなかった「異文化に対する理解」という側面を深く考察することも

重要である。渋谷（2019）は，日本の「グローバル人材」育成政策において「世

界と戦える人材を育てる（内閣府  2013）」という経済の論理が先行し，その文

脈上に「多様な文化の理解と尊重の精神を通じて，より良い，より平和な世界

を築くことに貢献する」若者の育成を目指す国際バカロレア（ IB）が位置づけ

られている現実について，「（筆者注：グローバル人材育成と）IB とは同床異夢

であるようにみえる（ 6）」と違和感を表明している。同様に，英語教育や留学

生教育においても，異文化理解の促進やグローバル・イシューへの焦点化といっ

た教育的・文化的目標が本質的に存在するはずだが，第 1 章第 1 節で検討して

きたように，現在に至るまでの留学促進政策は，功利主義的な側面において留

学の意義を認めてきた経緯がある。今一度，留学の教育的・文化的価値とは何

かという議論に立ち戻り，大学教育における留学の意義が問い直されるべきだ

ろう。  

 ②留学機会の格差に関しては，教育政策としてどのように留学という教育機
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会を配分するべきかという課題である。現在の主要な短期留学の経済支援制度

は，日本学生支援機構の「海外留学支援制度」と文部科学省の「トビタテ！留

学 JAPAN」だが，派遣学生は入試難易度の高い大規模大学に集中している 6。

そのような大学にはそもそも高い SES の出自をもつ学生たちが集まっており，

現在の短期留学支援制度は，結果的に富裕層に対して優先的に留学機会をもた

らしている。  

「第 1 の誤謬」として指摘したように，現在はまだローカルな労働環境にお

いて「トランスナショナルな人的資本」のニーズは大きくはない。しかし，グ

ローバリゼーションや日本の人口オーナスを背景に，将来どのような産業構造

の変化が訪れるのかは不透明であり，仮に「要素Ⅰ」のような英語能力や異文

化間コミュニケーションスキルの需要が高まれば，短期留学をめぐる格差の問

題は一気に顕在化するだろう。また，留学格差がすぐに経済格差へと連動しな

かったとしても，留学によって獲得されるコスモポリタニズムの格差は，同じ

国内で暮らす市民のシティズンシップを二極化させ，分断する可能性がある（塩

原  2015）。留学機会の格差をめぐる問題もまた，経済的側面と教育的側面の両

面が存在するのである。  

国家政策として予算化される「海外留学支援制度」はもとより，「トビタテ！

留学 JAPAN」も学生たちへの奨学金の財源こそ私企業の寄附金であるが，制

度運営のために多くの行政職員と大学教職員のマンパワーが傾注されており，

公的な性質をもつ奨学金制度である。したがって，〈誰に〉〈なぜ〉経済支援を

行うべきかという論点は，今後の教育政策において新たに議論される必要があ

る。  

 

４－３ 留学促進政策への示唆  

 

 続いて，2020 年に 1 つの節目を迎える留学促進政策への本研究の示唆につい

て述べたい。2013 年の「第 2 期教育振興基本計画」において設定されていた，

2020 年までに高等教育段階の長期留学者数を 12 万人へと倍増させるという政

策目標は，未達成となることがほぼ確実視されている。一方，2018 年に閣議決

定された「第 3 期教育振興基本計画」では，「グローバル化による人材の流動

性が高まり人材獲得競争が激しさを増す（文部科学省  2018: 12）」という現状

認識に変化はなく，留学派遣に関しては「グローバルに活躍する人材の育成に

つながる短期留学者を増加させながら，大学等の日本人海外留学生数 12 万人

を引き続き目指す（ 61）」とされている。学位取得目的の長期留学と国内大学

生による単位取得や語学留学を中心とした短期留学を混同していた「第 2 期教
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育振興基本計画」とは異なり，短期留学者数の増加によって，従来掲げてきた

長期留学 12 万人という目標の達成を引き続き目指していくという整理がなさ

れている。ここにみられるのは，グローバル人材の育成につながる短期留学の

促進を維持していく方向性と，短期留学の増加が長期留学の増加につながると

いう見立てである。  

 しかしながら，本研究で得られた知見にもとづけば，本計画における留学促

進政策の方向性には次の 3 点の懸念が生じる。  

第 1 に，国内大学の学部生を中心とした短期留学が増加したところで，学位

取得目的の長期留学が増加するとは限らない。国内大学進学者が短期留学を経

験することで学位取得目的の長期留学を志向するようになったと仮定して，進

学先として想定されるのは外国の大学院である。しかし，国内企業の人材需要

において「トランスナショナルな人的資本」のニーズが実際にはさほど高くな

いことは本研究で明らかにされたとおりであるし，加えて大学院修了者のニー

ズもまた低いことが先行研究によって示されている（濱中  2015）。したがって，

国内大学進学者が短期留学を経験する割合が高まったとしても（しかも現状で

はその多くが 1 か月以下の短期プログラムにとどまっている），それが海外の

大学院進学という長期留学へと連動するとは考えにくいのである。  

第 2 に，長期留学者数を 12 万人へと倍増させるという目標に関して，国内

の高等教育機関への影響や高額な費用の負担といった現実的な問題が考慮され

ているようにはみえないことである。国内の 18 歳人口が減少していく中で，

現在より 6 万人も多くの長期留学者が海外で学位を取得するということは，そ

れだけ国内の高等教育機関に進学する学生が減少することを意味する。これは，

近年の大学進学者数が約 58 万人，大学院進学者数が約 6 万人であることを考

えると，決して小さくない数字である。また，長期留学の費用負担に関して，

例えばアメリカやイギリスの 4 年制大学の年間授業料の平均額は 800 万円以上

に達しており（文部科学省「諸外国の教育統計（平成 31 年版）」），これらの費

用を 6 万人分も国家予算として捻出することは難しい。したがって，学生本人

とその保護者に私費負担を求めることになるが，日本国内の高等教育をめぐる

「無理する家計」や貸与型奨学金の問題はすでに述べたとおりである。すなわ

ち，図終 -4 に示したトリレンマの原理において，国家予算の有限性による長期

留学者数の選抜性（エリート性）の問題は切り離せないものであり，12 万人と

いう目標値は現実的ではないといえる。  

第 3 に，長期留学者数が 12 万人に達したところで，日本経済が活性化する

ことは必ずしも保証されない。日本の留学促進政策は，海外で学位を取得した

日本人留学生が日本経済に貢献することを無条件に想定している。しかし，長
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期留学の送り出し国は，自国の優秀な学生たちが外国の高等教育機関で学位を

取得した後にそのまま職を得て定住するという「頭脳流出（ brain drain）」の

課題を抱えることになる（Bahna 2018）。長期留学経験が裏づける「トランス

ナショナルな人的資本」や専門性の蓄積を採用・給与面で評価しない国内企業

や，女性が不利益を受ける国内就労環境を背景として考えるならば，外国の高

等教育機関で学位を取得した国境を問わず高い専門性を発揮できる優秀な人材

が，日本に帰国して「メンバーシップ型」雇用の慣行が残る国内企業で高い生

産性を発揮してくれるという見通しは，楽観的といわざるを得ない。  

以上をふまえると，長期留学者数を 12 万人に増加させるという政策目標そ

のものの妥当性こそが問い直されるべきである。  

 

４－４ 本研究の限界と残された課題  

 

 最後に，本研究の限界と残された課題について述べておきたい。  

 第 1 に，本研究で行われた計量分析に用いた全国規模の調査データは，調査

年度やサンプリング方法，質問項目のばらつきなど，一定の制約が課されるも

のであった。既存研究が行ってこなかった全国規模の調査を用いた分析は本研

究の新規性の 1 つだが，量的分析の結果から得られた知見は，調査時点におい

てのみサンプリングの母集団に適用可能なものとして，慎重に解釈されなけれ

ばならない。特に，第 2 章第 2 節の高校生調査や，第 3 章の職業人調査に関し

ては，調査実施から約 10 年が経過していることもあり，2010 年代以降の留学

志向をめぐる社会状況の変化をとらえることができていない。また，本研究は

量的分析に質的分析を埋め込む混合研究法を採用した結果，量的分析でとらえ

られなかった変数を質的分析の知見によって補完する側面が大きかった。した

がって，量的分析の最終的な目標である，留学志向の形成を説明するための理

論モデルの導出と実証にまでは至っていない。  

これらの計量分析としての限界をふまえた今後の課題は，本研究の質的分析

により明らかにされた留学志向の形成を規定する要因を質問項目に含めた独自

の社会調査を行い，留学志向の形成を説明可能な理論モデルを生成するために

計量的な実証研究を行うことである。  

 第 2 に，本研究の質的調査は，留学を目前に控えた学生たちを対象に行った。

このような研究対象の限定も本研究のオリジナリティの 1 つであるが，筆者が

とらえた学生たちのリアリティーは留学前の一時点のものにとどまる。インタ

ビューイーたちの留学に対する意味投与の諸相は，実際の留学生活や帰国後の

職業達成までのプロセスを通じて，動的に変化していくことが予想される。本
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研究の終章を執筆している 2019 年 11 月現在，学生たちは世界各国で留学中で

あるが，帰国後に彼／彼女たちの価値志向にどのような変化がもたらされてい

るのかについても，機会が許せば引き続き明らかにしていきたい。  

 第 3 に，本研究の主たる研究対象は短期留学であったが，長期留学について

のさらなる検討が必要になるだろう。なぜなら，グローバル・メリトクラシー

の到来がもたらすのは，一部のエリート層によるグローバルな移動可能性であ

るかもしれないからである。つまり，英語教育改革や留学促進政策といった国

家レベルの全体的な議論からはみえてこない場所で，さらには統計的にはほと

んど着目されないような少数の教育選択として，長期留学はすでに実践されて

きている可能性がある。Reich（1991）の議論が正しければ，ローカルな職業

達成を目指した短期留学の動向の背後で，欧米圏の大学の高額な学費を支弁で

きるごく一部のエリート層だけが「トランスナショナルな人的資本」を形成し，

富を寡占する状況として，グローバル・メリトクラシーはすでに到来している

かもしれない。そうであれば，留学格差の本質は長期留学機会にアクセスでき

る者とそうではない者の間に生じることになる。  

 第 4 に，本研究は日本国内の事例に対象を限定してきたが，国際比較の観点

から考察を深める余地が残されている。特に，韓国や中国，マレーシア，カザ

フスタンといった非英語圏のアジア諸国との比較によって，留学志向の形成を

めぐる日本的特質をより鮮明に描き出すことが可能になるだろう。  

 以上に述べたように，日本社会における留学志向の形成という研究領域には，

今後埋められるべき知的空白がまだ数多く残存している。それらを今後の課題

として，本研究をひとまず終えることとしたい。  
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終章注  

 

1 労働市場において評価される文化資本についてグローバルとローカルの二義

的側面から考察する視点は，Sin（2013）を参照した。マレーシア国内の労

働市場において，英国に代表される外国大学の学位は「外国文化資本（ foreign 

cultural capital）」として象徴的な価値を発揮する。一方で，マレーシア企

業が求める大卒人材の要件として，国内ビジネスで通用する前提知識やコ

ミュニケーションスキルといった「ローカル文化資本（ local cultural 

capital）」を獲得していることも重視される。ゆえに，高等教育段階で長期

間外国に滞在して学位を取得することは必ずしもポジティブな評価につなが

るとは限らない。このジレンマを合理的に解決する留学形態として，大学生

活の大半をマレーシア国内で過ごしながら英国大学の学位取得が可能になる，

オフショアプログラムのニーズが存在するという。  
2 このような測定可能性に基づく分類に関しては，グローバル人材育成推進会

議も「グローバル人材の概念に包含される要素の幅広さを考えると，本来，

その資質・能力は単一の尺度では測り難い」と言及したうえで，要素Ⅰを「測

定が比較的に容易」であるとみなし，具体的な達成目標を示している（グロー

バル人材育成推進会議  2012: 8）。  
3 このような定性的な評価による選抜を可能にしている一側面として，「トビタ

テ」の財源が税金ではなく民間からの寄附金である点が挙げられる。換言す

れば，従来の国費留学や大学による短期留学の支援制度が語学力や成績等の

「定量的な評価」指標を用いているのは，公的資金の公平な用途としてのア

カウンタビリティーが求められることも一因であろう。  
4 経済・産業界によるアカデミズム不信の本質は，2014 年に文部科学省で開催

された「実践的な職業訓練を行う新たな高等教育機関の制度化に関する有識

者会議」における，国内大学を「グローバル型（Ｇ型）／ローカル型（Ｌ型）」

に機能分化しようとする議論に端的に表れている。経営コンサルタントの冨

山和彦は，学術的な教養や専門学知は一部の「グローバル型大学」だけで教

授されるべきであり，その他大半を占める「ローカル型大学」では「『学問』

よりも『実践力』を（冨山  2014: 7）」身につけるための職業訓練教育がなさ

れるべきだとの議論を展開している。加えて，冨山は，グローバルに通用す

る人材のレベルは今後「一層高度化（少数精鋭化）」するため，「極一部の Top 

Tier 校・学部」が「グローバルで通用する極めて高度なプロフェッショナル

人材の排出」を担うことを求めており（冨山  2014: 6），その留学観は極めて

エリート主義的といえる。  
5 このことは，日本学生支援機構による国内大学に在籍する大学生を対象とし

た「第二種奨学金（短期留学）」において，支援対象が「留学による取得単位

が国内在籍校の単位として認定される制度を利用する留学」と定められてい

ることにも表れている。  
6 2010 年代以降の日本の留学促進政策の経済支援の対象が高ランク大学に集

中していることは吉田（2014）も指摘しており，「日本の大学の序列構造の

上位に位置づく国立大学を中心とする大規模伝統校は，政府の財政的支援を

受けて，中位以下の小規模な私学は高校生と労働市場というマーケットをに

らんで，海外留学や使える英語の教育は 2010 年代の日本の大学のファッショ

ンとなっている（172）」と述べている。  
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この博士論文は，神戸大学大学院国際協力研究科に提出する学位請求論文で

ある。留学という教育事象をテーマとした研究は今や世界中で行われているが，

論文の中でも言及したように，国内の留学研究において留学の〈望ましさ〉を

一旦括弧に入れて批判的に検討するような研究はほとんど存在しなかった。私

が留学に対してこのような視座をもつに至ったのは，自身のこれまでの来歴に

よるところが大きい。  

第 1 に，私は留学経験をもたない。ミレニアムを迎えた時代に大学生活を過

ごしたが，国内大学進学者にとって留学は現在のようにありふれた選択肢では

なかった。当時の私は英米文学やロックミュージックなど欧米産の文化にどっ

ぷりと浸かり，外国人留学生と互いの国の料理を作り合うなど，今考えてみれ

ば留学志向が形成されてもおかしくない国際的な環境に身を置いていた。しか

し実際には，外国で一定期間在住してみようという発想そのものが浮かばな

かったのである。ゆえに，留学のリアリティーを自身の経験として獲得してい

ない私は，留学を促進するコミュニティーの外部に視点を定位し，その構造的

特質を分析の対象として相対化することが比較的容易だったといえる。  

第 2 に，私が大学職員として学生支援と国際交流の双方に携わってきたこと

も大きい。学生支援セクションでは，貸与型奨学金・授業料減免などの仕事や，

休退学を希望する学生・保護者との面談などを通じて，地方の「無理する家計」

の現実を痛感していた。その後，国際交流セクションに異動となり，オールジャ

パン体制で推進される留学促進政策を大学の現場で実践すること，すなわち学

生を留学へと水路づけていくことが私の仕事となる。しかし，前部署で形成さ

れた「無理する家計」の金銭感覚をもちながら，欧米圏での私費留学に必要な

費用を目の当たりにしたとき（カナダでの 1 年間の語学留学に要する費用は国

公立大学の 4 年分の学費を優に超える），「私は本当にすべての学生たちに留学

を勧めてよいのだろうか」という疑問を感じずにはいられなかった。なにしろ，

最近まで貸与型奨学金の説明会で「なるべくお金を使わないこと」の重要性を

学生たちに伝えていたその口で，今度は留学という高額な教育オプションの魅

力を語ることになったのである。このとき，「これほど多くの時間とコストをか

けてまで，学生たちはなぜ留学したいのだろう」「そもそもなぜ国や大学が留学

を促進するのだろう」という素朴な問いが生じたことが，本研究の出発点であ

る。  

大学院に進学し，本研究の課題を 1 つずつ解き明かしていく作業は，全体を
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通じて非常に楽しいものであった。それはひとえに私を導きサポートしてくだ

さった方々のおかげである。  

佛教大学大学院教育学研究科修士課程では，修士論文の主査として原清治先

生が私に教育社会学の扉を開いてくださった。2016 年の夏，押しかけ同然で原

先生の研究室に入れてほしいとお願いした際，翌日の授業で研究テーマをプレ

ゼンするよう言われ，円町の宿に戻って徹夜で発表資料を作成したことを記憶

している。あの夜の着想が本博士論文の土台となった。研究のイロハも知らな

い私にアカデミズムの基礎を叩き込んでいただき，博士課程進学後も折に触れ

て研究の進捗を気にかけてくださることに，深く感謝を申し上げたい。また，

篠原正典先生は修士論文の副査として多くの重要なコメントをくださり，とり

わけ統計分析の基礎について丁寧にご指導いただいた。数学的素養のない私は

量的分析の方法や解釈に関していつも篠原先生を質問攻めにしていたが，お忙

しいにもかかわらずいつも穏やかに教えていただいたことに大変感謝している。 

修士課程修了後に進学した神戸大学大学院国際協力研究科博士課程後期課程

では，まず博士論文の主査である山内乾史先生に誰よりも感謝を申し上げねば

ならない。進学当初に面談指導を受ける中で，文化的再生産論の分析枠組みに

凝り固まっていた私の視点をメリトクラシーの原理という広範な枠組みにまで

拡大し，その後リサーチクエスチョンに応じて深く絞り込ませるという，魔法

のようなご指導をいただいた（後者の絞り込みがスマートにできていないのは

ひとえに私の力量不足である）。留学を対象とした研究はある意味「島宇宙化」

したパラダイムが見えづらい状況であったがゆえに，メリトクラシーをめぐる

教育社会学の理論的系譜を全体的に俯瞰した後に留学という教育事象を改めて

とらえ直してみたことで，新たな着想を得ることができた。優しさと厳しさが

同居する毎月の面談指導は挫折と安堵の連続であり，研究の基礎体力を鍛えて

いただいた。弟子として末席に加えていただいたことに感謝しつつ，胸を張っ

て報告できるような成果を目指して研究を継続していきたい。  

3 人の副査の先生から得た学びも大きい。小川啓一先生からは，教育経済学

的アプローチと研究の〈型〉の重要性についてご指導いただいた。論点が交錯

して全体像がわかりにくい私の研究に対して，〈型〉のどのパートに何を当ては

めるのかを問い続けてくださったことで，研究の全体像をその都度とらえ直す

ことができた。近田政博先生からは，高等教育研究のアプローチに加え，研究

における〈面白さ〉とは何かということや，簡潔かつ的確な文章を積み上げて

いくことの重要性について学ばせていただいた。勤務校で学生の文章を添削す

る際には，脳裏でいつも近田先生のお言葉を反芻している。黒田千晴先生から

は，社会学的観点および留学生教育の実務的観点からご指導いただいた。毎回
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の研究報告の際は，いつも冒頭に良い点を評価してくださった後に最も自信が

ないポイントに対してクリティカルなコメントをいただくという流れが定着し

ていたので，お褒めいただいた際は冷や汗をかきながらその後の一撃に身を固

くしていたことが思い出される。また，研究方法に関する具体的なアドバイス

をいただいたことで，手探りながらも比較的短期間で質的調査を実施すること

ができた。神戸大学の先生方に深く感謝申し上げたい。  

 現在勤務する宮崎公立大学では，精力的な研究と教育のみならず，正課外活

動や学生相談といった学生支援にも熱心な先生方の存在に大きな影響を受けた。

特に，博士課程への進学を応援してくださった川瀬隆千先生と四方由美先生，

退職後も支えてくださる中別府温和先生には，大きな感謝の意を表したい。  

 加えて，第 4 章でのインタビューを引き受けてくれた 13 人の学生たちを抜

きにして，本研究を完成させることはできなかった。留学を目前に控えた彼／

彼女たちのライフストーリーを聞き取るのは非常に楽しい作業であり，快適な

日本社会を飛び出して武者修行してやろうという気概には総じて尊敬と憧憬の

念を抱いた。学生たちのチャレンジが報われる社会であってほしいと強く願う。 

最後に，いつも私の心に平安を与えてくれる妻と 2 人の子ども，そして両親

に感謝したい。2020 年の春，折しも息子の小学校卒業と娘の幼稚園卒園，そし

て私の大学院修了が重なり，親子 3 人でそれぞれの教育課程を終えるセレモ

ニーを同時に経験できることを嬉しく思う。  


	0_表紙20200204
	0.5_要旨20200307
	1_目次20200207
	2_図表目次20200210
	3_序章20200307
	4_第1章20200307
	5_第2章20200307
	6_第3章20200307
	7_第4章20200307
	8_終章20200307
	9_初出一覧20200307
	10_引用参考文献20200307
	11_謝辞20200307

